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令和２年３月飯島町議会定例会議事日程（第１号） 

令和２年３月５日 午前９時１０分 開会・開議 

 

１ 開会（開議）宣告 

 

１ 議事日程の報告 

 

１ 町長議会招集挨拶 

 

日程第 １ 会議録署名議員の指名 

日程第 ２ 会期の決定について 

日程第 ３ 諸般の報告 

日程第 ４ 第 １号議案 飯島町固定資産評価審査委員会委員の選任について 

日程第 ５ 第 ２号議案 農業委員会委員の任命について 

日程第 ６ 第 ３号議案 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関

係条例の整備に関する条例 

日程第 ７ 第 ４号議案 飯島町税条例の一部を改正する条例 

日程第 ８ 第 ５号議案 飯島町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

日程第 ９ 第 ６号議案 飯島町固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

日程第１０ 第 ７号議案 飯島町営水道条例の一部を改正する条例 

日程第１１ 第 ８号議案 令和元年度飯島町一般会計補正予算（第１０号） 

日程第１２ 第 ９号議案 令和元年度飯島町国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 

日程第１３ 第１０号議案 令和元年度飯島町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号） 

日程第１４ 第１１号議案 令和元年度飯島町介護保険特別会計補正予算（第４号） 

日程第１５ 第１２号議案 令和元年度飯島町公共下水道事業特別会計補正予算（第３号） 

日程第１６ 第１３号議案 令和元年度飯島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第３号） 

日程第１７ 第１４号議案 令和元年度飯島町水道事業会計補正予算（第３号） 

日程第１８ 第１５号議案 令和２年度飯島町一般会計予算 

日程第１９ 第１６号議案 令和２年度飯島町国民健康保険特別会計予算 

日程第２０ 第１７号議案 令和２年度飯島町後期高齢者医療特別会計予算 

日程第２１ 第１８号議案 令和２年度飯島町介護保険特別会計予算 

日程第２２ 第１９号議案 令和２年度飯島町水道事業会計予算 

日程第２３ 第２０号議案 令和２年度飯島町下水道事業会計予算 

日程第２４ 第２１号議案 飯島町道路線の認定について 

日程第２５ 第２２号議案 飯島町道路線の変更について 
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本会議開会 

 

開  会  令和２年３月５日 午前９時１０分 

 

議  長  おはようございます。町当局並びに議員各位におかれましては、大変御苦労さまです。 

これから令和２年３月飯島町議会定例会を開会します。 

本定例会におきましては、羽生代表監査委員、片桐農業委員会長の御出席をいただい

ております。大変御多忙のところですが、よろしくお願いをいたします。 

３月定例会は、令和２年度各会計予算をはじめ重要な案件の審議が予定されておりま

す。議員各位におかれましては、会期中の本会議及び委員会審査を通じて慎重かつ精力

的に御審議をいただくとともに、円滑な議事運営に御協力いただきますようお願いをし

ます。 

これから本日の会議を開きます。本日の議事日程については、お手元に配付のとおり

です。 

開会に当たり町長から御挨拶をいただきます。 

町  長  おはようございます。令和２年３月議会定例会の招集に当たりまして一言御挨拶を申

し上げます。令和２年２月 14日付、飯島町告示第 10号をもって令和２年３月飯島町議

会定例会を招集しましたところ、議員各位には、時節柄、御多忙中にもかかわらず全員

の皆様の御出席を賜り、心から厚く御礼を申し上げます。また、羽生代表監査委員さん、

片桐農業委員会長さんにおかれましても、お忙しい中、御出席を賜り、厚く御礼を申し

上げます。 

新型コロナウイルスの感染が国内のみならず全世界的に広がっており、長野県内にお

きましても２月 25日に感染者が確認されたところでございます。町でも新型コロナウイ

ルス感染症対策本部を設置し、国、県と連動しながら個々での感染の予防をはじめ集団

感染の予防に最大限の注意を払い、取組を進めているところでございます。町内におき

ましてもイベントや行事の中止や延期、小中学校の休校の開始等、町民の皆様にとりま

しても大変な御不安や御心配があろうと思っておるところでございます。町民が一丸と

なって、私たちの町、この地域を守っていかなければなりません。多くの皆様の御理解、

御協力を切にお願い申し上げるところでございます。 

今議会では、令和２年度の予算を上程いたします。新年度予算は、行政の３大事業で

ある福祉増進事業、産業振興事業、安全管理事業の着実な実施と３つのチャレンジの取

組を行うとともに、新たに掲げました森林や田園風景の静寂さの中にも強靭で快適な生

活基盤のある町、みんなで子育て世代を応援する意識啓発や職場づくり、活躍するシニ

ア、技術や経験が地域に生かせる元気な人生 100年時代、リニア新時代、後継者が夢を

抱いて故郷に戻れる経済基盤のある地域、職員が創造力と実行力にあふれ、行政サービ

スが的確に機能する町の組織づくりという戦略的な５つの政策目標と主要施策を推進し、

人と緑輝くふれあいのまちを実現するための予算として編成したところでございます。
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後ほど新年度予算の提案の際に行います施政方針の中で詳しく私の考えを申し上げる所

存でございます。 

本議会定例会に御提案申し上げます案件につきましては、人事案件２件、条例案件５

件、新年度予算を含む予算案件 13件、その他案件２件の合計 22件でございます。いず

れも重要な案件でございますので、何とぞ慎重な御審議をいただき適切なる御決定を賜

りますようお願い申し上げまして、議会招集の挨拶といたします。ありがとうございま

した。 

 

議  長  日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

本定例会の会議録署名議員は、会議規則第 122条の規定により２番 三浦寿美子議員、

３番 久保島巌議員を指名します。 

 

議  長  日程第２ 会期の決定についてを議題とします。 

本定例会の会期につきましては、過日開催されました議会運営委員会において協議を

いただいており、議会運営委員長より会期は本日から３月 23日までの 19日間とするこ

とが適当との協議結果の報告がありました。 

お諮りいたします。本定例会の会期は議会運営委員長からの報告のとおりとしたいと

思いますが、これに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、会期は本日から３月 23日までの 19日間とするこ

とに決定しました。 

会期の日程は事務局長から申し上げます。 

事務局長 （会期説明） 

 

議  長  日程第３ 諸般の報告を行います。 

議長から申し上げます。 

最初に、請願、陳情等の受理について報告します。受理した請願、陳情等はお手元の

請願・陳情等文書表のとおりであり、会議規則第 89条及び第 92条の規定により所管の

常任委員会に審査を付託します。 

次に、例月出納検査結果について報告します。12月から２月における例月出納検査の

結果、特に指摘事項はありません。 

次に、議会閉会中に実施されました議員研修については、お手元に配付のとおり報告

がありました。研修参加、大変御苦労さまでした。 

次に、本会議に説明員として出席を求めた方は別紙のとおりであります。また、予算

議会でありますので、企画政策課財政係長に出席を願うこととしました。 

次に、町当局からの報告を求めます。 

町  長  飯島町土地開発公社の令和２年度事業計画及び予算について報告いたします。飯島町

土地開発公社の令和２年度事業計画及び予算につきましては、去る２月 21日開催の飯島
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町土地開発公社理事会において審議をお願いし、御議決いただきましたので、その概要

を地方自治法の規定により御報告申し上げます。初めに、町内企業の動きとしましては、

石曽根工場用地の造成工事が完了し、宮澤フルート製造株式会社へ売却したところでご

ざいます。工場建設につきましては、春先に着手するものと聞いております。中田切工

業団地内のひかり味噌株式会社につきましては工場拡張に関する水路工事の施工が進ん

でいるとのことでございます。以上、報告申し上げます。さて、令和２年度の事業計画

でありますが、土地造成事業につきましては、陣馬工業団地の造成及び売却、久根平工

業団地の拡張計画を進めてまいります。また、未販売の分譲宅地につきましても、定住

促進事業との連携や不動産業者への働きかけ、パンフレットやホームページなどを活用

した販売促進に努めてまいります。次に、予算概要について申し上げます。主な収入見

込みとしましては、工業団地、住宅分譲地等の売却による土地造成事業収益などにより、

収入合計でおよそ 1億 5,300万円を予定しております。これに対し、支出見込みとしま

しては、土地造成事業原価およそ 1億 7,500万円など、事業支出およそ 1億 7,900万円

を予定しており、この結果、単年度収支では陣馬工業団地を現在の相場で売却した場合

およそ 2,600万円の赤字となる予算であります。詳しくは、お手元の事業計画並びに予

算書のとおりでございますので、御覧いただきたいと思います。 

続けて報告いたします。株式会社エコーシティー・駒ヶ岳令和２年度事業計画及び予

算計画について報告いたします。株式会社エコーシティー・駒ヶ岳の令和２年度事業計

画及び予算計画につきましては、去る２月 18日開催の取締役会において承認されており

ますので、地方自治法の規定により、その概要を報告いたします。初めに、本年度の事

業実施状況等につきまして御報告申し上げます。今年度の事業は、ネット配信事業者の

放送事業への参入や大手通信事業者の有線無線のセット販売の影響もあり、経営環境は

めまぐるしく変化してきているところでありますが、おおむね順調に進んできておりま

す。加入の状況につきましては、テレビは減少傾向でありますが、インターネットサー

ビスにつきましては新しい事業者の県内進出による影響は出ているものの増加しており

ます。また、ケーブルプラス電話につきましては、契約が 6,000件を超えることができ

たところでございます。決算見込みですが、計画では 1,700万円の利益を見込んでおり

ましたが、決算では昨年並みの 4,000万円前後の利益が計上できるのではないかと見込

んでおります。今期の決算につきましては、６月定例会で報告させていただきます。次

に、令和２年度の事業計画及び予算計画について御説明申し上げます。基本方針及び運

営方針につきましては、本年度と同様でございます。主なる事業計画といたしましては、

新規加入者及び各サービス利用者の獲得に向けセット割の推進や通信事業者との連携を

図り、営業活動を推進いたします。自主放送チャンネルみなこいチャンネルの充実では、

地域振興等に資する番組の企画をするとともに、最新機器の利用と職員研修強化を図っ

てまいります。新しいサービスの展開と次世代サービスの研究では、地域ＢＷＡサービ

スの開始とローカル５Ｇの研究等、地域の皆さんに必要なサービスを見極めながら適切

な事業運営をしてまいります。４Ｋ８Ｋの高度ＢＳ放送は、一昨年 12月から放送が開始

され、本年開催のオリンピックでの需要に向け、当地域での高度ＢＳ放送の普及促進を
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図ってまいります。設備取得等では、インターネット回線での通信量の増大に対応する

ためのインターネットセンター設備の増強や確実で安全な放送環境の整備のため、必要

な設備機器の更新を行ってまいるため 4,480万円の資産取得を予定しております。これ

らのことから、予算では営業利益 1,640万円、営業外利益 660万円、計 2,300万円の利

益を見込んでおります。なお、今回の取締役会におきまして令和 10年度までの収支計画、

設備投資計画につきましても確認したところでございます。詳しくはお手元の事業計画

及び予算計画、10年収支計画のとおりでございますので、御覧いただきたいと思います。 

議  長  ただいま報告のありました２件につきましては、最終日の議会全員協議会において質

疑を受けることとします。 

以上で諸般の報告を終わります。 

 

議  長  日程第４ 第１号議案 飯島町固定資産評価審査委員会委員の選任について 

を議題といたします。事務局長に議案を朗読させます。 

事務局長 （議案朗読） 

議  長  本案について提案理由の説明を求めます。 

町  長  第１号議案 飯島町固定資産評価審査委員会委員の選任について提案理由の説明を申

し上げます。固定資産評価審査委員会の委員は、地方税法第 423条第３項により、町民

であり町税の納税義務がある者または固定資産の評価について学識経験を有する者のう

ちから議会の同意を得て町長が選任するとされております。また、同条第６項により任

期は３年とするとし、飯島町税条例第 78条の規定により固定資産評価審査委員会の委員

の定数は３人とされております。現在、生田順市氏、内山喜夫氏、宮下好矢氏の３名の

方が在任中ですが、このうちの１人であります生田順市氏がこの３月 31日に任期満了と

なります。任期満了後の委員として人格、見識とも最適者と考え、生田順市氏を引き続

き委員として選任いたしたく、議会の同意を求めるものでございます。よろしく御審議

の上、議員の皆様の御同意を賜りますようお願い申し上げます。 

議  長  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

本案は討論を省略し、これから第 1号議案 飯島町固定資産評価審査委員会委員の選

任についてを採決いたします。この採決は起立によって行います。 

お諮りします。本案は、これに同意することに賛成の方は御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

議  長  お座りください。起立全員です。よって、第１号議案は原案のとおり同意することに

決定しました。 

 

議  長  日程第５ 第２号議案 農業委員会委員の任命について 

を議題といたします。事務局長に議案を朗読させます。 

事務局長 （議案朗読） 
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議  長  本案について提案理由の説明を求めます。 

町  長  第２号議案 農業委員会委員の任命について提案理由の説明を申し上げます。現在の

農業委員会委員の皆様の任期は、本年３月 31日をもって満了となります。現委員の皆様

には３年から長い方では６年間、町の農業振興のために御尽力いただきましたことに心

より感謝と御礼を申し上げます。４月からは新たな委員の皆様をお願いするわけですが、

その選任に当たっては、農業委員会等に関する法律の規定により町長が議会の同意を得

て任命するとされておりますので、今回 12名の方々を委員に任命するため議会の同意を

お願いするものでございます。また、同法の規定により認定農業者等である者が委員の

過半数を占めるようにしなければならないとされておりますが、当町の場合、認定農業

者等のみで過半数を選出することが大変難しい状況であります。したがいまして、委員

の４分の１を認定農業者等または同法施行規則に規定されている者とさせていただくこ

とも併せて議会の同意をお願いするものでございます。なお、委員の任期でございます

が、令和２年４月１日から３年間となります。それでは、御同意をいただく方々を申し

上げます。小林昭夫さん、有賀久雄さん、矢澤美和子さん、吉川順平さん、高橋豊さん、

田中浩二さん、塩澤尚美さん、三石昌志さん、片桐孝明さん、菊地正博さん、宮下俊三

さん、竹澤孝生さんの以上 12名でございます。細部につきましては担当課長より説明申

し上げますので、よろしく御審議の上、御同意を賜りますようお願い申し上げます。 

産業振興課長 （補足説明） 

議  長  これより質疑を行います。質疑ありませんか。――ありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

この議案は討論を省略し、これより第２号議案 農業委員会委員の任命についてを採

決いたします。この採決は起立によって行います。 

本案は、これに同意することに賛成の方は御起立を願います。 

〔賛成者起立〕 

議  長  お座りください。起立全員です。したがって、第２号議案は原案のとおり同意するこ

とに決定しました。 

 

議  長  日程第６ 第３号議案 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例 

を議題とします。本案について提案理由の説明を求めます。 

町  長  第３号議案 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条

例の整備に関する条例について提案理由の説明を申し上げます。地方公務員法及び地方

自治法の一部を改正する法律の施行による会計年度任用職員制度の導入等に伴い、関係

条例について所要の整備を行いたいものでございます。10の条例の一部改正及び１つの

条例の廃止につきまして一括して整備するための条例制定について提案するものでござ

います。詳細につきましては担当課長から説明申し上げますので、よろしく御審議の上、

御議決賜りますようお願いいたします。 
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総務課長 （補足説明） 

議  長  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

８番 

坂本議員  １つお聞きします。これに係る条例によって影響を受けた方の人数はどのくらいにな

るわけですか、減額になった方っていうことですけど。減額になった方はどのぐらいで、

増額になった方はどのぐらいか。 

総務課長  第何条になりますでしょうか、減額。 

８番 

坂本議員  質問の仕方が悪かったと思いますが、第何条ということではなく、総額の月当たりの

給与に対しての総額の金額でという、そういう形では見ていませんですか、そちらは。 

総務課長  会計年度任用職員につきましては、地方公務員法が適用されることから、処分、また

分限、また減給等を行うという形で定めなければならないということになってございま

して、そういった部分では現在まだ対象者がおりませんので、減額を受けた者はござい

ません。また、特別職の報酬等につきましても、現行の報酬の額をそのまま移行して分

かりやすくしたものという形でございまして、影響額等はございません。 

議  長  ほかに。 

９番 

浜田議員  再確認ですけれども、第７条の重複禁止規定によって影響を受けた方はいないと、そ

ういうことでよろしいですか。 

総務課長  この決めは今のところ発生をしておりません。これから常勤の特別職、町長、副町長、

また教育長及び一般職の常勤の職員がここの特別職の職に当たる場合には支給をしない

という形で、これからのものについて定めておるところでございます。また、人選につ

きましては、それぞれ慎重に人選をしてまいるという形になってまいります。 

議  長  ほかにありませんか。――ありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第３号議案 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴

う関係条例の整備に関する条例を採決します。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第３号議案は原案のとおり可決されました。 

 

議  長  日程第７ 第４号議案 飯島町税条例の一部を改正する条例 

を議題とします。本案について提案理由の説明を求めます。 

町  長  第４号議案 飯島町税条例の一部を改正する条例につきまして提案理由の説明を申し
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上げます。家屋へ附帯設備を取り付けたものと家屋の所有者が異なっている場合の固定

資産税の課税に当たり、納税義務者につきまして町の税条例に定める必要がありますこ

とから、地方税法第 343条第９項の規定に基づき本条例を整備するものでございます。

細部につきましては担当課長から説明申し上げますので、よろしく御審議の上、御議決

賜りますようお願いいたします。 

住民税務課長 （補足説明） 

議  長  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

９番 

浜田議員  何点かお尋ねいたします。まず１つは、今回この条例が改定されるに至った具体的な

事例をもう少し説明いただきたいと思います。これだけでは、どういうものがその対象

になったのかということが非常に理解しにくいので、それがまず第１点です。それから、

もう一つは、もとになっている地方税法、この条項はもともとあったわけですけれども、

それは今回の条例が制定する以前には当該するような事例はなかったのかということに

ついてお尋ねいたします。以上２点です。 

住民税務課長  まず１つ目の質問でございます。今回は、町内にあります店舗の中で、店舗の所有者

とその店舗の中の施設を利用して行う事業者がそれぞれいるということでありますので、

よろしくお願いいたします。それから、もう一点、事例がなかったかということでござ

いますけども、事例がなかったがために今回整備するものでございます。 

議  長  ほかにありませんか。 

４番 

中村議員  今、最初のほうの事例のお話を聞いたわけなんですけれども、ちょっと私よく理解で

きないんですけれども、店舗の箱、箱物っていうか、そこの物、最初の借りているとい

うか、その人が自分で何か設備を設けた場合に、その店舗設備の部分を今度は店舗とし

て使っている人が払うという、そういう理解なんですかね。ちょっと私、もうちょっと

説明加えていただけたら分かりやすいかと思うんですけど、お願いします。 

住民税務課長  通常、御商売される場合につきましては、建物の所有者と施設の所有者が同一な場合

が一般的でございます。ただ、今回の事例につきましては、建物を建てた方と建物を使っ

て中で御商売される方がそれぞれ違いまして、設備の所有者が建物の所有者と異なりま

すので、おのおのに課税する案件ということで、そういう事例でございます。お分かり

でしょうか。 

議  長  いいですか。 

２番 

三浦議員  今、設備の規模とか、そういうことが関係するんでしょうか。どの程度の物になると

課税対象になるとかあるんですか。 

住民税務課長  今回のケースでございますけれども、特定附帯設備でございますけれども、例えばエ

アコンとか、あと内装関係、それが特定附帯設備に当たりまして、ちょっと規模につき

ましては様々でございますので、ちょっとこれから評価いたします。――評価というか、

課税をいたしますので、ちょっと金額的には分かりませんけども、具体的に申しますと、
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今のような内装とかエアコン等になります。 

議  長  ほかにありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第４号議案 飯島町税条例の一部を改正する条例を採決します。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第４号議案は原案のとおり可決されました。 

 

議  長  日程第８ 第５号議案 飯島町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

を議題とします。本案について提案理由の説明を求めます。 

町  長  第５号議案 飯島町国民健康保険税条例の一部を改正する条例につきまして提案理由

の説明を申し上げます。国民健康保険につきましては、平成 30年度から県へ経営が移行

され、課税については数年後に県下国民健康保険税水準の統一が予定されております。

過日行われました飯島町の国民健康保険の運営に関する協議会では、県から示された納

めるべき納付金を基に方式や税額、保険税率について検討がされ、２月 13日に答申が出

されました。このたび、その答申を受けまして国民健康保険税の税率及び税額の一部を

改正するものであります。改正の経緯及び税率等の詳細につきましては、それぞれ担当

課長から説明申し上げますので、よろしく御審議の上、御議決賜りますようお願い申し

上げます。 

健康福祉課長 （補足説明） 

住民税務課長 （補足説明） 

議  長  これから質疑を行います。なお、議事運営上、ここでは総括的な事項について質疑さ

れるようお願いをします。それでは、質疑はありませんか。 

７番 

折山議員  １点だけ大きいところで、多分、資産割をなくすっていうことは、いわゆる昔流風に

言えば資産家の皆さんに関わる部分が軽減されて、世帯を構える、あるいは家族が多い、

こういった加入者の皆さん、そいで所得の多いっていう大小、ここへ課税のしわがその

分寄っていくっていうことの中で、多分、運営協議会の中でも弱者に対するかなり議論

がなされたと思います。具体的に、低所得層に７割減のその他が増額しているっていう

ことは、軽減額が増えているっていうことだと思うんですが、実際に最も低所得ってい

うか、軽減を求めている人たちの段階の影響額っていうのはどのようにつかまれて御決

定されたか、その点だけお聞きしたいと思います。 

健康福祉課長  具体的な影響額というものは、それぞれ一人一人本当に違いますので、計算ができな

いという形になります。本当に計算をするとなれば 2,000 人の国民健康被保険者の皆様
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の一人一人を全部洗い出さなくてはなりません。今回、運営協議会の中で検討をした中

で、資産割についての検討です。こちらについては、昔は土地等の資産についてが所得

を生み出したものであるけれども、今はなかなかそうではないということと、高齢者、

高齢の方々の所得がない中の資産をお持ちの方々への影響が大きいのではないかといっ

たような協議もしたところです。 

議  長  ほかにありませんか。 

２番 

三浦議員  軽減の対象になる方は何人ぐらいいるのか、人数についてだけ、ちょっと。 

住民税務課長  試算では６割程度でございます。 

議  長  いいですか。 

２番 

三浦議員  人数が何人、被保険者の対象人数なんですけど、６割では……。 

住民税務課長  ２月１日に現在の試算でございますけれども、人数につきましては 2,054名でござい

ます。ですので、すみません、その６割ですので 1,200人ほどになろうかと思います。 

８番 

坂本議員  ちょっと金額的なことも聞きたいんですけれども、これを改正しない以前の金額と改

正後の金額、それぞれ国保、介護、後期高齢とあると思うんですけれど、それは概算で

どの程度の差が出てきますか。 

住民税務課長  ２月１日現在の試算でございますけれども、４方式のときの金額ですが、総額で 1億

9,320 万円ほどでございました。改正後につきましては３方式でございますけれども、

試算で 1 億 9,690万円ほどでございます。全体につきましては手持ちがございますけれ

ども、該当部分につきましては手持ちがございませんので、申し訳ございません。 

議  長  ほかにありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

ここでお諮りします。ただいま議題となっております第５号議案については社会文教

委員会へ審査を付託したいと思いますが、これに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。第５号議案については社会文教委員会に付託をいたします。 

 

議  長  日程第９ 第６号議案 飯島町固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

を議題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

町  長  第６号議案 飯島町固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例につきまして

提案理由の説明を申し上げます。今回の改正は、令和元年 12月 16日に行政手続等にお

ける情報通信の技術の利用に関する法律が施行されたことに伴い、所要の改正を行うも

のであります。細部につきましては担当課長から説明申し上げますので、よろしく御審

議の上、御議決賜りますようお願いいたします。 

住民税務課長 （補足説明） 
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議  長  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。討論ありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第６号議案 飯島町固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例を採

決します。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第６号議案は原案のとおり可決されました。 

 

議  長  日程第１０ 第７号議案 飯島町営水道条例の一部を改正する条例 

を議題とします。本案について提案理由の説明を求めます。 

町  長  第７号議案 飯島町営水道条例の一部を改正する条例について提案理由の説明を申し

上げます。本条例案は、水道法の改正に伴い給水装置の工事を行うことができる事業者

の指定について５年ごとの更新制が導入されたため、所要の改正を行うものでございま

す。細部につきましては担当課長から説明申し上げますので、よろしく御審議の上、御

議決賜りますようお願いいたします。 

建設水道課長 （補足説明） 

議  長  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

３番 

久保島議員  ５年更新の規定についてはどこに書いてあるんでしょうか。 

建設水道課長  具体的な定めにつきましては町の規則にて定めております。 

議  長  ほかにありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第７号議案 飯島町営水道条例の一部を改正する条例を採決します。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第７号議案は原案のとおり可決されました。 

 

議  長  ここで休憩といたします。再開時刻を 10時 40分といたします。休憩。 

 

休  憩  午前１０時２６分 
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再  開  午前１０時４０分 

 

議  長  会議を再開します。 

 

議  長  日程第１１ 第 ８号議案 令和元年度飯島町一般会計補正予算（第１０号） 

日程第１２ 第 ９号議案 令和元年度飯島町国民健康保険特別会計補正予算（第４

号） 

日程第１３ 第１０号議案 令和元年度飯島町後期高齢者医療特別会計補正予算（第

３号） 

日程第１４ 第１１号議案 令和元年度飯島町介護保険特別会計補正予算（第４号） 

日程第１５ 第１２号議案 令和元年度飯島町公共下水道事業特別会計補正予算（第

３号） 

日程第１６ 第１３号議案 令和元年度飯島町農業集落排水事業特別会計補正予算

（第３号） 

日程第１７ 第１４号議案 令和元年度飯島町水道事業会計補正予算（第３号） 

以上７議案を一括議題とします。 

それでは、本７議案について提案理由の説明を求めます。 

町  長  第８号議案から第 14号議案について、一括して提案理由の説明を申し上げます。 

まず、第８号議案、令和元年度一般会計の補正予算（第 10号）について申し上げます。

予算の規模につきましては、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 743万 7,000円を

減額し、歳入歳出それぞれ 52億 5,154万 7,000円とするものであります。今回の補正に

つきましては、令和元年度の決算を迎えるに当たり、事業実績等の見通しにより必要な

補正を行うものであります。主な歳入の内容としましては、地域福祉基金積立金 1,500

万円、石曽根工場用地に関わる町有地売払収入 670万円、農業次世代人材投資事業交付

金 370万円をそれぞれ減額する一方、法人町民税及び固定資産税で 790万円、認可保育

園保育料 510万円、長野県市町村振興協会交付金に 190万円の増額補正を計上いたしま

した。主な歳出の内容としましては、開業医支援事業補助金 1,500万円、介護保険事業

繰出金 460万円、農業次世代人材投資事業補助金 370万円、また上伊那広域連合及び伊

南行政組合負担金をそれぞれ減額する一方、公共下水道事業特別会計及び農業集落排水

事業特別会計の公営企業会計移行に関わる繰出金に 4,000万円、福祉医療費給付事業に

670 万円、障害福祉サービス給付費に 600 万円、事業用施設新増設支援事業等の補助金

におよそ 330万円の増額補正を計上いたしました。そのほか、各種事務事業において決

算を見込み、それぞれ補正計上したところでございます。 

続きまして、第９号議案、令和元年度飯島町国民健康保険特別会計の補正予算（第４

号）について提案理由の説明を申し上げます。予算規模につきましては、歳入歳出予算

の総額に 1,002万 8,000円を追加し、歳入歳出それぞれ９億 8,260万 5,000円とするも

のであります。今回の補正は、税の徴収状況や国等の補助金申請、療養費の給付実績等

により補正するものであります。歳入につきましては、国民健康保険税を 280 万 1,000
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円、国庫支出金を 42万 8,000円、県支出金を 651万 9,000円、繰入金を 28万円増額す

るものでございます。歳出では、総務費を 73 万 8,000 円、保険給付費を 670 万 7,000

円、保険納付費を 360 万 7,000 円、保険事業費を３万円増額し、予備費を 105 万 4,000

円減額するものであります。 

続きまして、第 10号議案、令和元年度飯島町後期高齢者医療特別会計の補正予算（第

３号）について提案理由の説明を申し上げます。予算規模につきましては、歳入歳出予

算の総額に 72万 6,000円を追加し、歳入歳出それぞれ１億 3,926万 9,000円とするもの

であります。今回の補正は、後期高齢者保険料の現状及び事務負担分の確定により補正

を行うものであります。歳入では、後期高齢者保険料を 86万 6,000円増額し、繰入金を

14 万円減額するものであります。歳出では、総務費を 14 万円減額し、後期高齢者医療

広域連合納付金を 86万 6,000円追加するものであります。 

続きまして、第 11号議案、令和元年度飯島町介護保険特別会計の補正予算（第４号）

について提案理由の説明を申し上げます。予算規模につきましては、歳入歳出からそれ

ぞれ 472万 6,000円を減額し、予算の総額を歳入歳出それぞれ 11億 5,792万 7,000円と

するものです。今回の補正は、人事異動、介護保険システム関係決算見込みによるもの

であります。歳入につきましては、地域支援事業の国庫支出金４万 3,000円、県支出金

２万 2,000 円を減額し、一般会計繰入金では人件費、事務費、地域支援事業の合計 466

万 1,000円を減額するものです。歳出につきましては、総務費で人件費、介護保険シス

テム更新、賦課徴収費、介護認定に関わる費用の決算見込みにより 464万 1,000円を減

額し、地域支援事業では 17万 8,000円減額し、予備費を９万 3,000円増額するものであ

ります。 

続きまして、第 12号議案、令和元年度飯島町公共下水道事業特別会計の補正予算（第

３号）について提案理由の説明を申し上げます。今回の補正につきましては、歳入歳出

予算の総額に歳入歳出それぞれ 4,600万 2,000円を追加し、歳入歳出それぞれ４億 8,122

万 1,000円とするものであります。歳入では、下水道の特別会計が４月から公営企業会

計へ移行することに伴い、当初の運転資金及び資本金の不足に対応するための追加繰入

れとして4,000万円を計上するほか、下水道への加入が増加したことから新規加入金 600

万 2,000円を計上しております。歳出では、飯島処理区において公共ますの設置工事を

増額し、差額を予備費にて調整するものであります。 

続きまして、第 13号議案、令和元年度飯島町農業集落排水事業特別会計の補正予算（第

３号）について提案理由の説明を申し上げます。今回の補正につきましては、歳入歳出

予算の総額の変更はございません。歳出では、施設管理費の電気代について不足が見込

まれるため増額補正を行い、予備費で調整するものであります。 

続きまして、第 14号議案、令和元年度飯島町水道事業会計の補正予算（第３号）につ

いて提案理由の説明を申し上げます。今回の補正につきましては、債務負担行為に関す

る補正であります。12月補正において追加したしました中川村との広域連携に関連する

申請業務委託について入札を行い、契約金が確定したことから限度額を 4,900万円から

3,498万円へ減額するものでございます。 
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その他細部につきましては、第８号議案の一般会計については担当課長からそれぞれ

説明申し上げ、第９号議案から第 14号議案の特別会計につきましては御質問により説明

申し上げますので、よろしく御審議の上、御議決賜りますようお願い申し上げます。 

企画政策課長 （補足説明） 

総務課長 （補足説明） 

企画政策課長 （補足説明） 

住民税務課長 （補足説明） 

健康福祉課長 （補足説明） 

産業振興課長 （補足説明） 

建設水道課長 （補足説明） 

地域創造課長 （補足説明） 

教育次長 （補足説明） 

議  長  提案理由の説明がありました。 

これから本７議案について一括して質疑を行います。質疑はありませんか。 

９番 

浜田議員  予算案の中でそれぞれの課にまたがっている項目についてお尋ねしたいと思うんです

けども、１つは人件費関係です。一番最後の何ページでしたっけ、38、39がサマリーだ

というふうに考えてよいとすれば、特別職については 38 ページの表の合計のマイナス

69万2,000円の減、それから一般職については次のページの上の段の比較の195万3,000

円の増、この足したものが人件費の補正の全体像だという理解でいいのかどうかという

ことが、まず１つです。それから、もう一つは、情報センターの様々な費用があちこち

に散らばっていまして非常に全貌がつかみにくいんですけれども、これについての総括

的な管理並びに総括した諸表みたいなものが整備されているのかというのと、本来、情

報管理のシステムというのはそれほど年初計画に比べて大きな変動がないんではないか

というふうに、私、勝手に想像しているわけですけれども、にもかかわらず年度途中に

幾つかの追加があったんでしたっけ、このあたりについての内容は、それぞれ負担する

自治体として精査しているのかどうなのか、それから、その結果はどうであったのか、

この点についてお伺いいたします。 

総務課長  まず人件費の関係でございますけれども、この表に計上できないというか、この表に

は計上していない経費がございます。具体的には、退職手当組合への負担金等はこの表

の部分にはちょっと計上されていないという形になってございます。そういう形で、

ちょっと御理解のほうをお願いいたします。拾い出したもの、積み上げたものとは別の

費用があります。 

９番 

浜田議員  さっき、ここへまとめてあると…… 

総務課長  ということなんですけれども、ちょっと説明足らずだったかと思いますけれども、そ

ういった部分の退職手当組合負担金とかにかかります費用につきましては、ちょっと別

となっております。それと、情報センターに関わります費用につきましては、総務課の
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文書情報係のほうで総体的なものは押さえております。そういったものについて管理し

ながら、補正する額、それぞれ事業ごとの補正する額につきましては、案分等いたしま

して、今回の補正として計上するものもございますし、額が小さいもの等につきまして

は現行の予算の中での対応できるものもございますので、その全てに対しては、文書情

報係で把握しておるものとは若干ちょっと違う、この補正予算とは若干違っている部分

がありますので、御承知おきいただきたいと思います。それから、年度途中のシステム

改修等の関係でございますけれども、やはり令和２年度から新しい業務が始まると変わ

るものにつきましても対応を今のうちからやらなければならないという業務がござまし

て、それにつきましてそれぞれ事務担当者の会議等もございまして、そういった部分で

の負担の増減等を確認しながら、予算的な部分、財政部分とも話をしながら準備をして

きておるところで、最終的には上伊那情報センターのほうで一括契約した中での額の確

定という形でございますので、そういった部分での流れで、上伊那情報センターの業務

のほうの担当のほうで打合せしながら、また財政のほうでも打合せしながら進めておる

ところでございます。 

議  長  ほかに質疑はありませんか。 

９番 

浜田議員  今の後半のほうについてよく理解できなかったんですけれども、実務的に処理すれば

いいという話ではないように思うんですよね。上伊那広域連合として予算の補正がなけ

ればいけなくて、それについて当然何らかの形で飯島町議会にも説明があってもしかる

べきではないかと思うんですけれども、そういった記憶は私にはないんですが、そのあ

たりの手続はどうだったんでしょうか。 

総務課長  これにつきましては、上伊那広域連合の議会のほうにおきまして、こういった部分の

費用の増減につきましては、補正予算をお諮りいたしまして御議決をいただいた中での

事業執行、それに伴いまして各市町村への負担金の増減について配分されてくるという

形で整理をされております。 

議  長  そのほかにありませんか。 

８番 

坂本議員  24ページなんですが、2821の感染症予防の事業に対する減額なんですけれども、風疹

ということで、人数を盛っていると思うんですけれど、人数を盛った中でこれだけ減額

になるということは、該当者がいなかったのか、実際該当している人たちが使わなかっ

たのか、そこら辺はどういうふうに見ているんでしょうか。 

健康福祉課長  2821の風疹の対策なんですけれども、今年度予算につきましては、対象者について全

てを載せたということになっております。３年度事業でございまして、３分の１にする

ということも考えましたが、全員受けるかもしれないというようなことがございました

ので載せてございます。実際受けている方の人数がそこまで追いついていないという状

況がございまして、それで減額なんですけれども、来年度に向けての対策を既に勧奨通

知等を出しているところでございます。 

議  長  ほかにありませんか。 
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２番 

三浦議員  それでは質問をしたいと思います。最初に 19ページの 2111のプレミアム商品券に関

連してなんですけれども、実は、プレミアム商品券に換えたんですけれども、実際には

施設の中にいる方で買物になかなか出かけられない人が購入してしまったので、大変に

困惑を、最終的に使えたかどうかもちょっと疑問なんですけれども、そんな状況があり

ました。一人一人の状況に合った対応っていうのが、説明も必要だったのかなあという

ふうにも思うんですけれども、そんなような声とか実態のことなんかもつかむ必要があ

るんではないかなと思いますが、取り組んだ感想についてお聞きをしたいと思います。 

健康福祉課長  この事業につきまして、販売が終了したというところで、今、そのまとめをこれから

するところでございます。この事業に関しましては、たくさん、その丸々の予算を盛っ

てありますが、実態としてはそれほど御購入にならなかったということで、それがどこ

まで使われたかということについては、これからきちんと結果が出ますので、それを待っ

て、また御報告をしたいと思います。 

議  長  ほかに質問ありますか。 

８番 

坂本議員  29ページなんですけれども、3855の林業振興事業なんですけれども、説明によると事

業要望がなかったということなんですけれど、金額的には大きな事業ではないんですが、

せっかくこういうふうに交付金が出るということの中で、できない実態とか、そういう

もっと切り込んだ中での対象者に対してどういうふうな形でやっていったのか、そこら

辺、御説明いただけますか。 

産業振興課長  この事業でございますが、森林の集約化とよく言われる事業でございます。林業事業

体という説明を申し上げましたが、個人ではございませんので、１つのエリア、山林の

エリアを指定しまして、その山林の所有者に意向を聞きながら、山林をどのように管理

していくか、間伐をするかとか、そういった計画等を立てたときに補助が出るものなん

ですが、事業体に聞きますと、やはりちょっと手間がかかると、事務的に。今年度はと

てもちょっとその手間が回らないということで申請がなかったということでございます。

したがいまして減額をさせていただきました。実態については聞き取りをしてございま

す。 

議  長  ほかにございませんか。 

２番 

三浦議員  21ページの福祉医療費給付事業についてお聞きをしたいと思います。670万円余の増

額補正なんですけども、この内容についてもう少し知りたいと思いますので、お願いを

したいと思います。 

健康福祉課長  大枠といたしましては、子どもの部分も現物給付が増えているというところでござい

ます。 

議  長  ほかにございませんか。 

４番 

中村議員  農林水産業費の県補助金の中で説明がありましたけれども、その中で、説明のところ
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の 60、64、68、71を一括して説明されたわけなんですけれども、これの中で活用がなかっ

たという説明でした。単純に計算して 693万 6,000円、これだけを当初予算の中で盛っ

ていたのだと思いますけれど、もっとあったかもしれません。これだけ減額するという

ことは、当初の予算を盛る中でちょっと甘かったのではないかというふうに単純に思っ

てしまうんですけれども、その辺は当初の予算の中でどういうふうに考えていたのか、

一応これだけ盛っておこうという感じだったのか、その辺のところを伺いたいのと、も

う一点は、松くい虫の防除事業の 48万 8,000円がマイナスになって、これも対象外だっ

たということの説明でした。これは事前に分かりにくいものだったのでしょうか。一応

該当が多分県のほうからかあると思うんですけれども、その辺はどうだったのでしょう

か。２点伺います。 

産業振興課長  歳入の県支出金の中の農林水産業費、ちょっと説明を簡素にしてしまいまして大変申

し訳なかったなと思います。それぞれ歳出に対応しておりますので、歳出の中でも御説

明申し上げてきたところでございます。60番の機構集積協力金につきましては、中間管

理機構に農地を預けた場合に１反歩当たり１万 5,000 円とか、そういう農家が農業を廃

止するような経営転換協力金と、そういったものでございます。したがいまして、当初

予算では前年並みを見ていたんですが、今年度は、そういった農地の動きが少なかった

ので、見込みよりも少なかったと、見込みは前年並みで立ててございますので、御理解

いただければありがたいなというように思います。また、次世代の人材育成の 375万円、

これは、先ほど申し上げましたとおり、該当にはカウントしていたんですが所得が多く

て該当にならない方、こういう方もおいでになりまして、それから、１名は誰か該当に

なろうかなあという見込みを立てておるので、約 300 万円ぐらいはその２つで減額に

なったというところでございます。それから、経営体の育成事業につきましても、当初

予算は前年度並みに見込んだんですが若干の減と、これは歳出のほうでもちょっと説明

したとおりでございますので、よろしくお願いしたいと思います。それから、松くい虫

の関係でございます。これ、毎年同じことなんですが、協議会がございまして、そちら

のほうに補助金の申請するんですが、具体的に申し上げますと、千人塚の松の樹幹注入

は認めていただけるんですが、与田切公園は標高も低いということがありまして、予算

がそこまで回らないということで、ちょっと毎年お願いはしているんですが減額になっ

てきている部分でございます。その分の減ということで、新年度はちょっと考え方を変

えまして、もう与田切公園のものは申請しないように、見込みがないということで、新

年度はそんなような形で変えてございますので、よろしくお願いしたいと思います。以

上です。 

議  長  ほかにありませんか。 

浜田稔議員、３回目となります。３回目の質問となります。 

９番 

浜田議員  農地集積協力金の事業の件ですけども、前年並みというお話でしたけれども、それは

実態に合った説明ではないように私は思いました。一昨年は 600万円盛っているんです

ね。昨年は 100万円盛って、実際に執行されたのが 52万円。にもかかわらず今回も 100
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万円盛って――130 万円ですか、実際には 100 万円減額と、要するに実体のないものを

ずっと盛り続けているんではないかと。先走って言ってしまいますと、多分今年度予算

も同じ金額の案になっているんではないかと思いますけども、そういう後になればなる

ほど実はメリットがなくなる制度があって、既に飯島町では、これに手を挙げる人はほ

とんどなくなっているという状況の中で、最後まで引っ張っておいてここで減額すると

いうやり方はよろしくないのだというふうに思いますけども、もう一度、先ほどの説明、

こういった事実に基づいてお願いしたいと思います。 

産業振興課長  130万円、当初で見込んであります。地域集積協力金という地域がもらえるものが 30

万円、それから経営転換協力金ということで個人の方がもらえるのが 100 万円というこ

とで 130万円なんですが、経営転換協力金につきましては 50万円が上限の２戸というこ

とで 100万円を見てあるんです。面積としては 660アールということで、考え方は平成

29年度実績ということで、今思えば、確かに過大と言えば、結果的に見れば過大だった

かなあというふうに思います。実際には、地域集積協力金の 30万円盛ったものが対象に

ならなかったので、これがゼロになってしまったということ、それから経営転換協力金

も４戸で 149 アールの実績ということで、減額ということでございます。飯島町は、議

員おっしゃられたとおり、かなりの流動化率が高いわけでございまして、なかなかこの

事業が進むスピードはほかよりも逆に少ない部分があって、対象者もだんだん少なく

なってきているというように事務局も思っております。ただ、円滑化事業が今度なくなっ

てまいりますので、全て中間管理機構への事業に変わってまいりますので、一応、営農

センター的にはそちらのほうに移行していくように考えておりますので、もうちょっと

精査をする中で、見込みはきちんとやっていきたいというふうに思っておりますので、

よろしくお願いしたいと思います。 

議  長  よろしいですか、９番。９番、よろしいですか。 

９番 

浜田議員  はい。 

議  長  ほかにありませんか。 

三浦寿美子議員、３回目となります。 

２番 

三浦議員  ３回目です。はい。介護保険事業のことで質問をしたいと思います。７ページなんで

すけれども、賃金として認定調査員の減額が 120万円ありました。調査に関わる事業へ

の影響というのがあるのではないかとちょっと心配なんですけれども、この点について

お聞きをしたいと思います。 

健康福祉課長  調査員の減額ですけれども、調査員、今は臨時職員と申しますが、お願いしているん

ですけれども、その方々の業務量が、なかなか来られないっていう状況がありまして、

正規職員の地域包括支援センターの職員が今２名、そこの部分を請け負ってやっている

ような状況がございまして、この状況で決算見込みから減額をしております。調査員業

務のところをやっていますので、地域包括のところの業務がもしかしたら押されてい

るっていうところはあるかもしれませんので、次年度以降は調査員を確保しようという
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ふうに思っております。 

議  長  ほかにありませんか。 

３番 

久保島議員  ２点お伺いいたします。開業医支援事業で 1,500万円カットになっていますが、この

辺のところ、手応えはあったが今年度駄目だったのか、それとも全然最近はちょっとな

いよということなのか、その点をお伺いしたいと思います。ちょうど副町長担当であり

ましたので、お答えいただきたいと。もう一点は、台風災害、19号に対して、２か所か

ら民生費雑入と、それから出ているんですが、町内で起きた被害に対してこれで十分賄

えたのかどうか、補助金等が。本人の責任じゃないわけですので、その辺がどうなのかっ

ていうことについてちょっと心配なんですが、その辺の２点についてお伺いいたします。 

副 町 長  私、途中まで担当しておりましたのでお答えをさせていただきます。今年度も委託料

でコンサル関係の広報等は同じようにやっております。今のところ来ていただける見込

みの方はおられません。ただ、業種的に絞るとか、そういうことを御提案いただきまし

たので、そういう方面の活動はしましたが、可能性はなかったということでございます

ので、よろしくお願いいたします。 

産業振興課長  台風災害の産業振興課関係のものでございますが、お二方対象になっておりまして、

両方とも果樹の棚が風で倒されたというようなものが主な内容でございます。お一方は

約 100万円、もう一方は半分の 50万円弱ということでございます。それぞれ１割負担と

いうことでございますので、全額負担すれば一番よろしいかと思うんですが、一般的に、

災害のときには１割負担というのがございますので、何とか御理解いただいてというこ

とで話はできておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

議  長  ほかに。 

７番 

折山議員  25ページ、診療所費なんですが、細かいことで申し訳ありません。七久保診療所、休

診をしていて、もう医療機器も全部ないわけで、今すぐ開所っていうのは、再開ってい

うのはなかなか厳しい状況の中にあって、消火器だけ更新するっていうことはちょっと

解せんなあと思うんです。多分、消防法の規定の中でやむを得ないのかなあということ

での補正だと思うんですが、そういった状況を消防と一回詰めたんでしょうか、それと

も査察に入られて、やっていないところへ査察に入られて指摘を受けたんで単なる補正

計上したのかどうか、細かいお金ですけど、１つそういう考え方も大事かなあと思って

お伺いします。関連してもう一点、24ページ、1,500万円の開業費の減額、一般質問を

通じて何度も申し上げてまいりましたが、七久保地区では、長い間、診療所があって、

それがあるとき先生の御高齢によりなくなったということの中で、住民はものすごくそ

この再開に期待をしておるところであります。まだ３月も話がどういうふうに進むか分

からないこの段階で、多分、実務的には 1,500万円を執行するのが難しいっていうこと

は理解できますけど、町長の大きい政策でもあります。年度末、一生懸命頑張ったけえ

ど期待に添えられなかったということで執行残で残すほうが地域の理解を、よく安心感

を高める行政の努力が見えてくる、姿として見えてくるんではないかと思うんですが、
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最初は所管課長に、次の質問は町長にその思いを伺います。査定段階で置いておいてく

れよと、３月いっぱいまでぎりぎり努力するよと、そういう思いはわかなかったかどう

か。 

健康福祉課長  では、2811の診療所費の消火器の点検による補正ですけれども、七久保診療所は行政

財産でございますので、建物がある以上、管理はしなければいけないというふうに思い

ます。それから、1,500 万円の開業医支援のほうなんですけれども、今まで開業医支援

事業で補助金を２つの医療機関にしてまいりましたが、実際にお話がありましてから

1,500 万円のお金を補助するというところまでには、年単位、２年から３年ぐらいの期

間がかかります。現在それがありませんので、今回は予算を落とさせていただいたとい

うことでございます。 

町  長  七久保への開業医さんの誘致につきましては、今、現時点、引き続き取り組むという

ことで努力してまいりたいと思っています。また、その話ができ次第、４月でも十分間

に合うかというふうに思っていますので、対応してまいりたいと思っております。 

７番 

折山議員  課長に申し上げますが、行政財産だから消火器を整備しておくというお答えでしたが、

そうでなくて、使っていないところに、使っていないんですよね、行政財産の使ってい

ないところに全部必要かどうかっていうか、さっき言ったみたいに再開するときには十

分時間があると思うんで、その間に整備をしますということで消防との話ができなかっ

たかどうかということについてお尋ねをしたところです。それから、町長には、いつで

も対応っていうことなんですが、私は予算措置上そういう気遣いがあってもいいんでは

ないかということで町長にお尋ねしましたんで、課長のほうの答弁は結構ですが、町長

の思いは１回お聞かせください。予算を残しておくのが住民に対する町長の姿勢の表れ

になるんではないかと感じるものですが、その点。 

町  長  その思いは変わりません。ただ、形式上、このような処理をさせていただきました。 

議  長  ほかにありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

昼食の時間になりましたので、以後については午後にさせていただきたいと思います

ので、ここで休憩とします。再開時刻は午後１時 30分とします。休憩。 

 

休  憩  午後０時０１分 

再  開  午後１時３０分 

 

議  長  会議を再開します。 

これから議案ごとに討論、採決を行います。 

初めに、第８号議案 令和元年度飯島町一般会計補正予算（第１０号）について討論

を行います。討論はありませんか。 
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９番 

浜田議員  議案に対する賛成の立場からの討論を行います。今回の補正規模については、比較的

少額でもありますし、年度末にふさわしい丁寧な補正が行われたんではないかっていう

ふうに全体としては感じましたので、賛成といたします。ただし、見ている中で、今後

の執行、それから、その後の予算編成等に関して幾つか留意すべき点があるのではない

かというふうに感じましたので、その点について申し上げます。まず、一番細かい話か

ら申しますと、ちょっと質問の回数が足りなかったんですけども、例えば事業コード

5623公民館費の印刷機の補充があります。多分、金額的に見ると、これはトナー式の複

合機かなあというふうに思いますけれども、今のプリンター業界の動向を見てみると、

かなりもうインクジェットのほうに変わっているんですね。高速になっていますし、ト

ナーの置き換え、要するに後のメンテナンスも要らないというのが業界動向だと思いま

す。お調べになるつもりであれば、例えば有名な調査会社の矢野経済研究所が 20枚ぐら

いの調査報告書を出していますけども、実は 1,000円ぐらいでそのダイジェスト版が手

に入ります。それを見ると、多分、傾向としては、業界全体が横ばいになっていて、そ

の中でトナー型ではなくてインクジェット型の複合機が伸びているというデータが当然

手に入るかと思います。こんなことを参考にするならば、今後５年 10年継続する機器に

関して、やはり時代の動向に合った選択をすべきなんではないかなあというふうに、執

行の段階ではぜひ御留意いただきたいっていうことが１つであります。それから、もう

一つ、先ほど農業の管理機構の問題がありまして、若干疑問は残ったわけですけれども、

それと同時に未執行になった項目がありました。何でしたっけ、農業計画のパートⅤで

したっけ、これの策定に関わる約 200万円ほどの経費が実際には執行されずに終わって

いたと。この件に関しては、以前、何かの会議でもって、今、飯島町の農業は大きな転

機に立っているので、前年踏襲型ではなくて、やはり大きな方向転換を考えるべきでは

ないかと、そういいますのは、実は、個人経営と大きな法人とがお互いに支え合うとい

う構造が県の農地中間管理機構の影響もあって崩れつつある、その中で単に前例踏襲型

の農業方針を出していいのかということを私は申し上げた記憶がありますけれども、そ

ういったことにもかかわらず講師を呼んでの討論、何番でしたっけ、3225ですか、報償

金等がおおむね 200万円ほど未執行に終わっていると、つまり本来研究すべきタイミン

グで十分な研究を行わなかったんではないか、こんなような気がするわけです。議会に

は増額補正の権利はありませんので、今回は単に指摘にとどめますけれども、こういう

後ろ向きなやり方をしていたんでは、町長のおっしゃる基幹産業ではなくて基盤産業と

おっしゃったんでしたっけ、その農業の方向づけさえも危ぶまれるんではないかという

ことで、今後の予算編成の中でぜひ考えていただきたい。それから、３点目は、先ほど

の質問の中で申し上げましたけれども、上伊那広域の情報機器の金額ですね。非常に率

直に申しますけれども、この技術に対して目を持っておられる方が行政側にどのくらい

いらっしゃるのかということを私は大変懸念しています。これ、私、個人的な話になり

ますけども、ほとんど技術者の集まりであった半導体の業務に関係していましたけども、

そこででも、その中心になる大型計算機能についてはほとんど、技術者の集まりでも正
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しい判断はできていなかったという経過がありました。非常に有能なある係長さんが大

型機からの転換を図って、その後、非常にコストは安くなったんですけども、それがな

ければいつまでたっても巨大はコストをそこにかけ続けたものに終わっていたんではな

いか、そんな事例を経験しています。どうしてそうなるかっていうと、結局、特定のメー

カーの機器を入れると、それに付随するソフトウエアも含めて大きな変更ができないと

いう縛りがあって、そこから先に進めないわけですね。けれども、そのことによる影響

というのは５年 10年 15年と続いて、気がついたときには時代遅れになっているいうこ

とはしばしばあるわけでありまして、これに対する対策も、実は各社は取っているはず

です。具体的に言うと、同じような業界を卒業したといいますか、そういったプロを入

れて、要するに一定の拮抗関係、牽制関係をそこに導入することで監査を行うと。上伊

那広域も決して少ない予算ではないわけですから、このくらいのことはやるべきだと思

うし、そういうことをやらなければ飯島町の負担もいつまでたっても減らないというふ

うに思いますので、こういったことが予算の中から少し見えてきたような気がしますの

で、今後の執行、それから今後の予算編成について十分に留意されることを求めて、賛

成討論といたします。 

議  長  ほかにありませんか。 

３番 

久保島議員  賛成の立場で討論させていただきます。この補正については、適正なものだというふ

うには思います。しかし、適切であったかというと、私はそうではないというふうに解

釈しています。１つには、先ほども私、質問いたしましたけれども、開業医の 1,500 万

円のカット、それから農業政策もろもろのカット、まだ事業年度途中にもかかわらず、

この補正というのはいかがなものかと。要するに、これは決算書の不用額をきれいにし

ようという意図が見えているんではないかというふうに思います。ここは決算書のとこ

ろに補正なしに載せてもらって、なぜできなかったのか、どうだったのかっていうこと

を十分議論するべきものだというふうに思います。単に決算書をきれいにするためだけ

の補正というのは不要だというふうに思います。今回、第 10号になるわけですね。６月

にもし出てくるとすると第 11号と、これ、毎月１回改定していますと言われても過言で

はないという補正の仕方です。ここは、やっぱり予算を盛るときにもう盛っておいて、

できなきゃマイナス修正すればいいやという安易なところがないのかどうか、そこも

ちょっと確認して作業してもらいたい。要するに、簡単には補正しないぞというところ

で、プラス補正は当然あって、それはいいことだというふうに思いますけれども、マイ

ナス、減額補正については、ここはしっかりと覚悟を持って数字を盛ってもらうという

ことの中で、決算にそこは評価するというところで、不用額っていうのは決してあって

私はいいと思っていますし、不用額があったら、なぜあったのかというところの理由が

明確であればよろしいかというふうに思います。その点で注文を申し上げまして、賛成

とさせていただきます。 

議  長  ほかに討論はありませんか。――ありませんか。 

（なしの声） 
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議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第８号議案 令和元年度飯島町一般会計補正予算（第１０号）について採決

します。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第８号議案は原案のとおり可決されました。 

次に、第９号議案 令和元年度飯島町国民健康保険特別会計補正予算（第４号）につ

いて討論を行います。討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第９号議案 令和元年度飯島町国民健康保険特別会計補正予算（第４号）に

ついて採決します。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第９号議案は原案のとおり可決されました。 

次に、第１０号議案 令和元年度飯島町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）

について討論を行います。討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第１０号議案 令和元年度飯島町後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号）

について採決します。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第 10号議案は原案のとおり可決されました。 

次に、第１１号議案 令和元年度飯島町介護保険特別会計補正予算（第４号）につい

て討論を行います。討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第１１号議案 令和元年度飯島町介護保険特別会計補正予算（第４号）につ

いて採決します。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第 11号議案は原案のとおり可決されました。 

続いて、第１２号議案 令和元年度飯島町公共下水道事業特別会計補正予算（第３号）

について討論を行います。討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第１２号議案 令和元年度飯島町公共下水道事業特別会計補正予算（第３号）
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について採決します。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第 12号議案は原案のとおり可決されました。 

続いて、第１３号議案 令和元年度飯島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第３

号）について討論を行います。討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第１３号議案 令和元年度飯島町農業集落排水事業特別会計補正予算（第３

号）について採決します。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第 13号議案は原案のとおり可決されました。 

続いて、第１４号議案 令和元年度飯島町水道事業会計補正予算（第３号）について

討論を行います。討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第１４号議案 令和元年度飯島町水道事業会計補正予算（第３号）について

採決します。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第 14号議案は原案のとおり可決されました。 

 

議  長  日程第１８ 第１５号議案 令和２年度飯島町一般会計予算 

日程第１９ 第１６号議案 令和２年度飯島町国民健康保険特別会計予算 

日程第２０ 第１７号議案 令和２年度飯島町後期高齢者医療特別会計予算 

日程第２１ 第１８号議案 令和２年度飯島町介護保険特別会計予算 

日程第２２ 第１９号議案 令和２年度飯島町水道事業会計予算 

日程第２３ 第２０号議案 令和２年度飯島町下水道事業会計予算 

以上６議案を一括議題とします。 

町長の施政方針並びに提案理由の説明を求めます。 

町  長  令和２年３月議会定例会を招集し、令和２年度の一般会計予算案をはじめ特別会計及

び事業会計予算を含めた６議案を提案するに当たり、新年度の施策に関する私の所信の

一端と、これに基づく予算案の大綱について申し上げ、議員各位並びに町民の皆様の御

理解と御協力を賜りたいと思います。関係各議案及びあらかじめ配付いたしました予算

概要書等を併せて御覧いただければと思います。 

まず初めに、我が国の政治情勢につきまして、安倍総理は、今国会の施政方針の中で

復興五輪、地方創生、成長戦略、一億総活躍社会、外交・安全保障をテーマに掲げ、世
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界の真ん中で輝く日本、希望にあふれ誇りある日本を創り上げる、その大きな夢に向か

い夢を夢のままで終わらせず、新しい時代の日本を創るため共にスタートを切ろうとし

て、新たな国づくりを共に進める姿勢を前面に押し出しているところであります。その

一方で、国全体が少子高齢化と人口減少という大きな課題に直面する中で、昨年は自然

災害が相次ぎ、全国各地で甚大な被害の発生、また財政問題、憲法問題、原発問題、経

済・雇用問題をはじめ、米国や北朝鮮、韓国、中国など、近隣諸国との外交問題など、

様々な課題が山積しており、我が国を巡る情勢はさらに混迷を深めております。このよ

うに難しい課題が山積する中にあって、安倍政権には、十分な国会議論を重ね、国民本

位の政治を進めるとともに、地方創生や地方経済再生などの課題にも積極的に対処して

ほしいと期待するところであります。 

当町においても、人口減少をはじめ、少子高齢化の進行や景気回復の実感を伴わない

長引く景気低迷による厳しい財政運営など、多くの改題を抱えておりますが、私は、飯

島町に暮らす全ての町民の皆様にとって安心して暮らせる豊かなまちとなるよう、幸せ

と生きがいを感じることのできる地域づくり、また子どもたちが夢や希望を感じられる

まちづくりを根幹に据えて、日々、行財政運営に取り組んでおります。議員各位並びに

町民の皆様には、引き続きよりよいまちづくりに格段の御理解と御協力を賜りますよう

お願い申し上げる次第であります。 

経済情勢と国の予算編成について申し上げます。 

内閣府によりますと、我が国の景気は「緩やかに回復している」とし、「先行きについ

ては、当面、弱さが残るものの、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果

もあって、緩やかな回復が続くことが期待されるが、新型コロナウイルス感染症が内外

経済に与える影響に十分注意する必要がある。また、通商問題を巡る海外経済の動向や

金融資本市場の変動の影響にも留意する必要がある。」としています。 

一方、直近のＧＤＰ速報値では、消費増税等の影響により５四半期ぶりのマイナス成

長となり、そのほか貿易統計でも３カ月連続の赤字に転じており、新型コロナウイルス

の感染拡大やサプライチェーンの失速によるさらなる景気の冷え込みが心配されるとこ

ろであります。 

こうした中において、令和２年度の国家予算は、消費税増収分を活用した社会保障の

充実、経済対策の着実な実行、歳出改革の取組の継続により経済再生と財政健全化を両

立する予算として編成されました。その結果、一般会計予算はおよそ 101兆 4,500億円、

前年度比およそ１兆 2,000 億円、率にして 1.1％の増となり、当初予算としては過去最

大となった令和元年度をさらに上回る規模となりました。歳入については、税収をプラ

ス 1.6％の増と見込み、一方、公債金を 0.3％の減額としています。歳出については、社

会保障関係費が 2.9％、およそ１兆 7,000 億円の増となり、地方交付税交付金等は、地

方税収の減があるものの、令和元年度と同水準を確保し、およそ 1,700億円、1.1％の減

となっています。また、歳入に占める新規に発行する国債の割合は 31.7％と前年度より

0.5 ポイント改善されたものの、依然として高い水準となっており、公債費への依存度

が高く、借入金に頼る財政運営に変わりはありません。 
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このような国会財政の状況を考えますと、今後さらに国民や地方自治体の負担が増え

ることが予想されることから、国の動向や消費税増税の影響等に注視しながら、地に足

をつけたまちづくりと堅実な行財政運営に努めつつ、町民の皆さんが元気になるまちづ

くりに取り組んでいかなければならないと考えております。 

地方財政について申し上げます。 

令和２年度における国の地方財政計画を見てみますと、歳入では地方税、地方交付税、

国庫支出金の増額を見込む一方で、地方譲与税、地方特別交付金、地方債、使用料及び

手数料、雑収入を減額しており、歳出では地方が実施する河川等のしゅんせつ工事、ま

た災害防止・国土保全の機能強化を図る観点からの森林整備等の重要課題に取り組みつ

つ、安定的に財政運営を行うことができるよう配慮されております。その結果、地方の

安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額については、前年比 1.1％増の 63兆

4,000 億円が確保された形となっております。中でも一般財源総額の前年度同水準の確

保が最大の焦点となっておりましたが、消費税率引上げに伴う地方消費税の増加等によ

り地方税が増収となるものの、社会保障関係費の増加等による財源不足が生じるため、

地方交付税の原資をできる限り確保し、臨時財政対策債の発行も前年度より抑制されて

おります。これらにより、令和２年度の地方財政計画の規模は総額およそ 90 兆 7,000

億円で、前年度と比べるとおよそ１兆 1,000億円、1.3％増となっており、別枠で東日本

大震災の復旧・復興事業分がおよそ 9,000億円、全国防災事業分がおよそ 1,000億円確

保される仕組みとなっております。このうち地方交付税総額を見てみますと、およそ 16

兆 6,000 億円で、前年度に比べておよそ 4,000 億円、率にして 2.5％の増額となってお

りますが、関連する臨時財政対策債については前年度に比べ 3.6％、およそ 1,000 億円

の減額となっており、この２つを合わせた実質的な交付税総額はおよそ 3,000億円の増

額となっております。 

次に、長野県の令和２年度当初予算でありますが、命を守り将来世代を応援する県づ

くりに向けてとし、台風 19号災害からの復旧・復興とその教訓を生かした災害に強い県

土づくり、気候非常事態宣言を踏まえた取組に重点を置くとともに、しあわせ信州創造

プラン 2.0を着実に推進するための予算として、命を守る県づくり、将来世代を応援す

る県づくり、時代の変化に即応した産業・地域づくりを重点政策として編成されていま

す。予算総額はおよそ 9,400 億円で、前年度に比べ 7.0％、およそ 600 億円の増となっ

ております。歳入面では、国庫支出金は前年度に比べ 26.3％の増、地方消費税清算金は

前年度に比べ 22.5％の増、県債は前年度に比べ 20.1％の増を見込む一方で、地方特例交

付金は 35.9％の減額を見込んでおります。歳出面では、公債費、人件費といった義務的

経費が抑制されたものの、台風 19号災害対応分の投資的経費を増額したほか、県税交付

金、社会保障関連費が増加しております。 

町の財政見通しについて申し上げます。 

飯島町の平成 30 年度決算数値を見てみますと、経常収支比率は 2.6 ポイント増加し

79.0％となりました。また、全基金の残高については、前年度より 5,600万円ほど増加

し、およそ 22億 3,100万円となったところであります。 
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地方債に関係する指標である実質公債費比率については、前年度より 0.2ポイント増

の 8.3％となりました。また、将来負担比率については 5.4ポイント増の 64.7％となり、

健全化判断比率の各指標から見ても当町は健全なレベルであると判断できます。 

歳入面を見てみますと、税収入が収入全体の２割強にとどまるなど、依然として自主

財源の確保が難しい状況にあります。また、一部の交付金を除く国からの譲与税やその

他交付金については、若干の増加傾向となったものの、地方交付税と臨時財政対策債に

ついては、国の財政事情や方針、地方財政計画、景気の状況によってその都度変わって

まいりますので、自主財源の割合が少ない当町の財政状況は今後も極めて厳しい状況が

続くものと判断しております。 

歳出面でも、社会保障費の自然増は抑えられない状況にあるほか、インフラを含む公

共施設の維持補修や長寿命化への経費の増などが予測されていることから、新たな事務

事業に充てる財源確保は今後さらに厳しくなると考えております。 

このように、当町の行財政運営につきましては、昨今の経済情勢はもとより、国の地

方財政対策による地方交付税や臨時財政対策債に依存する財政構造であるため、その見

通しは不透明な部分が多くあることから、引き続き情報収集と分析に努め、継続的な行

財政改革を進めることにより堅実な行財政運営に努めてまいります。 

予算編成の考え方とまちづくりの重点施策について申し上げます。 

飯島町をはじめとする伊那バレーは、一昨年全線開通となった国道 153号伊南バイパ

スをはじめ、近い将来、リニア中央新幹線や三遠南信自動車道の開通により地域の姿は

大きく変化することが見込まれるところでございます。少子高齢化に伴う地域活力の低

下など、地方が抱える様々な課題はあるものの、先ほど申し上げた高速交通網の整備に

よる都市との時間距離の短縮や輸送能力の飛躍的な高まりにより幅広い分野での経済効

果が生まれ、移住交流や経済交流などの関係人口の増加による新たなまちづくりを進め

ていかなければなりません。 

新年度予算におきましては、最終年度となる第５次総合計画後期基本計画に掲げた町

の将来像「人と緑輝くふれあいのまち」を踏まえ、みんなが安心して暮らせる豊かなま

ちとなるよう、福祉増進事業、産業振興事業、安全管理事業の行政３大事業の推進によ

り、風通しのいい行政へのチャレンジ、儲かる飯島町へのチャレンジ、田舎暮らしラン

キング日本一へのチャンレンジを重点３本柱に据えるとともに、新たに戦略的な５つの

政策目標と主要施策を掲げ、住民要望等にも総合的に判断する中で各種補助事業や基金

等を活用し、創意工夫しながら予算編成を行いました。 

行政３大事業における重点、視点について申し上げます。 

まず、福祉増進事業では、飯島版総合事業の推進を図るため、いいじまお助隊の仕組

みづくりに取り組みます。生活支援が必要な様々な方に対して、気がねなく頼り合える

お互いさまの地域づくりを目指すため、町内のボランティア、シニア人材バンク、ＮＰ

Ｏなどと連携し、技術、経験、趣味にたけた方の能力を支援が必要な方に対し最大限生

かすことで頼りになる地域コミュニティーの構築を進めてまいります。そのほか、食育

や災害対応の機能を備えた多機能型学校給食センター改築に向けた実施設計への着手、
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町と企業が協力して子育て世代が働きやすい職場づくりのマジイイ☆子育てワークスタ

イル推進事業、いいちゃん健康ポイントをさらに利用しやすくするための仕組みづくり

など、福祉、医療、子育てを一体的に進めてまいります。 

２つ目に、産業振興事業では、農業分野において、アグリイノベーション 2030と題し、

20 代から 30 代の若者が新たな発想でもうかる農業に取り組む手法を学ぶため、日本食

農連携機構等へ参加し調査・研究に取り組むほか、ＪＡインターン制度を活用した新規

就農者の育成に取り組みます。商工業分野では、音楽村構想を目指して楽器製造企業と

連携したイベント等を通じて音楽関連文化の醸成を図るほか、発酵食品のまちを掲げ、

発酵食品企業や町内の農産物加工グループ、また町民の皆様とも連携し、食文化の醸成

を図ってまいります。そのほか、引き続き飯島町営業部を中心とした地域資源の掘り起

こしと活用による地域振興活動への支援を進めてまいります。 

３つ目に、安全管理事業では、生活基盤の充実を図るため、国県の補助事業や有利な

起債を活用し、喫緊の課題である主要幹線道路の舗装補修工事や道路改良工事等がス

ピード感を持って計画的に進められるよう重点配分いたしました。また、交通安全対策

としては、新たに自動車急発進防止装置取付補助金の創設や消防団活動の充実として各

分団車両へ救命胴衣の配備、地域での防災のための総合ハザードマップの更新なども進

めてまいります。 

これら行政３大事業の根幹をなす地方自治の強化では、継続して第６次総合計画の策

定や公共施設等総合管理計画の策定に取り組むほか、３つの重点プロジェクトである子

育て・婚活プロジェクト、情報発信・魅力向上プロジェクト、定住促進プロジェクトを

それぞれ進めるとともに、副町長をトップとした人口増対策統括本部を設置し、関係課

連携を密に、スピード感のある新たな人口増の取組を図ってまいります。その他、基本

計画に掲げた重点プロジェクトの推進、国県事業の建設促進に取り組むとともに、国の

令和元年度補正予算と令和２年度当初予算との連携による各施策にも対応してまいりま

す。以上が本予算での重点項目への取組についての考え方であります。 

続きまして、予算規模の概要について申し上げます。 

それでは、提案いたします令和２年度の各会計の予算概要について総括的に説明を申

し上げます。各会計の予算規模でありますが、一般会計は 48億 5,500万円で前年度に比

べ 2.4％の増、国民健康保険特別会計はおよそ８億 9,300万円で 4.8％の減、後期高齢者

医療特別会計はおよそ１億 4,800 万円で 9.8％の増、介護保険特別会計はおよそ 11 億

3,300万円で 0.1％の減となっております。また、水道事業会計はおよそ４億 7,400万円

で 7.8％の増、公共下水道事業特別会計と農業集落排水事業特別会計は公営企業会計へ

一本化し、下水道事業会計はおよそ９億 5,400万円であります。これら６会計の合計予

算規模はおよそ 84億 5,700万円で、前年度に比べ 5.2％の増として編成をいたしました。 

一般会計の当初予算は前年度に比べて１億 1,200万円増額となり、過去 10年間で最大

の予算規模となりました。限られた予算ではありますが、みんなが安心して暮らせる豊

かなまちを目指し、住民生活に直結する生活基盤の充実を重点としながら、町民や民間

企業との連携により進める事業が数多くあることから、従来からの町民の皆さんと行政
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との連携に加え、民間活力を融合したまちづくりを行うための魅力向上予算といたしま

した。 

国民健康保険特別会計は、県が経営に加わり３年目となりました。歳出では国民健康

保険事業納付金及び保険給付費、歳入では県支出金の額を基に編成しており、予算規模

は被保険者数の減少に伴い減額しております。引き続き国民健康保険事業計画に沿った

保健事業を推進してまいります。 

後期高齢者医療特別会計は、予算規模が 9.8％大きくなっております。これは、主と

して被保険者数の増加、保険料率の改定、保健事業の強化によるものでございます。町

の皆様の健康長寿の推進のため、医療と介護の一体化事業を実施してまいります。 

介護保険特別会計は、昨年度とほぼ同額の予算規模となっております。介護保険の保

険者として適正な事業運営を行うとともに、生活支援・介護予防、いいじまお助隊の構

築等、飯島版総合事業の推進、お互いさまの頼りになる地域づくりに取り組んでまいり

ます。 

水道事業会計につきましては、老朽配水管布設替え実施の工事費の計上により、引き

続き安全・安心な水道の維持に努めてまいります。また、中川村との広域連携の実現に

向けて具体的な事務の手続を進めるために委託業務を予算化しております。事例が少な

いこともありますので、関係機関との連携を密にして確実に進めてまいります。 

下水道事業会計は、令和２年度から公営企業会計へ移行を行い、公共下水道事業、農

業集落排水事業を１つの会計で実施いたします。会計処理は変更となりますが、引き続

き維持管理経費が主な内容となっております。公共下水道事業計画が更新年度を迎える

ため、計画の見直しを行い、併せまして農業集落排水施設の機能診断を実施し、今後の

処理施設の統廃合を含め検討も進めてまいります。 

一般会計の歳入の概要について申し上げます。 

最初に、一般会計の主な歳入について説明を申し上げます。町税は、前年度に比べ

1.7％の増額を見込みました。内訳としましては、不動産売買や企業利益等を見込み、個

人町民税と法人町民税について増額としたところであります。一方で、地価の下落等に

より固定資産税につきましては減額といたしました。 

次に、地方譲与税と各交付金につきましては、予算編成時における国などからの情報

や前年度までの交付実績などから推計し、それぞれ増減を見込んでおりますが、地方譲

与税では、主に森林環境譲与税が 280万円、地方消費税交付金につきましては 1,800万

円、10.1％増の１億 9,700万円、新たに創設された法人事業税交付金は 390万円を予算

計上いたしました。 

次に、地方交付税にあっては、予算編成時における国などからの情報や前年度までの

交付実績などを考慮し、普通地方交付税で 4,000万円、2.5％増の 16億 2,000万円、特

別地方交付税は大きな増減要因がないため前年度同額の 9,000万円を予算計上いたしま

した。 

国庫支出金につきましては、社会資本整備総合交付金を活用した道路関係事業や社会

資本整備円滑化地籍整備事業等で増額を見込み、前年度と比べおよそ 5,600万円、17.4％
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増額となりました。 

県支出金については、農業水路等長寿命化・防災減災事業補助金を新井用水路整備事

業や強い農業・担い手づくり総合支援事業交付金による農業者の農業用機械の導入支援

等の増額を見込み、およそ 750万円、2.4％増額となったところであります。 

繰入金につきましては、前年度と比べおよそ 4,300万円、17.6％減額となりましたが、

各種基金からそれぞれの事業への繰り入れを計上いたしました。特に、減債基金は起債

の繰上償還に対応するためおよそ 1億 700万円の繰り入れを行うほか、財政調整基金は

各種施策に幅広く対応するため 3,000万円の繰入れを計上したところでございます。 

最後に町債は、予算編成時における国などからの情報により、臨時財政対策債で 1,900

万円、14.2％減の１億 1,500万円を見込んだものの、道路、農道、林道、用水路等を目

的とした起債が増加し、全体ではおよそ 3,000万円、10.5％増額し、継続事業を進めて

いくこととしております。 

以上、歳入について申し上げましたが、制度改正や景気の動向などにより不確定な要

素を含んでおりますので、現時点で得た情報を基に慎重に精査の上、それぞれ予算計上

したところであります。なお、文部科学省が実施するＧＩＧＡスクール構想による校内

ネットワーク整備や小中学校の児童、生徒への１人１台のパソコン端末の設置事業に係

る特定財源等につきましては、国から示される制度概要を基に、新年度に入り改めて予

算化を進めてまいります。 

次に歳出予算の概要について、基本構想に掲げております町の将来像実現のために進

むべき方向に沿って、主な内容について説明を申し上げます。 

第１、触れ合いと絆を広げるまちづくりについて。 

町民の皆様や企業、行政が対等な立場で協力し、自助、共助、公助の実践による触れ

合いと絆を広げ、一体感のあるまちづくりを目指してまいります。具体的には、自治組

織を中心とした住民の主体的な活動を支援する協働のまちづくり推進事業や人口減少に

よる地域活力低下といった大きな課題に対応していくため、自治組織の負担軽減の検討

を引き続き進めてまいります。 

また、定住促進事業では、専門知識を持つ出会いコーディネーターを設置し、独身男

女への声がけや相談業務などを強化し、出会いの場の創出を図ってまいります。また、

マジイイ☆子育てワークスタイル推進事業と題し、町内企業の子育て支援の充実を進め

るとともに、子育てに優しい職場を発信していくことで若者や子育て世代の定住につな

げるほか、空き家改修補助の拡充やお試し居住用トレーラーハウスの活用など、多様な

施策による定住促進策を推進してまいります。 

なお、現物支給事業や除雪対策等についても継続して支援するとともに、奈良県斑鳩

町や三重県鳥羽市等との交流事業の継続により、関係人口増加に向けた人と人とのつな

がりを育んでまいります。 

第２に、誰もが健康と笑顔で暮らせるまちづくりについて。 

全ての町民がお互いを助け合い、支え合い、健康で安心して生活できるよう、生き生

き健康長寿を目指して、保健、医療、福祉の連携の下に各種事業を推進してまいります。
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具体的には、18歳までの医療費無料化とした福祉医療給付事業の継続、また母子健康手

帳アプリを導入し予防接種や育児情報を得やすくすることで、子どもを産み育てやすい

体制整備を進めてまいります。 

また、複雑な社会環境により増加しているひきこもりについて、ひきこもりサポーター

の派遣や居場所づくり等に向けた支援も継続して進めてまいります。 

そのほか、骨髄移植及びドナー登録の推進を図るため、骨髄の提供者及び提供者の勤

め先に対して通院、入院等の日数に応じた補助制度の創設のほか、従前からの健康増進

事業による取組を一層推し進め、町民の皆様の健康と福祉の向上のため、さらに各種健

診や健康教室などを充実してまいります。 

第３、みんなが支え合う福祉のまちづくりについて。 

町民みんなが高齢者や障害をお持ちの方など分け隔てなく、地域全体でお互いを尊重

し合い、頼り合い、助け合うことのできる福祉のまちづくりを進めてまいります。行政

をはじめ、保健・福祉等の関係機関と住民が一体となって支え合うことができる地域の

仕組みづくりに取り組むために、新たに地域福祉計画を策定し、目標を実現するための

方策を位置づけてまいります。 

高齢者福祉では、介護予防・日常生活支援総合事業を重点的に進めるとともに地域包

括ケアシステムの構築を進め、介護サービスの充実とともに、お助隊の仕組みづくりと

も合わせて地域の支え合いづくり、助け合いづくりの体制づくりを進めてまいります。 

そのほか、福祉タクシー券や高齢者活動交付金、介護慰労金や障害者福祉金、障害者

総合支援関係につきましても必要な福祉サービスを受けられるよう、各制度に従い町の

負担する部分について引き続き対応してまいります。 

人を育むまちづくりについて。 

町の将来や日本の未来を担う子どもたちが確かな学力と社会で必要な豊かな人間性や

他人を敬う心などを身につけ、地域に誇りを持ち、生きる力を育む教育を推進するとと

もに、家庭や地域が一体となって子どもを守り育てる環境づくりを進めてまいります。

併せて、生涯学習やスポーツ・文化・芸術活動を通じ心の豊かさを醸成するための支援

を行ってまいります。具体的には、子育て支援事業において小中学校における学習指導

や生徒指導、教育相談等に関する事項に対応する教育委員会と教育現場とのパイプ役で

ある指導主事の配置や歯科衛生士による歯科指導を全小学生に拡充するなど、子育てし

やすい町を目指して町独自の支援も含め、しっかりと準備してまいります。 

そのほか、小学生を対象とする学童クラブや各地区の子ども広場につきまして、そこ

に関わる多くの皆さんの協力をいただく中で、町としましても引き続き側面支援してま

いります。 

次に、学校教育について、引き続き海外の文化や生活に触れる中で日本文化の再認識

や自分の生活の振り返り、将来を考える機会とするための中学生海外派遣国際交流事業

の実施と、新学習指導要領で位置づけられる情報教育を学ぶため、ＩＣＴ環境整備を継

続的に進め、分かりやすい授業と学びの楽しさを醸成し、学習意欲の向上を図ってまい

ります。 
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そのほか、キャリア教育の充実、就学援助では、小中学校入学前年度での支援や学校

学習支援の各種事業の継続に努めてまいります。 

生涯学習に関しては、７月からの東京オリンピック開催に関して、町にゆかりのある

出場選手をみんなで応援するコミュニティーライブサイトを実施するほか、各地区公民

館やいいじま文化サロンといった地域住民の自主的な学びや活動についても継続支援し

てまいります。 

なお、各地区公民館の大広間などへのエアコン設置は、令和元年度の工事を繰り越し

し、早期完成に向けて整備してまいります。 

第５、地域特性を生かした産業の創造と振興のまちづくりについて。 

２つのアルプスに囲まれた豊かな自然や優れた農村環境などの地域資源を生かし、６

次産業化による産業振興を進めるとともに、活気、にぎわい、楽しみを取り戻すことで、

誰もが住みたくなる活力に満ちた魅力あるまちづくりを進めてまいります。 

まず、農業振興の取組でありますが、令和元年度に着手しました農業農村活性化に向

けた次期計画、地域複合営農の道パートⅤを策定するとともに、新たにＪＡインターン

制度を活用した新規就農者の確保に努めるほか、引き続き集落営農の組織強化及び認定

農業者等担い手の育成支援などを進めてまいります。 

次に、土地改良・林業関係では、県営事業として原井用水第２トンネル調査設計業務

や中央道の跨水路橋の耐震工事、千人塚耐震対策工事を実施することとし、森林の木材

生産機能の発揮と町民の森や傘山の安全な往来を確保するため林道辰巳ヶ沢入線の舗装

工事を３年計画で進めているほか、県企業局の助成による林道横根山線の改良工事も継

続して実施いたします。 

また、森林環境譲与税を活用した森林管理の意向調査や質の良い飯島産ヒノキを使用

した鉛筆や物差しを小学生や来入児プレゼントし、地域の愛着の醸成とブランド化を図

ります。 

そのほか、組織機構改革により地域創造課の観光係と特命チーム営業部を統合し、魅

力デザイン係を創設いたします。両係を統合することで町の魅力、地域資源の掘り起こ

しから観光、商品の発信までを行い、ブランディングカの強化を図り、情報発信の強化

や飯島ファンの獲得を目指してまいります。 

第６、新たな時代の生活基盤と安全・安心のまちづくりについて。 

災害に強いまちづくりと快適で活力のあるまちづくりのため、道路・橋梁長寿命化を

はじめ、住宅、環境衛生、交通安全から防災に至るまでの生活基盤整備を進めてまいり

ます。 

まず防災関係についてでありますが、大規模地震発生の際、応急危険度判定士が被災

建物に掲示するための判定用紙の準備を行うとともに、ハザードマップの更新、防災士

の資格取得補助や地区自主防災組織への施設整備補助、住宅の耐震補強工事補助なども

継続してまいります。 

建設・土木関係では、主要幹線道路である広域農道の改良工事につきまして、今年度

も県営事業として豊岡から柏木までの歩道整備工事の延伸を進めるとともに、町道では
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社会資本整備総合交付金事業を活用し、南田切線の改良工事及び上ノ原幹線の道路舗装

補修工事の継続を進めてまいります。 

その他、道路の維持管理・補修工事については、地元要望を踏まえ、特に平成 30年度

から実施してまいりました広域農道高尾地区の継続として岩間北交差点付近の舗装補修

工事の実施、また河川整備事業では石曽根地区の北田川と春日平・追引地区の中原川の

測量設計を計画しております。 

なお、中央道を渡る跨道橋及び跨水路橋の長寿命化工事等につきましても、引き続き

計画的に実施することとしております。 

第７、生活を豊かにする快適環境と循環型のまちづくりについて。 

自然との共生による快適で心豊かな暮らしのできる循環型社会の実現を目指し、住み

たくなるまちづくりを進めてまいります。 

まず、住宅環境整備の取り組みでありますが、水道事業では、引き続き老朽配水管更

新事業等を継続し、安全・安心な飲料水の供給と有収率の向上による健全経営に努めて

まいります。 

また、下水道事業は維持管理業務を中心に行いますが、良好な生活環境の確保と下水

道事業会計の経営改善のため、一日も早いつなぎ込みをお願いするところであります。 

そのほか、環境衛生への取組について、上伊那広域連合における上伊那クリーンセン

ターの本格稼働やそれに伴うごみ分別の徹底と減量化対策のほか、家庭でのごみ減量化

対策として、引き続きコンポスト・生ごみ処理機の補助など継続してまいります。 

さらに、将来を見据え、新エネルギーや資源の活用を研究してまいります。  

第８、みんなで進める健全で開かれた行政経営によるまちづくりについて。 

質の高い行政サービス提供、持続可能なまちづくりのため、身の丈に合った簡素で効

率的な行政経営の確立と財政の健全化を進めてまいります。 

財政健全化への取組について、町税等の未収金は年々減少しておりますが、引き続き

税の公平性と税収確保、税収以外ではふるさといいじま応援寄附金なども含め、自主財

源の確保に努めてまいります。 

公債費関係では、一般会計につきまして、財政状況や国の補正予算に係る繰越事業へ

の対応を踏まえ、新規発行額は最小限の増加に努めたところでございます。起債を財源

とした公共事業については、必要な手続を踏んで計画的に進めるとともに、年度途中に

おける国の補正予算債には臨機応変に対応してまいります。併せて、計画的かつ継続的

に進めております起債の繰上償還につきましては、一般会計及び下水道事業会計の２会

計において実施することといたしました。特別会計を含む全会計を通じ、財政健全化を

目指してまいります。 

また、令和元年に着手しました公共施設ごとの劣化調査・施設長寿命化計画につきま

しては、さきに策定しました公共施設等総合管理計画との整合性を図った上で飯島町個

別施設計画として策定し、長期的視点をもって、更新・統合・長寿命化等により将来的

な財政負担の平準化等の対策を図ってまいります。 

また、人事交流につきましては、引き続き国土交通省中部地方整備局天竜川上流河川
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事務所、また上伊那広域連合へ、それぞれ職員派遣を行い、新たに長野県と町職員の派

遣研修を実施します。 

また、従前からの人事評価と行政評価を行い、よりよい行政サービスの提供に向け事

務事業の適正化及び効率化を図ってまいります。 

そのほか、住民と行政の知恵を融合させながら進める飯島町営業部の取組では、町が

明るく元気になる取組を目指して、地域資源の活用と情報発信、各種団体と連携した都

市農村交流事業の推進など、５つの部会における実践活動を引き続き展開してまいりま

す。 

以上、新年度の施策に関する所信の一端と新年度予算案の大綱について申し上げまし

た。冒頭でも申し上げましたが、安心して暮らせる豊かな町を目指していく中で、現在

の行政サービスの水準を維持しながら住民ニーズを的確に捉え、スピード感を持って対

応していくこと、また５年後 10年後といった町の将来を見据えての対応が求められてお

り、多岐にわたる事務事業の取捨選択については、今まで以上に慎重かつ大胆に見極め

ていかなければなりません。こうした状況の中、新年度予算に計上した事務事業の推進

に当たっては、時代の流れを的確につかむとともに、入念な計画に基づき、各種補助事

業の積極的な活用と交付税措置のある有利な起債の活用を原則とした事業の実施、また

基金を繰り入れても適切な時期に適切な事業を実行することが町民の皆様に信頼される

行政に求められる重要な要素であると考えております。そのためにも、町民の皆様から

の負託と信頼に応えるべく、町長以下職員が心を一つに同じ目線に立ち、意思疎通を図

りながら、常に前を向き、新たな発想と行動力を発揮し、全力で行財政運営に当たって

まいります。 

町民の皆様とその代表である議員各位の格別なる御理解と御協力を切にお願い申し上

げ、令和２年度の施政方針と一般会計並びに特別会計事業予算の概要説明といたします。

ありがとうございました。 

議  長  引き続き各課長から補足説明を求めます。なお、説明に当たっては、主要な事務事業

を中心に要点を捉えて的確な説明に努めていただくようにお願いします。 

初めに一般会計について補足説明を求めます。 

企画政策課長 （補足説明） 

総務課長 （補足説明） 

企画政策課長 （補足説明） 

住民税務課長 （補足説明） 

健康福祉課長 （補足説明） 

産業振興課長 （補足説明） 

建設水道課長 （補足説明） 

地域創造課長 （補足説明） 

教育次長 （補足説明） 

議  長  次に、各特別会計について補足説明を求めます。 

健康福祉課長 （補足説明） 
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建設水道課長 （補足説明） 

議  長  ここで休憩とします。再開時刻を午後３時 40分とします。休憩 

 

休  憩  午後３時２１分 

再  開  午後３時４０分 

 

議  長  会議を再開いたします。 

これから令和２年度会計予算６議案について一括して質疑を行います。なお、議事運

営上、ここでは総括的な事項について質疑されるようお願いをいたします。質疑はあり

ませんか。 

２番 

三浦議員  来年度予算なんですけれども、今、新コロナウイルスの影響で商業へも影響が多く出

ているというふうに聞いております。それで、近隣では既に補正予算で、宮田村では 500

万円の補助制度をつくって商業、商店などへの営業の支援を行うということを決めたよ

うですが、飯島町ではまだそういう状況を聞いていませんけども、来年度の予算の中で

そういうことに対応できるような事業がここにあるのか、でなければ、ぜひ、またそこ

については検討をしていただきたいと思うんですけれども、その辺についてお答えをい

ただきたいと思います。 

町  長  新型コロナウイルスによる経済の冷え込みが心配されるところでございます。また、

こういう外出の制限がかかっておる中で、大きな影響があるかなというふうに思ってお

ります。それについても、政府が一応対応するという声明をしております。そこら辺の

様子を見ながら連携していきたいなというふうに思っております。 

議  長  ほかに質問はありませんか。 

４番 

中村議員  町長にお伺いいたします。施政方針の内容、大変新しい事業等も入り、新年度におい

ては、福祉の増進事業、産業振興事業、安全管理事業の行政の３大事業の推進が掲げら

れております。そして、何よりもこの事業、町長の意気込みは大変強いものを伺えまし

た。しかしながら、町長一人でこれらの事業を達成できるものでないということは、町

長の最後の、そのためにも、町民の皆様からの負託と信頼に応えるべく、町長以下職員

が一つに同じ目線に立ち、意思疎通を図りながらと掲げられております。まさに、その

とおりだと思います。次年度だけではなくして、今までもそういう思いで町長は職員と

接してきたかと思うのですが、昨年に増して、この推進事業を進める上で、昨年と違っ

てこういうことで意思疎通を図って達成するぞという、そういう具体的なところが幾つ

かありましたらお話を聞かせていただけますよう求めます。 

町  長  ２期目の４年間も町民の皆さんと、まちづくりというのは行政だけではできない、町

民の皆様が積極的に政治に参加していただけること、これが大事だという思いは、１年

も今も変わりません。そして、具体的なところがだんだん、営業部をはじめとして波紋

がだんだん広がってくるような感じにしていきたいなというふうに思っております。今
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年度につきましては、それに加え、企業も、企業経済活動だけじゃなくて、企業の皆さ

んもこの地域の文化醸成、あるいは子育て支援ということに一緒になって取り組んでほ

しいと、こういうことを打ち出しております。この町が、みんなが安心して暮らせる豊

かなまちっていうのは全体が協力しなければならない、その１つの大きな形がお助隊だ

なというふうに思っておるわけでございます。そういったことで、町民の皆さんがあら

ゆることに参加していただいて町をよくしていこうというふうに思うところでございま

す。所詮、私たちの財政規模というのは少ないものでございますんで、いかにそれを有

効に使うか、みんなで協力していきたいなというふうに思っているところでございます。 

４番 

中村議員  ちょっと私、そういうことをちょっと聞いていたわけではなくして、町職員との意思

の疎通を図っていく上で、従来とまた違って、今年度はもっとこういう角度から、さら

に職員が一丸となって町長の目指す方針に対して心を一つにするために、ここに重点を

置いて職員教育をするとか、こういうことを伝えていくとか、そういうものがあるのか

を伺います。 

町  長  職員の皆さんは、それぞれの課に配属されて、飯島町の３大事業、行政３大事業のそ

れぞれの分担を担っておるわけでございます。その中で、行政経験というのは職員の皆

さんが一番長くなる可能性を持っております、20年 30年 40年。町長というのは、この

短期間の中で行政を、町民の負託を背に事業を展開するわけなんですけども、職員の皆

さんも、その仕事の歴史の中で、やはり自分の携わっている仕事の中で、これをやりた

いというものがあろうかと思います。そういったものをくみ上げていきたいなというふ

うに思っております。その１つの例として、職員の皆様の政策のアイデアコンテストと

いうようなものを開催して、自由に、係長だけじゃなくて、係長にも遠慮せずに、平の

職員もそういった意見が出せる、自分たちが行政に携わっていてこういうふうにしたほ

うがいいんじゃないかなというものが出せる、そういったことをくみ上げていきたいな

というふうに思っておるところでございます。１つの例が今進んでおりまして、健康ポ

イントのもっと大きな使い道、地域ポイントとしてどのように活用できるかということ

を今募集しております。私が募集しているんじゃなくて、職員自らが企画を担当して募

集をして、その中で選考するということも全て職員がやっていると、こういうことでご

ざいます。だんだんに、そういうことを契機に、いろいろの課題について提案していた

だければいいかなというふうに思っております。 

議  長  そのほかに質疑はございませんか。 

７番 

折山議員  町長に伺います。施政方針の 24ページ、言葉として安心して暮らせる豊かな町を目指

すために、厳しい財政状況の中で、多岐にわたる事務事業の取捨選択については、これ

まで以上に大胆に見極めていかなければならない、こういった表記がございます。これ

は、まさしくそのとおりで、歴代もしてきておるわけでありますが、「取捨」の「取」は

新たな事業、「捨」は、今あるものをそのためにひとつ心を痛めながらも整理していかな

いと今の職員体制ではできないからというような意味なのか、それとも数ある要望の中
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で取捨選択するという意味なのか、その言葉の意味で、もし町長のほうでやはり体制を

大きくしない限り難しいなあと思うんであれば、印象に残る「捨」の部分があれば、今

までこうやって一生懸命、必要なんだけえど、今回に限っては、もう、これやむを得ん

と、ちょっと我慢してもらおうよっていうような印象に残る事業があったらお聞きをし

たいと思います。 

副町長に続いて伺います。今年の概要を見ますと、新規事業がかなり多いわけであり

ます。ゼロ予算の新規事業もあります。っていうのは、これ、人手を要するもので、町

長の望む地域の互助っていうものをつくる機運を盛り上げていくためには、いかほど職

員のマンパワーが必要かっていうのはこれまでの経験の中で十分お分かりかと思います。

それで、就任されて、多分この予算編成に多くは関わらずにこれを今御覧になって、ま

だ、今度は３月末、人事異動があります。頭の中に、これだけの町長の思いをかなえる

ための職員配置をしなきゃならないという今思いが頭の中にあるのか、取りあえず様子

を見てみようと思っていらっしゃるのか。以上２点。 

町  長  取捨選択の意味合いですけども、町民の要望が数ある中で、それを優先順位の順に選

ぶということも１つの取捨でございます。また、今までやっている事業についてもう一

度見直しをかけて減らしていくということも１つの取捨の中です。特にそれが求められ

ているのは、耕地、自治会、区、そういった部分での取捨もあります。また、我々の事

務事業の中でも当然取捨が必要と考えております。今までで一番大きな捨てたものは、

皆様方が御存じのアンテナショップ、三鷹アンテナショップでございました。それも１

つの「捨」と言えば「捨」かなというふうに思っております。しかし、それに代わる形

の中で、今、ヤマト運輸と提携する中で、都市との交流、あるいは物販についての新し

い方法を、今、実行を重ねているところでございます。 

副 町 長  人事異動、就任してから、１月８日の日から予算編成の査定のほうに携わらせていた

だきまして、大体の町長さんの思い、それから職員の思いというのは自分の中にも伝わっ

たかなというふうに思っております。新年度に向けて、先ほど取捨という言葉がござい

ましたけども、各担当の中の係の中で取捨選択できるようなことを私も入ってやってい

こうかなというふうに考えておりまして、できるだけ町長さんの思いをできるような人

事配置をしようというふうに考えておりまして、今、構想を練っているところでござい

ます。そんなお答えでよろしいでございましょうか。 

議  長  そのほか質疑ございませんか。――ありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

ここでお諮らいをいたします。第 15号議案から第 20号議案は、議長を除く 11人の委

員で構成する予算特別委員会を設置し、これに付託して審査をすることとしたいと思い

ます。御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、本６議案については、11人の委員で構成する予算

特別委員会を設置し、第 15号議案から第 20号議案までの予算６議案をこれに付託して
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審査することに決定しました。 

なお、本日の会議散会後、直ちに予算特別委員会を議場で開催いたします。 

 

議  長  日程第２４ 第２１号議案 飯島町道路線の認定について 

日程第２５ 第２２号議案 飯島町道路線の変更について 

を一括議題とします。 

提案理由の説明を求めます。 

副 町 長  それでは、第２１号議案 飯島町道路線の認定についてと第２２号議案 飯島町道路

線の変更について一括して提案の理由の説明を申し上げます。認定につきましては、本

郷第３自治会地元関係者から町道認定の申出があり調査したところ、現在、飯島町の公

衆用道路である当該道路について、沿線には宅地があり生活道路としての役割を担って

いるため、道路法第８条第２項の規定により町道前の田連絡線、前の田連絡支線の２路

線の認定をお願いするものでございます。ちなみに、延長は 266.4メーター、幅員は 2.3

メーター～10.3メーターでございます。 

次に、変更につきまして、道路改良工事や田切地区の国道 153号伊南バイパス建設に

伴う町道の付け替え工事完了に伴い道路区域が変更となった路線について、道路の法の

第 10条第３項の規定により町道荒田線ほか 10路線の道路区域変更をお願いするもので

ございます。細部につきましては御質問により担当課長から説明申し上げますので、よ

ろしく儀審議の上、御議決賜りますよう、よろしくお願いいたします。 

議  長  提案理由の説明がありました。 

それでは、提案のありました２議案について一括して質疑を行います。質疑はありま

せんか。――ありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで討論を終わります。 

初めに、第２１号議案 飯島町道路線の認定について討論を行います。討論はありま

せんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第２１号議案 飯島町道路線に認定についてを採決いたします。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第 21号議案は原案のとおり可決されました。 

続いて、第２２号議案 飯島町道路線の変更について討論を行います。討論はありま

せんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第２２号議案 飯島町道路線の変更についてを採決いたします。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 
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（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第 22号議案は原案のとおり可決されました。 

以上で本日の日程は全部終了しました。本日の会議を閉じ、これで散会といたします。

御苦労さまでした。 

 

散  会  午後３時５７分 
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本会議再開 

 

開  議  令和２年３月９日 午前９時１０分 

 

議  長  おはようございます。これから本日の会議を開きます。 

議事日程については、お手元に配付のとおりです。 

 

議  長  日程第１ これから一般質問を行います。通告順に質問を許します。 

なお、一般質問は通告制ですので、質問趣旨にのっとり明確に質問するようお願いし

ます。 

３番 久保島巌議員。 

３番 

久保島議員  おはようございます。それでは、通告に従いまして一般質問を始めてまいります。国

は、Society5.0という時代の持続可能な地域社会の構築というのを標榜しておりまして、

Society5.0 って何やっていうことなんでございますが、1.0 が狩猟社会、2.0 が農耕社

会、そして 3.0 が工業社会、4.0 が情報社会でございます。それに引き続く新たな社会

ということで、それを Society5.0と称しているということでございます。4.0では、様々

な課題や困難がありましたが、人工知能ＡＩにより必要なときに必要な情報が提供され、

ロボットや自動走行車などの技術で少子高齢化、地方の過疎、貧富の格差などの課題が

克服されます。「社会の変革（イノベーション）を通じて、これまでの閉塞感を打破し、

希望の持てる社会、世代を超えて互いに尊重し合える社会、一人一人が快適で活躍でき

る社会となります。」と内閣府は説明をしております。お手元にＡ４の非常に細かいコ

ピーを差し上げております。ちょっと見にくくて恐縮でございますが、拡大版がこれで

ございます。（資料掲示）見えないかもしれませんが、非常に細かい字で申し訳ありま

せん。総務省が 2020 の重点施策として公表したものでございます。タイトルは

「Society5.0 時代の持続可能な地域社会の構築」というものでございます。総務省の

ホームページからダウンロードできます。黒帯で白文字のところがございますけれども、

ここのところを読んでまいりますと、１「東京一極集中の是正と地域の活性化」、２番

目のところに「Society5.0 時代の地域社会」、３が「安定的な地方行財政基盤の確保」、

４が「防災・減災／復旧・復興」、そして５が「持続可能な社会基盤の確保」と５項目

が挙げられておりまして、その中に 20 の細目がございます。それぞれに予算措置がさ

れているというか、予算概要要求をされているところでございます。 

そこで、１－１に入ります。町長２期目のマニフェスト５番目のところに「職員が創

造力と実行力に溢れ行政サービスが的確に機能する町の組織づくりへ」というのがござ

いまして、その中に「ＡＩや自動化を活用したスマート事務システムの研究と対応を広

域連携を含め進めます。」と記されております。これを拝見しますと、下平町長は既にこ

の情報は入手されており、これに適応していこうというお考えがあろうなあなどという
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ふうに思います。そこで、昨年初めから総務大臣がメールで、地域の首長宛てに数回メー

ルが出ておりまして、９月９日付の５回目のメールで、今お手元にお配りした総務省の

重点施策 2020のことについて詳細な添付ファイルがあったわけでございます。この本文

には、首長に必ず見せてくださいねというただし書がございまして、当然、町長はこれ

を御確認になったというふうに思っております。そして、その本文の中には、ぜひ返信

をしてくださいということもございました。町長は、このメールを認識されておったの

かどうか、それから、返信をしたとすればどんな内容で返信されたのか、お伺いいたし

ます。 

町  長  おはようございます。久保島議員にお答えいたします。聞き慣れない言葉、単語が出

てまいりました。Society5.0ということでございます。初めて聞く方が多いのではない

かなあというふうに思います。Society5.0というのは、先ほど議員も少し説明しました

けれども、人間の社会の進む段階、技術が進歩するに伴って、その社会の進歩の段階を

５段階に分けているということだそうでございます。まず、第１段階が狩猟時代、第２

段階が農耕社会、第３段階が工業社会、第４段階が今まさに現在なんですけども、情報

社会ということでございます。この情報社会、コンピューターの発達、あるいはスマホ、

パソコン、全てがコンピューターによって情報が統括されておるわけなんですけども、

その中において、今、社会に混乱が、情報の氾濫が起きていると、こういうことですね。

せっかく集まった、あふれている情報をしっかり共有して、それを上手にみんなで使っ

ていこうやと、こういう新しい社会が Society5.0と、第５時代と、社会と、こういうこ

となんだそうですね。国も、ようやく第５時代、社会に着手し始めて、今研究が盛んに

行われているということでございます。そこで期待できるのは、遠隔地の医療とか、そ

れとかＧＰＳの発達、あるいは車の人工知能等の発達により自動運転ができるとか、そ

れから農業の人手不足をロボットの機械で補おうと、自動運転による農業、そんなこと

にいろいろに使えるんじゃないかなあということが Society5.0 では期待をされておる

ということなんですね。しかし、今それが、本当にいろいろの企業、あるいは学者、専

門家がどのように使えるかという技術を開発している最中、緒に就いたということなん

じゃないかなあというふうに思っています。それを、もう社会がどんどん取り入れて、

それを進めていくという時代には、まだちょっと早い。今、専門家でいろいろの方法、

今あるコンピューター社会のシステムの中に取り入れられるものからやっていくんじゃ

ないかなあと思います。そいで、その次の段階は、今のある構築されたシステムの次の

段階に進まなければ、その第５社会が構築されていけないと、こういうものもあるんじゃ

ないかなあと、今はその過渡期だというふうに認識しておるところでございます。総務

大臣のメールにつきましては、総務省のホームページを閲覧したり、必要に応じてプリ

ントアウトをして内容を確認しております。メールは、毎回、先行事例の現場の声や国

やほかの自治体の先進的な取組の概要等が紹介されていますので、５ＧやＩｏＴ、ＡＩ

などといったもの等、新しい技術を様々な業務に活用することを研究、検討していると

いう情報をつかんでおります。なお、首長からの返信を待っているということなんです

けれども、これは革新的技術の実装例や先行事例の紹介等に関して意見や提案等を返信
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するという内容でございます。まだ当町においては、そのような紹介をする段階には至っ

ておりませんので、返信はしておりません。しかし、こういう時代を見据えた中で、当

然スマート事務ということを時代として迎えることは明白なんで、その研究をしようと

いうことで、上伊那広域連合におきまして、私の提案の中でＡＩ時代、ＩｏＴ時代を見

据えた広域的な研究をしていただきたいと、これは、やっぱし一自治体が研究するには

非常に重い課題であろうと、多くの知識を集める中で、また構築された場合にはスケー

ルメリットを望むということが、大きな時代、一企業体で研究して使うだけではもった

いない、それよりもっと、大きなお金もかかるし、もっと多くが取り組むべきだと、こ

ういう考え方の中で上伊那広域連合の中で提案させていただきまして、昨年その研究

チームができました。県も同じような考え方で、県全体で取り組もうという形で進んで

おります。今までの現状と総務大臣への返信をしたかどうかにつきましての回答とさせ

ていただきます。 

久保島議員  確認はしているということでございました。返信はされていないということです。今

の町長の思いを返信してもよかったんではないかなあというふうに思いますけれども、

それは仕方がないでしょう。広域でそういう取組を始めたよということなんですが、町

でも、その辺の研究チームなり、そこに対する措置なりというのが 2020 の予算の中に

反映されているかなあと思ったら、それはちょっとないんですね。職員の皆さんもこの

ことを、Society5.0について認識を持っているかどうかっていうことがちょっと確認で

きないなあというふうに思っています。やっぱり、これは全職員が共有して認識を持っ

ていただかないと進まないのかなあというふうに思います。総務省の大臣メールの第５

号で、９月６日の件ですが、「そろそろ始めてみませんか？テレワーク」という提案が

ございまして、昨年の７月 22日から９月６日までテレワークデイズ 2019という取組が

ございまして、長野県はこれに参加しているところでございます。参加できなかったら

来年、つまり今年、2020のほうに参加しましょうよという呼びかけがございました。こ

の県の取組について、一緒なり、その辺のところへ職員を派遣して研修なりをしている

のかどうか。それから、テレワークとなれば、単に事務系だけじゃなくて、いろんな取

り組む機会があるんだろうと思います。今回、新型コロナウイルスの関係で、東京五輪

の開催を見据えた取組もあってテレワーク準備をしていたところが、大手企業について

は、ここで実施をして、かなりな成果を上げたということも発表されております。テレ

ワークっていうことについては、一般企業の問題だけじゃなくて行政でも取り組めると

ころがあるんではないか、上伊那広域でも検討しているということでございますので、

その辺も含めて、テレワークの研修に行ったのかどうか、行ったとすれば、町長はその

報告をどう受け止めたのか、お伺いいたします。 

総務課長  テレワークへの参加等についてお答えをいたします。昨年開催されましたテレワーク

デイズ 2019への職員派遣、また研修派遣等は行っておりません。テレワークデイズ 2019

は、東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催期間中の交通混雑緩和の実験、

また全国的なテレワークという新しい働き方の定着を目的といたしましてテレワークの

一斉実施を呼びかける国民運動として実施をされたものでございます。テレワークデイ
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ズ 2019に参加いたしました長野県の報告書によりますと、県ではテレビ会議の開催、ま

た在宅勤務の実施、サテライトオフィスでの勤務に取り組んだということで、職員の移

動に関わります人件費、交通費、公用車の燃料代等の削減が図られたこと、また、テレ

ワークに参加された職員からは、また利用したい、職場と同等に作業ができて業務の効

率化につながったというような声が寄せられたという報告書を拝見しております。現時

点での当町でのテレワークを活用した働き方を実施してまいりますには、まずインター

ネット環境等の環境整備もまだ十分でないこと、また個人情報を扱う業務が大変多いこ

とによりましてセキュリティーの確保の問題等、解決すべき課題がまだまだ多い状態で

あります。今後、多様な働き方の支援ですとか、災害発生時、今回のコロナウイルス感

染の予防等、どういった場面でテレワークが活用できるかについては研究してまいりた

いと考えておるところでございます。 

久保島議員  研究してまいりたいとおっしゃるんですが、その辺の予算については、今回は計上さ

れていませんが、どんなふうにお考えでしょうか。 

総務課長  予算等につきましては、通常の予算の中で対応ができると考えておりますが、状況に

よりまして、また、その都度協議しながら利用してまいりたいと思っております。 

久保島議員  それでは、１－３に入りたいと思います。総務大臣メールの５号の中で、内閣府官房

の自治体ピッチという取組がございまして、これはＡＩもしくはＩｏＴの業者、開発者

等が実際に運営している自治体の例とか、それから取組、それから今後こんなふうな活

用ができるんじゃないかという提案、そんなものをするものでございました。９月３日

にはＡＩ、ＡＩチャットボット、それから手続、９月６日には住民向け、庁内向け――

庁内って要するに庁舎ですね、庁舎向けのプラットフォーム、10月８日には教育、医療、

防災、環境、マイナンバー等が３回に分けてそれぞれテーマごとに開催されたというこ

とでございます。この参加方法は３種類ございまして、会場で参加するもの、それから

オンラインで参加するもの、それから後日動画を確認するものという３種類がございま

す。動画のほうは申し込みしておかないと見られなくて、もう現在は視聴できないとい

う状況でございます。首長からぜひ職員の参加を呼びかけてくださいというふうなメッ

セージもございまして、町長はこれに職員を派遣したのかどうかお伺いをしたいと思い

ます。町長は、この関係では非常に造詣が深いもんですから、当然数人派遣していると

思いますが、その構成、いわゆるどんな分野の人たちを行かせたのかということについ

てもお聞かせをいただきたいと思います。それから、もし動画を確認、視聴していた、

町長がしていたかどうか分かりませんが、そんな時間がなかったとすれば、職員からも

やっぱり、先ほども私が言いましたように、研修に行けば多分報告書が出ていると思い

ますので、その辺の所見はどういうふうにお感じになったか。今後、ＡＩを活用した行

政業務の改善っていうのをどういうふうに考えていかれるのか、上伊那広域の話も含め

てお答えをお願いしたいと思います。 

総務課長  自治体ピッチでございますけれども、地方自治体の各種業務に必要なシステムにつき

まして、設計段階から地方自治体職員と開発業者、ベンダーが対話を重ねて、複数の地

方自治体での共同利用を前提として開発したシステムやアプリケーション等を開発業者
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が地方自治体に提案する場といたしまして、昨年は３回、東京で開催をされております。

町では、自治体ピッチにつきましては職員を派遣しておりませんでしたけれども、情報

担当の職員がインターネットで公開しております資料を見たり、動画による視聴は行っ

ております。また、今後提案されますシステムを当町で利用したい、また新たに開発し

ていきたいシステムと関係がある場合につきましては職員の参加を検討してまいりたい

と考えております。これが全国規模で行われておるものでございます。また、長野県で

も市町村自治振興組合で昨年度からシステムの共同導入について検討がされまして、こ

れまでにも自治体ピッチに準じましてシステムの紹介や各種の研修会が開催をされてお

ります。当町でも興味のあるシステムにつきましては研究のためにそれぞれの担当職員

が参加をしてきておるところでございます。また、紹介されたシステムにつきましては、

複数の市町村から共同導入の希望があるというものもございまして、それにつきまして

は共同調達に向けて取組が開始されていると聞いておるところでございます。上伊那広

域連合では、先ほど町長のお話もございましたけれども、下平町長からの提案によりま

して昨年からＲＰＡ・ＡＩ利活用研究部会が立ち上がりまして、ＲＰＡの研修会を開催

いたしましたり、ＲＰＡやＡＩの共同調達を考慮しながら研究を進めていくこととなり

ました。このような研究会には積極的に職員の派遣を行ってまいりたいと思います。昨

年行われました上伊那広域連合の研究会でございますけれども、伝票の処理の自動化等

につきまして伊那市が取り組んでいるという事例報告等ありまして、そういった部分、

また県のほうからも事例報告を受けたという形で聞いております。まだまだ１つの自治

体では取り組む事業ということはちょっとできませんので、研究を引き続きやっていく

という考えでおります。 

久保島議員  視聴は情報担当職員が１人でしたということでございまして、その情報について、皆

さん興味を持って拝見したのかどうか、その辺がちょっと興味があるところでございま

す。 

１－４に入ります。Society5.0では、スマート自治体への支援っていうことがいよい

よ本格化しまして、予算措置がされております。これは予算が可決されないと執行はさ

れないと思いますが、総務省の案として提示されているものでございまして、大方はこ

のとおり行くんだろうというふうに思います。かなり金額的にも大きくなっています。

スマート自治体の一環として、行政サービスの案内だけじゃなくて、ただいま伊那市で

取り組んでいる伝票の発行等、そんなことだけではなくて、多言語化した観光案内、そ

れから子育て支援の御案内とか、それから移住・定住のＦＡＱ、この辺などについては、

ＡＩ、それからＬＩＮＥを使ったチャットボットっていうのが非常に有効的ではないか

なあというふうに思っています。取りあえずそこら辺から始めたらどうかなあと思いま

す。実は、私、１月の 10 日から 14 日まで、東京ドーム開催のふるさと祭り東京 2020

でご当地マラソン 2020に米俵マラソンで観光協会が出展していただきまして、参加をい

たしました。その折に、イーガイドというチャットボットが実証実験されておりまして、

ビーコンという小さな５センチぐらいのコントローラーが各カウンターの下に貼り付け

るようになっているんですね。それを貼り付けて、各ブースの前に行くと、スマホでそ
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れを立ち上げると、その案内をＡ４で３枚か４枚ぐらいの内容のものが見られると、次

のところへ行くと同じものが見られると。それは最初に登録するときに何語で見ます

かっていうのがありまして、日本語、英語、韓国語、中国語、この４か国語に対応して

いるものでございます。これは、そんな高いものではないんですね、非常に安くできる

と。これなら場所も取らずに非常に効果的ではないかなあと。この活用の例として、例

えば災害時の避難所等の案内にそれを置いておけば多言語化した案内がスムーズにでき

る、文章で見られるわけですので非常に有効ではないかという提案もされておりました。

また、岡山県の人口１万 4,000人ほどのそれほど大きくない町なんですけれども、移住

情報とか観光情報をチャットボットで情報提供しております。これは、ホームページか

らアクセスできるものと、それからＬＩＮＥからアクセスできるというふうなシステム

になっていまして、運用開始の１カ月間で 5,000件の対応があったと、それが全てほぼ

正確に対応できたというふうに言われております。チャットボットっていうのはあまり

耳慣れない言葉ですけれども、ＡＩやＩｏＴを活用した、チャットは対話ですよね、ボッ

トはロボットを多分縮めたもので造語だというふうに思いますが、いわゆる人型ロボッ

トではないんですよね。人型ロボットや大きなシステムを考えると、とてもそれはお金

かかるよねっていう話になりますけれども、そうではない。私が調べたところによると、

ほとんどがもうリースでございまして、１カ月 1,500円っていうものから、高くても月

10万円っていうシステムで、そのような対応ができるということでございます。会計年

度任用職員とかいうのがありまして、人件費っていうのは非常にかさんでくるんだろう

と思います。これ以上人は増やせない。しかし、国から県からの事務委託っていうのは

増えてくるという中で、じゃあどうするかっていうと、ＡＩやＩｏＴで対応できる窓口

の受け答え等についてはこの辺を使ったらどうなのかというふうに思います。最近の若

い人たちっていうのは、若い人たちを中心にって言ったほうがいいかもしれないですね、

お年寄りまで、結構対面よりもスマートフォンでやる、問い合わせをしたりする方が楽

だとかいうことも見られております。銀行のＡＴＭ等につきましても、当初は普及する

かどうかってみんな心配されておったんですが、今はほとんどがＡＴＭで対応するとい

うことでございます。中には、どうしても窓口のほうがいいよっていう人がいらっしゃ

るので、それはそれで対応すればいいんで、それは数が減ってくるだろうと思います。

そういう２段階を踏まえておけば十分対応ができるというふうに思います。１つに絞ら

ないで、両方対応ができますよということにしておけば何ら問題はない。窓口業務の軽

減のためにも、多言語化対応のためにも、住民サービス向上というためでも、ＡＩチャッ

トボットっていうのを何らかの関係で、そういう問い合わせ業務等に関しては入れたほ

うが効果があるんではないかというふうに思いますが、町長の所見をお伺いします。 

町  長  今後、人口減少の深刻化による労働力の絶対量が不足するという予想の中で、職員が

減少しても自治体が本来担うべき行政サービスを提供し続け、住民福祉の水準を維持し

ていくことは、重要であります。そのためには、ＡＩやＲＰＡ、ＯＣＲなどを使って単

純な作業を全て自動処理することにより、職員は企画立案的な業務や住民への直接的な

サービス、人間でなければできない業務に注力する体制を整えた自治体サービスに変
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わっていくことが必要であると考えております。議員の提案されました具体的なサービ

スにつきましても様々なメリットがあると思っております。大変魅力的なものだとも

思ってもおります。しかしながら、当町の規模で、自力で研究開発して現場でシステム

構築するには課題も多く、単独での導入については慎重にならざるを得ない状況であり

ます。より綿密な研究が必要と考えております。先日、町村長会の長野の会議で長野県

のＡＩのスマート事務化を担当する部署からの報告を伺いまして、今一生懸命そういっ

た導入、ＡＩ、ロボット等の導入についての状況をお話ししていただきました。今、手

始めに実験段階でやっているのは、ふるさと納税の注文書を自動的に吸い上げて、それ

を自動的に発送書も起こして発送すると、こういう事務のことを富士通が売り込みに来

ていて、それを一生懸命研究しているというところだそうです。どんなに下手くそな字

でも最近はコンピューターが読み取れるということでございました。そういった部分で、

書いたものを自動的に読んで、それをちゃんと活字にしてクラウドコンピューター処理

して保存しておくと、それで、それを、しかも今度はプリントアウトするときにはちゃ

んと活字になって出てくると、こういうことをまず手始めにやっているそうでございま

す。しかし、現場で今使うとなると、いろいろの問題が出てきている。いろいろな発想

の中で、アイデアの中で、こういった方法がいいんじゃないか、それでできるんですけ

れども、それをシステム化するに非常に時間もかかるし、研究も要るしということだと

思います。先ほど銀行のＡＴＭの話も出ました。今は難なくやっています。やっぱり時

間がかかっている、そういった現場でしっかりと使うには。特に行政の場合には、情報

漏えいとか正確さというものが求められる中で、本当に精錬された、そういったものが

できることを望んでいるわけでございまして、試しにやってみようという段階では、行

政ではないんじゃないかなと、このように感じておるところでございます。そういった

研究を一生懸命県もやっていただき、その中へ上伊那広域連合も入って、また我々の担

当、情報関係の担当者も入って研究しながら、だんだんにレベルアップし、その技術が

実際に使われる、実践に使われる、そういったシステムが構築できていくんじゃないか

なというふうに思っておるところでございます。一足飛びで飛んでいくふうには考えて

おりません。 

久保島議員  最初から全部一足飛びにやれと私は言っていないんですね。だから、チャットボット

でＦＡＱなんかは取り組んだらどうですかっていう話をさせていただいております。 

２－１に入ります。いよいよ高速通信システム５Ｇ、また英語でちょっと恐縮なんで

すが、これは、太平洋ベルト地帯から、３月 27日から、いよいよ５Ｇ、５Ｇが稼働いた

します。通信速度が現在の４Ｇの 20倍、それから同時接続も 10倍、遅延速度も 10分の

１になるということで、非常に通信機能としては優れているということでございます。

昨年から、これに先立ちましてローカル５Ｇ、これのモデル事業の公募っていうのもあっ

たわけでございます。このローカル５Ｇは、企業とか自治体が個別にニーズに応じて独

自の５Ｇシステムを柔軟に構築できるということで、地域課題を解決するということを

期待しておるわけでございます。いわゆるキャリア、電気通信事業者とか携帯事業者ら

が設置する通信基地ではなくて、独自のものを地域で構築しようよというものでござい
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ます。地域内で自動運転の循環バスを運行するとか、自動運転の農業用トラクターとか、

その他の機械っていうのもこれに入ってくると、それには、やっぱりローカル５Ｇの配

備は必要だということでございます。町長が前から唱えておりますリニア駅から辰野ま

での自動運転バス、これもそれに当たってくるというふうに思います。しかし、町長も

先ほどおっしゃっていましたように、１つの目的だけだとかなり難しいものがあって、

ほかにも使わないとだめだろうと思うんです。５Ｇの活用については、自動運転バス以

外にも何か考えているものはないかなあと思っているんです。また農業等があるかと思

いますが、町長の膨らむ構想の中で、この辺の通信拡大の機能を使ってもうちょっとこ

こを拡大したいなあという思いがございましたら、お聞かせいただきたい。 

町  長  ローカル５Ｇ、今度は５Ｇ、第５世代のコンピューター社会ということになりますか

ね、大量高速情報社会、移動通信社会、こういうことなんだそうでございます。そういっ

た時代が来た中で、どのように利用していくかという先進的な御意見でございます。ロー

カル５Ｇとは、地域や産業の個別ニーズに応じて地域の企業や自治体等の様々な主体が

自らの建物内や敷地内などの狭いエリアでスポット的に柔軟に構築できる５Ｇシステム

のことでございます。ということは、５Ｇシステムとローカル５Ｇシステムの２種類が

あるということなんですね。ローカルですから、地方で、ある地域に限って５Ｇを使い

ましょうということになるんでしょうか。ローカル５Ｇのほうが５Ｇシステムよりも先

行して構築できること、必要となる性能を柔軟に設定することが可能であること、他の

地域での通信障害や災害などの影響を受けにくいという特徴があることなどから、全国

的にもローカル５Ｇが注目され始めておるところでございます。来年度からローカル５

Ｇの開発実証の推進や利活用の促進が展開されていくという新しい取組ですので、広域

的な取組を前提に、当町といたしましても今後どのような活用ができるのか研究をして

まいりたいと思っております。なお、ローカル５Ｇの利用とは直接関係ございませんけ

れども、今、町の現状では、農業団体がＧＰＳのデータを高度利用するための基地アン

テナを町内に設置することを検討していると聞いております。これは５Ｇまではステッ

プアップしませんけれども、今の状況の中で、ＧＰＳ、宇宙の人工衛星を使って地点を

正確に割り出す、そういったシステムを使って農業用のロボットを使っていこうよと、

こういう段階、これが今の現状の段階で、農業者がそれに取り組んでいこうと、こうい

う研究をしていただいておるところでございますし、飯島町もそれを応援していこうと

いうふうに思っております。ローカル５Ｇに期待することというお尋ねなんですけれど

も、もちろん自動運転や、やっぱし地域の医療関係ですかね、それとお店の中での自動

化等関係が使われるのかなあというふうに思っております。また、それは若い柔軟な頭

の中で職員の皆さんに考えていただこうかなと思っていますし、久保島議員も非常に柔

らかな頭脳を持っておられますので、いろいろ提案をいただきたいなというふうに思い

ますので、今後ともよろしくお願いいたします。 

久保島議員  町長もいろいろ考えておられるっていうことで、心強いところでございます。 

２－２に入ります。この５Ｇを使って、昨年、私が提案しましたＳＤＧｓ、またこれ

も英語が出てきて申し訳なんですが、飯島飯プロジェクトっていうのを、ぜひＳＤＧｓ
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のモデルに応募したらどうっていう話をしました。これ定額で 2,000万円、それから事

業費で２分の１の 1,000万円が補助金として出るものでございまして、ここに５Ｇの活

用っていうことも入れればかなり面白いものができるんじゃないかなあと。昨年の秋に、

南信州米俵保存会が町長はじめ伊那谷財団の指導を受けて株式会社未来いいじまという

のにバージョンアップいたしました。私は直接関与していませんので詳細なことは分か

りませんけれども、これが、単なるわら細工から、わらの販売とか米作とか米販売とか

地域おこしとかっていうところまでやっていこうということで、今準備を進めていると

いう話を聞いております。町長が提唱して前唐澤副町長が統括していました飯島町プロ

ジェクトの一環に当たるんじゃないかなあと、この事業は、というふうに思います。こ

こに５Ｇのモデル事業を取り組めば、ＳＤＧｓとしては非常に面白い取組になるんじゃ

ないかと。ＳＤＧｓは、いわゆる何々に使ってくださいっていうような項目指定はない

んですよね。ですから、こちらからプロポーザル形式で、企画提案型っていうことにな

りますので、この辺の企画ができれば面白いものができるんではないかなあというふう

に思います。2020の申込みが今月いっぱいに多分なっていると思います。もう、ちょっ

と日がないんですけれども、これに限らず、ＳＤＧｓ未来都市、もしくはモデル事業に

応募したのかどうか、また、する気があるのかどうかについてもお伺いいたします。 

地域創造課長  それでは、飯島飯プロジェクトをＳＤＧｓのモデル事業に応募したかどうかというお

尋ねでございます。議員さんおっしゃったように、先日、内閣府から、次年度のＳＤＧ

ｓの未来都市に係る提案受付というのは、ちょっと締め切られたところでございますけ

れども、結論から申し上げれば、2020年度に向けての応募については見送るということ

とさせていただいたところでございます。御承知のとおり、ＳＤＧｓモデル事業につき

ましては、自治体が申請主体となるということ、それからＳＤＧｓ未来都市、あるいは

自治体ＳＤＧｓモデル地域としての指定を受けるということがありまして、多様なス

テークホルダー、関係者とも連携をして先導的な事業を進める必要があるということで、

先ほど議員さんからもお話のあったところだと思います。現在、飯島飯プロジェクトの

主な内容というのは、御説明ありましたように、米の生産・消費、わら活用の循環型社

会、循環型農業の構築にあるということで認識をしておりますけれども、取組の提案に

当たっては、保健、教育などの社会面、それから産業化などの経済面、それからエネル

ギー、循環型社会などの環境面の３側面に関係する取組を全て実施するほか、この３つ

の側面をつなぐ総合的取組、これも併せて実施するということが求められております。

それから、先ほど議員さんがおっしゃった５Ｇ、５Ｇですね、この活用についてもここ

に入れていくということになると、大変多方面にわたる事業構築のスキームを作るには

大変だなあというところを思っているところでございます。加えて、多様なステークホ

ルダーの参画が必要となりますけれども、先ほどお話がありましたように、一部のス

テークホルダーにつきましては、持続的な事業を行えるということの面から、町として

は、現在、産学官の連携の下で安定的な持続可能な体制についての助言ですとか設備等

の補助を行って支援している状況にありまして、連携して事業を進めるステークホル

ダーとしてはもう少しなのかなあというふうに認識をしているところでございます。以
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上のことから、ＳＤＧｓモデル事業の応募には、先ほど申し上げました事業規模ですと

かステークホルダーの課題、それから５Ｇの活用も含めて、多様な観点から、いましば

らく事業化の研究というのがまだ必要になるのではないかというふうに認識をしてお

ります。 

久保島議員  ぜひ、期待をしていますので、その辺のスキルアップをしていただいて、ぜひ取り組

んでいただきたいというふうに思います。 

それで、２－３に入ります。時間がなくなってきましたけれども、ローカル５Ｇを活

用したのは、町長のマニフェストの中にアグリイノベーション 2030というのが出てきま

して、これをＳＤＧｓにつなげれば、これも面白いなあというふうにもちょっと思った

んですね。町長は、バイオ発電の余熱を利用した 20代 30代の皆さんの就農を目指して、

もうかる農業にしていきたいんだという話がございました。2030っていうから私は 2030

年の 10年計画かなあと思ったら、そうではなかったんですが、そこもいいだろうという

ふうに思うんですね。バイオ発電だけじゃなくて、スマート農業に向けた５Ｇの取組、

先ほど町長がおっしゃられましたけれども、ＧＰＳを使った農機具等の運用については

今研究しているというところでございます。七久保の水緑里さんでもヘリコプターを

使った殺虫とか、そのほか個人でドローンの免許を取って、そのドローンを活用してい

こうよとかっていうところもあって、非常に先進的な取組に我が町の農業者の皆さんは

取り組んでいると、現場では既にそういったものに目を向けて取り組んでいるんだとい

うふうに私は思っているんですね。40年前に複合営農への道、1,000ヘクタール自然共

生農場っていうことを打ち出して全国の注目を浴びた。いわゆる、ここにイノベーショ

ンが起きたわけでございますけど、それと同じものが今回また飯島町から発信できるん

じゃないかと。いわゆる５Ｇを使った農業、例えばオペレーションルームでモニターを

幾つも見ながらコンピューターを操作する若者がやる農業、機械が幾つも動いているっ

ていう場面が映っていると。ただ汗かくのだけじゃなくて、エアコンの効いた部屋でく

つろぎながらできるっていうような、そんな農業が、かっこいい農業があるんじゃない

かなあというように思います。そんなことに向けて、ぜひとも取り組まれたらどうかな

あ。そこで、ちょうど複合営農への道Ⅴが見直しの時期に当たっているということで、

ここを急遽ＳＤＧｓアグリイノベーション 2030 というような形に表題も直していただ

いて、ぜひともそんな取組を前面に打ち出す中でやったらどうかなあというふうに思い

ますけれども、お考えはいかがでしょうか。 

町  長  アグリイノベーション 2030、議員がおっしゃるとおり、今農業が高齢化して、今平均

年齢が 70歳、あと 10年たつと平均年齢が 80歳、こういう時代を迎えて、飯島町の基盤

産業である農業をいかに維持していくかという大きな飯島町の課題があるわけでござい

ます。そこに対しまして、20 代 30 代の農業への参入を今一生懸命計画しておるところ

でございます。これがアグリイノベーション 2030というタイトルです。アグリイノベー

ションを 2030年までにやるよと、これともまた、これも合うのかなというふうに思って

います。そういうぐらいの単位でやらなくちゃいけないかなとも思っておりますので、

どちらに取られても結構かなというふうに私は思っております。それで、ＳＤＧｓと我
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が町の行政、どの部分をマッチングしていくかということなんですけども、行政の地道

に、みんなが幸せになることを考えていれば、ＳＤＧｓに、これは到達することで、こ

れは当たり前のことなんですけども、そういうことではアピール度が少ないんで、国か

らの予算を頂いてくるには特色あるＳＤＧｓの計画構築をしなきゃいけないかなあとい

うふうに思っておる。そのときに、アグリイノベーション 2030も 1つの部分だとは一応

思っています。捉え方としては、バイオエネルギー、あるいは水力エネルギー、この自

然エネルギーを持続可能的に自力で発電し、エネルギーの安定供給を図りながら林野、

山林の整備を行う環境整備を行いながら、発電はもちろんのこと、緊急事態にも町内に

その電気が届けられるというような可能性から、また、発電した余熱を使いながら農産

物の６次産業の加工にどのようにつなげていけるかなあということから、多くの可能性

が、こちらのほうが広がってくると。バイオエネルギーの１つの基地を基準にそういっ

たことが展開できれば、いろいろの方々の幸せというものが享受できるんではないのか

なあという、私は、今、頭の中では考えておりまして、ＳＤＧｓをやるんだったらこっ

ちかなあと。農業も一環ですけれども、もっと大きな視点で捉えていって、教育、文化

のほうにつなげていける可能性もあるというふうに思っております。 

久保島議員  全くそのとおりだと私も思っています。ＳＤＧｓを、ぜひとも我が町の主要な柱とし

て取り組んでいったらどうかと思います。 

３－１に入ります。それでも、やっぱり今の体制ではちょっと無理があるなあと。研

究開発いたします、研究いたしますっておっしゃるが、そこで、やっぱり受皿が必要だ

なと、担当をやっぱり決めましょうよという中で、私は、今の状況だと、多分、企画政

策課の範疇かなあと思いますけれども、単にこれは総務課の文書情報係っていうと、

ちょっと荷が重いかなあというふうに思いますので、ぜひとも、この辺のことを一体的

に含めた部署、いわゆる私の案でいきますと情報戦略課っていうようなものを設置して、

ここにまとめることをして、それから皆さんに周知徹底していくということが必要では

ないかというふうに思いますが、町長、その辺のところについてお考えはいかがでしょ

うか。 

町  長  ただいまの久保島議員の提案は、先を読んだ提案だと思っております。近い将来、そ

の体制を取らなくてはいけないかなあ、そういう時代が来るなというふうに私も想像で

きます。しかし、今はちょっと早いというふうに思っております。こういう技術革新が

どんどんどんどん変わっていく、研究がもっと進んでいくという中において、その最先

端で投資、研究をするっていうことは、ちょっとリスクが多い、小さな町ではリスクが

多いかなあと。これは、大きな資本の下に多くの知恵が集まった中で、みんなにやらせ

て――やらせてと言っちゃ語弊がありますけども、やっていただいて、出来上がったい

いものを飯島町が享受する、それでもこれは遅くないと思っています、町が使うには。

ですから、企業、大きなもっと行政体、そういったところで使われて、実際これ実践に

使えるよというものがあったら徐々に取り入れていくと、こういう段階がいいのかなあ

と。これは、松下幸之助の商法に似たようなことがありまして、最先端ばかりが使命で

はないと、こういうふうに思うところもございます。 



- 14 - 

久保島議員  終わります。 

 

議  長  10番 本多昇議員。 

10番 

本多議員  それでは、通告に従いまして「令和２年度予算について」のみ、１件の質問をいたし

ます。予算に関する質問は今回で７回目となります。予算と予算編成についてのタイト

ルは、もうマンネリ化しましたので、今回で終わりにします。今後はいたしません。長

野県市町村財政概要の県内市町村決算状況から、平成 30年度はまだ公表されていません

ので、平成 29年度の飯島町の主な財政状況等の順位を言います。長野県 77市町村の多

い順です。標準財政規模 32億 7,000万円、38番目。地方債残高 48億 6,000万円、１人

当たり 504円、40番目。積立金残高 21億円、１人当たり 218円、51番目。財政調整基

金 10億円、48番目。減債基金 2億 6,000万円、39番目。地方債全会計残高 110億 5,000

万円、27番目。財政力指数 0.41％、33番目。経常収支比率 76.5％、15番目。実質公債

費比率 8.1％、48番目。将来負担比率 59.3％、68番目。このような順番となっています。

項目によって順番が多いのがよいのか悪いのかの判断はしてください。30年度も同じよ

うな順番ではないかと思います。これを今度は上伊那郡８市町村、25 年度から 29 年度

まで５年間の推移をしてみました。決算数値には大きな変動がありません。これから何

が考えられるかは、各人で考えてください。他町村と比較するときには、同じ類似型団

体と比較することが大事だと思いますので、飯島町の町村類似型は２－１となっていま

すので、上伊那郡では宮田村と比較ができます。このようなことを考えながら予算編成

を行ったことと思いますので、質問に入ります。 

予算編成について。今までの予算編成についての質問は、不用額、繰出金の減少、予

算執行状況、委託料、負担金の精査、経常経費のカット、道路維持の増額、財政健全化

比率など、こちらから数字を挙げて問題提起をして細かいことを質問してきましたが、

今後は、このような細かい質問をいたしません。今回は、ＰＤＣＡサイクルからどのよ

うな予算編成を行ったかを質問します。計画予算がプラン、執行がドゥー、評価がチェッ

ク、改善行政評価の反映がアクション、このサイクルを活用して決算論議をやれば、決

算と予算は連結なしで循環すると思います。質問です。前年度決算の行政施策評価を翌

年度の予算に反映させるため、前年度決算と今年度予算を検証したと思います。前年度

決算の分析による問題点と今年度予算の執行状況を見てどのようなことを予算案に反映

させたかお伺いいたします。 

町  長  本多議員にお答えいたします。予算編成においては、前年度の行政評価を踏まえ、事

業ごとに過去の決算状況と今年度の執行状況を確認し、課題や施策の方向性などについ

てヒアリングを行いながら査定作業を進めております。この作業により、事業費の増減

の判断、また課題のある事業については見直し、改善の取組を指示してきております。

特に令和２年度予算査定で次年度へ反映された特徴的な部分を挙げますと、歳入では、

減債基金について、令和５年に起債の償還ピークを迎えるため、元金償還費を前年比約

3,000 万円増といたしました。また、歳出では、農業関係において、今まで新規就農者
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の確保に地域おこし協力隊制度を活用し、里親は個々の農家にお願いをしておりました

けれども、里親の受け手不足という課題が発生したため、新たにＪＡ主導で研修を行う

農業インターン制度の活用を行うことといたしました。ほかには、定住促進関係におき

まして、空き家改修費等補助金について年々増加する実績を鑑み、前年度当初 120万円

であった予算を令和２年度は 230万円に増額計上いたしました。以上、ほんの一例では

ございますけれども、査定段階で問題点や課題を洗い出しながら改善策等を講じ、最小

の経費で最大の効果が得られるように、行政の無駄の削減はもとより、事業の効果的、

効率的な実施を通じ質の高い行政の実施を図れるように努めておるところでございます。 

本多議員  分かりました。一生懸命研究したと思いますので、一応理解します。 

２番目です。会計年度任用職員について。①制度が４月より施行され、１種２種３種

に任用区分されます。該当職員は、地域おこし協力隊も含め 160名くらいではと考えて

います。採用する人数及び任用区分別人数と任用職員の人件費の予算総額と、従来と比

較して人件費の増額をお伺いします。 

副 町 長  それでは私のほうから、職員関係でございますのでお答えをさせていただきたいと思

います。４月より任用を行う会計年度任用職員でございますけども、当町では１種２種

３種の区分に分かれて任用を行ってまいります。１種につきましては常勤の職員と同一

の勤務時間で勤務する職、２種３種は常勤職員よりも短い時間で勤務する職でございま

す。２種は月額、それから３種は時間給の報酬で支給をしたいということになっており

ます。採用予定でございますが、会計年度職員全体で約 170名ほどを予定しておるとこ

ろでございます。そのうちでございますけども、年間を通じて任用を予定している職員

は約 150名程度でございます。区分別については、１種の任用は、予定はございません。

２種については 45名で、その中には地域おこし協力隊 13名を含んでおります。３種に

つきましては約 110名程度を予定しておるところでございます。会計年度任用職員の人

件費の予算総額は 2 億 7,387 万円となっております。昨年の平成 31 年当初の非常勤職

員の予算と比較でございますけども、任用の必要な職等の見直しを行ったことによりま

して、全体で約 1,800万円ほどの減となっております。今後も見直していけるところは

見直しを行っていきたいというふうに思っております。以上でございます。 

本多議員  今、減少って言いましたけれども、1,800万円。減少ですか、本当に。 

副 町 長  はい。当初予算では 1,800万円の減少でございます。 

本多議員  ちょっと予想と違っていたので、また委員会のほうでお聞きします。 

それでは②です。制度により退職を希望した職員はいますか。 

総務課長  現在非常勤職員として任用しております方でございますけれども、嘱託職員では１年

ごと、臨時職員では半年ごとの任用を行っておるところでございまして、両者とも、こ

の３月末で任用期間が満了するものでございます。今回の会計年度任用職員制度への移

行に伴いまして該当職員の皆さんに令和２年度からの会計年度任用職員の制度の説明、

また募集について説明を行いまして、２月 10日に応募を一旦締め切ったところでござい

ます。２年度の任用を希望されなかった方、複数名おられますけれども、新制度導入に

よりまして退職を選択されたかどうかにつきましては把握ができていないところでござ
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います。 

本多議員  分かりました。 

それでは③です。保育士の職員の任用区分別人数をお伺いします。 

総務課長  保育園での保育士の任用につきましては、２種の職員が４名、３種につきましては 20

名程度の任用を予定しております。このほかに長時間の保育士として３種で７名程度、

また保育士の補助を行っていただきます保育サポーター、これも３種の任用でございま

すけれども、５名程度を任用する予定でおります。 

本多議員  ２種の人数がちょっと少ないように思いますけれども、予算審議の中でほかの議員よ

り詳細な質問をされると思いますので、今日は聞いておくだけにしますけれども、追及

されることを覚悟しておいていただきたいと思います。 

３です。飯島駅乗車券類販売業務事業についてです。①町には５か所の駅がありまし

て、飯島駅を除く全ての駅が無人化となっています。飯島駅はシルバー人材センターに

業務委託をして有人化されて、営業時間は午前８時から午後５時まで、夜間は無人となっ

ています。事業費は例年約 400 万円です。30 年度の販売手数料は 45 万円、中川村より

30万円の負担金を頂いています。この事業目的は、事業名のとおり乗車券類販売事業が

目的だと思いますが、ほかに目的はあるのでしょうか。 

総務課長  飯島駅での乗車券の販売の関係でございます。飯島町では、ＪＲ東海の無人化の方針

を受けまして、町内関係の皆さんとの懇談を行いまして、平成 25年の４月から町費で駅

員を配置してございます。この事業の目的といたしまして、乗車券の販売、中学生等の

定期券の購入をはじめとする電車利用者の利便性、また安全の確保、飯島駅周辺の治安

維持や防犯対策、また有人の駅がないことによります町のイメージ低下の抑制、駅員の

対応によります飯田線利用者への情報発信等を目的としております。 

本多議員  分かりました。 

今ちょっと３に飛んじゃったんで、続きがありますけれども、さっきの２の中でまだ

聞きたいことがあったので、後からもう一回よろしいでしょうか。 

議  長  はい。 

本多議員  それでは３－②です。有人化の目的は主に乗車券販売であるということなんで、無人

化にすることは、私は可能だと思っています。一般乗車券は車内で買って、高校生は高

校所在地の駅で買って、七久保の中学生は近隣の駅で購入する、中学生には近隣の駅に

行くための補助金を検討すれば対応できると思いますので、無人化を検討すべきと考え

ますが、町長の所見をお伺いします。 

総務課長  それでは、平成２５年以降、やはり人口の減少、また利用者の減少、高齢化ですとか

少子化に伴いまして発券件数、また売上額等も年々減少してきている傾向にあります。

飯島駅前のまちの駅の開設によりまして、職員が常駐していること、また、まちの駅で

の様々な事業やイベントが手がけられていること等を通じまして飯島駅の周辺はにぎや

かになりまして、防犯上の不安も解消されてきているのではないかと思っております。

中学生の定期券の販売に関しましては、支援の制度、また駅の利用者の利便性を担保し

ながら総合的な見直しを行う時期になってきていると考えております。 
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町  長  今、課長が答弁しましたけども、総合的な判断が必要になってくるかなあと、そうい

う時代かなというふうに思っております。切符を売るだけの作業でしたら、何とかほか

の方法があるのかなあと思います。ほかの治安等の要素も含めた中で取り組んできて

おったんですけど、今あそこにまちの駅ができて、協力隊の方々もいらっしゃると、こ

ういうことの中で、それも担保できているんじゃないかなあというふうに思います。今

後いろいろな方法が考えられるんですけども、昔の時代ほど駅というものがまちのコ

ミュニティーの中心ではなくなってきたことは確かなんですね。駅を中心にまちがつく

られるということは、あまりそういった要素がなくなってきたんですけれど、将来的に、

今こういう話なんで、今研究の途中だと思って皆さんも聞いていただければ、情報とい

うことなんですけども、昭和病院を建て替える時期が来ているという問題も御存じだと

思います。それをどこに建てるかということが、また次の大きな問題なんです。いろい

ろの方法があるんです、今、決まっておりません、いろいろの方法がある。その１つの

考え方として、電車で気楽に行ける場所ということも１つの提案、場所の設定の提案の

中にあるということなんですね。これは、私がそういう考え方があるということでお話

ししたんで、これだということではないんですけども、そういった要素を鑑みると、ま

た駅にお年寄りが寄ってきていただいて、そこから病院線で電車が走るということも、

将来的には、夢のまた夢ではないのかなあというような気がするところでございます。

これは、ちょっと流動的に、いろいろ総合的な判断を必要とされる時代が来ておるとい

うふうに思っております。 

本多議員  昭和病院の話と結びつけるのもどうかと思うんですけれども、そういうことも１つの

考えとしていいと思いますけど、乗車券だけでしたら、もう、ぜひ無人化を検討してい

ただきたいと思います。 

それでは、さっきの問題に戻ります。これが一番大事なところだったんで、ですけど

飛ばしちまって申し訳ありません。昨年の９月、適正職員数の限度の質問で、町長は限

度はきっちり効率のいい仕事ができる範囲だ、副町長は制度の発足を踏まえ適切な職員

数について検討すると答弁しました。副町長は替わりましたけども、同じ、それは当然

踏襲していると思いますので、お聞きします。財政負担を軽減させるためには適正職員

数を決め、業務の効率化を図り、職員数を増加させないことが最も重要と考えています。

適切な職員数の検討結果を改めてお伺いします。 

副 町 長  先ほどの質問の続きでございますけども、予算査定の中で、いろいろな事業、それか

ら町長の政策を実行していくために、いろいろなヒアリング、それから事業のスクラッ

プ・アンド・ビルドみたいなことをやってきております。それに合わせて職員数も適正

に配置するのが妥当かなあというふうに考えておりまして、令和２年度におきましては、

一部組織の機構改革ということで、地域創造課内の特命チーム営業部と観光係を一緒に

して魅力デザイン係というのをつくるというようなことで考えてきております。適正な

職員数につきましては、今申しましたような中で、予算査定の中で何回も、担当係や、

それから課長、我々のほうの私と議論を交わし、町長さんにもいろいろ話をしていきな

がら決めてきたという段階でございます。規模につきましては、先ほど言いましたよう
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に重要施策等を実行していくことは重要だというふうに考えておりますので、その中で

何人必要かとかいうことを考えていくというふうになってまいります。先ほど申しまし

た会計年度任用職員も含めまして、その中で、これからも体制の検討を常にしていくと、

そういうことになってくるのではないかというふうに考えておりますので、よろしくお

願いいたします。 

本多議員  そういう言い方はこすいと思うんですよね。人数というものは、はっきり幾ら、以前

から一応正職員は 100人という体制で副町長の時代は来たと思うんですけれども、そう

いうように人数をぴしゃっと、一応目標人数っていうものを決めて、これ以上は増やさ

ない、そういう人数をお聞きしたいと思っているんですけれども。 

副 町 長  会計年度任用職員は先ほど申し上げたとおりでございます。それから、正規職員につ

きましては現在 123名おります。私の考えといたしましては、これを現状の中で施策を

やるには必要だというふうに考えておりますので、これを維持していくのが必要かなあ

というふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。以上でございます。 

本多議員  分かりました。123 名。これ、私もこの数字を聞きたかった。できりゃ 120 名がいい

と思いますけど。一応分かりました。人口減少が続いていくことについては間違いない

んです。それで、歳出総額の 22.4％、これを今、人件費が占めているわけです。この抑

制は、もう重点課題なんです。そのためには、人数を制限しない限り、これは抑制でき

ない。そういうことで、働き方改革を推進して、ぜひ人件費の抑制に努めてもらいたい

と。これは本当に重点課題ですので、ぜひそうしていただきたいと思います。副町長、

もう一回お願いします。 

副 町 長  私も予算査定をやってみて人件費が膨大だということは再認識をさせていただいて

おりますので、自分自身で今後課内等へ入りながら、そういうところの調整、それから、

先ほどの Society5.0ではございませんけども、自分たちで企画力とかコミュニケーショ

ン能力を高めながらやっていくという仕事がこれからは主になるというふうに考えて

おりますので、そこら辺を醸成しながら、仕事の内容をだんだんそれに合わせていくと

いうような格好を職員の皆さんにも考えとして持ってもらいたいなあというふうに

思っております。そういうことをやりながら人件費の削減を行っていくというような格

好で今のところ考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

本多議員  一番今日聞きたかったことが聞けて、大変うれしく思っております。 

４番です。財政調整基金・減債基金残高について。先ほども言いましたが、29年度ま

での県資料によると、上伊那郡６町村、５年間、これらの基金に大幅な変動はなく、同

額で推移しています。各町村、今度、市は入りません。町村です。町村の決算を踏襲し

ていると考えています。しかし、減債基金において当町だけが大幅に増加しています。

減債基金の上伊那６町村平均は１億 4,800万円、町は２億 6,100万円で一番多く、30年

度はさらに増加させ３億 4,600万円となっています。財政調整基金の上伊那郡６町村平

均は 14億 8,300万円、町は 10億 400万円です。上伊那郡６町村では最後の６番目、県

内 77市町村では 48番目で、少ないことが分かります。財政調整基金に積み立てせず、

減債基金に積み立てを回す、財政調整基金を増加させない戦略ではないかと私は考えて
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います。財政調整基金は柔軟に対応できる基金ですが、増加させないのはなぜか、減債

基金が増加しているのはなぜか、お伺いします。 

企画政策課長  ただいま、財政調整基金、また減債基金の残高についてお尋ねをいただきました。ま

ず、財政調整基金からお答えしてまいりたいと思いますが、当町の財政調整基金は、平

成 27 年の 11 月に策定されました飯島町行財政改革プランで定められました 10 億円、

この 10 億円っていうのは、標準財政規模の約３割、これを１つの目安にしながら平成

26年度以降維持してきております。財政調整基金への積み立ての重要性、これは十分認

識しておるところでございますけれど、国からの指導や、近年は今後の維持管理や大規

模改修が見込まれる中、公共施設等整備基金をはじめとする各目的基金への積み立てを

優先的に行っているということも財政調整基金が増加していない理由になっておりま

す。続きましては減債基金の関係でございますけれど、減債基金が増額している理由に

つきましては、向こう令和５年に迎える一般会計と公共下水道事業等の繰上償還も含む

起債の償還ピークに備えるためでございます。平成 26年度から平成 30年度まで財政状

況を見ながら積み立てを行ってきたことによる増額でございます。なお、令和２年度の

予算も見ていただくとお分かりになりますけれど、令和２年度の減債基金につきまして

は約１億 700 万円を一般会計に繰り入れるため、令和２年度末の基金残高は約１億

6,300万円の見込みでございます。これらは、積み立てだけでなく、随時必要な取崩し

も含め、運用も行っているということも御承知いただきたいと思います。 

本多議員  その様子は予算を見て分かっています。繰り入れたものは絶対に戻さないように、そ

のまま使っていただきたいと思います。言っていることは分かりますね。 

１～４の質問の中にはこれから各常任委員会で審議されることもありますので、今日

は数字と考え方を聞いただけです。担当者は、予算審議に対して、質問に対してきちん

と答えられるようにしておいてください。お願いします。 

じゃあ、その他に移ります。①防犯灯管理費用の補助金の検討結果をお伺いします。 

総務課長  防犯灯の関係でございますけれども、落雷等による自然災害による補助という形で、

ちょっとお聞きをしております。これにつきましては、ちょっと内部検討いたしました

けれども、まだちょっと今年度、新年度予算にちょっと対応できないという形で、新年

度予算のほうは対応してございません。ただ、こういった平成 22年度に設置いたしまし

たＬＥＤ灯に係ります不具合の関係でございますけれども、特に、つかないという不点

灯のもの、機器につきましては、取り外してみましてメーカーに送ってみないと原因が

分からないということもございまして、これまでも不点灯した器具、メーカーに送って

おりますけれども、メーカーの御好意もあるかと思いますけれども、費用負担なしで、

無償で対応をしてきております。このメーカー保証の期間 10年間という形で令和３年の

３月で切れますので、その頃をめどに、こういった器具の不具合による更新の補助につ

いても検討しておきたいというふうに思っております。また、各自治会で負担していた

だいております管理費用の関係につきましても、各自治会どのような状況かどうかとい

うこともまた調査いたしまして、補助費用、管理費用に係ります全体像を把握しながら、

補助制度等につきましては、また総体的に考えてまいりたいというふうに思っておりま
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す。 

本多議員  管理費用の電気代については、自治会、しようがないと思うんですけれども、そうじゃ

なくて、一番かかるのは壊れたときに取り替え。これは、壊れたから、ＬＥＤの保証期

間が切れるっていうこともありますけれども、それは、もう壊れるっていうことを前提、

保証期間っていうのは、今 10年ですよ、やってから。さっきもっと短いこと、４年とか

言わなんだかね。10年って言ったんですね。いいです。保証期間が切れれば必ず器具は

壊れます。だから、今から設置費用と同じような形で、２万 5,000円でしたっけ、そう

いう数字で補助金を出すように今から検討していただきたいと、今年は間に合わないと

いうことなんですけれども、幾らでも補正で対応できると思いますので、よろしくお願

いします。とにかく自治会の負担軽減ということ、これに尽きると思いますので、各自

治会は、自分たちの月の会費、それを一生懸命削ろうと努力しているわけです。そこへ

もってきて、１つＬＥＤっていうか防犯灯が壊れると２万 5,000円がぽんとなくなっち

まう、大変な負担になると思いますので、そこら辺は補助を出すように検討していただ

きたいと思います。 

②です。千人塚公園の紅葉園の問題です。旧紅葉園の問題。千人塚公園には緑風荘が

ありますので、旧紅葉園というイメージの名称を清風荘って名称変更の提案をしたいと

思いますけれども、いかがでしょうか。 

町  長  旧紅葉園の名称につきまして、令和２年度中に行う令和３年度からの千人塚公園の次

期指定管理者募集検討の中で併せて検討してまいりたいと思っております。議員からも

提案がありました清風荘、これも１つの意見としてお伺いをしておきます。 

本多議員  別に清風荘でなくてもいいんですけど、旧紅葉園という言葉は早くなくしたほうが私

はいいと思っていますので、よろしくお願いします。 

時間は大変に余らせましたけれども、これで質問を終わります。 

 

議  長  ここで休憩といたします。再開時刻を 10時 50分といたします。休憩。 

 

休  憩  午前１０時３４分 

再  開  午前１０時５０分 

 

議  長  会議を再開します。一般質問を続けます。 

１番 滝本登喜子議員。 

１番 

滝本議員  それでは、通告に従いまして質問をいたします。今回は、健康につなげる食への取組

をお伺いいたします。１、昨年 11月の町長選挙においての公約にもありました発酵食品

のまちですが、新年度の政策にも挙げられております。まず、この推進事業に取り組む

目的は何かをお聞きいたします。そして、飯島には、みそと漬物の農村女性加工グルー

プがあり、少人数ながらも町の農産物を使って頑張っておられます。これらのグループ

と企業との関係はどう考えるかという２点についてお伺いいたします。 
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町  長  滝本議員にお答えいたします。飯島町の町内には、全国的にも、また世界的にも有名

な酢とみその食品製造会社がございます。また、みそや漬物等の発酵食品を製造してい

る町内の女性加工グループもございます。私が提案いたしました発酵食品のまちとは、

発酵文化を基盤とした地域の活性化、発酵食品で長寿命化のまちとして町内外に広く飯

島町をＰＲし発信していく取組を考えております。全国には、いろいろなところで発酵

食品でまちおこしをしているところもございます。発酵というワードを関係企業と女性

加工グループ、また町民の皆さんも一緒になって取り組むことで、町の経済の発展のみ

ならず、食文化の醸成を図ってまいりたいと考えております。なお、具体的な取組につ

きましては、これから検討してまいります。長野県自体も発酵食品の県として、今、そ

の方向性を定めたところでございます。飯島町も時期同じゅうして発酵食品のまちとい

うふうに銘打って政策を掲げました。いろいろの食に関する、Ｂ－１グランプリとか、

いろいろの祭典が全国各地で行われています。身近なところで町民も参加して、全国の

多くの方が参加しやすい何かイベントがないかなあと、今のところ考えております。先

ほど２つ挙げました飯島町の発酵食品のメーカーの社長さん方にも、こういう方向性を

お話し既にしております。面白いじゃないか、やろうじゃないかということで御意見を

頂いております。手始めにＢ－１グランプリならぬ漬物グランプリなんか全国的に募集

したら面白いのかなあというふうに考えております。その中でグランプリになったのが

特産品として開発されてもいいだろうし、新しいみそや酢の使い方を食文化に取り入れ

ていくという発信ができても面白いですし、いろいろ考えておるところでございます。

どうぞ、飯島町の皆様方にも、発酵をテーマにして、特に酢やみそを使ったお料理等に

ついて面白いアイデアをいずれ募集しますので、奮って参加していただきたいなあとい

うふうに思うところでございます。 

滝本議員  展開ということでイベントとか漬物グランプリなどということをお考えだということ

でしたけれども、漬物に関してですけれども、この漬物のグループが加工しているもの

以外にも、町内のお母さん方はものすごくたくさんの種類の漬物をそれぞれ御家庭で

作っていらっしゃいます。そういう方たちがちょっと街のほうに出てくるっていうこと

も考えていただければありがたいと思います。それで、みそとか漬物のグループがある

んですけれども、そのグループと企業とはどういうふうに関係して、関連して発酵食品

のまちということに対して対応していくかっていうこともお聞きしたいと思いますが。 

町  長  まず、どのように絡むかということから自分で考えることが必要だと思います。誰か

に言われて腰をということではなくて、積極的に、こういう関係ができたら、こういう

のを町と、行政と一緒にやるとなったら、製造担当者、あるいは研究者のところへ行っ

てお話し合うとも大事かなというふうに思っています。もちろん町としても、どういう

絡みからっていうと、その製品の絡みじゃないかなあ、みそに関わる漬物、あるいは酢

に関わる漬物、料理、そういった部分でいろいろ、女性ならば食を、家庭の食を管理す

るわけですから、タッチする場面が多方面にあるんではないかなあというふうに思って

います。私よりも女性の皆様方のほうがいろいろな方法を思いつくんじゃないかな、そ

ういうところから新しいアイデアが出てくると思っております。行政がこれと指導して
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形を決めてしまうのは、ちょっと発展性に欠けるような気がしております。 

滝本議員  まず自分で動けということだと思いますけれども、いろいろな町とグループとの関係

を支援していくっていうことは、どんなようなことをお考えですか、ありますでしょう

か。 

町  長  先ほど申し上げましたことを研究に同じテーマでテーブルについて、そこから何がで

きるか、生まれてくるかによると思います。 

滝本議員  私のほうでも今のお答えをよく考えてみたいと思います。 

では、次の（２）に参ります。食育の取組をお尋ねいたします。①食育推進ネットワー

クの取組の成果と課題はということでお伺いいたします。食育推進計画第２次でのアン

ケート結果より、幾つかの取組の問題をお聞きいたします。教育部会での取組の早寝早

起き朝ごはんでの毎日朝御飯を食べる割合は９割弱で、小中学生の人数にすると約 650

人中の約１割 65人が食べていない、または時々食べるということで、非常に高い割合だ

と私は思っております。時間がなくて食べないという理由でも３割近くあります。朝食

を食べないことは、子どもたちの学習意欲や体力、気力の低下につながることは御存じ

のことと思います。アンケートをして、結果を保護者にチラシ配布しているとのことで

すが、啓発以外の取組は何をしていますか。また、このチラシを配った保護者の反応は

どうですか。教育長にお聞きいたします。 

健康福祉課長  では、食育推進ネットワークの一番の中心でやっております健康福祉課のほうからお

答えをしたいと思います。まず、食育ネットワークの今年度の取組といたしまして、健

康福祉大会で食育をテーマに開催いたしました。食育に関する様々な体験コーナーや料

理研究家のコウケンテツ先生をお招きした講演会を行いまして、大変盛況でございまし

た。こちらでは、具体的な様々な取組コーナーによってやっております。また、食品ロ

ス削減のための標語を募集いたしまして、最優秀作品となった「感謝の気持ち忘れず食

べよう 作った人に 食品に」を基にポスターを作成し、啓発活動を行っているところ

でございます。御質問の自分で作って食べる取組につきましては、将来の健康な体づく

りのために大変重要であります。食育推進ネットワーク会議は、商工部会、農政部会、

教育部会、生活部会の４部会で構成されており、それぞれの部会で子どもから大人まで

全世代を対象にして飯島らしい様々な取組をしています。特に保育園では、年２～３回、

包丁を使ったクッキングをしたり、未満児さんの給食のお米をとぐ当番活動をしたりし

ているところです。また、来年度からは学年ごとの食育計画を立てて取り組む予定でご

ざいまして、積極的に実施しているところです。今後も子どもの頃から食に親しむ体験

を提供することで、作る喜び、食べる喜びを感じて、健康に成長すること、暮らすこと

ができるよう、食育ネットワーク全体で推進してまいります。 

滝本議員  今、食育ネットワークの関係で福祉課のほうからお答えいただきました。それで、今、

最初の質問ですけれども、教育委員会のほうで早寝早起き朝ごはんということでアン

ケートを取って、保護者のほうにチラシを配っているということでしたけれども、その

ことの御回答と、保護者の反応ということで、それをお聞きしたいと思いますが。 

教 育 長  早寝早起き朝ごはんにつきましては、いろんな印刷物を配ったりしてアンケートも
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取っていますが、そのデータに対する保護者の反応というのは、特に集約はしておりま

せん。 

滝本議員  分かりました。それで、今、健康福祉課のほうからの回答にもありましたが、ネット

ワークの中での農政部会でも、農業体験メニューもたくさんありまして、農業の場に触

れることは本当に大切なことだと思いますけれども、いろいろメニューを考えていると

いうことでしたけれども、そのメニューの中に、収穫体験にとどまらず、調理実習など、

子どもたちが食べることに興味を持つために、先ほど課長もおっしゃいましたけれども、

自分で作って食べるという取組にもっと力を注いでいただくことを要望したいと思いま

す。私ごとですが、25年ほど前に体は食べる物からできている、食べることは生きるこ

と、生きるには自分自身の手で作ること、ここにある材料でどう作るか、どこの場所で

もできるようになることということをある本で読みまして、思いを強くし、保育園年齢

から参加できる子ども料理教室を開催し、10年行いました。保育園でも取り組んでいる

ということですけれども、調理に包丁は危ないから使わせないということではなく、教

えれば必ずできます。そして、今、新型コロナウイルス対策で学校が休校で、子どもた

ちの食事に苦労しているというニュースを聞いております。こんなとき、特に中学生、

高校生ですが、調理に慣れていれば役立つのではないかと考えております。そして、自

分で作って食べるということに対してどうお考えですか。 

議  長  質問者はどちらにお聞きですか。 

滝本議員  町長にお伺いします。 

町  長  自分で作って食べるということは、私も若い頃は、冷蔵庫を開けて、食材を見て、い

ろいろ想像力を働かして、独自にいろいろ作ったもんです。まず、物を作るということ

は想像力が発達しますし、味加減も、塩とかしょうゆ、もう感覚でいく、そういう感覚

も養えるんじゃないかなというふうに思っております。これから男と女のボーダーレス

社会があって、料理は女の時代だと、先ほど女性の皆さんのほうが料理のことをいろい

ろ知っていると言いましたが、もちろん知っているんですけども、男性も厨房に立つ時

代が来るということで、まず自分で物を作れなければ生きていけない、滝本議員のおっ

しゃるとおりでございます。若い者も単身赴任の場合があります。ですから、料理が気

軽にできる、包丁を気軽に取れるということは、普段の生活の中から必要かなというふ

うに考えております。 

滝本議員  今の答え、返答、答弁をお聞きいたしまして、男性でも、また小さい子どもでも、調

理、包丁に慣れるということを実感していただき、そのように皆さんも取り組んでいた

だければありがたいなと思います。それで、すみません、前後しますけれども、食育ネッ

トワークの中で、生活部会でも楽しい食事作りの支援をすると書いてありました。具体

的にはどのように取り組むか、ありましたらお答え願いたいと思います。 

健康福祉課長  食育ネットワークなんですけれども、年に２回、全体が集まる会議をやっております。

今回、新型コロナウイルスの関係で今年度のまとめのところができなかったわけですけ

れども、まとめと来年度についてどんなことをしたいかっていうところを今取りまとめ

ている最中でございます。ネットワークの皆さんからこういうことをしたいっていうこ
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とを受けまして組み立てていきたいっていうふうに思っております。 

滝本議員  では、次の質問に参りますが、次も同じ思いから質問をいたします。②です。弁当の

日の実施の考えはということです。先月末に弁当の日提唱者の元学校長、竹下氏の講演

会が宮田村で行われる予定でしたが、あいにく新型コロナウイルス感染予防のために中

止となりました。弁当の日とは、ある一日、学校の給食は自分で作った弁当を食べる日

ということです。平成 29年 12月に質問しました。返答は、学校、保護者に意見を聞く

ということでありましたが、その後はどう検討されたのか、教育長にお伺いいたします。 

教 育 長  弁当の日については、今御説明があったとおりですが、約 20 年ほど前、香川県の小

学校の校長が提唱したということで、子どもたちが自分で食材を調達して、自分で調理

して弁当を詰めてくるということが主眼になっています。子どもたちが感謝の心とか生

きる力、大人は子育ての楽しさや見守る大切さを学ぶということが大きな目標でありま

す。さて、この弁当の日、前回３年くらい前に御質問いただいたんですけれども、学校

は実際どうなのかというようなことを懇談する中で、弁当の日を改めてつくらなくても、

運動会だとか遠足、あるいは遠足が雨天になったときに取ってある日は学校へ登校して

も給食がない日で、子どもたちがお弁当を持ってくる日と、こういうのが年に何回かあ

るということです。じゃあ、そういうときに子どもたちはどういった形でお弁当を持っ

てくるのかということなんですが、これは、やはり各御家庭の御事情やお子さんたちの

御事情によってかなり大きな違いがあって、家庭で負担感を感じていたり、うまく作れ

ないお子さんが登校渋りをしたりするという話を当時の小学校の校長からもお聞きし

ました。そこで、新たに弁当の日ということを大々的につくるというよりは、今お話申

し上げたように、年間何日かお弁当を持ってこなければいけない日がありますので、こ

ういったときに、弁当の日ではなくても、弁当を持ってくる機会を通じて趣旨を話して

いく、例えば栄養士が教室を回ったりするときにそういったことを話しながら取り組ん

でいけば食の大切さを十分に知ることができるというふうに思っています。これ、学校

側から提唱するケースもありますが、多くのケースは、保護者のＰＴＡのほうから、こ

ういった取組があるんだけれどもやってみないかというような大きな声が上がってき

て実施されるケースが多いと聞いています。ただ、聞く中では、やっぱり保護者負担っ

ていうことに関してかなり認識を持っていらっしゃって、保護者の方がそういった席で

なかなか反対意見がおっしゃれないと、誰かが強く言うとなかなか反対意見が言えない

というようなお話も聞いておりますので、そこはじっくり話をしていただいて、機運が

高まってやらないと意味がないというふうに思っております。近隣でも、取り組んだけ

れども１年２年でちょっとお休みしようというようなところもあるように聞いており

ますので、そこら辺のところ、例えば日曜日の朝、時間があるときに、おうちの方と子

どもが一緒にお弁当を作ってどこかに持っていくっていうようなことができれば、その

趣旨も生かされるというふうに思いますので、改めて弁当の日というよりは、そういっ

たところの投げかけをしていくということが大切ではないかというふうに思っていま

す。 

滝本議員  おっしゃることはよく分かりますが、そういう投げかけや、また情報の提供など、積
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極的に支援なりしていただければと思います。 

では、次、（３）に参ります。学校給食センター併設の応急給食施設の運用をどう考え

るかということでございます。新年度に工事が始まる予定の学校給食センターに災害時

対応施設として応急給食施設が併設されます。災害時の避難者の受け入れや非常時炊き

出し施設の機能を備え、運用する計画であるということです。この施設を誰がどのよう

に、また組織についての考えはありますか。以上、お聞きいたします。 

教 育 長  給食センターの応急給食施設についてでありますけれども、学校給食施設自体を災害

時に応急給食施設として運用すると、平常時は多機能の施設として活用していくという

考えでございますので、応急給食施設のための別な施設を併設するということではなく、

給食センターの施設を応急時には利用していくという、そういう考えであります。今、

運用についてもお尋ねがございましたが、災害時初期段階から炊き出しを行えるような

体制をとっていければ、備蓄材料により、例えばおにぎりとか汁物を提供するというこ

ともできると思います。提供方法については、発災からの時間経過に伴う避難所ごとの

食料供給、あるいは炊き出し等の状況に合わせて、必要なおにぎりなどを供給すること

を想定しています。実際どう運用していくかにつきましては、これは、給食センターだ

けではなく、今後、地域防災計画との整合性を図りながら、どんな役割を果たすべきか

ということを検討していきたいというふうに思っています。また、複合的な運用につき

ましては、災害時の対応施設ということでありますので、そういったところに主眼はも

ちろん置いてありますが、平時には防災食育の観点から災害時の食の備え、あるいは通

常の食育についても学べる場として運用・活用し、学校給食メニューを児童生徒ととも

に地域の皆さんと食べる、そういった機会と交流の輪をつくる場として機能するような

ことも併せて検討していきたいというふうに思っています。 

滝本議員  日常運用では食育の学習などを計画しているということでございましたが、これは私

の提案でございますけども、子どもたちと給食を食べるというお話もいただきましたけ

れども、それ以外に、地域や大人の給食施設として、また災害食普及のための事業など

を行うという考えはございますでしょうか。 

教 育 長  運用方法については今後検討していくんですけれども、地域の大人が、今、可能性の

大きなものは、子どもたちと食べている一緒の給食を例えば近所の高齢の方が来て食べ

るというようなことだとか、災害時に備蓄していた食料の集積基地となる、あるいはほ

かの応急食提供の保管施設となるといったところは考えているわけですので、地域の大

人の皆さんのためのものを別に作るというのは、なかなか今のところでは難しいところ

はありますけれども、地域の大人の皆さんに給食を提供するということは可能だという

ふうに思っています。 

滝本議員  分かりました。 

次の質問に参ります。子ども食堂の支援、助成、組織づくりの考えをお聞きいたしま

す。平成 29年３月と 30年３月に子ども食堂、こどもカフェの取組をお聞きいたしまし

た。身近な場所である子ども広場や学童クラブは、居場所ということで理解して、継続

することが重要であるが、食に関しての取組ではないという返答でございました。一昨
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年、有志で子ども食堂を開き、昨年は社会福祉協議会でご縁食堂として開催しました。

このご縁食堂は新年度も開催の予定と聞いております。上伊那振興局でも推進し、取組

団体なども増えているようでございます。教育委員会では、この取組にどうかかわって

いるのか、チラシ配布や学校などとの連絡以外でももっと積極的な姿勢を求めるが、お

考えはいかがでしょうか。 

教 育 長  地域の大人と子どもたちの温かなつながりの中で子どもたちの成長を支えて、子ども

たちに困難を乗り越えて自立する力をつけてもらうため、また子どもの居場所づくりと

して、信州こどもカフェ、あるいはこども食堂の取組が行われています。県内各地でも

ありますし、他市町村の様子を見ますと、基本的に主体となるのは民間団体の皆さんで

あったりＮＰＯの皆さんであったりいたします。ですから、こういった取組は基本的に

民間の皆さんの発想、あるいは集まりが基本になるものというのが本来の姿であると認

識しております。当町では、昨年、今お話がありましたが、社会福祉協議会が地域の子

どもたちと高齢者の皆さんの交流の機会としてご縁食堂を開催しました。また、夏休み

の学童クラブの子どもたちが大勢、ご縁食堂ですけれども、学童クラブの子どもたちが

大勢参加いたしました。世代間交流を行うことで高齢者の生きがいづくりの場となると

ともに、子どもにとっての家族以外の人間との関わり合いを持つことで心の醸成が図ら

れる大変よい機会となりました。来年度につきましても、社会福祉協議会では引き続き

子どもを対象とした事業を企画していくというふうに伺っています。教育委員会の関わ

りについてですけれども、教育委員会が主体となっていくと、これは給食になるという

認識です。それは、厳密な衛生管理から始まって、アレルギー調査から、あるいは保険

をどうするかというようなところまでやらざるを得ませんので、やはり、ここはＮＰＯ

や民間団体の皆さんがかゆいところに手が届くような方法を考えてやっていただくの

に教育委員会がチラシ配布とかＰＲとかいうのに関わっていくのが適切ではないかな

あというふうに思っているところであります。ですから、こういった、たまたま昨年は

社会福祉協議会、もし来年度もそういうところであれば、昨年我々が加わったようなこ

とは一生懸命したいと思いますけれども、主体っていうのは、やはり民間の方々という

ふうに私は認識しております。 

滝本議員  民間が主導してやるということでお伺いいたしましたけれども、それに対して、その

組織やなんかをつくるに当たりまして、資金的なことはお考えですか。チラシ配布や連

絡っていうことはお聞きいたしましたけれども、資金的――資金っていうか、助成金的

なことはお考えにありますか。 

教 育 長  これは、国、県も町もそうですけど、現在のところそれに対する補助っていうのはな

くて、それぞれの団体の皆さんが自力でやっていただいているというのが現状だと思い

ます。もしそういったのがあれば、また御紹介を今後していきますけど、現状では自力

でやっているというふうに認識しております。 

滝本議員  分かりました。 

では、次の質問に参ります。（５）食生活で健康づくりのまちの推進を提案いたします。

平成 29年 12月に医食同源の考えから健康づくり事業の取組をお聞きいたしました。生
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活習慣病の脳や心臓病の町での死亡率は県平均より高い状況にあります。予防対策では、

腎臓病に対しての教室は開かれておりますが、自治会などで行う健康教室の内容は、運

動や心の健康などの内容が多い、このことも大切なことなのですが、まず、健康づくり、

生活習慣病予防には食生活の改善をすることを重視して調理実習や料理教室の充実、普

及の取組を求めますが、どうでしょうか。食べる順番によって健康になるということは

御存じでしょうか。食べる順番によって血糖値を下げることができ、それによってイン

スリンの分泌が抑えられ、糖尿病や動脈硬化などを防ぎ、脳卒中、心筋梗塞の予防がで

きるということなのです。またさらに、体脂肪が減って痩せるだけでなく、美容面でも

効果があるということを聞いております。それには、食事の初めにはまず野菜をたくさ

ん食べるということで、次にたんぱく質のおかず、最後には御飯などの炭水化物を食べ

る。詳しく説明すると切りがありませんが、科学的な研究の結果であることが発表され

ております。健康診断で聞いている方は知っていることでしょうが、健康な人でも知っ

ておくべきだと考えます。また、この取組をどう考えるかということと、また、商工部

会での取組の中に信州食育発信事業の３つの星レストラン登録をした飲食店が２つあり、

健康に配慮したメニューを提供しています。この登録制度は、主食、主菜、副菜がそろ

い、野菜が 140グラム以上、減塩、地元で取れた食材を使用しているなどの条件があり

ます。こうした飲食店がどんどん増えるとよいと私は考えておりますが、登録より先に

町民の健康づくりのためにメニューの開発資料や食事の仕方などの情報提供をすること

が必要と思われます。このようにきめ細かい取組を行うために地域おこし協力隊や専門

職の配置を提案するが、お考えはどうでしょうか。 

町  長  町では、食事についての重要さを認識し、平成５年から保健部門に食の専門職である

管理栄養士を配置しまして、子どもから高齢者までの栄養や食事についての啓発や個別

支援に力を入れてまいりました。平成 25年からは保健部門を２人体制としまして、今年

度は教育委員会に管理栄養士１名を採用いたしまして、さらに強化したところでござい

ます。地域おこし協力隊の配置につきましては、現在予定していないところでございま

すけれども、今後の取組や活動内容によっては募集することがあるかもしれません。し

かし、飯島町のボランティア、自主的な活動のグループが早寝早起き朝ごはんというテー

マのもとにあちらこちらで頑張っておるのを目にしておるところでございます。地域の

方々でそういった機運を盛り上げていくことが大事かなと、まずは大事かなというふう

に思っております。また、先ほど申し上げてくださいました食事の方法についても、こ

れもしっかりと情報発信をしていかなければならないことかなというふうに思っており

ます。今後も食生活の改善事業について取り組んでまいり所存でございますし、取組の

詳細につきましては、現在の詳細につきましては担当課長から説明させていただきます。 

健康福祉課長  よろしくお願いします。先ほど御質問のときに、ちょっと訂正なんですけれども、食

育ネットワーク会議をしなかったと申しましたが、ネットワーク会議は行いまして、議

論をするところができなかったというところでございますので、よろしくお願いいたし

ます。 

それでは、町の取組ですけれども、町では、平成 29年度に飯島町食育推進計画の第２
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次を策定いたしまして、食育ネットワーク会議を中心に町ぐるみの健康につながる食に

ついて展開しております。様々、本当に地味な活動ですけれども、いろんな方が関わっ

てくださっています。平成 30年度に策定しました第４次飯島町健康づくり計画では、目

標の一番最初に栄養と食生活を掲げております。バランス食や年齢や自分の体に合った

食べ方、生活習慣病予防の食事等の普及啓発活動、教室や特定保健指導や低栄養予防等

のお一人お一人に合わせた支援を実施しております。また、食生活の改善事業の実践者

として食生活改善推進協議会、通称食改さんの活動があります。親子食育料理教室や減

塩料理教室、これは調理実習、また食の大切さをテーマにした劇を毎年手作りして、保

育園のお子さんたちなど、また要望があればそちらのほうに食育キャラバンとして行っ

ていただいたりとかしています。この活動は、幅広い年齢の方が会員として活発に活動

されています。町は後方支援をさせていただいているわけですけれども、このような活

動がもっと広がっていくよう、地域の皆様とともにこの活動をさらに進めていきたいと

考えております。この会は女性が主でありますが、男性の会員もいらっしゃいます。食

に関心のある方は、ぜひ御参加いただければと思っております。 

滝本議員  様々事業を展開しているということでございますけれども、１つまた聞きたいんです

けれども、先ほど申しました自治会などで健康教室が開催されておりますけれども、運

動や心の健康ということが多いんですけれども、これを食生活、調理とか、そういうこ

とについて取り組むお考えはございますか。 

健康福祉課長  健康推進委員さんが年に一遍は自治会で健康教室をしていただきたく思い、お願いを

して、様々なテーマで取り組んでいるところです。昨年度は、特に協力隊、運動を推進

しましょうという協力隊が着任した関係もありまして運動を大変中心にやっておりま

すし、自殺対策もかけて心のことをやっております。その前については、管理栄養士等

の食事の普及ということで主に取り組んだ年もございますので、これからも柔軟に御要

望等にお答えしながらやっていきたいというふうに考えております。 

滝本議員  分かりました。いろいろ多方面によって健康づくりということを考えていかなければ

ならないと思いますけれども、ぜひ、食事、食生活のことについてのいろいろな取組に

対して強力な体制を取っていただければと思います。以上、質問を終わります。 

 

議  長  ここで昼食のため休憩といたします。再開時刻は午後１時 30分といたします。休憩。 

 

休  憩  午前１１時３２分 

再  開  午後 １時３０分 

 

議  長  会議を再開します。引き続き一般質問を行います。 

５番 橋場みどり議員。 

５番 

橋場議員  それでは、通告に従いまして質問します。今回は、防災、災害に対する町の備えにつ

いてと農福連携推進をの２件質問いたします。災害時の備えとしまして、赤ちゃんへの
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水がなくても飲ませることができる液体ミルクの備蓄や、新年度には電子母子手帳の導

入などが決まりました。電子母子手帳の導入は、スマホをお母さんたちは、お母さんた

ちに限らず、スマホはいつも手元にあるものですので、そこに子どもたちの情報が入っ

ているということは、災害時に対しても、また旅行に行っているとき、また町外に行っ

ているときにお子さんに急な容態の変化などがあったときにも、医療機関には情報の提

示ができますので、本当にありがたいものだと思います。そして、２月 17日には災害時

における生活物資の供給と防災教育の支援に関する協定の調印式の掲載がございました。

その中に、簡易トイレは給水シート入りの袋を装着し使うとし、交換用の袋に臭い消し

の薬剤もついているとのことでした。トイレについては本当に心配されることですので、

この調印を見まして、本当に安心したところでございます。また、忙しい業務の中で災

害時への備えを整えてきておられることに本当に感謝申し上げるところでございます。 

それでは、１－１の避難所開設についてお聞きします。昨年の台風 19号では、町に大

きな被害もなく安堵したところです。早くに避難勧告が出され、早い対応には評価いた

しますが、発災後の避難ではなかったので避難所の建物や設備のダメージもなく速やか

に避難できましたが、町の避難所運営マニュアルには、発災後、避難所の安全が確保さ

れるまで開設はしないとなっております、当然のことですが。指定緊急避難所、耕地と

か集会所は自主防災会が開設、運営、指定避難所の開設、運営は区の自主防災組織と町

が協力して行うとなっております。発災時の施設や設備のダメージなどの点検は、では

誰が行うようになっているのでしょうか。また、災害発災時の初動期には、避難所の中

から避難所の運営組織をつくることになっております。避難所運営の流れはどうなって

いるのかをお聞きします。 

町  長  橋場議員にお答えします。災害時の備えについて、飯島町も、飯島町の議会の皆様方

のいろいろの立場から、いろいろの角度からの御意見を頂く中で、飯島町の防災に関す

るいろいろの準備がだんだんに整ってきておることに、私どもも大変うれしく思うとこ

ろでございます。町民の皆様も防災についてしっかり意識を高めていただく中で、万全

な備えをしていきたいなというふうに考えておるところでございます。強い地震発生後

の避難所の安全性を担保するには、建築士等の専門家による安全点検を行うことが必要

であることから、町では、長野県建築士会伊那支部と協定を結んで、町内在住の建築士

に行っていただくこととしております。しかしながら、災害発生直後から避難所を開設

し、避難者の受け入れを始めるには、施設の近隣にお住いの皆さんに施設や設備のダメー

ジ、点検の御協力をお願いし、避難所として使用できるか否かのことを早期に判断する

ことが必要と考えております。避難所の開設、運営の流れについては、課長より詳細を

お伝えしたいと思います。 

総務課長  それでは、避難所の開設、運営等につきましても触れされていただきますが、その前

に、町では、懸案でありました避難所運営マニュアルを昨年の１月に策定いたしまして、

２月に入りまして各区の自主防災会、区長さん等、中心となるところへ配布いたしまし

て、避難所運営の手引、参考としていただくようにお願いをしてきたところでございま

す。そんな経過がございまして、避難所運営マニュアルという形で橋場議員からもお話
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をいただいたかと思います。まず、強い地震の発生直後に地区の公民館を避難所とする

ことを想定いたしましてお話をさせていただきます。施設の、まず安全の関係でござい

ますけれども、町長、先ほど申し上げましたけれども、発災直後には、町の職員が参集

した上で施設まで出向いて安全性を確認することという想定もありますけれども、やは

り地域の皆さんが日常的に使われている施設ですので、まず避難所運営マニュアルに示

してありますチェックシートによりまして地域の皆さんの目で安全の確認、点検をお願

いしたいというふうに思っております。スピード感を持って避難所の開設を判断して避

難者を受け入れるためにも、ぜひとも御協力をお願いしたいところでございます。また、

専門家による判定につきましても、順次手配を併せて進めてまいるというところでござ

います。避難所運営の流れでございますけれども、避難所の施設の安全性が確認できれ

ば、避難所の開設に向けての準備作業に入ります。地区の防災会の役員の皆さんが中心

となりまして、運営要員の確保、また施設の使用計画、医療計画、避難所運営のための

機材や資材の準備などの作業が始まるという形でございます。具体的には、避難所運営

マニュアルにお示ししてあります流れを参考に、地域の実情に合った準備、避難所の運

営をしていただくことになろうかと思います。今回お示ししてあります避難所運営マ

ニュアルでございますけれども、これに沿った実践的な避難所の開設・運営訓練につき

ましては、地域の皆さんの御協力をいただきながら、また防災士の皆さんの御参加をい

ただきながら実施をしていきたいと思います。今後実施していきたいと思います。また、

このような実践的な訓練を通じまして、配布してあります避難所運営マニュアルの検証、

また見直しを行ってまいりたいというふうに思っております。また、大規模な地震など

の際には、行政からの指示を待つことなく、自主防災会が自主的に避難所の開設、運営

をしていただくことも想定をしていかなければならないと思っております。また、地域

の集会所でございますけれども、一時の避難所という形で安否確認をしていくというよ

うな形でございますので、そこでの避難生活等につきましては想定をしてございません

ので、よろしくお願いをいたします。 

橋場議員  分かりましたと言いたいんですが、普段の平日のときの建物のチェックですとか、あ

るいはマニュアルを見ますと、大体のことは書いてあります。ですが、発災時のときに

は、そういうことではなくて、例えば水道の元栓っていうか、それはどこにあるのかと

か、じゃあブレーカーがどこにあるのかとか、そういったところがすぐに分かるのかっ

ていうことが１つには心配されるわけですよね。それが心配されるということもありま

す、１つには。そして、マニュアルが配られてはいるんですけれども、区のほうですと

か自主防災会ですか、ところが、それを、いや、俺は見ておらんぜっていう方が多いわ

けですよ。その辺のところは今後どうしていくんでしょうか。 

総務課長  それらの地区、特に区の関係でございますけれども、また総務課危機管理担当職員が

出向きまして、そういった部分のまた突き合わせを今後できたらと考えております。 

橋場議員  その点はいいです。そいじゃあ、例えば発災時に地域の人が集まってきてチェックを

するというときに、やっぱり、じゃあ肝腎なところの、じゃあ水道の元栓はどうだとか、

そういうような、電気のブレーカーはどこにあるのよっていうことで右往左往するって
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いうことは当然考えられるんですよね。それだけではないと思うんですけれども、ちょっ

と右往左往されるようなところが出てくるはずだと思います。そういうところを、じゃ

あ自主防災会なり区の人たちが間に合わないときに地域の方たちが寄り集まってそれを

チェックできるのかなあというところを非常に心配するわけですが、そこの辺はどうで

しょうか。 

総務課長  それぞれの施設ごとに、そういった設置場所または管理方法が違っておりますので、

そういった部分は、やはり見える化しておくことも必要だと思います。そういった部分

も含めまして、地区、区の皆さんにも、また公民館の皆さんにもお願いして、見える化

をまずお願いもしてまいりたいというふうに思っております。 

橋場議員  では、誰がいつでもどこでも、そういうチェックができるような体制にしておいてい

ただきたいなと思います。 

続いて１－２の質問です。女性への配慮、車中泊、テント泊への対策はの質問です。

東日本大震災などの過去の災害では、多くの女性が大変なストレスを抱えながら避難所

生活をされたことをお聞きしています。主なものでは、下着類を干す場所や授乳の場所

がない、子どもの泣き声で迷惑をかけているのではと気を遣った、トイレに行くのが怖

かったなどがありました。その後、改善はされてきていると思いますが、町のマニュア

ルには女性への配慮や避難所以外の車中泊、テント泊への対策が見えませんが、どのよ

うな対策をされるのかお聞きします。 

総務課長  大規模な災害が発生した場合の避難所等開設、運営の主体につきましては、限られた

町の職員の中では、地域の皆様にお願いをしていくしかございません。そのことも含め

まして避難所の運営マニュアルを策定して、手引としていただくようにお願いしたとこ

ろでございます。その内容ですが、どこの避難所でも共通する一般的な事項、また事務

処理の流れを示したもので、これを参考にそれぞれの地域、避難所の実情に合った独自

のマニュアルを検討していくようお願いをしてあるところでございます。マニュアルで

は、避難所開設の後の運営に必要な事項を協議するための避難運営協議会を組織するこ

と、そして運営協議会のメンバーには女性が参加していただいて、女性の視点から女性

等に配慮したきめ細かい対応を取っていただくことが重要であるとしてございます。

様々な理由から、車中泊をされる方、またテント泊をされる方、出てくることは想定さ

れますので、これまでの災害被災地での対応例を参考にしていって、方向づけをしてい

くことも必要かと考えております。今後、地域の皆さんの御協力、参加をお願いしなが

ら、実際の災害を想定いたしまして避難所として使用する施設を使っての避難所運営訓

練、また避難所設営訓練を実施していただきまして、これらの訓練を通じて実務を体験

するとともに、多くの方からのお知恵を頂ければというふうに思っております。 

橋場議員  運営組織や女性の参加をしていくということなんですけれど、今回４年ぶりにハザー

ドマップが更新されますけれども、以前、女性視点の防災ブックが必要ではという質問

をしたことがございました。そのときのお答えに、次回更新の際には項目を織り込むか、

別途作成をするか検討をするというのが総務課長のお答えでした。今回は、女性を参加

するとかっていうことなんですけれども、これを別途に作成するのか、項目を織り込ん
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でいくのか。また、町長でも、みんなで作る防災ブックが理想的なので、皆さんからの

意見をどんどん寄せてほしいというお答えもございました。このどんどん寄せてほしい

ということをどういう形で皆さんの意見を集められるのか、そのこともお聞きします。 

総務課長  今回、新年度予算で更新いたしますものはハザードマップでございまして、防災ハン

ドブックではございませんので、新たに防災ハンドブックを作成するときにはそういっ

た配慮もしてまいりたいというふうに考えておるところでございます。 

橋場議員  分かりました。ハザードマップでしたね。はい。すみません。では、新たにお聞きし

ますけれども、女性視点の防災ブックが必要だというふうに思っておりますけれども、

この点についてはいかがでしょうか。 

総務課長  現在、必要性は感じておりますけれども、やはり定期的な更新時期もありまして、そ

のとき、その予算、経過する段階で、そういった意見を頂ける機会をつくってまいりた

いというふうに思っております。 

橋場議員  そのときの機会ではなくて、もう本当に災害が身近はところまで来ているわけですよ

ね、昨年も伊那市でも避難があったりとかしておりますので、これは、もうそのときで

はなくて、今からちょっとそういう準備をしていっていただきたいなということを思い

ますので、特に希望しておきます。 

それでは、１－３の避難所でのトイレの質問です。災害が発生し、水洗トイレが使え

なくなると、排せつ物の処理が大変になります。これは、もうずっと言っておりますけ

れども、また、今までの避難所などでは、トイレが不衛生であるため嫌な思いをするこ

とからトイレの使用をためらい、排せつを我慢したことから水分を控え脱水症などを起

こすとしていました。衛生環境の悪化は生命にかかわる問題となります。内閣府のトイ

レガイドラインには、各家庭での簡易トイレ備蓄を呼びかけ、避難所において災害用ト

イレの設置訓練等を実施する、災害時のトイレの確保に関して積極的に周知を図る必要

があるとあります。ほとんどの家庭では、簡易トイレ、携帯トイレの備蓄には無知であ

ります。周知の必要があります。私も防災士の資格を取りましたので、３か所で避難所

運営ゲームをしてみました。その結果ですが、災害時にトイレが使えなくなることはほ

とんど知りませんでした。え？トイレは使えなくなるの？初めて分かった。使えなくな

ることは考えもしていなかったんです。家の周りには畑があるから、畑ですればいいよ

と思っているということが多かったです。しかし、そのために排せつ物における細菌に

より感染症や害虫の発生が引き起こされ、２次災害につながります。ほとんどの家庭で

は、トイレの備蓄には無知であり、必要にも思っていませんでした。周知の必要があり

ます。トイレ使用可能になるまでの対策も十分か気になります。避難所の施設によって

は和式便器のトイレが多く、トイレガイドラインでは避難所に清潔なトイレ環境を提供

することを目的とした体制をつくるべきともしておりますが、町はどのように考えてい

るのか、お聞きします。 

総務課長  災害への備えといたしまして、食料品、飲料水と並んでトイレの備蓄、また確保は重

要であると思っておりますけれども、トイレの必要性につきましては、まだまだ住民の

皆さんの認知度は高くないというのが実情ではないかと思っております。町では、昨年
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配布いたしました防災ガイドブックに簡易トイレを備蓄品リストに掲載して備蓄を推奨

しておりますけれども、個々の御家庭ではどの程度備えられているかっていうところは

分からないところでございます。現在、町でも簡易トイレ 200基ほどは備蓄をしており

ますけれども、災害発生時には絶対数が不足することが想定できますので、今回、発砲

スチロール製の簡易トイレを製造販売しております会社と災害時における簡易トイレの

供給についての協定を先月結んだところでございます。この発砲スチロール製の簡易ト

イレですけれども、箱型で、誰でも簡単に組み立てることができ、また軽いことから災

害時においては大変重宝するものと期待をしております。町でも今後計画的な備蓄を検

討してまいりますけれども、自主防災会の役員である自治会長さん等にも積極的に紹介

をいたしまして、自主防災会での備蓄、また各御家庭での備蓄を推進してまいりたいと

考えておるところでございます。また、トイレだけではなく、日常的に非常持ち出し品、

また非常備蓄品を備えておくことの重要性を住民の皆さんに認識していただくためには、

小まめな広報活動が重要と考えております。広報いいじまでの特集記事や行政番組での

紹介番組等の放送によりまして積極的にＰＲをしてまいりたいと考えております。 

橋場議員  簡易トイレについては、非常に、この間の新聞の掲載記事にもありましたように、本

当にありがたいなと思っております。ただ、これは大規模な災害の時だと思うんですね、

便座まで壊れてしまうというのは。そこまでいかない災害のときなんですけれども、便

座が壊れていなければ、例えばですが、スーパーの袋ですとか、あるいはそういうもの

でも使えるわけですね、便座にかぶせていただければ。そういうものがあればいいとい

うこともありますけれども、何よりも携帯トイレ、携帯トイレの備蓄をお願いしたいと

思います。携帯トイレの中には、凝固剤ですとか、やはり臭い消しのようなものもあり

ますので、携帯トイレの備蓄をするように進めておいていただければ、便座が壊れてい

ない限り自宅の使用も可能になります。それで、ぜひ携帯トイレの備蓄ということも考

えていただきたいなと思います。東北の地震、大川町の津波のときなんかも、それで大

変困ったわけでして、小学校などにも凝固剤の備蓄が山ほどしてあるっていうのを私も

見てまいりました。やはり、避難所ですとか学校あたりに、そういう凝固剤の備蓄もし

ていただけるとうれしいのかなあと思います。それと、そういう携帯トイレの備蓄もそ

うなんですが、トイレを使えば処理の問題が出てきます。この処理も、ほっておくと、

もうどんどんどんどんたまっていくということになるんですが、この前、一般質問で汚

物処理のほうはどうするかの質問をしたわけですけれども、汚物処理が相当量になるこ

とは明白だと、広域連携が図れるように考えていくとのお答えがありました。これは、

やはり広域連合で考えていかなければ処理できる問題ではないと思っておりますけれど

も、その辺の広域連合との連携などはどういうふうになっているのかお聞きします。 

総務課長  災害のトイレの関係でございますけど、やはり、伊那にできました広域連合のごみ処

理焼却施設、そこへ搬入をして処理することを考えておりまして、過日、担当者が出向

いて、どういった状況なら可能かということでお話をしてきております。ただ、広域連

合といたしましても、まだ、そういった部分、検討していない部分もありますので、こ

れから、また町から、町長から提案をしていただければというふうに思っております。 
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橋場議員  携帯トイレの備蓄にはどうでしょうか。携帯トイレも、これ、今や、いつどこで災害

が起こるか分かりませんので、旅行に出かけるとき、あるいはちょっとした用事で町外

へ出かけるときでも常に携帯していただくと、トイレが使えなくなっても、これはいつ

でも使用が可能になるわけでして、携帯トイレの備蓄についてはどのようにお考えで

しょうか。 

総務課長  基本的には各御家庭で用意をしていただきたいなあというふうに、ＰＲをしてまいり

たいと思います。また、凝固剤等につきましては、また町のほうで購入する備蓄品の購

入の際に検討をしてまいりたいと思います。 

橋場議員  何しろ、凝固剤については、カインズホームですとか、ああいうところに行きまして

も準備がないんですね。置いておいたほうがいいんですかね？ということを言われます

ので、準備してくださいねということはお話ししているんですけれども、ぜひ、その辺

も町側の要望として業者に言っていただくのもいいのかなと思いますので、お願いした

いと思います。 

すみません。次の質問です。１－４、インクルーシブ避難所の確保はできているかの

質問です。１月９日 10日の全国市町村国際文化研修所で行われました防災と議員の役割

の研修に折山議員と行ってきました。その中で、熊本市議会議員、村上博氏から「災害

弱者への対応～熊本地震における経験より～」ということで講演をいただきました。村

上氏自身が車椅子議員であり、そういう障害者の経験の中から話をされました。私たち

健常者は、やはり障害者ですとか、そういう方たちへの理解をなかなかできないもので

すから、大変参考になって、聞いてまいりました。障害者、高齢者への合理的配慮とし

て広いホールが解放された建物が利用できたので、動線の確保ができ、ゆっくりと体を

休めることができた、多目的トイレや要配慮者に素人の介護はさせないということで、

専門的に介護ができる人の確保をしたいというお話でした。やはり動線の確保には広い

場所が必要となります。多目的トイレや専門的に介護できる人の確保が必要であり、地

域の指定避難所の中に障害者や高齢者の方も安心して避難できるような場所を作ること

が重要だと考えます。今後、要配慮者台帳が整うにつれ人数が増えていくと思われます

が、福祉避難所に全員の避難が難しくなります。そうすると在宅避難をせざるを得ませ

んが、在宅避難者の安否確認、あるいは生活支援の対応はどうするのかお聞きします。 

総務課長  すみません。５番の質問と一緒ということでよろしいでしょうか。 

橋場議員  はい。一緒でお願いします。 

総務課長  すみません。まず、災害避難時において避難する場所につきましては、まず身近なと

ころにあります自治会の集会所があります。指定緊急避難場所として位置づけておりま

して、安全の確保のために緊急的に避難する場所としておりまして、安否確認もこの場

所でできることが強みとなっております。長期の避難が必要となった場合には、地区の

公民館、体育館等に指定避難所を開設いたしまして、この場所に移っていただきまして

避難生活を送っていただくことになります。この段階におきまして生活の介助ですとか

介護の必要な方々を対象としました福祉避難所を開設してまいりますけれども、受け入

れには制限があるという形でございます。希望された方全員がこういった福祉避難所に
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入れるということもない場面がございます。一番の避難所の課題といたしましては、や

はり福祉的な避難所が不足すること、また専門的な人材の確保が困難でありますので、

広域的な連携、対応が必要となっております。今後、関係機関との協議、検討を進めて

まいります。また、避難所もそれぞれ各地区に設定するようにしてございますけれども、

そういった部分で用途を分けた避難所の指定、広いスペースが必要な場面を想定いたし

まして、避難所の使い分けも、ちょっと今後検討していく必要があるかと思っておりま

す。また、災害発生直後でございますけれども、やはり行政だけでの対応、限界があり

ますので、こういった専門的な介護を必要とする方につきましては、災害時において支

援をお願いできる方を自ら確保していただくことも必要ではないかと思っております。

なお、町の施設につきましてはバリアフリー化等が進んでおりまして、トイレにつきま

しても介助者が一緒に入れたり車椅子でも入れるような広さが確保された多目的トイレ

は整備をされてきておるところでございます。また、在宅避難の方の安否確認、生活支

援の対応という形でございますけれども、やはり人の目と手が必要な取組になります。

まずは、やはり御家族、御親族で、また隣近所での共助が考えられるところでございま

す。一番身近な地域での在宅避難者を支えていく体制づくりを平常時から共に考えてお

いていただく必要があると思います。そのためにも地域支え合いマップ等の整備も必要

と考えておりますので、町といたしましても体制づくりに向けまして支援や協力につい

て進めてまいりたいと考えております。また、福祉避難所への避難等を希望される方の

中でも、高齢者、また障害をお持ちのお方であれば、平常時においても生活支援のサー

ビスを御利用いただいている方もおいでになると思いますので、これらのサービスの事

業者での対応、支援も考えられるというところでございます。 

橋場議員  専門的な介護ができる人の確保なんですけれども、広域で連携していくことも大事な

んですけれども、駒ヶ根市に看護大学があるんですが、看護大との連携とか、そういう

ことは考えてはおられないでしょうか。 

総務課長  申し訳ございません。今のところ、ちょっと考えておりませんでした。また、貴重な

御意見頂きましたので、関係部局とも相談しながら検討してまいりたいと思います。 

橋場議員  看護大の連携は、ぜひ早急に進めていただきたいと思います。それから、住宅避難者

なんですけれども、以前起きています災害の中では、本当に在宅避難されている方とか

弱者が取り残された場合なんですけれども、そういうところへの物資の配給が本当にう

まくいっていなかったことが多く問題視されております。そこのところを、ぜひ弱者を

取り残さないように、きめ細かに本当に物資の配給ができるような体制は、ぜひしっか

りと取っておいていただきたいと思います。 

次に、お願いしまして１－６、避難所運営訓練の質問に入ります。町では、災害の際

に地域での実践活動ができる人材育成をするために防災士資格取得支援補助金やリー

ダー養成などの取組を行っています。防災士も少しずつ増えており、よい取組ですが、

避難所の開設、運営についての訓練は行われておりません。避難所の開設、運営の訓練

には、避難所運営ゲームＨＵＧというゲームがあります。Ｈ・Ｕ・Ｇというのはローマ

字で書いた避難所のＨ、運営のＵ、ゲームのＧの頭文字を取ったもので、様々な問題を
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抱える避難者にしたカードを学校や学校の体育館の避難所に並べていくゲームです。避

難所で起こるいろいろな出来事を図上で疑似体験をすることができます。避難者の様々

な事情に配慮し誘導することは、とても難しいものです。実際には、もっと多くの問題

が発生すると思います。このゲームは、解説と運営を図上で疑似体験していくものです。

私は、避難所の運営には、私たちが主に関わっていかなければならないこと、どんなと

ころだということをどれだけの方が知っているのかを知りたいと思い、先ほども申し上

げましたけれども、３か所で体験をしてもらいました。避難所ってどういうところだと

思いますか？避難所に入れば、水、毛布、食料が配られ、じゃあ、あちらのほうから順

番に座っていてくださいねというふうにされるのかなと思っているんではないですか？

というお答えに、そうですねー、みたいなことで、全くどういうことが起きるのか想像

もされていませんでした。ゲームを体験してもらい、終了後の感想では、避難所ってこ

んなところなんだね、本当に私たちが動かなければ運営できないんだね、これも防災訓

練に合わせてやるべきだよ、夜の訓練をしているところもあるから、夜の訓練も絶対し

たほうがいいという積極的な意見と、もう一方では、どんなことが起きるのか、どうす

ればいいのかを知りたい、分からないから、それを教えてほしいという感想がありまし

た。今後、いつ町も大きな災害に遭うか分かりません。そのとき避難所が開設されても、

今のままでは開設、運営ができるのか分かりません。訓練をしていても混乱が生じると

聞きます。発災となれば、大きな混乱が予想されます。ＨＵＧを体験し、あらゆる場面

を想像しながら、その対応を考えたことがあるのとないのとでは、災害発生時の対応に

大きな違いが出てしまいます。自主防災組織や地域の方々に避難所の開設、運営に自分

たちが主体的に関わる必要があるのだという認識を持ってもらえるような意識啓発を強

力に行っていくべきだと考えます。住民からも防災訓練で併せて行ってほしいとの意見

があります。町はどのように考えているでしょうか。お聞きします。 

町  長  橋場議員は防災士の資格を取られたということで、さすが専門的な知見からの御指摘、

恐れ入ります。やはり、そういった実践に則した、何がどのように起きるのかというこ

とを想定して準備するということが非常に大事かな、しかも住民の皆さんが想定の中で、

ゲームなり実際の現場なりに行って頭を働かせて想定してみるということがやっぱし大

事になってくるのかなと、今までのように形式的な訓練では、やはり十分ではない、何

が起こるか分からないというふうに感じておるところでございます。実際の災害を想定

した避難所の開設や避難所の運営の訓練を行うことは、私も今後必要であると思ってお

ります。今後の訓練方法の検討をする中で方向づけをしていきたいと考えております。

１人や２人でできる訓練ではありませんので、地域の皆さんの御理解と御協力をお願い

しながら、まずはモデル地区の選定をして取り組んでまいりたいと思っています。その

ときには、ぜひ地域の防災士の資格を取られた、せっかく取られた方々を中心に、まず、

どのような訓練の勉強をするかと、その段階から防災士の方々にも参画していただいて、

この地域の飯島町の皆様方の啓蒙を高めてまいりたいと思っております。 

橋場議員  啓蒙を高めていくということで、ぜひお願いしたいと思います。町の防災訓練の前に

自主防災会などの皆さん、会長さん、自治会長さんたちを集めての訓練の状況ですとか、
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そういうお話をされているんですが、飯田の大蔵さんなどもお呼びしてされているんで

すけれども、そのときのお話が一般の方たちのところまで伝わっていないんですね。今

回、避難所運営ゲームをやってみて思ったんですけれども、自治会長さんなり区会の皆

さんには伝わっていても、一般の方たち、特に女性の皆さんにはこういうことが伝わっ

ていないということがよく分かりましたので、ぜひ、そういうところでも一般に伝わる

ことが一番大事ですので、伝わるような訓練や勉強を考えていっていただきたいなと思

いますので、お願いしたいと思います。 

町  長  まずは、実践に則した避難所運営ゲームですか、それを代表的な箇所で代表的な方々

に集まって実際に体験していただくと、まずそこから始まりまして、その後、区とか４

区に分かれ、あるいはまた自治会に分かれて、きめ細かにそれが、同じような訓練が広

がっていくと、こういうことで進めていかなければならないのかなと今想像しておりま

す。また、自主防災会の方々や橋場さんのような資格を取られた方々とも相談しながら、

どのように伝播していくかということも併せて考えていきたいと思いますので、よろし

く協力のほどをお願いいたします。 

総務課長  防災研修会でございますけれども、講師をお願いして、区、また自治会の役員の皆さ

んにお集まりいただいて研修を行っております。同じ講師さんでございますけれども、

各自治会でこういった防災研修会等を開催したい場合には、町のほうとその方と契約を

してございまして、町負担でそういった講師の派遣も行っております。毎年幾つもの自

主防災会、自治会でも取り組んでいただいておりますので、こういった部分、また広報

しながら、ぜひ各地域ごとの防災研修会も積極的に開催をしてまいりたい、また、そう

いう働きかけをしてまいりたいと思っております。 

橋場議員  お願いしたいと思います。 

それでは、１－７、半鐘の復活利用についての質問です。台風 19号の災害現場にボラ

ンティアで参加した折に、これは中村議員、それから滝本議員とちょうど同じ日という

ことになりまして、心強く参加させてもらったわけですけれども、親戚や友達から何度

も早く避難しろというメールあるいは電話があったけれど、いや大丈夫だよと動かな

かった、だけど、半鐘を聞いて、ああ、これはもう駄目なんだと思い、電気も消さず体

一つで外に飛び出したそうです。危なかった、早く避難していればよかったと被災され

た農家の方からお聞きしました。半鐘を聞いて育ってきた世代には、半鐘を聞くと危険

だと被災者の方のように体が反応するので、半鐘の活用というのはとてもいいことだと

思います。消防団の避難の呼びかけに怒る住民にも危険を感じてもらえるのではないか

と思うので、災害対策本部からの開設指示方法に半鐘も加えてもらったらどうかと思い

ます。住民も半鐘の復活を望んでおります。ぜひ希望するわけですが、この点はいかが

でしょうか。 

総務課長  台風 19号では、河川の決壊によりまして氾濫いたしまして、地元の消防団員がとっさ

の判断で半鐘を打鐘して地域の皆さんに避難を促して逃げ遅れを防いだと聞いておりま

す。全国的に、半鐘、これ警鐘楼といいますけれども、時代とともに屋外での同報無線

に取って代わってきております。町におきましても、維持管理上の問題、これ地元管理
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でお願いしておる部分もございますけれども、また安全管理上の観点から、徐々に地元

で取り壊しがされてきておりまして、平成の初めの頃には 33 か所あったものが現在は

10か所のみが残っている状況でございます。また、残っているものにつきましても地元

で管理となっておりますので、適切な維持管理、定期的な塗装ですとか修繕、安全点検

等されているのかどうかは町でも把握ができていないところでございます。緊急時には

半鐘の打鐘によります周知は有効な手段だとは思いますけれども、警鐘楼に登って打鐘

するという、こういった部分の安全性が確認できなければ使用ができないのかなあとい

うふうにも考えております。まず、町におきまして現状の確認、また安全性の点検を行っ

た上で、今後の管理方法等につきまして管理者となる自治会、また消防団の皆さんとも

相談をしてまいりたいというふうに考えております。住民の皆さんへの伝達の方法です

が、防災無線のほかに有線でのページング放送がありますし、また消防団の団車両には

スピーカーが載せてありまして、肉声による情報提供、避難の呼びかけも可能という形

でございます。また、状況によっては一軒一軒回っての呼びかけもできるのではないか

と思います。それぞれ状況判断をしながら臨機応変の対応をそれぞれ考えていかなけれ

ばならないと考えておるところでございます。 

橋場議員  大雨が降ったときですとか、あるいはまた風の向きで防災無線も聞こえないというこ

とが言われているのは御承知だと思うんですけれども、そういうこともありますので、

ぜひ、これ、半鐘が取り壊されているということも承知はしております。安全性という

ことも難しいなあということも承知はしておりますけれども、現在も消防団の方が夜、

鐘を鳴らしながら回ってくれておりますよね。あれを聞くだけでも住民の皆さんは非常

に安心をするというふうに言われております。半鐘が、もし危険性を特に強く感じると

いうことであれば、これは、ぜひ研究してもらったりとか、また相談していくなりして

復活を考えていただけたらなあと思いますので、お願いしたいと思います。 

それでは、２番目の質問、農福連携についての質問です。障害者が社会で活躍するた

めの法律として障害者自立支援法ができ、福祉施設では障害者を社会に送り出さなけれ

ばならなくなりました。今、障害者がやっていたような作業は海外へ出ていっています。

また、工場ではライン化されて、彼らの働く場所もないのが現状です。商業界でもチェー

ン店化が進み、飲食店でお皿洗いの仕事でもマニュアルどおりに働けない人はなかなか

採用されません。など、受入れ企業が少ないので福祉施設の方々は悩んでいます。多く

の企業にしても障害者の法定雇用率 1.8％が達成できず、職場に彼らを受け入れる場所

がないと悩んでいます。しかし、障害者を雇用していないと企業の社会的責任を問われ

る社会にもなってきました。そこに企業と農業と福祉の３者の連携が出てきました。農

福連携とは、障害者などが農業分野で活躍することを通じ、自信や生きがいを持って社

会参画を実現していく取組です。農業従事者の高齢化や減少で担い手不足が進む農業と

障害者の働く場、居場所を求める福祉を結びつけた福祉連携の取組が各地で広がってい

ます。例えば、静岡県浜松市で水耕ミツバや姫ネギ、小さなチンゲンサイの姫チンゲン、

土耕トマト、アイガモ農法の無農薬米などを障害のある人たちと育てている京丸園株式

会社という農業生産法人があります。家族６人、パート４名からはじまり障害者 24名が
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働く農園です。今、不況で経済が落ちていく中でも、彼らのために開発した技術や彼ら

のために栽培しようと決めた品目だけが伸びています。なぜかというと、オリジナル性

が高かったり付加価値がついていたり、今までの農業との違いを世間の人たちが新しい

商品の中に見てくれるからです。京丸園では、障害者が決してハンディではないという

ことを証明してくれました。ここでは、人を仕事に当てはめるのではなく、その人がど

うやったらできるようになるかを工夫し、事務や機械化を進め、考えていっています。

作業する人を中心にデザインしていくことで、新たな作業方法やビジネスを狙っている

会社です。みんなが優しくて安心していられる職場では、仕事の作業効率も上がるでしょ

う。賃金を変えることなくパートさんの能力もアップしていきます。生産量の増加、こ

れは、経営者としては見逃すことができません。それが障害のある彼らの力ならば、な

おさらではないかと思います。それを引き出す会社だということです。私は、９月定例

会でもひきこもりの居場所について質問いたしました。障害者の中には、働きたい、働

いてみたけども違う、違うけどそれを言うことができて辞めるしかなくてやめてしまう、

どんな仕事をしたいのと仕事に人を合わせているからです。でも、自分に合った仕事な

ら、気持ちも明るくなり、前向きに仕事に取り組むことができるようになります。障害

を持った人やひきこもりの人も働きたいという意欲はあります。家族も、働くことでそ

こが居場所となり、社会とのつながりを持つ場につながってほしいという切実な願いが

あります。町は、ひきこもり対策に対し県内でも早い取組をしておりますが、新年度予

算には、この反映はございませんでした。農福連携は、農業と福祉の双方の問題を解決

できる有効な手段と私は考えます。担い手不足や遊休農地の増加が叫ばれる農業と障害

者、企業が共に元気になれば、地域社会全体の活性化にもつながります。障害者や福祉

が負担になるのではなく、プラスとしていくことが重要だと思います。農福連携に力を

入れるべきです。誰一人として取り残さないＳＤＧｓを活用したまちづくりとして提案

します。現在の町の取組と今後の方向性をお聞きします。 

町  長  現在、農業と福祉の連携事業が全国的に注目され、いろいろな取組が紹介されるよう

になってまいりました。農業サイドも福祉サイドもいろいろな課題を抱えており、双方

がうまく連携してお互いの課題解決の１つとなれば、すばらしいことだと考えておりま

す。これこそＳＤＧｓの精神かなというふうに思っております。また、お互いの立場を

認め合うことも重要ですので、しっかり意見交換をしながら進める必要があると思って

おります。現在の町の状況など、詳細につきまして担当課長より説明をさせていただき

ます。 

産業振興課長  現在の状況について、農福連携の農の立場で、私のほうからお答えできるところをお

答えしたいと思います。現在、町内には幾つかの障害福祉サービス事業所がございます。

それぞれの事業所で県のヘルプセンターからの仕事の紹介を受けて畑の草取りや花の

定植作業、また町内の農業法人ではトウガラシの選別作業などを行ったということはお

聞きしております。町内でも農福連携の取組が全くないというわけではないと思います

が、町が主体的に取り組んでいる状況ではございません。ただし、農福それぞれの需要

をつなげることは大変有効なことだと考えておりますので、農業者の皆さんにもこう
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いった取組方法があることを紹介することは必要と考えております。また、受け入れた

農家の感想としましては、農業の技術を伝えるよりもコミュニケーションを取ることが

重要な場面が多いなどの感想もお聞きしております。議員から事例がありました先進的

な事例も全国にはあると思いますけれども、当町の農業の現状から考えますと、農業サ

イドと福祉サイド、これがしっかりと情報交換するところから始める取組かなあという

ふうに考えております。 

橋場議員  以上で終わります。 

 

議  長  ８番 坂本紀子議員。 

８番 

坂本議員  それでは、通告に従いまして一般質問をいたします。１つとして「学校給食は誰のも

のか。」、２つとして「いいじまお助隊の内容は。」について質問していきます。 

１－１であります。現在の学校給食センターは、昭和 57 年、1982 年に建てられてか

ら 37年がたち、施設の老朽化や衛生管理、また子どもたちのアレルギー対応などの必要

性から、喫緊の課題でありました。今年度、約 3,000万円の設計が予算化されておりま

す。現在は飯島小学校に隣接しており、七久保小学校分、そして中学校分と全部で 750

食の子どもたちと先生方の昼食を毎日作っております。さきの新聞報道では、予定地は

３校から離れた弓道場北側駐車場という内容でした。それでは、まず初めに、町長、教

育長に、それぞれ学校給食をどのように捉えているのかをお尋ねします。 

教 育 長  学校給食についてお尋ねをいただきましたので、私のほうから答えさせていただきま

す。学校給食をどのように捉えているかということでありますが、これからを担う子ど

もたちの体と心を育てる地域の大切な資産でありツール、それとともに子どもたちの輪

をつくっていくものと考えています。学校給食については、学校給食法にございますが、

児童及び生徒の心身の健全な発達に資するものであり、児童及び生徒の食に関する正し

い理解と適切な判断力を養う上で重要な役割を果たすものと法律にあります認識は、そ

のとおりであるというふうに思っております。また、目標につきましても、健康の保持

増進、食事の正しい理解、社交性及び共同の精神の涵養、生命及び自然を尊重する精神

並びに環境の保全、人々の様々な活動に支えられていること、伝統的な食文化の理解、

食料生産、流通及び消費の理解などが法律にもありますが、目標であるというふうに

思っております。 

町  長  ただいま教育長の答弁のとおりでございます。 

坂本議員  今、簡潔というか、町長のお答えを聞きたかったんですけど、同じと言われてしまい

まして、また後でお尋ねすることがあるかと思います。今、教育長がおっしゃられまし

たのは、ほとんど学校給食法の中身に近いものですが、率直に言われまして、教育長と

しては飯島全体の給食センターについてはどういう考えを、現在の考えはどういうもの

を持っておられますか。 

教 育 長  簡潔にということですので、思っていることを申し上げれば、１つは子どもの食生活

を豊かにすること、それから１つは給食によって１日のバランスを整えるということ、
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それから、もう一つは将来の健康を支えること、ここら辺が大きな３本柱ではないかと

いうふうに思っております。 

坂本議員  お答えを聞きました。 

それでは、１－２に行きます。学校給食センターを運営するには、平成９年にできた

学校給食衛生管理基準に適合していなければなりません。これは、平成８年に発生した

Ｏ－157 を受けてできた衛生管理基準で、この中には施設の管理、調理器具や設備の管

理、調理者が利用するトイレの位置、または食材の搬入の方法や場所、食材の扱い方や

管理など、多岐の内容が盛り込まれております。この基準に合わせると、当町の給食セ

ンターは多くの問題を抱えている施設でした、当時からですね。また、平成 24年の全議

員と栄養士、農業委員、給食センター、産業振興課長、教育委員との懇談会の内容は、

給食センター設備の更新や給食に地元食材を多用してほしい、また当町は野菜農家が少

ない、またふぞろいの食材を使うには人手が足りないなど、この中では多くの意見が出

され、この内容は現在も解決できていない状態であります。このように、給食センター

の建て替えは少なくとも７年前からの懸案事項であったと思われます。建築計画をつく

るに当たり、現状の給食への思いや要望など、子どもたちや保護者、生産者、調理関係

者へアンケートを取ったり聞き取りをしてきたのでしょうか、また、その内容はどんな

内容だったのでしょうか、お答えいただきたいと思います。 

教 育 長  学校給食に関しましては、現在、各方面の皆様の御協力によって子どもたちにおいし

い給食を提供できております。今回の給食センターの建設につきましては、いわゆるソ

フトの部分、給食の仕組みとか内容というのを変えるという発想ではなくて、ハードの

部分、調理場の施設、設備の老朽化に対応して改築をするものと認識しております。給

食そのものの仕組み、在り方についてはうまく運営されているという認識の下に、これ

を変更するというものではないと思っております。そのため、御質問にあるような現状

の給食への思いとか要望について各方面から御意見をお聞きするという調査は行って

おりません。しかし、各方面から建設に関しての要望をお聴きし、方向性を決めていく

ために建設委員会を設置し、各方面の意見を集約したり方向性を審議していただいたり

しております。建設委員会の中では、特に調理関係者の意見をしっかりくみ上げるよう

にというような御意見もあり、これについては担当者が給食センターの職員とこの件に

ついて何回も懇談を続けております。学校関係者や保護者の委員もおりますので、建設

委員会の中でそれぞれのお立場から御意見を伺っております。 

坂本議員  それでは、アンケートとか、そういうのは取ってはいないという認識でいいんでしょ

うか。 

教 育 長  はい。主たる意見は建設委員会の中でそれぞれのお立場から出していただくというふ

うにしております。 

坂本議員  次の１－３に行きます。建設委員会のメンバーは、どんな方がなっているのでしょう

か。また、先ほどのアンケートや調査はしなかったということですけれども、では、こ

の中ではどんな議論がされているのでしょうか。また、給食には給食法というものがあ

ります。それらを学んで、その認識の上で議論されているのでしょうか。教育長に答弁
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を求めます。 

教 育 長  まず、建設委員会についてのお尋ねですが、建設委員会のメンバーは、設置要綱がご

ざいまして、教育委員、それから小中学校の校長、それから学校保護者代表、学校給食

センター栄養士、町栄養士、民生児童委員、それから公募委員によって構成されており

ます。先ほど申し上げましたように、調査やアンケートについては今回取っておりませ

んので、その内容についての議論はありませんが、それぞれのお立場、あるいは経験を

基に貴重な意見を頂いて、熱心な議論を行っていただいております。現在のところは、

設置、どこに設置するのが一番適切かというようなことを今年に入ってからの建設委員

会では行っているところであります。学校給食法等の法令のお話がございましたが、建

設委員会は、要綱の中で新施設の基本構想及び建設に関することや施設の整備に関する

ことを中心に御議論いただいておりますので、法的に申し上げますと学校給食衛生管理

基準という話題は時々出ます。どういう施設が必要なのかとか、どういう施設が求めら

れているのかということは委員さんからも御質問を頂いているところであります。学校

給食の内容については学校給食センター運営委員会というのがまた別にございますの

でそちら、あるいは、献立委員会というのも別にございますので、いわゆるソフト部分

についてはそちらの委員会のほうで、また別の委員が御議論させていただいております。

建設委員会の議論の中では、今申し上げたように設置基準等、建設に関する御意見や御

質問をよく頂きます。その都度、法令を確認しながら、事務局で確認して次回にお答え

していただくということを繰り返し行っているところであります。 

坂本議員  では、委員会の設置委員会は、ソフトである、給食法がですね、ソフトである、そう

いうことはそんなに分からなくても、建設に関することに関してのみやっているという

理解、今の教育長の言い方だとそういうふうに聞こえるんですけれど、そういう認識で

よろしいですか。 

教 育 長  基本的には、施設、設備のことを中心に議論していただいております。もちろん場所

とか、この場所に造ったらこういうことも考えなければいけないというようなことや、

この方面の方の意見を聞かなければいけないということを御指摘いただき、その都度そ

れをして次回へ反映しているということですので、基本的にはハード的な部分の話題を

中心に行っています。 

坂本議員  今回、３校、中川、それから宮田、それから飯島という具合に給食センターを調査い

たしまして、お手元に配付の表にもなっておりますが、そういうものを作りました。そ

れで、飯島の栄養士の先生や調理員の方ともお話ししたんですけれど、この中に、建設

委員会の中に栄養士の方が入っておりますが、やはり話す内容が、建設の場所とか、そ

ういうことに限ったことであって、実際に給食っていうものの大切さっていうか、そう

いうものがここの中では話に出てこなくて、自分がそこに入っているのにすごく違和感

を感じるというふうに言っておりましたが。給食センターのことに関しては、過去を振

り返しますと、七久保小学校は、今は給食室ありませんけれども、以前は自校給食をし

ておりました。それを、行革という行政改革の一環で、平成 11年に効率や人件費の削減

が優先された中で、住民の方々の大きな反対が何度かありましたけれども、現在の給食
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センターに統合することになり、３校が１つの１か所で作られるようになったわけです。

今回の建て替えにおいて食べる人と作る人の見える関係を壊してほしくないというのが

先ほど言いました栄養士の先生や調理員の声でした。また、中川や宮田の栄養士の方や

調理員の方は、食缶を給食室に返しに来た子どもたちが、おいしかった、全部食べたよ、

この一言で元気をもらっていると答えております。学校に隣接するというのは、食育上

も大きな意味があると私は感じておりますし、それが学校給食法の中には具体的には記

されておりませんが、食育という中では、それを大事に取り扱っております。それを、

３校から離れた位置にセンターを建てるというのは食育に逆行するような考え方だと思

うのですが、教育長の答弁を求めます。 

教 育 長  センター方式であろうとも学校に併設しているというのは、私もそういうことができ

れば一番いいかなというふうに思っております。現在の給食センター、約 450平米の敷

地があります。今回、給食センターを造るに当たっては、いわゆる給食を作る部分の面

積だけでもう 650 平米以上となって、1.5 倍くらいの敷地が必要になってきます。そこ

で、飯島小学校なり中学校なり、近隣のところでそういったことはできないかというこ

とは、何回も足を運んだり調査をしたり図面を見たりしながら調整したんですけれども、

650 平米、敷地だけで 650 平米、周りに車が通るような余地を作って建設できるという

場所がありませんでした。例えば小学校の現在の給食センターを一回壊して造ったとす

ると、650 平米っていうと小学校の体育館の全面、入り口を全部塞いでしまうという形

になってしまうし、そうすると給食を一年間止めなければいけないというようなことが

ございますので、それは難しいということで、そのほかの土地も検討しましたが、学校

にくっついた形でという建設は、ある面、物理的に無理だということで、３校からは離

れるかもしれませんが、設置できる場所を検討しているということであります。 

坂本議員  取りあえず、ちょっと場所のことは、少し次の項に送りますので、待遇に対して、１

－４ですけれども、学校給食法の中には栄養士さんの配置は義務化されていますけれど

も、調理員の処遇は明記されていません。しかし、学校給食衛生管理基準の中で、調理

員の役割や調理の方法、掃除のやり方、調理器具の管理など、細かく明記されておりま

す。また、近年の子どもたちのアレルギーやウイルス対策は、調理における技術者の知

識と責任を伴うものです。お手元に配付しています資料を見ていただけると分かります

ように、中川村では正規職員が１人と任用職員５人と 0.5人で 470食を作ります。調理

員１人当たり 72食作ることになります。宮田村は、小中学校それぞれに給食室を持って

います。中学校には全校生徒が集まって食べられるランチルームもあります。調べたの

は宮田小学校ですが、ここは正規職員が３人と任用職員２人とアレルギー対応食のため

の２時間の方が２人ということで、約 578食を作っています。調理員１人当たり 82食を

作ることになります。さて、飯島町ではどうなっているかといいますと、正規職員はい

ません。全て任用職員７人で 750食を作っています。そして、この人数でアレルギー対

応食も作っているのです。調理員１人当たりは 107食を作ることになります。現在も調

理員の募集をしていますが、賃金が安いこともあり、ここ数年定着せず、辞めてしまう

そうです。調理員の方に、私たちは、毎日健康管理をしながら綱渡りのように仕事をし
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ています、本当に大変ですと言われました。次に、また同じ資料の下の経費のところを

見てください。この経費は、人件費と調理にかかる電気、ガス、水道代です。中川村は

子ども１人当たり５万 7,500円、宮田村は５万 1,850円ですが村内の学校に通う小中学

生１人に 5,000円の給食費の補助がありますので、その分を足しますと５万 6,850円で

す。飯島町は１人当たり３万 1,340円になりますが、お米代と、それからソフト麺とパ

ンの搬入費というのは町が出しておりますので、その分を足すと約３万 2,000円となり

ます。調理員の現場の悲鳴も聞かず、約２万円以上も経費を抑えています。これでいい

のでしょうか。保育園から中学生まで 10年以上も給食を食べる子どもたちにとって給食

に対する町のこのような姿勢は、安心・安全でおいしい給食を作ることに逆行していま

す。この調理員の処遇改善は４年前にも同僚議員が問題を提起していますが、改善され

ていません。責任を持って安全・安心の給食を作るには、少なくとも１人は正規職員が

いて、任用職員たちをまとめることが必要だと思います。教育長に答弁を求めます。 

教 育 長  議員のおっしゃるとおり、給食センターには非正規の職員ばかりであります。しかし、

この皆さんは大変責任と自覚を持って研修を積んでおられて、きっちりと職務を果たし

て、安全で安心な給食を日々提供していただいております。先ほど待遇が十分でないと

いうお話がありましたが、そんな中で、本当に厳しい仕事を一生懸命やっていただいて

いるというふうに思っております。その上で、例えば緊急時の対応については正規職員

が当たらないと無理なんではないかというようなお話も頂いております。調理員が他市

町村と違って全て非正規職員であるということの経緯については十分承知してはおり

ませんけれども、今までの経緯があって現在の状況があるのだろうというふうに思って

います。教育委員会としては、議員のおっしゃるとおり、正規職員の配置を望むところ

であります。また、調理員の処遇改善も要望しておりますが、現状はなかなか難しいと

いう状況にあります。しかし、正規であれ非正規であれ、安全な給食を提供するという

大切な役割ですので、幾らかでも改善できるように、手順書の整備、あるいは研修等、

随時行ったり、継続して安全・安心な給食の提供をこれからも努めていけるようにした

いというふうに思っております。 

坂本議員  町長に答弁を求めたいのですが、今、私はそういうふうに考えていますが、教育長は

そのように言っていますが、今後、調理員の処遇改善に対してはどのような考えをお持

ちでしょうか。 

町  長  現在、学校給食の調理員さんたちが非正規の中で一生懸命御努力いただいているとい

うことに、心より敬意と感謝を申し上げるところでございます。働き方改革の中で、当

然いろいろのものを見詰め直して、精査し直して、改善していくということは常に考え

なければならないことだというふうに思っております。金銭面、お給料の面も、あまり

にも差がないように、やっぱし配慮していかなくてはならないかなあというふうに思っ

ておるところでございます。いずれにしましても、今回の新しい学校給食センターを造

ることを契機に、いろいろの角度の見直しをしていくことが必要かなというふうに考え

ております。 

坂本議員  本当に、特に法律の中の基準、衛生管理基準という内容を私も今回この質問をするに
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当たり詳しく読みましたが、非常に細かいところまで、大変な基準なんですよね。これ

は、Ｏ－157 というのが発生したことによって、それに対応するためにできたものであ

りますが、搬入口もそれぞれ生ものは別々にとか、トイレも現場から３メーター離すと

か、そういうすごく細かいことで、調理しながら自分がどういうふうに動いていくかっ

ていうことも全部細かくそこには書かれているわけです。新しい給食センターになれば、

それは基準を達成するために、今、教育長が言われたみたいな 1.5倍の面積が必要だと

いうことになるわけですけれども、そういう中で、やはり施設がそういうものになった

としても、働く人たちが気持ちよく、やる気を持って気持ちよく仕事ができるような環

境というか、処遇ですね、処遇はやはり考えていかないと、給食は子どもたちにとって

は、やっぱり一日の勉強の中でほっとする、１つの給食という食べる行為によってほっ

とする時間だと思うので、そこで食べている子どもたちと、できれば調理員の方たちの

関係は大事に保っていっていただきたいと思います。 

それでは、１－５に行きます。学校給食施設整備計画の今度提案されました素案の中

身は、災害対応する施設という形の中で、すごくそれの部分が強調されております。給

食センターに災害対応施設を併設することで施設規模が大きくなり、弓道場北となるの

でしょうか。先ほども教育長のお答えでは学校に造ることは難しいというお話でしたが、

３年ほど前に、この計画のもうちょっと３年ほど前なんですけれども、やはり給食セン

ターの建設の話があったときには、そのときには給食センターだけの話の中では６億円

ぐらいと聞いておりましたが、この災害対応機能をつけると約８億 9,000万円というこ

とになってきます。給食センターの機能だけならば、面積も小さく、学校隣接もできる

のではないかと私は考えていたんですけれども、今の教育長の答弁だと、それは無理だ

という、そういうようなお話でございました。全員協議会では、そのような場合の、例

えば小さくするというような話は全協の中でも――小さくというか、給食センターだけ

という話は全協の中で出てこなく、もう併設した建物とともにの面積の金額しか出てこ

なかったわけです。そういう中で、もし災害対応しなかった場合、災害対応の併設の部

分をカットして給食センターだけだったら幾らかとかいう、そういう試算も出していた

だかないと、それがありきで８億 9,000万円っていうふうに言われても、ちょっと判断

がつきかねると私は思うわけです。もう一つは、災害時のことを言われていますけれど

も、災害時の食事を作る場合の試算としては書かれていますが、庁舎周辺、この計画の

周りには石楠花苑の調理施設もあります。それから文化館の調理施設もあります。西庁

舎にも調理室があります。これらが災害対応しました場合、どのくらいの食事が提供で

きるのかということも調べてみてありますか。この計画書の提案の中には、その部分は

入っておりませんが、それを見込んだ中で、なおここにそういう部分を併設、それは、

私の判断では災害の部分の対応する、食べるというか、何かその施設をつくるという分

もくっついていますけれども、そういう使った、現段階の使った場合の食数がどのぐら

いということは調べておりますか。教育長に答弁を求めます。 

教 育 長  給食センターは、通常 700 現在 40 食程度の給食を作っております。災害対応という

ことで最大 1,000食というような表現をしていますが、そのために通常の給食で使う施
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設を大きくするという意味ではなくて、フル稼働させたら 1,000食までできる設備です

よという、そういう意味ですので、災害対応とするために、給食を作る部分、工場の部

分、この部分がそのために大きくなっているということはございません。ですから、普

通の給食を作るために 1.5倍くらいの面積が現在より必要になってきているという、こ

ういうことであります。防災対応の部分という話は、もちろん給食センター本体が災害

時のときに壊れないために、より耐震構造を重視するとか、停電になったときに電気が

つくようにするとか、そういったことは、もちろん設備として考えているところであり

ますが、今申し上げている防災対応というのは、その給食センターのいわゆる工場の部

分にミーティングルームだとか防災倉庫がどうしても欲しいという話で進めています。

一番はミーティングルームで、調理員さんたちが翌日のミーティングをするというよう

な部屋も基準の中にはないもんですから、それを新たに作ることになるんですが、そう

すると単純に作れば全く単費で作るということになりますので、それに防災倉庫をつけ

て防災の機能を高めて、それなりに交付金なりを頂くようにしたらどうかという、そう

いう認識でおります。その部分を作ったか作らないかでもお金がほとんど変わらない、

ミーティングルームと防災倉庫を作るために必要な補助金をもらった残りのお金と、

ミーティングルームを単独で作るために必要とする金額がほぼ変わらないという状況

ですので、それでは、ミーティングルームはどうしても必要だと。例えば子どもたちが

年に何回かですが給食センター見学に来たときに説明を聞く場所もないというので、要

するに給食センターにはないものを作るために、いろんな知恵を今絞っている、あるい

は、そこの部分を防災対応で、例えば平時に防災食の勉強をする、そういう場所であっ

てもいいし、それから、先ほど申し上げましたけれども、平時に学校給食を試食してい

ただけるような、そういった環境をそこに平時には作ってもいい、それは、まだ具体的

に、これから運用については考えていかなきゃいけいない部分ですが、そういったこと

でありますので、防災部分で広がったわけではないですし、もし面積を少なくするんな

ら、それを２階に乗っけてしまえば、敷地面積は本当に給食センター単独のものになる

わけですが、それでも面積が学校周辺には確保できないという、そういうことで、当初

弓道場の北側というお話で動いていたんですが、いろんな近隣の地下にある河川のこと

やなんかを考えて、現在は、同じ町有地ですが、弓道場のすぐ西側の子育て支援センター

の真向かいあたりが今のところ第一候補になってきているという状況であります。まだ、

このことについては、基本設計が間もなく上がってきますので、その基本設計等を見比

べながらはっきり決めていかなければいけないかなあというふうに思っております。 

坂本議員  今、随分具体的なお話を聞きましたけれども、ということは、どうしてもやはり学校

と隣接はできないという認識になってしまいますが、そういうことでしょうか。 

教 育 長  小学校、中学校の周り、あるいは一部施設を取り壊しても可能かどうかまで検討しま

したが、これだけの面積のものを学校に隣接して造ることは難しいというか、できない

という結論に至って、現在、候補地選定をしているところであります。 

坂本議員  そうなると、３校には車で配送ということになるわけでしょうか。 

教 育 長  ３校とも配送、現在は２校配送しておりますが、３校配送の予定です。 
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坂本議員  本当は、この質問の中では小さくして何とかして給食センターだけ学校につけること

はできないかという、そういう私の争点の中では話をしてきたんですけれども、ここで

教育長がそのように言われているので、ここから先は、またちょっともっと突っ込んだ

話になると思いますので、今日の質問はここまでにとどめておきますが、お金の問題も

さることながら、やはりこの中で、今質問してきた中でやってもらいたいということは、

処遇改善に関しては、新しい給食センターになって仕事に慣れるまで時間かかると思い

ますので、それもありますが、それは今後の課題としてぜひ考えていただきたいと思い

ます。 

それでは、２つ目の質問に行きます。お助隊の話が今年度の予算に載っておりますが、

このお助隊というものの内容をお尋ねします。この事業はどこが主軸となってやるので

しょうか。健康福祉課が社会福祉協議会へ予算をつけてお願いするとしたら、政策や計

画は全て社協がやるというような理解でいいのでしょうか。その点をお尋ねします。 

町  長  飯島町は、ここしばらく高齢者の割合が増えていく見込みであります。子育て中の方々

は、核家族化等で昔と違った困り事があると聞いておるところでございます。安心して

暮らし続けることができる、お互いに頼り合えるまちづくりを進めるよう、お助隊を公

約の中に盛り込んできたわけでございます。お助隊は、助ける側として技術や経験、趣

味等をお持ちのシニアの皆様のお力を大いに期待しておりまして、この方々に前向きな

お助隊への参加をお願いするところであります。また、助けてほしいことをお持ちの皆

さんにも、ぜひ声を上げていただきたいと、このように思っているところでございます。

助け合いより頼り合いの文化を醸成して、元気な 100年時代を目指していきたいと思っ

ております。なお、進める主軸につきましては、町の社会福祉協議会の実践部隊であり

ます飯島町社会福祉協議会の地域福祉部門を考えており、次年度に向けて今準備をして

いるところでございます。今、私の構想の段階から離れて、健康福祉課、あるいは社協

の担当者の方々とどのようなことができるかという具体的な構想に今入っておるところ

でございます。 

坂本議員  ということは、請け負うところは社会福祉協議会ということで、社会福祉協議会、窓

口は、でも健康福祉課ですけれども、窓口であって、政策主体は社会福祉協議会のほう

でやっていくということの理解でいいんでしょうか。 

町  長  それぞれが連携してやっていかなくてはならないというふうに思っております。 

坂本議員  そしたらば、２－２に行きます。お助隊の具体的なイメージが私としてはちょっとよ

く分からないので、例を挙げてほしいんですけれども、私の中で思っているのは、現在、

親町で居場所というような、個人の方が自宅を開放しまして、のどか基金が少し入って

いますけれども、近所のグループの方が来て食事をしたり楽しんだりする本当に居場所

という、このようなイメージの場所を提供している方がおられます。１週間に何回か、

そういうのを企画して、みんなで楽しんでおりますが、そういうことなのか、それとも、

町のほうの事業内容の 7764の中に認知症予防とか介護予防ということで、自治会の集会

所を使い、昨年度は脳トレとか体操なんかを主体にしてやったんですけれども、提案な

んですけれども、社協がやるとしても、自治会の集会所というのは地域空間福祉施設と
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いう事業の国からの補助金を取って造った事業でありますので、自治会に管理は任せて

ありますけれども、もし場所ということになれば、ここをもう少し能動的というか、もっ

と自由に使えるような形を取っていけば場所は確保できると思いますが、ただ、そこで

ただ単にやるというんではなく、人が要るわけで、人を社協が担うというか、派遣する

か、もしくは社協の中で、住民の中で手を挙げていただいた人にやってもらうような企

画を立てるとか、そういう考え方もあるわけですけれども、何か具体的な例はあるんで

しょうか。 

町  長  令和２年度飯島町施策の方向性の健康増進事業の新規事業として飯島版総合事業の推

進、地域福祉の総合事業の推進でございます、の中でお助隊プラットフォームの構築を

掲げております。このプラットフォームというのは、頼りたい側、助けたい、それをつ

なぎたい、この３者が１つのプラットフォームで情報交換し、つなぎ合うと、こういう

ことが一応構想になっております。そういったことで、いろいろなことが助けたり助け

られたり、頼ったり頼られたりということになると思いますけれども、具体的なイメー

ジにつきましては、担当課長のほうから今の現状の中で考えられることを紹介させてい

ただきたいと思います。 

健康福祉課長  ここ 30年ぐらいの間に独り暮らしや高齢者世帯が増えて、独り暮らしの方は、もう町

では 500人以上になっています。子育て世代は核家族が多くなってきました。このよう

な状況の中、毎日の暮らしに欠かせない買物やごみ出し、家の掃除、料理、通院や雪か

き、電球の取替え、庭の草取りといったことが自分や家族でできない、困った、不便だ

という声を多く聞くようになりました。町の中には、現在も様々なボランティアさんと

か生活支援の制度や仕組みがありますが、それぞれで取り組んでいるように認識してお

ります。町の皆様のちょっとした暮らしの中の困り事を少しでも解消するために、頼り

たいことをつかみ、また助ける人材を見いだし、また頼みたい人と助けたい人や団体を

つなげたり、また自治会や区、隣組、御近所等、小さな集まりによる助け合いをいま一

度見直したり、有償ボランティアさん、シルバー人材センター、シニア人材バンク等、

今あるものを紹介したり、また、あったらいいなという新しい仕組みや制度をつくった

りといったお互いさまの頼りになる地域づくりを進めるための具体的な活動やつなげ

るためのプラットフォームの仕組みをイメージしております。本当にこれからつくって

いくものでございますので、皆様の御提案を頂きながら進めていきたいというふうに考

えております。 

坂本議員  今言われましたプラットフォームということは、これからの事業でやっていくという

ことなんですけれども、これは、核になる人がいて、今言ったつなげたり紹介したりと

か、そういうことをやるような形になっていくという認識でいいんでしょうか。 

健康福祉課長  そういうような形になっていくというふうに思っています。介護保険の中に生活基盤

体制整備という事業がございまして、そちらのところ、今年度もやっているんですけれ

ども、来年度はほとんどのところを社協に委託を加えまして、主になってやっていただ

くと。ただし、町も一緒にやっていく、地域の方々にも御協力いただきながらつくって

いくというイメージでございます。 
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坂本議員  私が先ほど言いました集会所の活用ということなんですけれども、いちいの会なんか

は、よく集会所を使ってやっておりますけれど、集会所、避難先でもあり、総会をやっ

たりする場所でもあり、集会所は 47か所かあると思いますけれど、町内には、それは非

常に、うまく使えば有効的であるとすごく思うわけですね。自宅を開放してくださる方

がいれば、それはそれで１つの方向として、そこを１つの居場所みたいな感じにやって

いかれると思いますけれども、それプラス集会所の活用ということも、今後、総合事業

の中にうまくそれを入れていって、プラットフォーム的でもあるけれども、そこから何

か活動主体が生まれるというようなことを考えていただきたいと思いますが、その点は

いかがでしょうか。 

健康福祉課長  今も、いちいの会やいきいきサロンとか、様々な集まりを自治会の集会所や区の公民

館等で行っております。これは、とても飯島町の宝でありますので、これを進めるとき

にはとても大事なものになってまいります。今後も自治会集会所、様々なところで御協

力をお願いしていくことになると思いますので、よろしくお願いいたします。 

坂本議員  以上で終わります。 

 

議  長  ここで休憩といたします。再開時刻を３時 25分といたします。休憩。 

 

休  憩  午後３時０８分 

再  開  午後３時２５分 

 

議  長  会議を再開します。一般質問を続けます。 

11番 竹沢秀幸議員。 

11番 

竹沢議員  それでは、通告に基づきまして一般質問を行います。今回は５項目について質問いた

します。今回は、町当局に質問趣旨を理解願うため、議長の許可を頂きまして大量の資

料を配付いたしましたので、資料も御覧いただきながら御答弁をいただきたいと思いま

す。 

質問事項１「住民主導の病児・病後児保育立ち上げに、町の後方支援を求める。」につ

いてであります。まず、制度の概要について説明申し上げます。まず、病児・病後児保

育につきましては、法律的根拠は児童福祉法第６条の３に規定する病児保育事業であり

まして、子ども・子育て支援法第 59条で行うものであります。我が国では、平成 27年

４月１日、病児保育事業実施要項を定めまして、平成 28年４月１日、子ども・子育て支

援交付金交付要綱が定められまして、全国各地で病児保育がスタートしたところでござ

います。同交付金でありますけれども、施設建設に関わる費用につきましては国が３分

の１、県が３分の１、市町村が３分の１の補助があります。運営費用につきましては、

基本部分が現在は 500万 7,000円、加算部分ですけれども、利用する児童数によって国

の基準が定められておりまして、例えば、これから飯島町で町内のある事業者がこの事

業を計画して、例えば年間 300人ぐらいの児童が利用したということになりますと、国
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の基準でいきますと 443万 4,000円の運営費補助がされるわけでありまして、これを両

方足しますと 944万 1,000円を国、県、町がそれぞれ３分の１ずつ負担するということ

になるわけです。それで、この費用を原資といたしまして、町内でいずれ行うであろう

病児保育事業者と町が委託契約いたしまして、利用される児童１日１人当たりの委託料

を決めまして事業者に支払うと、これが事業者のほうの収入源になると、こういうこと

であります。また詳細は後のほうでも申し上げます。病児保育事業は、委託料収入によ

りまして、その事業者が保育士ですとか看護師などを配置、雇用いたしまして、人件費

を払ったり、あるいは施設の光熱水費だとか、そういうものを払ったりする、そして児

童を受け入れる保育の制度であります。次に、これまでの飯島町におけるこの取組に対

する経過について振り返ってみますけれども、町内の医療機関の院長さんを中心にいた

しまして病児保育の開始をやりたいという熱い思いがございまして、６年ほど前ですけ

れども、当時、議会社会文教委員会を中心にいたしまして、町の教育委員会、保健福祉

課とともに、当時、一番先に事業を行いました箕輪町の教育委員会、医療生協の院内に

ございます病児保育室いちごなどを視察し研究したわけでありますけど、当時、町内に

適当な場所がないということと、並行して駒ヶ根市のある小児科の医院さんがすずらん

病児保育室を始めたということで、今日まで至っておるわけであります。その後ですけ

れども、昨年の 12月に町内の金融機関より広小路の空き店舗を病児保育に使ったらどう

かという紹介がございました。現場も私どもも見たわけですけれども、多額の費用が改

築にかかるということで断念をしたところであります。並行いたしまして、別の場所の

用地の選定を検討しておるのに合わせまして、伊那の中央病院に病児保育室「あるぷす」

というのがございまして、この施設につきまして町内の某設計者の方と事業計画者や

我々で視察に行ったりしております。また、加えて、町内の保育士、また保育士のＯＢ

の皆さんと設計してのそういう建物のレイアウトをどういうふうにしたらいいかとか、

そういうことも検討してまいりまして、おおむね設計案が今まとまりつつありまして、

私も平面図は見たことがあります。さて、そこで、病児保育を飯島町で立ち上げたいと

いう熱い思いのある事業計画者があるわけでありまして、なぜやるかということですが、

すなわち、日々働きながら子育てに追われ、子どもさんが病気になったとき、どうしよ

うと途方に暮れる母親の姿を想像するときに、今、病児保育を始めなくてはいけないと、

こういう固い思いを持っておる事業計画者がおるわけであります。下平町長も子育て支

援策を政策の柱に据えておるところでございます。この事業計画者は、働くお母さんと

子どものため、みんなが心を１つに集めて病児保育室を飯島町に作ろうという固い決意

であります。細かい質問項目は、また後ほど行いますけれども、町長は、こうした動き

についてどう捉えておるのか、受け止めておるのか、お尋ねしたいと思います。じゃあ

先に教育長。はい。 

教 育 長  子育てしながら働く家庭では、子どもが病気の際、仕事を休み、子どもに付き添って

看病しなければならない状況になることもございます。しかしながら、どうしても仕事

が休めないような家庭もあります。そのようなときに利用できたらよいのが病児・病後

児保育です。しかし、病児・病後児保育については、現在、当町にはありません。議員
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の御指摘のとおり、駒ヶ根市にありますすずらん病児保育室を利用させていただいてお

ります。保護者からも町内に病児・病後児保育があればよいといった声があることも承

知しております。先ほどお話がありましたが、６年ほど前に検討されたという経過も存

じ上げておりますが、適切な場所が見つからないという理由で実現には至らなかったと

いうことも聞いております。今回、住民主導の病児・病後児保育を立ち上げたいという

話は、町としても伺っています。過去の経過を踏まえた上でも、このことは町としては

とてもありがたい話であり、町も一丸となって支援をしていきたいというふうに考えて

おります。 

町  長  病児・病後児保育の民間からの動きが出てきているということについて、誠にありが

たく、敬意と感謝を申し上げるところでございます。今までは、飯島町は駒ヶ根市にそ

の部分をお願いしていたわけなんですけども、やはり我々の住むこの飯島町のこの土地

に、そういった受入れ態勢が整うということは、町の大きな魅力になるかというふうに

思っております。子育て支援の魅力でもありますし、町全体の安全・安心の魅力が増す

のかなあというふうに思うところでございます。これが実現化するまでに、いろいろ、

今構想の段階でありますし、いろいろのまだ検討しなければならないことがあろうかと

存じますけれども、飯島町が町としてどのような応援ができるかということを、また一

緒になって検討していければと思っております。 

竹沢議員  町長、教育長から、それぞれの見解をいただきました。 

そして、次、質問要旨１－２です。これは担当課長さんでいいかな。施設建設の支援

をということでありますけれども、まず、施設建設の対象となる補助制度ですけれども、

先ほども触れましたが、１つは子ども・子育て支援交付金要綱に基づくところの同交付

金でありまして、国が３分の１、県が３分の１、町が３分の１でよいでしょうかという

確認と、事業計画者がいつこの事業をスタートするかっていうことは後で触れますけど、

この補助事業をもし使う場合は、多分、私の推測だと令和２年の８月までに手を挙げて

申請して、交付対象になって実際に補助金が来るのは令和３年と、３年にならないと事

業開始できないのかなっていうのが１つ。それから、地方創生拠点整備交付金ですが、

これは千人塚センター、以前に受けておりますけど、この交付金の場合は、他の補助金

制度がある場合、すなわち今回でいうと子ども・子育て支援交付金交付要綱の制度があ

る場合は対象にならないという理解でよろしいか。３つ目、この２つのメニューの補助

金を使わなんで、例えばですけど自己資金と借入金、例えば 3,000万円借りたというこ

とにした場合に、ふるさと財団が行っておりますふるさと融資、これが対象になるはず

ですが、借入金額の 35％についてふるさと財団より無利子の融資ということになりまし

て、償還が５年～15年の期間に償還するということで、町内にもある工業団地に来た企

業がこの融資を受けたりしております。ただ、この場合は事業主体が医療法人もしくは

ＮＰＯ法人であるということが要件になっているというふうに理解をしております。以

上、３つのことを申し上げましたが、財政的な問題、補助金２つとふるさと融資につい

て、担当課長さんのほうで見解、私が言うのが正しいかどうか、答弁をいただきます。 

教 育 長  それでは、今御質問がありました最初の２点についてお答えしたいと思いますが、議
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員の御指摘のとおりであります。金銭的支援として考えられますのは、１つは子ども・

子育て支援整備交付金が考えられます。この交付金は、病児保育未設置の自治体におけ

る創設のための整備などに係る国と県からの交付金であります。整備を行うのが市町村

か、あるいは社会福祉法人かで、補助率は若干異なっております。このスケジュール感

なんですが、今お話がありましたとおり、夏頃までに申請して、県が予算取りをして、

翌年実施するという、そういうことでありまして、県にも問い合わせをしたところであ

りますが、今からだと令和２年度中の整備に関する交付金は難しいというのが県の見解

であります。また、地方創生拠点整備交付金につきましては、今お話がありましたとお

り、他の国庫補助金がある場合にはそちらを優先して使わなければならないという決ま

りがあるということですので、子ども・子育て支援整備交付金を活用しなければならな

いだろうというふうに思っております。３つ目については、また担当のほうからお願い

します。 

企画政策課長  ふるさと融資、民間事業主への支援、設備投資等の支援になりますけれど、一旦ちょっ

と私のほうで分かる範囲でお答えしてまいりたいと思います。大まかな対応につきまし

ては、議員のお話のあったとおり、借り入れの 35％、それにつきましてふるさと融資無

利子ということで融資が受けられる制度でございます。この団体の扱いによっても違っ

てまいります、法人なのか、ＮＰＯなのか。それとまた、たしか設備総額とか、あと雇

用の関係もあったかもしれません。ですので、ぜひ、具体的な計画になったところ、あ

るいはその前段階でも、また御相談いただければ、検討してまいりたいと思います。 

竹沢議員  それでは、要旨１－３、運営の助成を求めるがについてであります。お手元に配付い

たしました質問要旨１－１の資料を御覧いただければと思いますが、これは、飯島町で

病児保育室を始めた場合に飯島町民の皆さんにＰＲするための御案内のチラシの原案で

あります。だんだん見ていただきますが、どんなときに利用できるかというところです

が、お子さんが病気で集団保育等に不安があっても保護者が仕事の都合等で看護できな

い場合に利用できます。利用できるお子さんは、町内に住所を有するお子さんで、家庭

において保育できない１歳から小学校６年生までのお子さんであります。利用方法につ

きましては、後ほどの要綱にもありますけど、事前に登録が必要になります、教育委員

会へ。それから、予約ですけれども、具合の悪い場合は医師に受診していただいて別途

定める医師連絡票に記入していただいて、利用前日の 10時から 18時までに予約をして

いただきますが、日曜・休日明けであるとか急に具合が悪くなっちゃったような場合は

利用当日の朝７時から７時半までの受け付けというのが他の保育室がやっておる状況で

あります。利用する曜日は月曜から金曜日までの８時～16時。それから、利用料ですけ

れども、町内の保育園に行っておる園児は保育料を払っていますので無料になります。

以外の方については 1日 3,000円頂くということで、あとは、食事やおやつをやるかど

うかは検討中ですけども、こうした収入については町のほうに収入として入ってくると

いう仕組みになっております。これが、ざっくり御案内のチラシの概要を含めた説明に

なります。それで、病児保育室の運営費用ですけれども、今申し上げましたように保育

園児は無料ですけれども、これを運営するための事業計画者のほうの人件費、光熱水費、
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通信運搬費など、病児保育室の収入がないと運営できないわけでして、そこで、さっき

運営について関わって説明いたしましたが、国の定める交付基準によりますと、飯島町

の場合、１施設で定額 500万 7,000円の収入がございます。それで、飯島町で開所した

場合に年間 300人とすると運営費が 443万 4,000円で、計 944万 1,000円が収入として

入ってくると、こういうことでありまして、これを原資に病児保育をやろうとする事業

計画者が町と委託契約を結びまして、利用する児童１日１人当たりの委託料を幾らにす

るかを決めるのがポイントであります。駒ヶ根市の例を参考に申し上げますと、駒ヶ根

市では、平成 30年度の実績ですけれども、年間で 1,050人が利用しております。したがっ

て、運営費の基本分は飯島と同じように 500万 7,000円、加算分ですけれども、国の基

準で 1,050 人ですから 1,000 人～1,200 人っていうゾーンに該当いたしまして、基準額

で 1,225万 8,000円の収入がございまして、両方を足しますと 1,726万 5,000円の収入

があります。これによって、駒ヶ根市と病児保育を行っておる「あるぷす」との委託契

約で、駒ヶ根市の場合、病児１日１人当たり２万円を市が払っておるところであります。

そうすると、ざっくりどうなるかというと、1,050 人掛ける２万円ですので 2,100 万円

収入として入ってくると、こういう仕組みになっております。したがって、飯島町にお

いてこの事業を実施していく場合に、町と事業計画者と委託契約を結ぶときに児童１人

１日当たりの単価を幾らにするかというところが１つのポイントになるわけでありまし

て、現在、事業計画者のほうでも実際にこの事業をスタートした場合の財政シミュレー

ションを今検討しておるところでございます。したがって、この事業がスタートすると

いうことになりますと、現実は教育委員会のこども室で国への補助金申請ですとか、あ

るいは病児保育事業者との委託契約、あるいは保育園児以外の料金徴収などの事務が発

生してくるわけであります。したがって、町教育委員会として運営費助成の後方支援を

していただけるかどうかについてお尋ねいたします。 

教 育 長  病児・病後児保育を運営するには、町による直接運営する場合と、今お話にあったよ

うに委託を受けた者による運営が考えられます。近隣市町村の様子を見ますと、自治体

から委託を受けた医療法人が運営しているというケースが多くございます。現在検討さ

れている方式がどういう運営内容かということは、まだまだ未定なところはありますけ

れども、町から委託された場合、委託料として町から補助をするということは可能であ

ると考えております。なお、議員がおっしゃる病児・病後児保育の運営に係る国、県か

らの助成、補助については、子ども・子育て支援交付金で賄われますが、国３分の１、

県３分の１、町３分の１負担の交付金で、これは病児保育の実施に必要な経費が対象経

費となっております。町負担はゼロではありませんけれども、これらを基に運営に充て

ることができればというふうに思っております。現在でも病児・病後児保育を希望され

る方は、多くの方が駒ヶ根に委託するような形で払っておりますので、それが飯島の町

にやってくるということですので、仕組みとしては、国からの交付金を受けて、それが

駒ヶ根に払われるか、飯島のそういう施設に払われるかということでありますので、町

の負担は、当然今と同じかどうかということはちょっとよく分かりませんけれども、い

ずれにせよ、そういった形で行われていますので、飯島版のそれがしっかりできればい
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いんではないかというふうに思っております。 

竹沢議員  じゃあ続いて質問要旨１－４、運営要綱が必要となるがということでございます。飯

島町でこの事業を開始する場合に、市町村で定める運営要綱なるものが必要になってお

ります。したがって、お手元に資料を配付してございますが、質問要旨１－４の資料の

１から９でしたか、これは、ちょっと要綱長いもんですから要約ですけれども、ざっく

り申し上げますと、資料５を見ていただくと、これが、いわゆるあらかじめ利用する方

が市町村へ申請する申請登録様式になります。それから、資料の７、８、９が実際にお

子さんが具合悪くなっちゃった場合に施設を利用しますので、そのための利用申請とド

クターの連絡票と、こういうものの様式になります。これにつきましては、いずれ飯島

で始めるとこういうものが必要になりますので、私が先進自治体の要綱を参考にいたし

まして飯島町バージョンで作り変えたものでありまして、実施の暁の参考事例にしてい

ただきたいと思いまして資料提供さしたものであります。さて、この項目のまとめにな

りますけど、飯島町第５次総合計画の基本方針、人を育むまちづくり、５つの政策目標

の中のみんなで子育て世代を応援する意識啓発や職場環境づくりでも述べているところ

であります。飯島町におけますところの病児保育事業の立ち上げは、事業計画者が働く

お母さんと子どものために、最悪、経済的な助成がなくても、全額自費でも費用を準備

して、可能であれば2020年の11月頃開始をしたいと、こういう思いがございます。ちょっ

と話は違いますけど、教育委員会が以前に実施した就学前アンケート、281 世帯のアン

ケートの中を見ますと、この一年間で子どもが病気やけがで通常の保育を利用できな

かったことがあるのが 55.9％ございました。その対処方法として母親が休んだが 48.1％、

父親が 13.2％休んだとの結果がございます。また、このアンケートでは病児保育を駒ヶ

根市のほうで利用された方の％も出ておりました。町内をちょっと違う視点で見回しま

すと、他の同僚議員の質問もありましたが、田切地区の発酵食品の会社、それから七久

保の自動車部品の製造会社あたりは多数の女性従業員がおるわけでありまして、事業計

画者のほうで事前協議いたしましたところ、病児保育を含めた子育て支援策をぜひやっ

てほしいということで、この２つの事業所も関心が高いわけであります。また、現在駒ヶ

根市の病児保育室「あるぷす」の経営者とも飯島町でこういう事業を始めたいけどどう

かということで事前協議をしてあるところであります。「あるぷす」のお客さんが減っ

ちゃうからですね。加えて、松川の町長さん、中川の村長さんとも私がたまたま協議す

る機会がございまして、飯島町もこうした事業を始めたいが、そのときは協力していた

だけるかどうかということを問いかけたところ、応援していただけると、こんなような

お答えをいただいておるところであります。したがいまして、るる病児保育室を飯島に

作るについての説明をいたしまして、双方理解は深まってきたかと思いますけれども、

この事業開始に当たりまして、もちろん飯島町の財政負担も伴うわけでありますが、新

たな子育ての支援策として、後方支援も含めまして、改めて町長の見解を求めたいと思

います。 

町  長  やる気になって進んでいるなあというふうに思うところでございます。まず、そこに

関わるお医者さんをやはり確保しなければならないんじゃないかなというふうに思って



- 55 - 

いるわけで、当然その部分はクリアした中で進めておるのかなあというふうに思ってお

ります。この施設等ができれば、もちろん町の住民、特に子育て中のお母さんはうれし

いことだろうというふうに思いますし、企業も、そういった部分で町に働くお母さんた

ちの支援の体制が取れれば非常に喜ばれる部分であるのかなというふうに思っておりま

す。ですから、これを主体的にやっていこうという方々、あるいはまたこれのメリット

を受ける企業の皆様方、そして飯島町がどのような役割の中でできるかということを

やっぱし研究していく必要はあるのかなというふうに思っておるところでございます。

積極的に研究はさせていただきたいと思っております。 

竹沢議員  それでは、質問事項の２に入ってまいります。「定期予防接種からもれた６歳未満に、

Ｂ型肝炎ワクチン接種補助を。」についてであります。現在、我が国では新型コロナウイ

ルス感染症拡大防止のため、かつて経験のない対策が全国で行われておるわけでありま

して、この影響は我が飯島町においても多大でありまして、早速の終息を願うものでご

ざいます。 

質問要旨２－１であります。６歳未満でＢ型肝炎に感染いたしますと、慢性化いたし

まして肝硬変や肝がんに進展するため、対象者が少ないとは想定されますけれども、ワ

クチン接種の補助を求めるものであります。予防接種は法律によりまして、定期の予防

接種は、Ｂ型肝炎ワクチンにつきましては生後２カ月で予防接種通知が来まして、回数

では３回受けるわけでありまして、満１歳の誕生日の前日までに受けることになってお

ります。ただ、この定期接種から漏れた場合について、６歳未満でＢ型肝炎ワクチンの

接種補助を行っているのが、長野県 77市町村ございますが、松本市が実施しております。

金額は１回 2,500円で、３回ですので 7,500円ということでございます。飯島町第５次

総合計画の基本方針、誰もが健康と笑顔で暮らせるまちづくり、５つの政策目標、みん

なで子育て世代を応援する意識啓発や職場環境づくりに該当する事務事業であります。

この取組は、関係する医師団によれば、お子さんに対する一生の贈物であるということ

で称賛しておるところであります。飯島町におきまして対象のお子さんは少ないと思い

ますので、検討していただいて６月以降の議会で予算化することを求めますが、いかが

でしょうか。 

健康福祉課長  Ｂ型肝炎はウイルス感染症であり、その感染者の多さと適切な治療を行わないまま年

を重ねると慢性化し肝硬変や肝がんに進展するおそれのあるものでありまして、平成 23

年、将来の国民病と言われたときに肝炎対策の推進に関する基本的な指針が国から出さ

れました。その中で、Ｂ型肝炎の感染はワクチンによって予防可能であることから、予

防手段の１つとして予防接種を推奨していくことと明記されています。これを受けて、

Ｂ型肝炎ワクチン予防接種の実施については、有識者からなる厚生科学審議会等で２年

ほどの協議を重ね、平成 28年 10月から予防接種法の改正により定期の予防接種となり

ました。このとき、平成 28 年４月１日以降に生まれたお子さんから定期接種の対象と

なっているところです。今回の御質問により先駆者である松本市にお聞きしましたとこ

ろ、松本市は平成 23 年から任意の予防接種として肝炎対策を実施したとのことでござ

います。Ｂ型肝炎ワクチン予防接種につきましては、予防接種法で実施している定期の
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予防接種の対象者である１歳未満児とし、対象年齢を拡大することなく法律どおりの対

象者に実施していくこととさせていただきたいというふうに考えておりますので、御理

解のほどよろしくお願いいたします。また、Ｂ型肝炎ウイルス感染症対策に関しまして

は、母子感染予防として妊婦健診時の検査、ここでキャリアであった場合には健康保険

で対策が取られます。また、町では成人の方の肝炎検査を行っておりますので、対象年

齢の方の積極的な検査受診をお願いするところです。併せて、肝炎予防の啓発活動につ

いて今後も進めてまいりたいと思っております。 

竹沢議員  了解いたしました。 

じゃあ続きまして質問事項３「国土強靭化地域計画策定の目途は。また、土砂災害区

域等の表示の工夫を。」についてであります。 

質問要旨３－１、国土強靭化基本法に基づく地域計画の策定のめどはについてであり

ます。飯島町第５次総合計画の基本方針、新たな時代の生活基盤と安全安心のまちづく

り、５つの政策目標、森林や田園風景の静寂さの中にも強靭で快適な生活基盤のあるま

ちに該当する事業であります。もともとも質問要旨資料３－１を御覧いただければと思

いますが、これは国で定める国土強靭化基本法の抜粋でございます。この第 13条の中で、

市町村は国土強靭化地域計画を定めることができる、できる規定ですけれども、と規定

しております。当然にして、こうした地域計画策定がないと国庫補助が受けられないこ

とになります。令和 2年度飯島町の予算案の中でも、これに関係するのかなあと思われ

る事業、例えば緊急自然災害防止対策工事などは国土強靭化の補助メニューと判断する

ものであります。飯島町でも早急に国土強靭化地域計画を策定する必要があります。県

内でも幾つかの市と町村で策定済み、または今後策定計画があります。国土交通省の調

査によりますと、県下 77市町村の中で策定済みが松本市、伊那市、駒ヶ根市、東御市で、

策定中が飯田市で、お手元の資料の新聞記事は南箕輪が 2021年３月に策定のめどである

ということであります。県下では 17の市町村が策定予定と、飯島町を含めましてなって

おります。飯島町は、これをいつ計画をつくるのかということですが、一情報によりま

すと、来る３月 23日の議会全員協議会において議会側に提案があるやに伺っております

けれども、この件についての取組はいかがか、お答えください。 

町  長  国土強靭化法の 10条に基づき、町では飯島町国土強靭化地域計画の策定を進めてまい

りました。内容は、町の地域防災計画を補完する計画としておりまして、インフラ整備

を中心にハードの面で当面する整備箇所を記載しております。また、この計画は必要に

応じて随時更新をかけていくようにしてございます。進捗状況ですけれども、県や天竜

川上流河川事務所などのアドバイスを頂く中で計画の案を策定し、先月 25日の飯島町の

庁議で決定してまいりました。議員おっしゃったとおり、本議会最終日の全員協議会で

御報告をさせていただきたいと計画をしております。 

竹沢議員  そのように受け止めました。 

じゃあ、質問要旨３－２であります。土砂災害警戒区域等の表示の工夫をについてで

あります。お手元の資料の質問要旨３－２の資料ですけど、カラーのやつを見てくださ

い。右上の電柱にある標識を御覧ください。これは愛媛県のある市の例であります。実
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は、先日東京で研修がございまして、国土交通省の今井砂防部長さん、町長も議長も知っ

ている方と思いますけれども、この講演がございました。要は、当町で、また後で触れ

ますけど、土砂災害警戒区域がありまして、日常生活の中で認知度を高めていくための

目視できる媒体が必要であるということで、国からこうしたことを推進したほうがいい

よという御提案もいただいたところであります。お手元の資料の３－２のカラーの３－

２の資料Ａ、飯島町の地図になりますけど、これは、ちょっと細かくて恐縮ですけど、

幾つかあるんですけど、黄色く囲ってあるところが土砂災害警戒区域で、その中のピン

クになっているところが特別区域と、こういうふうになってございます。箇所数につき

ましては次の資料ＢとＣに掲載してございまして、この全体をまとめますと、当町にお

きまして土砂災害の警戒区域が 52か所あります。この該当戸数が 64戸、それから、う

ち特別警戒区域が 46か所、人家戸数は 17戸ということでございます。先般、全員協議

会でも報告がありましたけれども、高遠原自治会をモデルにした災害等から命を守るた

めの自主避難計画が策定されまして、また、新年度予算の中ではハザードマップ更新の

予算づけもあるわけで、このことについては評価するところであります。土砂災害警戒

区域について国が提唱するところの目視できる電柱標識表示、これもお金がかかるんで

すが、多分これも、国交省の今井部長さんもおっしゃっていましたけど、先ほど前段で

申し上げました国土強靭化の関係の補助メニューの中で多分対象になってくる、そうい

う事業かなあと思うので、町内の危ない所、日常に見ても目視できる、また災害発生し

たときに、こういうところはすぐ現地へ行けるわけですよね、そういうことを含めて御

検討していただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

建設水道課長  土砂災害警戒区域等の表示の工夫をということでございます。土砂災害から国民の生

命を守るため、土砂災害のおそれのある区域につきまして周知、警戒避難体制の整備対

策を推進するために平成12年に土砂災害防止法が制定されまして、これを受けまして、

長野県で地域の基礎調査を実施しまして、このおそれのある区域、当町ですと土石流と

急傾斜地が該当いたしますけども、土砂災害警戒区域等の指定を行っているところでご

ざいます。当町では、現在、土砂災害警戒区域、通称イエローゾーンと呼んでおります

けども、議員からの提示もございましたのは急傾斜地かなと思いますけども、土石流と

合わせますと 84 か所ございます。また、これの特別警戒区域、通称レッドゾーンと呼

んでおります。こちらが 67か所指定されておるところでございまして、平成 21年に飯

島町の総合ハザードマップを作成し、各戸に配布、そして町のホームページでも掲載を

して周知を図ってきているところでございます。また、令和２年度におきましては、ハ

ザードマップの更新が予定されておるということでございます。議員からの御質問でご

ざいます土砂災害警戒区域等の表示の工夫ということで御紹介いただきましたのは愛

媛県の大洲市というところでございます。この例は、現地の電柱ですとか、また集会所

もそうなんですけども、土砂災害警戒区域の表示板を設置する取組事例として国交省で

紹介をされておるものでございます。近年、全国的に深刻な土砂災害が発生する中にお

きまして、当町でも災害発生時に迅速かつ的確に避難を行うことができ、災害による被

害を軽減するため、警戒すべき地域、区域を地域の皆さんにより一層認識していただけ
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るよう、効果的な取組事例を参考にしながら表示の工夫を研究して、住民への周知を

図ってまいりたいと考えております。 

竹沢議員  じゃあ十分研究を求めまして、質問事項４に入ります。これは細かいことでありまし

て恐縮ですけど、「職員のマイナンバーカード取得状況を問う。」ということであります。

これは、飯島町第５次総合計画の基本方針でいきますと「みんな」で進める健全で開か

れた行政運営によるまちづくり、５つの政策目標では職員が想像力と実行力にあふれ行

政サービスが的確に機能する町の組織づくりに該当する事務事業だというふうに受け止

めております。新聞報道かなんかで、記憶によると、町長が全職員を集めて何か訓示だ

か何かしたときに、職員はもっと好奇心を持てというようなことを言ったやに、何か新

聞の記事を読んだことがございます。そのことと関連するかはちょっと置いておいて、

お手元の質問要旨４－１の資料は、これは宮田村の例を参考に、新聞記事ですけれども、

紹介させていただいております。この記事をよく読んでみますと、国は 2021年３月から

マイナンバーカードを健康保険証として利用できるように運用開始を進めようとしてお

るわけであります。そこで、飯島町役場の職員もそうですけど、市町村共済組合の組合

員と被扶養者にマイナンバーを取るように取得を呼びかけているところであります。来

年の３月だと申請が混雑するということで、宮田村は職員が多分気がついたと思うんで

すけど、いち早く取り組みまして、マイナンバーの取得率は長野県で１位、全国では、

今日時点で、現在、市区町村数は全国で 1,724 ありますけど、1,724 の中で５位と、こ

ういうことであります。さて、飯島町はどうかということについてお尋ねします。 

総務課長  職員のマイナンバーカード取得の状況についての質問でございます。宮田村では、昨

年 12 月末時点での正規職員のマイナンバーカードの取得率が 89％ということでござい

ました。飯島町では、昨年 10月末では 20％ということで確認をしてございます。また、

12月末の申請状況につきましては 31.2％の申請率となっておりまして、順次上がってき

ておるところでございます。マイナンバーカードにつきましては、令和３年の３月から

本格的に健康保険証として利用することになりまして、当課総務課といたしましても職

員への取得の通知を細かく行っているところでござまいす。３月末にも取得状況、申請

状況の確認をすることとしておりますので、さらに推進をしてまいりたいというふうに

考えておるところでございます。 

竹沢議員  行政の仕事もそうですけど、過去の歴史も宮田に追いつけ追い越せで今までやってき

ておるので、そんなふうに取り組んでくださいね。 

質問事項５「人口減少にどう取り組むのか。」についてであります。 

質問要旨１ですけど、人口減少への対策についてということで、朗報である 2019 年

12月出生数が２桁の認識はについてであります。去る２月１日報道では、2020年１月１

日現在の人口推計を公表いたしました。これによれば、長野県が 204万 6,660人、上伊

那が 18万 537人、飯島町が 9,062人で、飯島は 130人の減少ということで、増減率では

辰野町に続きまして２番目に減少率が高いという状況でございます。人口減少問題は、

また明日、同僚議員からも質問がありますもんででありますが、先日東京で研修会がご

ざいまして、内閣府の講師から特に御案内の第２期まち・ひと・しごと創生戦略の講演
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がございまして、この中で人口減少、少子高齢化の分析がございまして、出生数は毎年

減少しておるんですけども、長野県では 2015 年～2018 年の間に人口が４万人も減って

おりまして、高齢化率は 31.6％と。それから、長野県へ転入してくる人と転出していく

人の状況を見ますと、東京圏へは 2018年で 3,000人転出のほうが多いです。これは、年

齢層でいうと 10代の後半から 20代の若者でありまして、大学ですとか専門学校や進学

と、あるいは就職ということで、そういう移動があるかと思います。ちょっと私も不思

議に思いましたが、3,000 人、東京圏のほうへ一極集中なんですけれども、この増加人

口の 3,000人のうち 2,000人が女性であるということが分かっておりまして、これはな

ぜかなあということで、国でも今分析を始めておるというところであります。ところで、

我が飯島町では、平成 29年から令和元年までの月別の出生数を調べてみますと、出生届

件数ベースでありますけれども、令和元年 12月には 10人の出生ということで、過去３

年間で最高の出生者数で、大変喜ばしいことでありまして、こうしたことを認識されて

おるかどうかであります。加えて、そのことをもう少し裾野を広げて次のことを問うわ

けですけれども、今議会において令和２年度の予算提案がありまして、特に人口増対策

についても述べられております。第５次総合計画の基本方針の中で、「みんな」で進める

健全で開かれた行政運営のまちづくり、５つの政策目標の中の職員が想像力と実行力に

あふれ行政サービスが的確に機能する町の組織づくりに該当する事務事業であるという

ふうに認識をしております。そこで、副町長をトップとする人口増対策総括本部なるも

のを設置することになっているんですけれども、先ほどの出生のことについてのコメン

トも頂きながら、この統括本部ではどういうことをおやりになるのかについてお答えを

いただきたいと思います。 

町  長  昨年の 12月、この出生届が 10件でございました。久々に２桁になったことにつきま

しては、素直にうれしいことだというふうに喜んでおります。出生数につきましては、

毎月、前年対比増減ありまして、一喜一憂してはおられないなというふうに思っており

ますけれども、令和元年度の総数は１月末の時点で 52 件と、早くも前年度の総数を上

回っておる実績でございます。欲目で見ると、自分をものすごく褒めてみると子育て支

援策の効果が出てきたのかなあというふうに思ってはおりますけれども、しかし、今後

に向けて気を引き締めているところでございます。さて、令和２年度に向けては、人口

増対策に特に力を入れていきたいと考えております。例えば、町全体で子育て世代を応

援するための企業等と協力した子育て応援宣言や若者世代をターゲットにした定住促進、

希望の住環境をかなえるための研究など、これらを総括的な人口増対策として取り組ん

でいきたいと思っております。副町長を本部長として総合的な統括本部をつくろうとい

うふうに思っています。今まで人口増に対して各課それぞれがいろいろの人口増に向け

た事務事業を行ってきたわけなんですけれども、これを課横断的に、統合的に情報を交

換して、的確な事業をスピード感を持ってやりたいというのが今回の副町長をトップに

した総合対策本部でございます。今、副町長はふつふつとその責任に燃えておると思い

ます。朝、行き会うときに、この話題で、あれとあれをひっつけてこうしようっていう

話をたまに聞いておりますんで、それを具現化していってほしいなというふうに思うと
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ころでございます。以上です。 

 

議  長  以上で本日の日程は終了しました。これをもって散会とします。御苦労さまでした。 

 

散  会  午後４時１７分 
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本会議再開 

 

開  議  令和２年３月１０日 午前９時１０分 

 

議  長  おはようございます。これより本日の会議を開きます。 

本日の議事日程についてはお手元に配付のとおりです。 

 

議  長  日程第１ 一般質問を行います。通告順に質問を許します。 

４番 中村明美議員。 

４番 

中村議員  おはようございます。それでは、通告に従いまして一般質問をいたします。初めはＳ

ＤＧｓに関する質問、昨日の質問にも関連してくる内容でありますが、よろしくお願い

いたします。それでは、2030年を目標とする国際社会の指標であるＳＤＧｓが国連で採

択されてから本年で５年です。期限まで 10年となり、あらゆる人々が達成に向けた努力

を強めていくことが必要になっています。町長の施政方針にＳＤＧｓが登場しておらず、

大変残念な思いがいたしました。平成 30年 12月の一般質問で町民に対するＳＤＧｓの

意識啓発を推進するよう求めた際、町長からは、町としては機会をつくりながら町民に

ＳＤＧｓというものを御理解いただくための努力をしたいと思っているとお答えでした。

そこで、初めの質問です。ＳＤＧｓに関する町民理解への取組状況と住民の認識度につ

いて伺います。 

町  長  おはようございます。中村議員にお答えします。ＳＤＧｓは、先ほど議員がおっしゃ

られたとおり、2015 年、国連で採択されました国連加盟国が 2030 年までに達成しよう

とする行動目標、計画でございます。今まで町民の皆様方にＳＤＧｓ、Ｓ・Ｄ・Ｇ・ｓ、

このことについて聞き慣れない言葉でございましょうというふうに思いますんで、少し

この場を借りて説明させていただきたいと思います、ざっと。 

中村議員  ここでですか？ 

町  長  いや、簡単にやりますから。国際社会がいろいろの問題を抱えていると、これをみん

なで解決する、そういう意識を持って生活しましょう、経済活動をしましょうというこ

となんです。それで、やはり、今日この一般質問を見ておられる方に、昨日も久保島議

員からＳＤＧｓについてお尋ねがありましたし、私もそれについて私の思いを語らせて

いただいておりますけれども、ＳＤＧｓって何と、17の世界的な社会問題を抱えている

から、世界みんなで取り組もうと、こういうことなんですね。貧困問題、飢餓問題、健

康福祉の問題、質の高い教育をみんなで受けようという問題、ジェンダー平等の問題、

水やトイレの問題、クリーンエネルギーの問題、働きがいがある経済成長の問題、産業

と技術革新の平等化、みんなでこれを享受しようという問題、人や国の平等の問題、住

み続けられるまちづくりの問題、作る責任と使う責任の問題、気候変動に具体的な対策

を取っていこうよという問題、海の豊かさを守りましょうという問題、陸の豊かさを守
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ろうという問題、平和と公正であることの問題、またパートナーシップを持って取り組

みましょうと、この 17の問題を世界全体で解決しましょうということなんです。企業や

投資家、あるいは自治体は、財務、どれだけもうかったかということではなくて、環境

や社会の責任も考えましょうと、その中で経済活動をしましょうと、こういうことなん

ですね。そういった問題を…… 

中村議員  町長、取り組んだかどうかの内容だけ、一応分かったので。 

町  長  これは、私は、この問題について多くの方に理解してもらわないと、この問題は前へ

進まないんじゃないかなというふうに思っておりますので、この前提でお話をさせてい

ただきたい、こういうことなんです。取り組んだかっちゅうのは、今の項目の中に入っ

ているわけです。それで、個人もその責任を認識しましょうという問題です。ですから、

今 17のある問題で、行政が真面目に真摯に、福祉問題とか、教育の問題とか、平等の問

題だとか、こういう問題を取り組むことがＳＤＧｓにも関わることであると、こういう

ことを言いたいんです。ですから、行政は当然行政の課題を解決することにおいてＳＤ

Ｇｓに取り組んでいますよと、こういうことなんです。こういう見方で議員さんもＳＤ

Ｇｓというものを眺めてもらいたいし、わざわざＳＤＧｓをやっていますと言わなくて

も、その内容に関わることはちゃんと取り組んでいると、こういうことを言いたかった

んです。そのための前提が、私が先ほど細かく申し上げましたことなんです。これで説

明に代えさせてもらいたいと思います。しかし、これがみんな町民に浸透しているとは

限りません。まだまだこれから、こんなこともＳＤＧｓに関係しているんですよってい

うことを、わざわざやっぱしそこで言っていく必要があるのかなと、このように思って

おるところでございます。時間が長くて大変申し訳ございませんでした。 

中村議員  町長がここで町民の皆様に説明するっていう感じであったのかなあと思います。私も

町のやっている業務がＳＤＧｓにつながっていないということではありません。当然、

そのようなことであるということは、この後で、また質問の中で言ってまいります。た

だし、町民がＳＤＧｓという言葉に慣れ親しんでいない、だけれども世界はもうＳＤＧ

ｓっていうものは何かっていうことを認識し始めている、その中で自分たちの地域に何

が足りなくて何が足りていて何を世界のために私たちはしていかなきゃいけないのか

なっていうことを理解させていくのが行政の責任だと私は認識しております。昨日の久

保島議員の質問の中でも、テレワークの件等々質問をされていました。その中で、町側

は、じゃあ、テレワークはオリンピックの交通に関することなので、セキュリティーと

かいろいろ、そういうことが係ってくるので、昨年は参加しませんでした。こういうこ

とでは、私は前向きでないと思うんです。参加できるものであれば、新しい事業であれ

ば、我が町に、我が町民に、生活にどう必要なのか、参加して勉強してこようという、

こういう意欲的でなければ、町民もなかなかついていけないというか、遅れてしまうと

いう、そういうふうに私は思います。また、農業のほうでは、既にもう町民のほうが、

農家のほうが、農薬のヘリコプター散布機とかを使ってやっているんですよっていう説

明がありましたけれども、であるならば、行政が、これがＳＤＧｓにつながっているん

ですよ、こういう施策で補助ができますよ、どうしてそういうふうに持っていけないの
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でしょうか。それは、町としてのまだ意識不足があったのかなあと、私はそう思って聞

いておりました。 

それでは、次の質問であります。ＳＤＧｓは、全ての国が対象となっています。世界

的な潮流を受け、日本は持続可能な開発目標推進本部を設置、本部長は内閣総理大臣と

して、副本部長は内閣官房長官、外務省です。この本部を中心に政府はＳＤＧｓを強く

推進しており、政府の動きに呼応し、自治体も取り組みつつあります。第 14回県地方自

治政策課題研究会資料、この研修会には久保島議員、橋場議員、私が参加してきたわけ

でございます。そのことによって、３人がＳＤＧｓを、これは町として取り組む必要が

あるということで、そのころから質問してきていると思います。まず、ＳＤＧｓに取り

組む自治体に対する考え方や行動に対する調査結果での興味深い点を紹介いたします。

これは 2018年２月６日～７日の間にインターネットで全国調査、10代～79歳の男女に

行ったものです。１、将来転居するならＳＤＧｓに積極的に取り組んでいる地域に住み

たいか、そう思う、ややそう思うが 62％。２、ふるさと納税をするなら積極的にＳＤＧ

ｓに取り組んでいる地域を選びたいか、そう思う、ややそう思う 61％。自分の地域が積

極的にＳＤＧｓに取り組んでほしいか、そう思う、ややそう思うが 75％。この数字から

分かるように、ＳＤＧｓの取組の重要性を感じられます。また、当町の人口増対策、ま

ずＳＤＧｓの推進は欠かせないとこの数字から読み取れないでしょうか。内閣府が 19

年度に行ったＳＤＧｓに関する自治体の取組状況調査によると、推進しているは 13.4％、

関心あるは 58.4％、さらに自治体職員における認知度は 66％になっています。このよう

に、ＳＤＧｓへの意識が高まっている状況です。さて、当町の職員の周知が後れを取っ

てはいませんでしょうか。住民に後れを取るということは、住民に対して申し訳ない思

いに駆られます。近年、ＳＤＧｓの４文字が登場してきたため、自治体の多くに何か新

しく取り組もうという志向が見られますが、先ほど町長も言われましたが、既に実施し

ている事業がＳＤＧｓそのものと考えていいと私も思っております。要するに、地方自

治体の取り組む全てがＳＤＧｓにつながっているということこそ、認識することが大事

です。町職員は、自らが実施している事業がＳＤＧｓに貢献する事業だと気づいている

でしょうか。住民への周知の前に職員の認知度を高める必要があります。そのために幾

つか提案をしたいと思います。例えば、職員の名刺に自分が担当している事業に関する

ＳＤＧｓのアイコンをプリントする。２として、役場の課や係の看板にアイコンを書き

込む。自らの担当事業がＳＤＧｓに関係していると強く認識できるでしょう。まずは、

職員に自分の仕事がＳＤＧｓに貢献しているということを意識させることがとても大事

に思います。３つ目としては、ＳＤＧｓを理解できる体験型カードゲームというのがあ

ります。これも幾つもの種類がありますけれども、ＳＤＧｓの認知度を高めるのには大

変有効的かと思います。具体的に言うと時間がかかってしまいますので言いませんけれ

ども、ぜひ研究を進めてほしいと思います。この３点を提案いたしましたが、このよう

な取組、もちろん研修会、勉強会も必要かと思いますが、自らの仕事に、より誇りを持

てるのではないでしょうか。今後の施策や事業を着実に進めていくことにより、ＳＤＧ

ｓに着実に反映されると考えられます。そこで、２番目の質問、役場職員に自らの事業
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がＳＤＧｓに貢献する事業であることに気づかせるために３つを提案いたしましたが、

いかがお考えでしょうか。お聞きいたします。 

町  長  地方自治法では、地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域

における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものであると定めておりま

す。地方自治体が行う事務事業は、ＳＤＧｓが掲げる各目標に結びついていると考えて

おります。職員一人一人が担当している様々な事務事業もＳＤＧｓが掲げる大きな目標

に貢献するものであるということに気づいて意識していくことは、担当業務に取り組ん

でいくための新たな動議づけとなると考えておりますので、今後、研修会等を開いてい

きたいと思っております。しかし、ＳＤＧｓというのは、日本の経済がこれだけ発展し

てきましたし、政治的にも文化的にも、世界においてある程度、ジャパン・アズ・ナン

バーワンと言われるぐらいの、そういった成績を残してきました。これは、日本は、Ｏ

ＤＡを組むにしても、ＪＩＣＡの青年海外協力隊にしても、例えばＯＤＡの場合、技術

とお金を提供して、その地域の人たちに技術を学んでもらって、自力で産業をおこして

もらいたい、こういうＯＤＡの仕方なんです。中国の一帯一路のような場合には、技術

とお金も提供しますけども、中国人を運んでいくんです。そこで産業をおこすんです。

ですから、その地域の産業には根づかないんです。こういう本来日本がやっている世界

的な貢献とか企業人の考え方というのは、株主主義じゃなくて従業員主義の経営感覚

だったんです。そういったことは、もともと日本に根づいていたことで、ＳＤＧｓとい

う言葉は最近入ってきた言葉なんですけども、それにわいわいって今騒いでいますけど、

もともと本来は日本人にあった心であるということは、まず認識することが大事だと

思っています。今、世界的な風潮で、皆さん、それは 60何％賛成に決まっていますよ。

あなたは幸せがいいですか、不幸せがいいですかって言われたときに、幸せがいいんで

すから。ＳＤＧｓは、みんなの幸せを求めるためのＳＤＧｓの目標を掲げているわけで

すから、60％なんです。しかし、それは、外来でＳＤＧｓが入ってきているんですけど

も、本来日本の文化の中にはそういった文化が根づいているということを、この際、認

識したほうがよろしいかと思います。 

中村議員  はい。十分に認識しております。まず、このＳＤＧｓというのは、本当に日本のこう

いう社会というものがまずはモデルになっている、日本が本当に先進的に進めているっ

ていうこと。しかし、全てかというと、17の項目の中で、全て日本は満たしているわけ

ではありません。世界の貧困を救っている部分もありますけれども、まだまだ国民は知

らない部分もありますし、環境にとっては自然を汚染しているもの、そういう部分、ま

たは男女の格差、そういう部分においては、まだまだ日本は世界から劣っているという

部分もあるんです。だから、それを日本はやっているんだよっていうのではなくして、

これを通して世界が一つになって丸くなるようにそれぞれが取り組んでいこうじゃない

かというのがＳＤＧｓの考え方だと私は認識しております。決して日本が劣っていると

いうことは、私は思っておりません。かえってリードしていかなければいけないと思い

ます。ただし、この国際社会の動きというものを、まずは職員が、そして町民が、この

動きを知っていくということが、世界から取り残されない、またリードしていく上でと
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ても大事だと思いますので質問をしているわけでございます。 

それでは、次の質問です。2018年３月に長野県では、しあわせ信州創造プラン 2.0、

県の総合計画にＳＤＧｓの考え方がビルトイン、組み込まれました。基本目標、確かな

暮らしが営まれる美しい信州と定められました。確かな暮らしでは、誰一人取り残さな

いというＳＤＧｓの考え方にも呼応、美しいは豊かな自然や農山村の原風景などの美し

さで、この目標達成に向け持続可能な地域づくりに取り組むよう計画しています。これ

は、経済、社会、環境の３側面が総合的に向上することで実現するものです。県が国の

考えに呼応したことで、町としても県に呼応することを求める次第です。先ほど町長が

地方自治法第１条の２について言われました。この中の住民福祉の増進を図るというこ

とは、ＳＤＧｓで掲げる誰一人取り残さないということと合致するというか、同じ意味

に取れるというふうに論ずる教授もおります。自治体がＳＤＧｓに取り組むことは、自

治体自らの価値や意義に気づくことになります。そして、自治体に光を当てる取組にな

ることであり、積極的にＳＤＧｓに取り組んでほしいと思います。そこで、第６次総合

計画にＳＤＧｓを掲げ、各政策を町民と努力しながら、10年後の町が目指す将来像に近

づいているのか見直しながら、目標達成を勝ち取ってまいろうではありませんか。そし

て、飯島町ＳＤＧｓ未来都市計画に反映することも求める次第です。また、飯島町環境

基本計画第５次、町の豊かな自然環境を次世代に引き継ぐためにが 2018年から 22年ま

でですが、その中の６、最後のほうになりますが、計画の進行管理と見直しには、適切

な見直しを継続的に行いますとありますので、23年を待つことなく見直しを検討しては

いかがでしょうか。難しく考えず、スローガンにある次世代に引き継ぐはＳＤＧｓ持続

可能とイコールであることから、例えばＳＤＧｓ持続可能に沿い豊かな自然環境を次世

代に引き継ぐためにと位置づけ、認識を深めていくのはいかがでしょうか。また、「人と

緑輝く ふれあいのまち」はＳＤＧｓの理念に沿った取組となっており、経済と社会と

環境の３側面で見る持続可能な循環型社会につながっています。第６次ではＳＤＧｓ17

の項目の将来像に政策、事業を当てはめ、目標に向かっているか見ていきながら、持続

可能で誰も置き去りにしない社会の実現に取り組みませんか。先ごろの新聞情報では、

伊那市がＳＤＧｓとも関連しながら第２次市環境基本計画案を市環境審議会に諮問した

とありました。近隣ですので、ぜひ視察や研究をされたらよいかと思います。また、Ｓ

ＤＧｓの推進では、将来像の実現に我が町に何が不足しているのかを町民と共有し、解

決に向けて努力することが重要であり、理解が共助に大きく影響するのではないかと

思っております。町の第６次総合計画に向け行った住民アンケート調査では、地域の役

職を避けたいとの数が多いこと、地域の活動について 77％の方が参加するのはいいが役

員はやりたくないと、全体的に地域の活動への理解がいまいちのように思いました。ま

た、先月２月 22日、教育委員会主催の男女共同参画人権講演会での「みんなで考える地

域づくり」から「～今目指すべき、地域づくりって何だろう～」でのアンケートの中で

飯島の課題について、地域とのつながりの希薄化、人口減少、社会経済的な活力低下が

目につきました。私は、この解決こそＳＤＧｓの推進に鍵があると確信しております。

我が利益を優先することが果たして本当の幸せ、平和、持続可能な社会となり得るのか



- 8 - 

を考え直す機会を生むからです。そこで、３番目の質問です。自治体がＳＤＧｓに取り

組むことは、自治体自らの価値や意義に気づくことになる。第６次総合計画には、ＳＤ

Ｇｓを掲げ、誰一人取り残さない住民の福祉の増進を図るための政策に反映すべきでは

ないかと考えますが、町は、推進に向けての意欲はいかほどか、伺います。 

町  長  世界全体の普遍的な目標として掲げられたＳＤＧｓにつきましては、飯島町としまし

ても、世界における１つの地域として、その達成のために協力していきたいと考えてお

ります。第６次総合計画の策定では、町の将来像実現のために必要となる様々な施策を

盛り込んでいくわけですが、ＳＤＧｓの視点も含めて検討を進めているところでござい

ます。また、６次総合計画の性格の１つとしてＳＤＧｓの達成に寄与するものであるこ

とを明記して、政策に反映させていきたいと思っております。６次総合計画は５次総合

計画との関連性をもって、その流れをもって、未来を見据えた中で６次総合計画を進め

ていくことが大事です。基本的には、我が町の政策の流れをくんだ中で政策を行ってい

く、その中でＳＤＧｓと比べてと、こういう見方はいいんですけども、ＳＤＧｓを金科

玉条のごとく掲げて、それに沿った政治をということではないというふうに考えており

ます。ＳＤＧｓも、それは参考にしながらいきますけれども、本来の飯島町のやるべき

こと、住民福祉、これを重点に織り込んでいくことが大事だなというふうに思っており

ます。 

中村議員  ぜひとも検討を進めて、私どももお力になれればというふうに思います。これは民間

の協力も必ず必要ですので、ＳＤＧｓを推進することは、国際社会が掲げる目標に取り

組むまちは、地場産業、観光事業でのイメージアップや、また町に対する応援も出てく

ることでしょう、町が官民協力でＳＤＧｓ達成を共に推進していくよう求め、次の質問

に移ります。 

２の質問でございます。「「幼児教育・保育無償化」実施の評価・今後の課題への取り

組みは」について質問いたします。昨年 10月、幼児教育・保育の無償化がスタートしま

した。これは、小中学校無償化以来 70年ぶりの大改革とのことです。そこで、全国の公

明党議員 2,982名により、昨年 11月 11日から 12月 20日にかけ共通の調査票による関

係者の声を聞くべく、幼保無償化に関する実態調査を行いました。その結果、施設を利

用する保護者１万 8,922名、施設を運営する事業者 8,502名、合わせて２万 7,424名の

方々から回答を頂くことができました。この調査で明らかになったのは、利用者への１

つ目、幼保無償化に対する評価では、評価する 62.2％、やや評価する 22.5％を合わせる

と約９割、87.9％が評価しているとなりました。また、経済的負担に関して「負担が減っ

た」と答えた人は 65.5％でした。このことから、幼保無償化制度の目的の１、家庭の経

済負担の軽減を図る少子化対策に対して高く評価されていると判断いたします。２つ目

は、今後の取り組むべき課題は質の向上と受皿整備であることが明らかになりました。

私自身も町内３保育園と利用者さん方への調査を行いましたが、いずれも県、国にほぼ

似た結果となりました。①の質問です。町は、昨年 10月から実施の幼児教育・保育無償

化による対象者からの評価をどのように受け止めているか伺います。 

教 育 長  今お話がございましたとおり、保育料の無償化は国の新しい経済政策パッケージとし
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て経済財政運営と改革の基本方針 2018の施策の１つということで 10月からスタートし

て、現在まで５カ月たちました。この間、町が組織的に保護者から何かアンケートを取っ

てまとめるというようなことはしてはおりませんけれども、担当者が利用者等とのお話

の中では、無償化により経済的な負担が減り楽になったというお話を聞いております。

我々としても、そういった声が多いという認識をしておりますし、子育て支援にとって

は大変よい、そういう政策であったなあというふうに思っております。 

中村議員  利用者に関しては、同じような評価であったというふうに伺っているということでご

ざいます。 

それで、次、制度改革による事務負担について伺います。一方、全国の事業者への調

査結果では、事務負担が増えたが 62％あります。当町は認可保育園であるため、主な事

務事業は教育委員会であると思います。ですので、制度改革による事務負担の量は増え

たのか、また今後を含めて無償化によって事務負担が増えるのかどうか、その辺を伺い

ます。 

教 育 長  制度改正の準備段階としまして、システムの改修への対応や保護者への保育料決定通

知などの作成には確かに負担が増加しましたが、現在は、保育の必要量の確認といった

作業があるものの、制度改正前と同じ程度の事務量というふうになっております。今後

につきましてですけれども、今年度の場合は、子ども・子育て支援臨時交付金という制

度で交付金が交付される、あるいは、来年度以降は交付税措置がされる予定ではありま

すが、これらが一体どういう具体的な手続とか申請とか仕組みが必要なのかということ

は、現段階でまだ明確な通知も参っていないという状況がありますので、ちょっと未確

定な部分はあります。それから、ちょうどこの時期ですので、システムの年度切替えの

事務等についてどうしていくかっていうのは、若干不明な点も残っております。国の動

向を見ながらでありますけれども、上伊那広域連合、あるいは近隣市町村と調整や連携

をしながら対応していきながら、事務の負担が大きくならないような方法を一緒に考え

ていけたらなあというふうに思っております。 

中村議員  現在は落ち着いているようでありますけれども、事務事業の簡素化というか改革とい

うか、そういうところで今考えられているというか、取り組んでいるところもあるので、

ちょっと御紹介いたしますね。ＡＩやＲＰＡ、ロボット・プロセス・オートメーション

というものを導入しているところがありますね。様々なメーカーがこれを販売されてい

るんですけれども、ソフトウエアロボットのことなんですね。ざっくり言うと、人間が

パソコンで行う動作は、基本、何でも自動化できるというもの。作業ミスがなく、24時

間 365日稼働して、人間では不可能な超スピードで計算がとても得意という長所を持っ

ています。短所としては、業務のシステム化が必要で、ＰＣ１台にロボット１台分のラ

イセンス費用が発生するということです。平成 30 年度に総務省の業務改革モデルプロ

ジェクトに塩尻市の保育業務改革プロジェクトが採択されたことに伴い、これでＲＰＡ

導入による業務の効率化について実証事業として実施した結果がありました。大幅な業

務の削減効果が見込まれて、令和元年度に保育園の入園業務にＲＰＡを本格的に導入し

ています。電子申請の申込み率が 97％、若い世帯ですので、そういうものには強いのだ
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と思います。保護者からは平日、休日を問わず自宅から 24時間申込みが可能、また仕事

の合間というか、お昼休みにでも保育園の入園申込みができる、いちいち窓口に行かな

くてもいいという、そういう点が大変好評であったということでした。具体的内容は、

また勉強してお伝えしたいというふうに思います。そういうように、幼児教育に関して

今後そういうことも検討していくお気持ちはあるのかどうか、伺います。 

教 育 長  ＡＩ等の利用というのは、これから進んでいくものと思います。ただ、保育料につき

ましては、保育料単独で動いているというわけではなくて、町のいろんな部分と絡んで

保育料の徴収とか決定が動いていきますので、保育料だけ先に進むというのはなかなか

難しいと思います。町全体のＡＩ化が進む中で、保育料も併せて検討していければとい

うふうに思っております。また、電子申請につきましては、提出書類がない場合には大

変便利なんですけれども、何らかの形で書類を提出しなきゃいけないような場合には、

申請しておいて後日提出っていうような形にするかというようなことも含めて検討し

なければいけないですが、やり方としては非常に合理的な方法だと思います。これをす

ぐにというわけにはいきませんが、今申し上げたように、いろんなシステムの中で、町

全体がＡＩを活用してくるという中には、当然入れていただけるようなことは考えてい

かなきゃいけないというふうに思っています。 

中村議員  次に、幼児教育、保育に関して今後取り組んでほしい政策はとの質問では、第１位が

保育の質の向上、第２位が０～２歳児の無償化の対象拡大、第３位が待機児童対策、第

４位が給食費の無償化、第５位が障害のある子どもの教育、保育の充実でした。まず、

利用者が望む質の向上には、保育士の拡大、幼保と小学校の連携、遊びと学びの場の改

善などへの要望が見られました。それで、次の質問ですが、利用者からは保育教育に関

して今後は保育の質の向上への取り組みを求める声が多いが、当町はどのような政策に

重要度を置くか、そのお考えを伺います。 

教 育 長  今、保育の質の向上について御質問ありましたが、保育園の設備、環境の向上や保育

士の配置基準の改善、あるいは保育内容の向上、保育士等の資質や専門性の向上、こう

いったことがありまして、大きく保育環境、それから人、それから保育内容の向上があ

るというふうに言われています。環境に関しましては、今までもそうでしたが、今後も

施設の在り方を考えながら、子どもたちがより安心して過ごせる場所となるように、必

要であれば修繕をして、維持管理をしっかりしていきたいというふうに思っております。

人につきましては、会計年度任用職員制度の兼ね合いもありますけれども、適正な保育

士の配置に心がけて安心して預けられる環境をつくりたいと考えております。また、職

員自身も保育士としての質を高められるよう、保育士向けの研修会に積極的に参加して

いただけるようにしていきたいというふうに考えております。ただ、なかなか、保育士

が研修に出たときに代わりの方がいらっしゃらないとなかなか難しいという現実的な

問題ももちろんございます。保育内容につきましては、保育指針がその都度改定されて、

それに沿ってそれぞれの年齢に合ったふさわしい経験が積み重ねられるような内容を

考えておりますし、健やかに成長できるように今後も支援をしていきたいと考えており

ます。そういった環境、人、それから内容につきまして、様々な角度で質のよい保育を
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目指していきたいというふうに思っております。 

中村議員  施設、環境、人というところの中で、これから改善を図っていく、またしっかりとし

た環境の中で保育をできるような、そんな環境づくりを目指していくのかなあというふ

うに伺いました。 

では、④の質問に移ります。保育従事者側が考えているのは、教育長のほうからもお

話がありましたけれども、保育の無償化により早朝・延長保育を希望する家庭が増える

ことが予想され、対応する保育士の確保が難しくなるのではと。そのことで、また親子

関係の希薄化が心配されるとの意見がありました。また、保育の質の向上のために何が

必要かとの質問では、処遇改善、事務負担軽減、運営費補助が上げられています。この

点をどの程度認識しているのかと、解決に向けて取り組まれているのかということを再

度、今、教育長がお答えになられたことの中にもあったわけなんですけれども、事務負

担の軽減、または運営費の補助、処遇改善、この辺のところ、もう一度改めて教育長に

伺います。 

教 育 長  今、保育の質の向上について御質問をいただきました。保育の質の向上というのは、

子どもを育てる親にとってもいいわけですけれども、そのことによって親子関係の希薄

化っていうようなお話がありましたが、これは非常に大きな課題だとは思いますが、現

実的には、保育環境を整えて保護者が働きに出やすい環境をつくるというのは今のとこ

ろ大きな目標の１つであります。うまくそこのところを今後も併せてやっていかなけれ

ばいけないんではないかというふうに思います。課題の具体的な面でありますが、事務

負担等につきましては、ただいま保育園でも園行事の見直し等によって保育士の負担を

減らせないかとか、職員の配置を今後工夫していかなければいけないというようなこと

に取り組んでおります。運営にかかる費用等ももちろんあって、町の負担になるわけで

すけれども、必要な経費は賄えるような、そういったことを今後も町と一緒に考えてい

けたらなあというふうに思っております。一番大きな課題は保育士の人材確保だと思い

ます。保育士の資格があっても保育士の仕事をしないっていう方も多くいらっしゃいま

す。これは当町に限ったことではなくて、全国的なことだと思いますが、保育士を募集

してもなかなか応募していただけないということがあります。これはいろんな理由が考

えられますけれども、１つには、保育の仕事がいわゆるきつい仕事ではないかという、

そういったことが上げられると思います。子どもの命を預かるという非常に責任感の大

きな仕事でもありますし、そのほかにも保護者の対応とか事務仕事など、幅広く仕事を

こなさなければなりませんので、なかなか休憩時間も区切って 45分とか１時間とかしっ

かり取れるということではないということも大きな問題だと思っています。そういう現

状はありますけれども、保育を志していただける方を、また広く継続的に募集しながら

人材確保に努めていきたいなあというふうに思っています。また、保育士さんもお子さ

んを育てられている保護者であることも多いわけですので、そういった面では、町全体

の動きの中にもありますが、働きやすい環境を整えて子育てと仕事の両立ができるよう

な環境整備を、保育園はもちろん、全体的な動きと併せて考えていかなければいけない

なあというふうに思っています。 
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中村議員  次の質問の中に関連してくるわけなんですけれども、教育長が保育士の課題となって

いる人員不足というか、そういう中にきついというのが挙げられました。そういうこと

は、回答の中でもありました。従事者の自由回答というところがあるんですけれども、

その中では、若い担い手不足を多く指摘され、仕事がきつい、若手の定着率が低いとの

声が聞かれます。また、処遇アップ等はもとより、魅力ある職場との意識啓発が少ない

のではないか、それが必要ではないかという声がありました。幼児保育の従事者は子ど

もの社会性を学ぶ上でのスタートを担うわけでもあり、大変重要であるがゆえに、やり

がいを持てる職種とも言えます。しかし、幼いため事故、病気予防の配慮、今回、コロ

ナウイルス、このことにより、大変乳幼児を預かる保育園では、もうお掃除、床から隙

間から全部お掃除をされていました。まさに、保育士さんはここまでやるのかと思うよ

うな配慮をされていました。また、意思表示もままならない子どもとの対応は、大変に

心労を抱えているそうであります。ですから、そのことを周りが、そうやって子どもた

ちに接してくださっている、そうやって一日子どもを見てくれている、そうやって子ど

もたちの成長を支えてくれているということに対して、周りがどれほど理解しているの

かということが大事かと思います。感謝していける環境でなければ、若い世代はますま

す離れていくのかなというふうに思います。子育て支援の充実といっても、保育従事者

の処遇改善が大事になっています。会計年度採用者の多くが保育士かと思います。安心

して保育に従事できる体制こそ、正規職員という立場で保育士がいるということ、そう

いう環境を増やしていくということが、また保育士の安心な職場環境、そこからやりが

いも出てくるというのも１つかというふうに思います。今後、保育士の正規採用という

ことについてはどのようなふうに考えているのでしょうか。 

副 町 長  職員のことに関しますので、私のほうからお答えをさせていただきます。令和２年度

の予算査定をやった段階でも、教育委員会のほうでは、いろいろな関係で保育士さんの

処遇改善、それから正規採用、適正な配置ということは、査定の中でも結構出ておりま

す。我々、町の財政の中で賄っておりますので、そういうことを鑑みますと、そこだけ

というわけにはいかない部分も出てまいりますので、今後、教育委員会の相談、それか

ら現場のほうの実態を見ながら考えていきたいというふうに思っております。よろしく

お願いいたします。 

中村議員  しっかりと考えていくと言われたので、本当にしっかり考えていただきたいと思いま

す。今後は、しっかりとした質をという声に応えることが大事だと思います。それには、

国レベルでの改革も求められ、今後は私どもも国政へ声を上げてまいりたいと思います。

教育環境というのは、１の質問でいったら、ＳＤＧｓのアイコンでは４の質の高い教育、

適切なよい仕事と経済成長となります。子どもたちの未来のため、保育従事者への処遇

改善に町が努力することを求め、質問を終わります。 

 

議  長  ここで暫時休憩とします。そのままお待ちください。 

 

休  憩  午前９時５８分 



- 13 - 

再  開  午前９時５９分 

 

議  長  会議を再開します。一般質問を続けます。 

２番 三浦寿美子議員。 

２番 

三浦議員  それでは、通告に従いまして一般質問を行います。最初に、「加齢による難聴への補聴

器購入補助制度創設と公共施設へのヒアリングループの設置について」ということで質

問をしたいと思います。加齢による難聴に関わる質問をいたします。私は、毎年健診を

受けていますけれども、年々聞こえが悪くなっていることを実感しております。この聞

こえが悪くなっていることを実感する出来事がありました。１つなんですけれども、ウ

マオイ、御存じでしょうか、虫のウマオイ、スイッチョンと鳴くのですけれども、最近

は、夫と２人で、この頃鳴かないねえという会話をしておりましたけれども、その会話

の中でも環境が悪くなったかねえなどと言っておりました。ところが、ちゃんとウマオ

イはおりました。ウマオイの出す音というのは高周波だそうです。それで、加齢による

難聴というのも高周波が聞こえにくくなるところから始まるそうです。そんなことをテ

レビで前に言っていたなあということを思い出したわけです。最近では、用事があって

高齢の方のおうちへ行きましても、テレビの音が大変に大きな音量で鳴っておりまして、

インターホンを鳴らしても大きな声で呼んでも全く応答もなく、諦めて帰るというよう

なことが以前よりも増えたような気がします。12月の定例会の休日議会のときにも、傍

聴に見えた方の複数の方が何を話していたのかよく聞き取れなかったというふうにお話

されました。座った場所に原因があったんではないかというふうに言われておりますけ

れども、そのうちの数人の方は補聴器を使っていると言っておられました。私は、平成

15年の６月の定例会の一般質問で、高齢化率が 25％になり、老人性の難聴の人が増えて

いると感じている、行政として目を向けていかなければならないのではないかという質

問をいたしました。交通事故や災害時、緊急時、防犯などの対応に問題が生じることを

危惧し、補聴器の購入へのアドバイス、購入負担への支援策を講じるように求めた経過

があります。あれから 15 年が過ぎ、高齢化率は 30％を超えています。自分を含め、身

近に加齢による難聴の人が増えているように感じているこの頃です。聞こえにくいなど

聴覚に異常を感じている人が増加しているとの認識を持っているのかについてお聞きを

します。 

町  長  三浦議員にお答えいたします。加齢性の難聴者は、軽度の方を含めると 60歳代後半で

は３人に１人、75歳以上では７割以上とも言われております。高齢化社会が進んでまい

りますので、聴力機能の低下のため日常生活に支障を来している高齢者がおるというこ

とは想像もできますし、その数は承知しておるところでございます。 

三浦議員  それでは、②番の質問で、そのまんま、行政の立場として不都合を感じることがある

かについてお聞きをします。 

健康福祉課長  今回の御質問によりまして、行政の立場で不都合を感じたことがあるかということを

職員に聞き取り調査を行いました。聞こえにくいのではと感じる場面につきましては、
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窓口対応や様々な説明会、会議等で感じた経験があるという声がありました。その対応

といたしまして、窓口では雑音のない静かな別室に移動していただいて対応したり、付

き添いの人に説明を聞いていただいたり、また説明会では、補助員、職員だったりする

んですけれども、を配置しまして対応するなど、内容や状況等によりまして個別の対応

をしているところでございます。 

三浦議員  ただいま、そういう実感があるというふうに、不都合を感じることがあるというふう

に職員の皆さんも感じているということをお聞きいたしました。こうした方々に補聴器

を使用するように勧めたいというふうに感じることがあるかについてお聞きをしたいと

思います。 

健康福祉課長  補聴器は、聞こえやすくなる利点がある一方、無差別にあらゆる音が聞こえてくるた

め聞き分けが困難で大変疲れてしまうという声もお聞きしています。どんどん今開発が

進みまして、小型化やデザインに優れたものもありますが、補聴器をつけることに抵抗

があるという声があるのも現状であるというふうに認識しております。聞こえに問題の

ある方につきましては、一概には言い難いところではありますが、まずは耳鼻科等医療

機関を受診されて、聞こえの問題の理由、なぜ聞こえにくいかを見立てていただくこと

をお勧めしたいと考えております。 

三浦議員  行政の立場でも実感をしているということが現実であるというふうに捉えました。今

や社会問題であると捉えるべきで、先ほど町長からも 70代 60代の発症率の割合が、私

も後ほどそのようなお話しようと思いましたけど、先ほどお話がありましたけれども、

そのように本当にそういう方が増えてきているというのが現状です。それで、社会問題

として捉えて早急に対応すべき課題ではないかというふうに感じているわけです。そこ

で、以前の質問でも災害時などの幾つかの問題を挙げて質問をしたことを紹介いたしま

したけれども、認知症予防や防災対策などの観点からも、補聴器を眼鏡や入れ歯などと

同じように体の一部として普段の生活の中に当たり前にある暮らしを行政として推進し

ていく必要があるのではないかというふうに考えているわけです。先ほど健康福祉課長

のほうから雑音が入ったり、いろいろ聞こえ過ぎて抵抗もあるというようなお話をお聞

きいたしましたけれども、今いろいろな形状のものもありますし、機能もいろいろある

ようですけれども、先ほど課長のほうからも言われましたけど、一人一人皆状態は違う

わけで、安易に自己判断で購入することは問題があるというふうに私も思っているわけ

です。やはり、医師の診断を受け、自分に合った補聴器をつけることが必要だというふ

うに思います。結果として、医師の診断を受けて高額な補聴器が必要になるとか、そん

なこともあると思いますけれども、補聴器を都合よく使えば使うほど電池を使いますの

で交換が必要になると、以前にもそんな大変なんだというお話を言ってくださった方が

いますけれども、補聴器の電池の費用もなかなかばかにならないというふうに言ってお

られました。障害ではない加齢に伴う難聴に対する私は補聴器の購入への補助制度の創

設を求めるわけですけれども、先ほども私も耳が聞こえにくくなっているというような

お話をしましたけれども、難聴は既に 30代から加齢の影響を受けているそうです。誰に

でもなり得ることで、先ほど町長も言いましたけど、70 歳を過ぎれば３人に１人、80
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代では３人に２人がなるそうです。コミュニケーションも取りづらくなって認知症につ

ながると言われておりますし、認知症予防としても補聴器の利用の促進が求められてい

るというふうに言われています。補聴器は、慣れるためにリハビリが必要なんだそうで

す。これは専門医の話なんですけれども、補聴器から入ってくる音を脳が認識するため

にリハビリが必要なんだそうです。先ほど課長のほうから言われましたような、いろん

な雑音が入ったり、そういうことで抵抗があるというお話がありましたけれども、リハ

ビリをして訓練をすると、ちゃんと聞き分けることができるように補聴器に慣れること

ができるんだそうです。それが大事だというふうに専門家は言っておられます。そうし

たことに対する支援も必要なのかなあというふうに感じているところです。全ての都道

府県には日本耳鼻咽喉科学会の補聴器相談室というところがあって、相談員がいるそう

です。そこを受診することを勧めるというふうに専門の医師が言っております。そうい

うことで、やはり聞こえにくい加齢による難聴の方が補聴器を使うことによって、ちゃ

んとそういう聞きづらいものが聞きやすくなってということになれば、今まで煩わし

かった大勢集まる会合とか、そういうところやざわざわしたところでも気持ちよく出か

けられるようになるんではないかなあというふうに思うわけですけれども、私は、その

ためにもぜひ補聴器を使うよう勧めていただきたいと思いますし、そのための補聴器へ

の補助制度や先ほど言いましたようなリハビリが必要ということで専門医にかかるよう

なときの費用の補助とか、相談の補助をするようなことなどの制度の創設を、そうした

ための補助制度の創設を求めたいというふうに思うわけですけれども、所見をお聞きし

たいと思います。 

健康福祉課長  御質問にありましたとおり、認知症予防には人と話すことやコミュニケーションを取

ることが必要であるというふうに認識しております。聴力低下が進みますと、会話が滞

りやすくなってコミュニケーションが取りにくくなることから出不精になって、地域社

会への参加が減る、それによりだんだん閉じ籠りの傾向になって認知症が進むなどと考

えられているところであります。また、災害時などの避難誘導等の情報が聞き取りづら

いために避難が遅れることは、防災対策の立場からも防ぎたい事項であると認識してお

ります。補聴器の購入費の補助制度につきましては、現在は身体障害者手帳の聴覚障害

の方には補助制度がございます。級の指定によりございます。御質問の補聴器の補助に

つきましては、年齢が進みまして高齢になるにつれ、耳ばかりではなくて、目や歩行な

ど、誰でもいろいろな箇所に支障を来すことが多くなってまいります。生活をしやすく

するために様々な補助具を購入したりレンタルするものでございますけれども、行政が

全ての補助具の購入に補助をいたすのはなかなか難しいところでございます。特定の補

助具に対して補助をするということはなかなか難しいというところで、議員のおっしゃ

ることは本当によく分かりますし、共感するところでありますが、現在のところ補聴器

購入制度についてはなかなか難しいところでございます。 

三浦議員  ただいま課長のほうからは、なかなか加齢に伴う難聴の補助は難しいというふうにお

聞きをいたしましたが、加齢に伴う難聴の方の補聴器購入の補助制度を行っている自治

体がありますが、その多くは所得に応じて負担額が決められているようです。近隣では、
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平成 27年から木曽町が補助制度を実施しております。中には、東京都の江東区のように

65 歳以上１人１台１回限り現物支給とか、新宿区では 70 歳以上は 2,000 円負担で補聴

器を支給するというような制度を持っているところも全国にはあるようです。必要な人

の全てに補助するということは、私も難しいというふうに思います。基準を定めて補聴

器が必要な人の経済的な負担を少なくするという立場で、補聴器購入への補助制度を改

めて、これからまた現状を見て、やっぱり検討をし、創設していく必要があるというふ

うに私は思います。特に、やはり、なかなか所得が低い方は、補聴器を購入しても、や

はりきちっと医師に、医者にかかってきちっと使える、安心して気持ちよく補聴器が使

えるというところまで結びつくことも難しいですし、電池の交換も必要ですし、なかな

か出費が多いことになります。やっぱり聞こえにくくて煩わしいと思えば、せっかく購

入してもそのまんま使わないという人もいますし、やはりつけていても大勢の、一対一

で話しするときはいいんですけど、やはり大勢が集まるところは、補聴器はつけていっ

ても本当に居場所がない、苦しいということで行きたくないという人も、やはり周りに

もいます。ですので、やはり補聴器を使うことは本当に生活の中の大事な一部だと思い

ますし、それをちゃんと聞き取りやすく気持ちよく使えるように補助をするということ

も大事なことだと思いますので、ぜひ、そういう点で、全ての人の、住民の皆さんの要

望に応えるというわけにはいかないかもしれませんけれども、ぜひその辺のところを検

討していただいて、こうした制度をつくっていただきたいなあというふうに思います。

全国では、やはりそういうことを社会問題として捉えて、行政として対応しなければい

けないということで、こうした制度をつくっているところもありますので、ぜひ飯島町

としても、難しいと言わずに、検討の鍋の中に入れていただいて、近いうちにはこのよ

うな制度を創設していただきたいというふうに思います。これは、そういうことで、求

めるということで要望をしておきます。 

⑤番です。日本補聴器工業会は、超高齢化社会で難聴者の聞こえを支援するのは喫緊

の課題としています。日本は欧米に比べて補聴器の普及が遅れていると指摘をしており

ます。ヨーロッパ諸国では補聴器購入にかなりの補助金を出しているが、日本では公的

補助が限られていて、ほとんどが個人負担となっているとし、公的補助制度は国を挙げ

て最優先の課題であるとも言っております。その上で、難聴の人に補聴器を通して直接

クリアな音を届けるヒアリングループというのがあり、公的な場所に設置することで高

齢者の生活の場が広がると言っております。ドイツのバリアフリーに関する法律を挙げ、

公共の劇場、映画館、鉄道駅、スーパーなどにヒアリングループの設置をドイツでは義

務づけているとのことです。また、フランスなどヨーロッパ諸国でも法的な措置を取っ

ていると指摘をしております。高齢者が多く集う場、会場、例えばいちいの会などの会

場にヒアリングループを設置することで、様々な音が聞こえていても会話などが聞き取

りやすくなるということです。大がかりな工事をしなくても、今は携帯用のヒアリング

ループも販売されているということです。文化館のような大ホールでは備付けの装置が

必要になると思いますけれども、会議室などでは携帯用を必要時にセットすることで対

応できるというふうに言われております。数台用意すれば貸出しも可能になり、公民館
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や自治会の集会所などでも活用ができるかと思いますし、補聴器の難点の解消で大勢集

まるところには行きたくないと言っている人も参加しやすくなるのではないかと私は考

えております。日本補聴器工業会の成沢理事長が補聴器の普及には公的補助やヒアリン

グループの設置の義務づけが欠かせない、難聴者が生き生き暮らしていける社会づくり

に力を尽くしたいとおっしゃっておられます。難聴を補聴器を使うことで解消し、幾つ

になってもいろいろな集まりや趣味など大勢で集う場所に参加してもらうことが私は大

事だと思います。そのための施策としてヒアリングループを公共の場所に設置すること

も提案をいたしますが、所見をお聞きいたします。 

健康福祉課長  ヒアリングループは、難聴者の皆様の聞こえを支援するために補聴器を補助する放送

設備ということで、ループアンテナ内で誘導磁界を発生させることで音声磁場をつくっ

て周りの騒音や雑音、部屋の反響に影響されずに音声を正確に聞き取ることができると

いう特徴の補聴システムであるということを今回学ばせていただきました。日本では公

共施設等で設備されているところは限られている現状でありまして、また町内の公共施

設には設置されていないのが現状であります。設置型のヒアリングループにつきまして

は、御自分の補聴器を切り替える必要があるため、補聴器を装着していることが前提と

なっているようでございます。このことについては、当面の取組としては、今後の検討

事項としての御意見として承りたいと思います。 

三浦議員  ぜひ、こうした加齢に伴う難聴の方々が増えている中で社会参加を推進していくため

にも、ヒアリングループの設置は公共の場には必要ではないかなあというふうに感じて

います。ちょっと手元には、置いてきてしまったんですけれども、近隣では議会の議場

の傍聴席に設置をしているところも、たしか飯田市とか、下伊那にもあったような気が

しますけれども、設置しているところもありますし、様々なところで対応できるという

ふうに思います。そういう公共の場やいろんな集会なんかでそれが利用できて、補聴器

をしていても安心して参加できるようになれば、補聴器が煩わしいとか、補聴器をなか

なか買うところまでは至らなかった人たちが補聴器を購入することも選択肢の１つとし

て、社会参加にまた一歩進めるのではないかというふうに私は感じるわけです。ですの

で、ぜひ前向きに検討をしていただいて、あまり遠くない時期には用意をしていただけ

るといいかなあというふうに思います。携帯用のヒアリングループですと１台が 40万円

くらいで購入できるというようなことも資料を見ておりましたら出ておりましたので、

そんなことも含めて、検討をぜひ前向きに、具体的にぜひしていっていただきたいなあ

というふうに思います。 

では、次の質問に移っていきたいと思います。次の質問は、「介護事業所のグループホー

ム利用者の費用軽減への補助制度導入について」ということで質問をしたいと思います。

認知症グループホームを利用することが望ましい状況でも経済的な理由で入所が困難と

いう事例に対応できる制度であるというふうに捉えております。グループホームの利用

者の利用料を軽減している事業所に対して自治体が補助をする制度ということです。こ

の制度を使うと、利用者も介護事業所の負担も軽減となるというようなことで、このよ

うな制度があることを承知しているかについてお聞きをします。 
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町  長  御質問の介護事業所のグループホーム利用者の費用軽減制度につきましては、介護保

険制度の地域支援事業中の任意事業のその他の事業の中に認知症対応型共同生活介護事

業所の家賃等助成事業があるということの報告を受けております。 

三浦議員  このような制度があることを認識されているということが分かりました。この近隣に

は、伊那市が実施をしております。利用者の負担軽減をしている事業所から喜ばれてい

るというふうにお聞きをしております。低所得者がグループホームを利用しやすくなり、

私はよい制度だというふうにそれを聞いて思ったわけです。伊那市の制度は、先ほど町

長言いました。同じ名称かなあ、認知症対応型共同生活介護事業所家賃等助成事業とい

う補助制度です。伊那市内の認知症グループホームを対象とした制度です。低所得者の

家賃、光熱費、食材料費の軽減を行っている事業所に助成を行うという事業だそうです。

町内にも認知症グループホームを開設している事業所もあります。事業者の理解が得ら

れれば、低所得の方も住みなれた町の中のグループホームを利用できる可能性が生まれ

るというふうに考えるわけです。利用者負担軽減は、認知症グループホームに低所得者

に対し利用料を軽減する規定があることで行われているというふうに聞いています。事

業者の、これは善意によるものと受け止めているわけです。低所得者にとって大変あり

がたいことですけれども、軽減分は事業者の負担、持ち出しとなっています。この事業

者の取組に対して伊那市は助成事業を行っているということになると思います。町に伊

那市の認知症対応型共同生活介護事業所家賃等助成事業のような制度があれば、事業者

が低所得者の利用料の軽減について前向きな検討ができるようになるのではないかとい

うふうに考えたわけです。さらに、利用料の負担軽減が可能になれば、低所得者が身近

なグループホームを利用することができるようになると考えました。町の施策として認

知症グループホームの低所得者の利用料軽減に対して助成する制度の導入を求めるわけ

ですけれども、所見をお聞きいたします。 

健康福祉課長  御質問のグループホームは、介護保険制度の中の住み慣れた地域での生活を支えるた

めの地域密着サービスの１つであります認知症対応型共同生活介護でございます。グ

ループホームの利用料は、介護保険給付の自己負担分に家賃、食費、光熱水道費、管理

費等を加えた額で、月に十数万円の費用となり、その費用負担は大変大きいものでござ

います。町の地域包括支援センター職員からも、認知症で在宅介護が困難となりグルー

プホームの入居を検討された場合に、費用負担の面で厳しい、どうしようといった声を

聞いているところでございます。伊那市の制度につきましては、低所得者の方への伊那

市の保険者、介護保険者としての軽減制度であります。認知症対応型共同生活介護であ

りますグループホームへの入居は、地域密着型サービスのメニューの 1つでございます

ので、このサービスは町が指定、指導監督の権限を持っておりまして、国の基準の範囲

内で町独自の介護報酬指定基準ができることとなっています。町では、地域密着サービ

スの適正な運営を確保したり必要な事項を協議したりするために地域密着型サービス

運営委員会を設置しております。御質問の費用負担軽減につきまして、現行の町の制度

にはございませんので、今後の委員会においての協議事項とは、まずさせていただきま

す。令和２年度は第８期飯島町介護保険計画の策定年度であります。令和３年からの計
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画になります。御質問の低所得者の方への軽減制度導入の有無につきましては、伊那市

等、実施市町村の情報を頂いたり、さきに申しました地域密着サービス運営協議会の御

意見を参考にしたりしながら、見える化システムによる介護保険料の給付見込み、制度

導入における介護保険料への影響、介護保険特別会計の運営、国の動向等と併せながら

慎重に協議をしてまいります。 

町  長  議員御指摘の制度につきましては、飯島町ではそれを取り入れていなかったという現

状でございます。ただいま担当課長のほうから、ただいまの現場の状況をるる説明して

いただいた中で、運営委員会にも協議をしていただくということでございます。積極的

にこの政策について研究していただいて、積極的な対応を取れたらなあというふうに

思っておるところでございます。 

三浦議員  ぜひ、取り組んでいただけるということですので、ぜひ早い時期に、計画が令和３年

からの計画だということですので、これから計画に盛り込んでいく中に、早い検討をし

ていただいて盛り込んでいっていただきたいなあと思います。 

では、次の質問に移っていきたいと思います。最後の３つ目の質問です。「上伊那広域

のゴミ袋の証紙について」ということで質問をしたいと思います。実は、町の中を歩い

ていて、いろんな声が飛び交うんですね、ごみ袋について。今、ごみ袋、前から、今も

ですけれども、チケットを持ち、それからごみ袋代と証紙代がセットでごみ袋を購入す

ることができます。ところが、なぜ証紙が必要なのかということが分かっているようで

よく分からない、説明をしろと言われても、私もどう説明したらいいのかなあとなって

しまうようなこともあるわけで、今回は、そこで、そんな素朴な住民の皆さんの疑問を

すっきりするために分かりやすく説明をしていただきたいというふうに思うわけです。

それから、私の要旨の中に①番②番ありますが、関連をしておりますので、別々にお答

えいただくよりは、一緒にお答えをいただいて、そのほうが分かりやすいかなあと思い

ますので、分かりやすいようにまとめて御答弁をいただけるとありがたいかなあと思い

ます。まず①です。証紙代が変更される前に購入をしたごみ袋は、現在は使用できませ

ん。増額分をシールで対応していた期間もありました。政策的な判断で旧ごみ袋の全て

を使い切ることも私は可能だったんではないかなあという認識を持っておりますが、こ

れは過ぎてしまったことですが、そんなふうに私は思ったわけです。そこで、なぜ証紙

は必要なのかと、このことについて改めて説明を求めたい。②番です。改定前に燃やせ

るごみの袋を購入したと、袋１枚につき 30円の証紙代を払っている、ごみ袋として使え

ないのだから証紙分は返金するのが筋ではないかという声もありました。この住民の方

に対しても、考えてみればそうかなあ、そうかもねというようなふうにも思うわけで、

この疑問に対して納得のいく説明を求めたいと思います。よろしく。 

住民税務課長  それでは、三浦議員の御質問にお答えいたします。まず、証紙の必要性でありますけ

れども、まず、廃棄物の処理につきましては費用がかかります。そういうことで、応分

の負担をいただくということで証紙がございます。皆さんの購入いただきました証紙に

つきましては、その証紙代が一旦販売店から上伊那広域連合のほうへ参ります。それで、

上伊那広域連合のほうから町のほうへ、ごみの減量化対策、また資源化の対策の財源と
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いたしまして町のほうへその証紙代が参ります。町としましては、その証紙代を交付金

として頂いておりますので、それを財源としまして、皆様から出されますごみの運搬費、

可燃ごみ、不燃ごみの運搬費、そちらのほうの費用ということでありまして証紙代を御

利用させていただいております。また、旧ごみ袋の関係でありますけれども、こちらに

つきましては、町では平成 29 年の１月、また８月の町の広報誌のほうで広報しており

ますし、上伊那広域連合におきましては、その前年の 28 年の９月にごみ処理の有料化

の見直しにつきまして広報しております。この関係につきましては、使用期限の２年半

前、早くは先ほど申しましたけれども 28年の９月から行っておりますので、平成 31年

３月 31日の２年半前に広報を行っております。また、町のほうでは、29年の７月から

８月にかけまして職員が各自治会のほうへ説明会に行っております。そのときにも旧ご

み袋の期限とか、あと証紙につきましても、昨年、31年の３月 31日をもちまして使用

できなくなりますということで、そのときにも返金はできなくなりますというお話をさ

せていただいております。この制度につきましては、町ばかりではなくて、上伊那広域

全体、上伊那の市町村の統一事項でございまして、そういうこともございましてかなり

前から周知をしておりますので、御理解いただきたいと思います。以上です。 

三浦議員  変更になり、そういう周知をしてきたと、確かに、それは私もお聞きしましたし、周

知は、廃止になるということについては、使えなくなるということについては、私は分

かっているわけですけれども、じゃあ、それまでに今まで持っていたごみ袋を全部、だ

から使い切ることができるかというのは、また話は別でありまして、お金のあるときに

買っておきましょうということでたくさん買って、引き出しの中からいっぱい見せてく

れた人もいましたけど、結局その方は、そのまんまほかのところに使っていると思いま

すけれども、そんな方も中にはいらっしゃいました。要するに、必要かなあと思ってた

くさん買いましたけれど、シールも貼って出しましたけれど、でも残っちゃいましたっ

ていう人は、それは、ごみがいっぱい出てどんどん出す、だからそれまでにみんな使っ

てしまえといって使えるならそれで終わりますけれど、買ってしまいましたけれど、そ

んなにどんどん出すわけではないのでやっぱり残っちゃいましたっていう人は大勢い

らっしゃったと思います。後は使えませんから、ほかのことに使ってくださいというの

が説明だったと思います。それで、②番で私におかしいじゃないかと言った方は、証紙

は、そういうごみ処理の費用にかかっているので証紙が必要だというふうに言われて説

明を受けたと思うんですけれど、ごみ袋は、そういうわけで買って、証紙の証紙代も出

して買ったけれど、自分は使えないじゃないかと、その証紙代はどうなっちゃったんだっ

ていうのが、どういう使われ方をしているんだっていうのがまず疑問のようです。そこ

のところ、もうちょっと分かるように説明してください。 

住民税務課長  まず、ごみ袋の購入の考え方なんですけれども、先ほど三浦議員のほうでお金がある

から買ったという方もいらっしゃるという話をおっしゃいましたけれども、ごみ袋につ

きましては、毎年チケットを皆様のほうにお配りしておりまして、そこで、どうしてチ

ケットが必要かということでありますけれども、やっぱり、ごみの減量化が目的であり

まして、とにかくお金があるから、余裕があるときには買っておくというのも確かに１
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つの方法かもしれませんけれども、ごみチケットの在り方がごみの減量化、ですから、

計画的に私はこのくらい出そう、出すだろうということをおおむね皆さん、それぞれの

皆さん立場が違い、ごみの出方も違うと思いますけれども、ごみを出すときの考え方、

減量化に努めていただくような形で買っていただくことが余分なものを買っていただ

かなくてよかったかなあということでありますので、ごみの減量化を視点におきまして

御購入いただければと思います。 

三浦議員  購入するときの、その減量化の、そういうふうに、そういう立場でと、理解をしてと

いうことは私も分かります。そんなにたくさん買わなくたっていいじゃないかって思う

かもしれませんけれど、購入するときにはかなり高いですよ、私も今 50円の証紙代のつ

く燃えるごみ袋を買いに行きますと、10枚入りで、大袋ですと 1,000円近くかかります

よね。ですから、燃えるごみと不燃ごみとって幾つか証紙チケットをもらったときに購

入しようと思えば、お金のあるときに何とか買っておかなきゃっていう思いも働きます

よね。だからといって、じゃあ 10枚があっという間に終わるわけでもないというような

ふうに、それは今でも前でも同じだと思います。ですので、そういうやりくりをしなが

らごみも出さなきゃいけない、ごみ袋がなくて、じゃあそこらで燃やせばいいかとか不

法投棄すればいいかという問題ではないので、やはり皆さん、あの手この手で苦労をし

てごみを出していると思います。じゃあたくさん出せばいいなんてと思ってたくさんさ

んごみ袋を買っているわけでもありません。ですけれど、値上がり前の 30円の証紙代は

どこへ消えてしまったんでしょうねと、私は払ったけれど、ごみ出していないじゃない

かっていう素朴な疑問ですので、もうちょっとそこんところを分かるように説明してい

ただけませんか。 

住民税務課長  これ、上伊那広域連合のほうの統一見解でございまして、証紙の返金につきましても、

計画的に買っていただくことでその価値が見いだせるっていうことでありますので、そ

のために何回も前から言っておりますので、そこで御理解いただければと思うんですけ

れども、難しいでしょうか。 

三浦議員  事はお金の問題だと思うんです、その方の言われているのは。だから、証紙というも

のがどういうものであって、じゃあ値上がりして、その 20円の差ですね、燃えるごみ袋

でしたら、使えないんだから、自分はちゃんと証紙代も含めて買ったのにもう使えない、

その証紙代はどこへ行っちゃった、30円はどこへ行っちゃったんだっていうのが素朴な

疑問ですので、広域連合が決めたことだからとかっていう問題と私はちょっと違うかな

あと思うんですけど、分からなかったら、そういう質問があったので、これをどうした

らいいのかということについてもうちょっと説明が、そういう疑問に対してきちっと納

得できる説明を今回求めたわけですので、また次回お聞きしますので、もう一回ちゃん

とその辺のことを理解してもらえるような説明に至るようにしていただきたいなあと思

います。この 30円、丸ごと残ったかどうか分かりませんけど、30円の証紙 10枚ですか

ら 300円ですね、それは払ってごみ袋を購入しています。ですから、使えないというこ

とは、それだけ無駄にしたと、それで、その 30円はどこかへ行ってしまったのかなあと

いうことで、ちょっとお聞きをしたいと思います、もう一回。 
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町  長  切替えのときのトラブルっていうのは、いろいろあるのかなというふうに思っており

ます。全員が全員きちっとそこに切り替わったということはなかなか考えられなくて、

そういう方は、また、８市町村、上伊那広域でやっていますから、８市町村、約 20万人

の方々がおる中で、全員がきちっとできたというふうではなかったでしょうね。どうで

しょうかね、この 30円の袋の有効期限、食品でいえば賞味期限、これが何日までですよ

ということを２年も前から、あるいは１年前ですかね、連絡していたということかと思

います。その間に使ってくださいねという、こういう上伊那全体の認識の下に次のスタ

イルに移行していったということじゃないかなあというふうに思います。食品を買って

きましたけど、食べるつもりで買ってきましたけども、冷蔵庫の中で賞味期限切れになっ

ちゃったという場合もたくさんございますので、ぜひ、そんなような感じで、使える期

間が過ぎてしまったということで御理解いただきたいなというふうに思います。 

三浦議員  町長の答弁で納得していただけたらいいかなあというふうに思いました。 

では、質問を終わります。 

 

議  長  ここで休憩を取ります。再開時刻は 11時５分とします。休憩。 

 

休  憩  午前１０時４６分 

再  開  午前１１時０５分 

 

議  長  会議を再開します。 一般質問を続けます。 

９番 浜田稔議員。 

９番 

浜田議員  それでは、通告順に４件の質問を行います。いつもは４件もやったことないんですけ

れども、多分今年の後半は行政も議会もさま変わりする議論をしなければいけないのか

なという何か予感がありまして、ちょっと積み残しにならないようにいろんな問題につ

いて町側の立場をお尋ねしたいということが趣旨であります。 

まず、１「野立て太陽光パネルの規制強化を。」についてお尋ねします。平成 28年の

一般質問で、私の一般質問ですけれども、町長は環境問題も含めて、当時、放射性の産

業廃棄物の宮田の件も話題になったもんですから、そういったことも含めた項目の一部

として専門家を交えて研究するというふうに答弁をなさっておりました。くしくも、実

はちょうど４年前のこの時間です。３月 10日でした。ちょうど４年きっかりだったとい

うわけで、町長が当選されて２回目の本会議で、今回も２回目の本会議ということであ

ります。ということで、多分肯定的な御返事をいただけるのだろうなあというふうに思っ

ております。翌年には飯島区会からの陳情も採択されています。つまり、やはり飯島町

全体の問題として、野立てソーラーパネルをどうするかということについては大きな問

題になっているんだというふうに思っております。そのときの町長の答弁に従って、研

究されるということでしたので、まずその後の４年間の研究の結果、進捗はどうなって

いるか、結果としてどういう結論を出されたのかについてお尋ねいたします。 
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町  長  浜田議員にお答えいたします。野立て太陽光パネルの規制強化について、専門家等を

交えての研究につきましては、平成 30年度飯島町地域新エネルギービジョンの一部改定

に当たり、当時の策定委員長の先生への聞き取りや相談をしております。また、飯島区

からの陳情に対しましても回答しておりますので、その経緯、詳細につきましては担当

課長から説明させていただきます。 

住民税務課長  それでは、お答えいたします。御質問の 28年度以降の進捗状況でございます。先ほど

町長が申しましたけれども、新エネルギービジョンに携わっていただきました先生のほ

うへ、その報告書を持ちながら御相談に行っております。そのときに、条例、規則につ

きましては、現在 10 キロも含めまして規制になっておるんですけれども、そちらにつ

きましては、自家消費発電、また畜エネルギーにつきましては今後規制を緩和すべきで

あるということで頂いております。また、その反面、野立てにつきましては、大きな事

業につきましては町で抑止地域の枠組みをもう一度再点検しろとか、そういうことをい

ただいております。それをもちまして、今現在、県内の市町村のほうにも問い合わせを

しておりまして、現在研究中の段階でございます。また、飯島区から出されました陳情

につきましては、手続に係ります規則の一部を改正いたしまして、合意形成、また安全

対策、あと設置後の対応等につきまして新たに設けまして、その旨を飯島区のほうに回

答している状況でございます。以上でございます。 

浜田議員  飯島区への回答は、議会には報告されてないように思いますけれども、議会で議決し

た意見書ですので、そのあたりはきちんとやっていただきたいなあというふうに思いま

す。 

ところで、飯島区の陳情の中にはこういう記述がありました。これは平成 29年の９月

だったと思いますけども、陳情の中で、その前年、つまり平成 28年には 18件が飯島区

内で建設されたと、そのうち半分は町外事業者だったという報告だったわけであります。

もともと飯島町は、県の中では先進地域だというふうに呼ばれていまして、佐久市、飯

島町、それから飯田市が太陽光パネルに対する規制をいち早く条例化したまちだという

ことで、県のほうでも評価しているところであります。その効果もあったのかなという

ふうに思ったんですけれども、であれば、その後、要するに平成 29年以降、野立てのソー

ラーパネルがどのくらい建設されて、そのうち町外の事業者がどのくらい、町内の事業

者がどのくらい、この推移の経過を押さえておられるようでしたら報告願いたいと思い

ます。 

住民税務課長  経過でございますけれども、野立てにつきましては、平成 27年から統計がございます。

平成 27 年ですけれども、野立てにつきましては 18 基、そのうち町外が 11 でございま

した。また、28 年度につきましては８基、全て町外でございます。また、29 年度につ

きましては６基、うち町外が５基でございます。30年度、昨年度でありますけれども５

基、全て町外でございます。また、途中でありますけれども、本年度につきましては４

基で、全て町外でございます。 

浜田議員  今の数字で明らかなように、私も最初の頃はかなり町外事業者に対する規制効果があ

るかなあというふうに期待しておりました。ただ、今の数字で明らかなように、残念な
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がら現実にはほとんど町外の事業者の事業になってしまっているというのが現実のよう

であります。中には、御存じのように春日平の一番西側のかぶちゃん農園ですね、本社

が倒産して、今どういう管理状態になっているか分かりませんけれども、その後の始末

もどうなるか分からないようなものまで飯島の中には持ち込まれていると、その一方で

飯島に降り注ぐ太陽光は町外事業所の利益として持ち去られていると、こんなことでい

いのかというふうに私は思いますし、４年前の一般質問の中では町長も非常に積極的な

お答えをいただいていて、やはり自然を誇りにする飯島町を空から見た場合にソーラー

パネルが並んでいる風景というのはのり弁当のようなもんだという非常に的確な表現を

していらっしゃいました。そうであれば、なおさらのこと、４年前の答弁、それから今

までの調査経過をもっと具体的なきっちりと規制能力のある形に実行に移すときではな

いかというふうに思いますけれども、具体的な条例、さらに規制力の強化、これを急い

でつくるというふうなお考えがおありかどうか、町長の見解を伺いたいと思います。 

町  長  先ほどの先生の御意見のとおり、やはり自宅、自家発電用の屋根の発電は、これは緩

和して、これは自己防衛のためにも必要だろうということ、よその資本による大規模な

ソーラーパネルについては、景観上、各種問題があるということは、最近そういう認識

が高まってきているかなというふうに思います。その中で、どのように規制するかなん

ですけれども、議員が携わっていただいた規制も、やはり、その規則に基づいて規制っ

ていうのはなかなか難しくなってきていると――難しいというか、条文が非常に曖昧だ

という専門家の御意見です。例えば、罰則を設けるような場合に、罰則を設けられるよ

うな条文ではないということなんですね。ですから、それも含めて規則をしっかりと見

直す必要があるんじゃないかなというふうに思っています。また専門家の方々にお集ま

りいただいて、そこの条文の見直し、新しい条例のつくり直しをしなければならないと、

このように思っているところでございます。 

浜田議員  ぜひ速やかにお願いしたいと思います。つまり、今の条例でも、実は佐久やなんかよ

り進んでいるところがありまして、飯島町、規制を 10キロ単位にしているんですね、よ

そは大体 50キロ以上、つまり高圧連携のものだけを対象にしているんですが、それでは

規制逃れができるだろうということで、その点は進んでいるかなあと思います。そんな

ことの利点を生かしながら、私としては２点、最低限できることは、今の条例の厳密な

履行と、もし違反した場合にはこれを公表すると、そのパネルの周りには、例えば立て

看板、町が認可していないという看板を立てて業者名を公表するとか、そういったとこ

ろから含めて、より強い罰則規定のあるものに進めていただきたいなあというふうに希

望するわけであります。この件については、もうこのくらいにしますけど、１つだけお

伺いしたいのは、大体その規制の強化する条例等をいつ頃までに策定されるというおつ

もりなのか、この点について改めて町長の決意をお伺いしたいと思います。 

町  長  まずは、新年度にまず会議を開くことが大事かなというふうに思っております。 

浜田議員  私、サラリーマン時代にさんざ言われたのは、期限のないのは仕事じゃないというふ

うに言われました。これ以上しつこくは申しませんけれども、やはりスタートすること

があれではなくて、いつ頃までということについては、近々、次の機会にお話を伺いた
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いと思います。 

それでは２番目の質問に移ります。「与田切公園事故をなぜ１カ月半も公表しなかった

のか。」ということであります。まず最初に、この事故が起こって公表されるまでに１カ

月半が経過しました。私は非常に遅かったなというふうに思っておりますけれども、公

表にこれだけ時間がかかった理由と判断の責任についてお尋ねいたします。これ、10月

の 11日、ちょうど議会が住民との懇談会をやっている夜に招集されまして、そこで報告

があったということですけれども、実際に公表されたのは 11月の 29日の記者会見でし

た。普通では考えられない遅さだと思っていますけど、まず、その理由についてお尋ね

いたします。 

町  長  昨年の事故でありまして、それを思い出しながらお答えしたいなというふうに思って

おります。事故直後、まず、その対応で一番重きに置いたのは、被害者とその家族への

お見舞いと、何といっても管理責任のおわびでございます。そこで、健康状態の安否確

認を重視して各家族を回らせていただきました。お一人だけお医者さんへ行って捻挫と

いう診断を受けたということをお聞きしてまいりました。その後、学校と家庭と連絡とっ

ていただきまして、私どもが急に家庭訪問というわけにはいきませんので、学校を間に、

仲介者としていろいろの毎日の状況を綿密にお聞きしてまいったところでございます。

けがをされた方は、１度お医者さんに行って診断を受けましたけれども、それだけで次

の日には出向かなかったということをお聞きしております。それと、警察の捜査への協

力というのを３番目に重視しております。現場の保全等の捜査に協力しなければならな

いことについて事情聴取を受けました。また、警察側も、被害者、あるいは家族の方々

にもそれぞれ時間をかけて当たったと、学校側にも当たったということでございました。

それについての協力をしたということです。次に大事となったのは、これもその日のう

ちにやったんですけども、現場の安全管理ということで一旦全部閉鎖しまして、与田切

公園の全てに関わるものについての安全性の点検を、これまた時間かかったんですけど

も、器具を含めて全体の公園の敷地内の安全点検をさせていただきました。先ほどの議

員の全員協議会を夜ですけども招集していただきまして、今回の事故についての報告を

させていただいたということでございます。その部分で、やるべきことは全てその日の

うちに手を打ったということで認識しておりまして、その後、警察のほうで各被害者、

御家庭、学校等をずっと時間をかけて事情聴取をした中で、手前みそになりますけれど

も、飯島町の対応について、非常に的確で迅速で、早くてよかったと、こういうお話を

先日も署長さんのほうからお聞きしておるわけでございます。被害者等につきまして、

学校、家庭につきましてのそういった心証は、まずよかったかなというふうに思うとこ

ろでございます。それで、どの程度公表するかということなんですけども、まずは、警

察の捜査に協力するということで、今回のことについて指示を仰ぐのを待っていた感が

あります。いつ公表するかということについて、調査の段階等を追いながら、何かのシ

グナルがあるだろうということの中で待っておりました。そういう経過がございました。

そうしているうちに、御家族との話、あるいは、まだ警察のほうから連絡が来ないんだ

けれども、流れ的には示談の話に進んでいくという流れも出てまいりました。御家庭、



- 26 - 

学校のほうでも、最終的に負傷された人、非常に悲しいことなんですけれども、不幸中

の幸いで軽いけがで、捻挫、それで１回通うだけで済んだという、その事件の大きさ、

事故の大きさ等も鑑みた中で、学校や家庭、その当事者について配慮をしていただきた

いと、公表について、こういうお話もいろいろお話をさせていただく中で浮き上がって

きたわけでございます。記者会見を開いて発表となると、私はいろいろの事故の原因と

か明細なことを言わなきゃいけないんだろうなという感じで捉えておりましたので、何

らかの指示、原因等の警察の返答を待っていたっていうことについて、ちょっと時間が

かかった。今思えば、いや、そんなことだったら事件が起きた、詳しい内容はしゃべり

ませんけれども、お話しできないんですけれども、本当に記者の方々が集まっていただ

いてもいろいろの内容を語れないので、そういう記者会見になってしまうんですけれど

も、事件が起きたことは、今思えばもっと早い段階で伝えてもよかったかなというふう

に思っておるところでございます。いずれにしても時間が、そういったペンディングの

保留の中で、いろいろ事案の整理、御家庭との補償の整理が整ってきて、示談が整って

いったわけでございます。それでも警察のほうから連絡がなかったんで、弁護士を通じ

て記者会見してもいいかということの中で、それは返答なくて、そちらでどうぞという

ことだったもんですから、私どもで会見をさせていただいて、御家族、学校のことを配

慮しながら、全面が明確になったわけではございませんけれども、記者会見を発表させ

ていただいたということでございます。そういったことで、この流れの中でいろいろ判

断していかなくてはならなかったもんですから、そのような状況になってしまったとい

うところでございます。こういうタイミングの誰に責任があるかというのは、もちろん

全ては町長に責任があるというふうに思っておるところでございます。以上でございま

す。 

浜田議員  そういう御返事であれば、おおむねこの質問は要らないのかなあと思いますけれども、

ただ、念のために幾つか申し上げておきたいと思います。初動の対応は、大変私も見事

なもんだというふうに思っております。適切だったというふうに考えております。ただ

し、公表は警察を待ってというのが初日の晩に議員にあったときに、私は大変な違和感

を感じて、理事者に抗議を申し上げました。分かった範囲で速やかに町民に公表すべき

ではないかということで申し上げたわけですけれども、帰宅したときに町側から電話が

かかってきて、町の方針は変わらない、そういう大変残念な回答がありました。その後、

10 月 23 日に公園の緊急点検が続きまして、しかし、ずっと閉鎖は続いていて、町民へ

はですよ、町民の皆さんには何の説明もなかったんです。越百の水も使えなくなってい

ますし、米俵マラソンも、私も例年あそこで交通整理やることになっているんですが、

マラソンの駐車場としても使えなかったと、けれども、その理由も町民の民さんには説

明がなかったというふうな経過だったと思っております。記者会見の中で、遅れた理由

はやはり問われたわけですね。お手元の資料の１枚めくっていただいたところに、これ

は長野日報の記事だと思いますけれども、あります。その中で、特に事故から会見まで

１カ月半が経過した理由についての説明が次のように書いてあります。「町側は「示談が

整ったことに加えて、警察の捜査の状況と被害者の感情を考慮した」」と。そうしますと、
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議会に説明したのは警察の捜査に協力するからだということだったんですが、ここでは

第一義的な理由が示談のためだったというふうに読み取れます。それから、警察の捜査、

これは、実際にその後でどの程度まで明らかになったかっていうのは、議会にその後報

告がありませんけれども、警察の捜査と連動しているのかどうかも私にはよく分かりま

せん。それから、被害者の状況を配慮してという、先ほどの町長のお言葉にもありまし

たけれども、被害者の皆様がこの事故そのものの公表に反対しておられたのか、どうだっ

たのか、このあたりが私にとっては依然として曖昧です。この３点について、もう一度

お答えいただきたいと思います。 

町  長  示談を待って、示談するまで公表しなかったという基準はございません。何らかの警

察からのシグナル、報告等を得てからということで、思いの中で、示談が進んでいった

ということです。それと、何でしたっけね。 

浜田議員  警察の捜査状況がその後明らかになったのか、この間に。 

町  長  ああ、捜査状況。捜査状況は、先日、刑事さんがお見えになって、送致はしませんと、

送検はしません、何かそういうようなニュアンスの言葉で、事件としては今のところ送

致しません、しかし、今後何かが出てくれば、また捜査することがありますけれどもと、

こういうことで、はっきりした原因とか、事故、犯罪性、事件性というものについては

何もおっしゃらなかったです。その器具については、警察で預かっていたものを製造メー

カーのほうへ届けて、製造メーカーのほうで調べてくださいと、こういうことでござい

ました。これは、先週お見えになった話なんで、また改めて御報告させていただきたい

と思います。そして、保護者からの配慮いただきたい、その生徒さんの特別な事情がご

ざいますので配慮していただきたいということでございましたので、そこを忖度したと

いうことになっております。 

浜田議員  ということは、この記事、誤りだったということなんですかね、新聞記事が。それは、

今の説明と非常に、記事の中身とは微妙に違うような気がしますけれども。細かい話を

続けていると時間がなくなりますので、ちょっとまとめの質問をさせていただきたいと

思うんですが、今お配りした資料の１ページ目に、あるビジネス雑誌の記事が出ていま

す。その中の一部を大写しにしたんですが、「日経ビジネス」というのは、実は毎年 12

月になると「謝罪の流儀」という特集を組むことになっているんですね、その一年間の、

みんながフラッシュライトを浴びながら起きた不祥事一連に対してそれぞれの企業がど

う対応したかという、その中でやってはいけない６大ＮＧっていうのをここにまとめて

あります。じゃあ飯島町の場合はどこに対応するのかというふうに私は思っているんで

すが、「遅れる」これは間違いなく私は遅れたと思っております。普通、基本的には、事

故が起これば直ちに事故が起こったということを町民に知らせて、その都度、新しい情

報があれば伝えていくというのが鉄則ではないかというふうに思っています。２番目の

「逃げる」これは該当しないと思っております。町長、副町長が前面に出て最後の謝罪

まで行っているわけですから。「問題の責任を負うべき人物が出てこない」ところが、逆

に、逆のパターンが私はここにあったと思っているんです。問題の責任を負うべきでは

ない人物が記者会見に同席していました。この方は、立ったまま頭も下げずに、あの方
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は何だというふうにインターネットで話題になっていました。これがなぜかということ

ですね。弁護士さんですね、町の。この話をつなぎ合わせてみると、実は、新聞記事は

実は的を射ているんではないかと。つまり、示談が整ったことに加えて、つまり、この

事故を公にするための条件が、実は、弁護士さんが非常に示談を進めやすくするために

表に出ないようにしておいて、整ったから記者発表した、これが実際、真実なんではな

いでしょうか。あと「うそ」。これは、うそはおっしゃっておられないかもしれませんけ

れども、しかし、公園の閉鎖したときの事情について事故があったということはおっしゃ

らなかったですね、器具の点検かなにか、そんな理由にしていたと思います。それから

「隠蔽」これはなかったと思います。「小出し」これはそのとおり、小出しだったという

ふうに私は思っています。「開き直り」これはなかったと思っております。そんなわけで

すけれども、最後の１点、実際に記者会見が遅れた最大の理由は弁護士の意向によるも

のではないのか、このことについて町長のお考えをお尋ねします。 

町  長  弁護士は、再三再四、警察と連絡を取って、この記者会見を開催するについても、や

るからっていうことを連絡しておったわけで、示談が整ったからではなくて、もうこう

いう状況になってしまったんでと、１つの区切りではあったんだけれども、それを引き

延ばしておったということはありません。公表するな、するなっていうことじゃない、

何らかの警察からのお達しがあるだろうっていう、こういう事件につきましては初めて

でございますし、警察の捜査に協力するということについての協力とはっていう部分も

自問自答しながら、何らかの警察からの返事を待っていたということで、その部分は、

弁護士ではなくて、私どもが、いや、公表すれば公表するんだけども、いろいろしゃべっ

ちゃいけないことがあるのかなあ、いろいろ難しいなあということの采配の中で、警察

の一応指示を待っていたということになります。今考えると、いろいろあれだこれだと、

いろいろ思い浮かぶわけなんですけども、ぎりぎりそこでやったんですけども、事故が

起きましたっていう報告は、今はしてもよかったかな、今思えばです。流れの中で、そ

の判断はなかなかできなかったということでございます。 

浜田議員  もう既に退任されていますけれども、前副町長からは、弁護士がこの問題については

関わっていたというふうに私は説明を受けました。これ以上追求しませんけれども、実

際にはそういう流れがあったんではないかというふうに思っております。いずれにして

も、こういう事故は、もちろん想定できなかったので、いろいろな混乱の中で町長がい

ろんな判断をなさったということは、それなりに理解可能であります。ですけれども、

最後に１つ、２－２、危機管理の広報のルールが実際にはなかったんではないかという

ふうに１つは思いますね。これは危機管理の中の重要な事項ですので、基本的には制定

すべきではないかというふうに思いますが、この点について、そういうそもそもルール

があるのか、それから定める必要があるとお考えなのか、これについてお尋ねいたしま

す。 

町  長  今回の事故についてのみならず、飯島町の行政全体に係る危機管理広報についてルー

ルが整備されているかという趣旨でお答えさせていただきます。現在のところ、飯島町

役場における危機管理広報のルールと呼べるものは定めておりません。町民の皆さんの
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生命、財産に関わるものにつきましては遅滞なく報告を行わなければなりませんが、事

件性のあるものにつきましては、必要に応じて弁護士のアドバイスを求めながら、法的

なことがございますので、案件ごとに総合的に判断し、公表の時期や方法を検討してま

いるのがいいかと思っております。 

浜田議員  弁護士に相談するのは結構ですけども、最終的判断責任は理事者にあるということを

申し述べて、次の質問に移ります。 

３番目の質問は、町の大型施設の運営検討の在り方を問うっていう質問であります。

昨日から一般質問の中で取り上げられております項目も含めてですけども、特に文化館、

それから給食センターの再建の問題について議論がなされております。町の文化館につ

いては、活性化に向けた将来ビジョンということで社会教育委員会が招集されて、９人

の委員で５回にわたる会議を持たれて答申がまとめられていると、そんなことでありま

す。それから、給食センターについても建設委員会があるということですけれども、ど

ちらの議論、私、給食センターのほうはそれほど詳しくは知りませんけども、まず文化

館について言えば、それなりの労作、まとめではあったというふうに考えています。文

化館に関わることの多かった皆さんが委員になって、過去を振り返って現状の問題点を

議論したという点では、そういう議論かなあというふうに思っていますけども、一方で、

大変食い足りなさも感じました。それはどうしてかっていうと、飯島町の文化館の運営

に関する振り返りだけしかないんですね。一方で、実は、文化館、公民館については、

御存じのように文科省を中心にかなり突っ込んだ議論がこれまでも行われています。過

疎問題懇談会、平成 29年の文科省の生涯学習政策局あたりで、例えば高齢化支援ですと

か、あるいは孤食、高齢者の独りでの食事、それから孤立化防止、そんなことが議論さ

れていますし、それから、生涯学習の文化館の企画部会なども繰り返して行われていま

す。それから、これをたどっていく中でちょっと目についたんですけれども、新居浜市

の教育委員会の教育長が関さんっていう方ですけども、公民館が担っていくべき機能と

いうことで３つほど私案っていうのを提言なさっています。ラーニング＆アクションセ

ンターという機能とＳＤＧｓ、もう、これ１回しか使わないことにしますけど、推進セ

ンター、それから地域活性化創生センターと、この３つの機能があるんではないかとい

うことで、学習することと実践活動を結びつける拠点を目指して、大人から子どもまで

アクティブラーニングに取り組むことができる。それから、対話を通じてよりよい地域

を目指していって、もう一回言ってしまいますがＳＤＧｓの持続可能な開発目標を具体

的なテーマにする。それから、もう一つ、飯島では特に中心になるかもしれませんけれ

ども、山村や離島など地域社会の維持そのものが課題になっている中で、なりわいを立

てるための事業や共助の仕組みづくりを担う活動を公民館の機能だと、こんな報告がた

くさんあるわけです。本来、文化館の今後の将来を議論するのであれば、飯島の歴史の

中だけを振り返るのではなくて、中央省庁も含めて、全国的にも先進事例がたくさん紹

介されていますし、そういったことをまずは審議会の皆さんの中で共有していただいて、

その上で議論をまとめるべきではなかったかというふうに思うわけであります。それか

ら、給食センターについても同様です。せんだって、実は長野市で勉強会がありました。
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オーガニック議員連盟という非常に緩い議員連盟ができたんで、そこに顔を出したんで

すけれども、愛媛県の今治市の産業部長さん、この方が 30年にわたって学校給食を核に

しながら、実はそれ自身が目的ではなくて、地域の生産物の地産地消の運動を繰り広げ

てきたと、その背景には 30年前の市長さんの強い思いがあって、それを担う部局があっ

て、担当者が本当に生涯をかけて取り組んできたというお話を、長い講演を伺ったわけ

ですが、大変刺激的な話でありました。これは、学校給食を通じて食育をする、それも

長崎大学の教授を連れてきて、本当に健康にまつわること、その日の食べた食事とうん

ちの関係を子どもたちに調査させて、どんな影響があるか、それから体の中の仕組み、

どういう食事が病気を引き起こすか、こういったことを本当に体験しながら教え込んで、

食べたい食事よりも自分たちの健康によい食事が大事だということを実習を通じて勉強

させると、それに親が影響を受けて、子どもたちが親の買物にもついていって、ラベル

を見てこんな物を買っては駄目だとか、それからジュースを実際に作らせてみて市販の

いろんなジュースっていうのは実は砂糖水に過ぎないんだということを子どもたちに分

からせて、こんなことを通じて地域自身が自然の食事に興味を持つということで、今治

市では地産地消というラベルを貼らないと、これはイオンのような大手スーパーも含め

て、そもそも特売もできないっていうぐらい地産地消が広がっているようです。これに

は長い 30年間の取組があったというふうに聞いております。ですので、もちろんそれぞ

れその都度の経済的な事情やなにかもあるかもしれませんけど、私は、こういった 20

年 30年、あるいはそれ以上の長い期間維持される建物や組織の運営に対しては、やはり

原理原則、それから全国の先進事例、そういったものについてもっときちんとした共有

をした上で議論を進めるべきではないかというふうに思うわけですけれども、こういっ

た点について教育長のお考えをお尋ねしたいと思います。 

教 育 長  ただいまの文化館と給食センターの運営に関する先進事例について、もっと研究すべ

きではないかというような御指摘をいただきました。文化館につきましては、御報告い

たしましたように、今お話がありました答申をいただいて現在考えている最中なんです

けれども、確かに、おっしゃるように飯島町の文化館の歴史を振り返りながらまとめた

答申であると思います。そのほかにも上伊那の各市町村の文化館の状況とも比較しなが

ら答申をまとめていただいたところであります。上伊那というのは、比較的、歴史・経

済的な状況も近い市町村ということで、それは多くの参考になるだろうということで比

較対照させていただきました。現在、この答申について今後どうしていくかって、特に

運営の問題について今後どうしていくかっていうことをこれから研究する段階に入っ

ているわけですけれども、おっしゃるように全国的な事例ということも、今幾つかの事

例をお聞きしましたので、そういったことも参考にしてまいりたいと思います。どれだ

け先進事例をこれから取り組んで研究していくかということですけれども、特に何かコ

ンサルを頼むというようなところまでは考えておりませんし、遠隔地、これからの研究

ですけれども、必要があればまた考えていきたいと思いますが、すごく手を広げて根本

からというところまではちょっと至っていないという状況であります。ですが、今の

おっしゃっていただいたことは大変参考になりますので、今後の参考にさせていただき
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たいと思いますし、給食センターにつきましても、運営形態が直営なのか、委託を含め

た指定管理とか、いろんな方法があります。箱物っていうんですかね、物はできるわけ

ですけれども、運営についてはこれから考えていかなきゃいけないんですが、給食セン

ターにつきましては、こういった話があると様々な業者とも話をしたんですけれども、

施設規模からして様々な他市町村でやっている千何百食、3,000 食ある給食センターが

やっている方法は経済的に非常に難しいところがあるだろうというような御意見を頂

きながら、今のところ直営の方向で考えておりますけれども、中には、委託を受けた業

者が空いた時間に総菜を作っているというような、そういう事例も承知しておりますの

で、そこら辺のところなんですが、なかなか兼ね合いが難しいところがありますけれど

も、そういったことも含めて検討していきたいと思っておりますけれども、ちょっと大

規模な視察団をつくるとか、あるいは費用をかけるというところまではなかなか至って

おりません。今お話しいただいたようなところ、またこれからも情報を頂きながら取り

入れていければなあというふうに思っております。 

浜田議員  いろいろ研究していただくということなんですけども、実は、もっとストレートに言

いますと、私、心配しているのは、実は昨日の教育長の答えで、一部、私、引っかかっ

たところがありまして、ソフトとハードは別物だというお答え、私は全く納得できなかっ

た。これで心配するのは、その考え方に対して議論するつもりはないんですけれども、

実は今、公共の施設の運営については、全国が今分かれ道に立っているんではないかな

というふうに思っています。その背景になっているのは、第９次の地方分権一括法とい

う法律がありまして、私の目から見ると、経済優先っていいますか、予算優先、あるい

は維持費優先で、どうやって効率を進めるかという方向での議論が中心になってきてい

る。これは、一定の事情があるのはもちろん理解できますけれども、その中で基本にな

る理念までがねじ曲げられてはいけないというふうに私は考えるので、そういう意味で、

全国の、あるいはいろんな意見が交ざっていますけれども文科省の様々な専門部会が

行っている議論に対しても目を通していただきたい、そういう意味であります。ぜひ、

たくさん調べろとか、そういうことを言っているわけではありませんけども、基軸になっ

ているのは何なのか、それから、今分かれ道に立っている考え方がどこかにあるんでは

ないか、このことについてぜひ配慮をしていただいて、そういったことが配慮された答

申、あるいは方向づけになるように求めて、３－２の質問に移りたいと思います。 

これは、もう時間がないので手短に申しますけれども、この間からも人口問題、改め

て蒸し返されています。私も、あまり空元気でたくさん人口が増えるんだという言い方

は、実は地に足がついていないんではないかというふうにはずっと思い続けてきました。

ただ、この間、ある衝撃的な記事をちょっと見たんですけれども、アメリカのオレゴン

州のポートランドという町が毎週 600人の転入者を迎えているという記事がありました。

話すと長くなるんですけども、ここはカナダに近い西部の市で、今はもう既に 60万人ぐ

らいになっているんですけど、実際にこれがうそではないぐらい、年率数％の転入者が

あるアメリカで最も住みたい町だという町なんですね。スタートは、高速道路の延長に

反対して、それを取り壊してしまって、市内を住宅区域と、それから農業地域に真っ二
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つに区画してしまって、農業地域に関しては本当にオーガニックな農業で暮らすと、そ

れから街はコンパクトシティーにすると、かなり住民運動の中でコンパクトシティーを

推進してきたということで人気があったまちです。飯島もある意味ではそれに近いモデ

ルは描けるんではないかということで、悲観論、楽観論をそれぞれ抽象的な数字で語る

だけではなくて、もう一つ大きく伸びられるような構想を持つべきではないかと。町長

のお考えに中には、それにかなり近いお話も、かなりありますよね。昨日もお話があり

ましたけども、バイオマスやなにかを使って農業まで展開させるという大きな構想があ

りますんで、そういったものを具体化していけば人口に対する考え方も違うんではない

かという、今回は一方的な指摘だけにとどめさせていただきますけれども、もう一回６

次総の中で見直すべきではないかというふうに思うわけであります。それが給食セン

ターや文化館やなんかの運営の予想のベースにもなるだろうというふうに考えるからで

あります。なお、一言だけ申し上げますと、町長は柔軟で非常に発想力豊かで、それに

対して異論を唱えるのは職員の皆さんとして大変だと思いますけれども、一方で、町の

職員の皆さんは専門家で、町長以上に専門的な内容を御存じなので、町長と十分切り結

ぶだけの議論をそれぞれの課長さんやなにかはやっていただいて、町長に忖度はしなが

らもですよ、やはりその軌道に対して修正をかけるぐらいの熱い議論はやっていただき

たいということを申し上げて、３番の質問を終わります。 

次に、４番目の質問、これは前回も逃してしまいましたけれども、教員の変形労働時

間制の導入についての姿勢を問うということで、前回、教育長からやや全体的なお話は

伺いました。変形労働時間制というのがおなじみじゃない方もあるかもしれませんので、

資料の最後のページを御覧に入れますけども、今、教員数が非常に少なくて、仕事も非

常に厳しいという中で、教員の補充ではなくて勤務時間を変えてしまおうと。この図の

３ですね。繁忙期、新入生が入ってくる４月～７月については、８時間労働ではなくて

一月 180時間労働を基準労働時間にしてしまえ、だけど、この時間については残業手当

はつかないと、その分、閑散期にそれを補償するということで、年間としては総労働時

間を保証すると、こんなことが提案されているわけです。ちょっとまとめて質問いたし

ますけれども、町立学校の教職員の労働時間の実態ってどうなっているのか、それから

本当にこのやり方っていうのが労働環境の改善につながるのか、町としては、やはり町

の思いを県や国にきちんと伝えるべきではないかと、この３つについて教育長のお考え

をお聞きして、質問を終わりたいと思います。 

教 育 長  教員の変形労働時間制の導入ですが、実態につきましては、長野県が全国の平均かど

うかっていうことはちょっと問題あると思いますが、その長野県の平均値と比べたデー

タは、昨年の 12 月のものですが、時間外勤務、それから休日勤務時間の平均値と持ち

帰り仕事時間を合わせたものが勤務時間よりどれだけ多くなっているかということで

すが、小学校の場合、町内の平均値が 45時間７分、県の平均よりは 56分短い、ですが、

中学校は 60 時間 16 分で、県平均よりも９時間 56 分も多くなっていると。中学校が多

くなっている最大の理由は、これは部活の在り方の問題でして、冬季に部活は一切やっ

ていなかったんですけれども、部活指導の制限がかかってきたために、夏の間うんと延
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ばしていた分が冬に短時間である程度の日数ということになってきたということが大

きな要因かと思っています。なお、文科系のクラブの指針についても、現在、教育委員

会で検討しておりますので、運動部と同様に例えば休みの日を設けるとか、そういった

ことは今後も検討していくつもりです。こういったことが労働時間の変形労働時間制に

よって改善につながるかどうかということなんですけれども、そもそも教員の仕事に繁

忙期と閑散期があるのかっていうことそのものが私は少し疑問で、夏休みは、見かけ上、

閑散期のように見えますが、長野県はもともと４週間しかない、それで教材研究はある、

プール当番の日もある、それから、現在でもリフレッシュウイークで１週間、先生方に

休みを取りやすくしていると、こういった中でさらに休みを増やすということが果たし

て可能かどうかっていうことは、私としても少し疑問なところはあります。ただ、非正

規の先生方は年休が少ないので、例えば繁忙期のところを多くして、その分、夏休みに

休みたいと思う方はいらっしゃるかもしれませんが、これはこれからのことです。この

ことにつきましては、県にも、そういう市町村教育委員会を通じてどういう方針で臨む

かということを質問しておりますが、県もなかなかまだ方針を決めかねているというこ

とですが、一般的には、法律が改正されたので、教員の給与等に関する条例を持ってい

るのは県ですので、県が条例をつくって、県の規則をつくって、それを一般的には市町

村がそれに倣って規則をつくっていくという形であろうかと思うんですが、そういった

運び方も、まだよくわかっていません。ですが、一律に入れるのは、介護していらっしゃ

る先生もいらっしゃいますし、育児時間を取っていらっしゃる先生方もいらっしゃいま

すので、この学校、あるいは飯島町は、この間、全員が勤務時間を延長するとか、この

ときは勤務時間を短くするっていうことは、なかなか実際には、これは難しいことです

ので、個々で事情を判断してもいいものなのかすらもまだ県の方針も分かっていない中

で、難しい状況であります。いずれにせよ、先生方の勤務時間がこれによって何か長時

間勤務を誘発するようなことはあってはならないと思っていますので、実際そういう規

則ができたとしても、運用については、かなり現場の声お聴きながら慎重にやっていき

たいというふうに思っております。 

 

議  長  ここで昼食のため休憩といたします。再開時刻は午後１時 30分といたします。休憩。 

 

休  憩  午前１１時５７分 

再  開  午後 １時３０分 

 

議  長  会議を再開します。休憩前に引き続き一般質問を行います。 

７番 折山誠議員。 

７番 

折山議員  通告順に質問をしてまいります。初めに、質問事項１「人口減少対策」。質問要旨１、

これまでの評価と次期総合計画の基本フレームについて伺います。これまでの一般質問

でもそうなんですが、やっぱり総合計画を前にして、やっぱり人口フレームっていうの



- 34 - 

は政策の一番中心になるっていうことで、何人かの方からやっぱり人口の質問がありま

した。町長は、就任直後の平成 27年 11月の町公式ホームページの就任挨拶として掲載

した一文に人口に対する思いを次のようにつづっております。ちょっと一部抜粋して申

し上げますと、この中には就任時の町長の思いが赤裸々につづられておりますので申し

上げてみますと、平成 26年５月、日本創生会議が消滅可能性自治体を発表し、私は、そ

こに――私っていうのは町長ですが、そこに飯島町の名前を見て背筋が凍るショックを

覚えました、不名誉にも特に危険性が高い部類に属し、長野県でも 11番目にランキング

をされてしまいましたという危機感を持って、崖っ縁に追い詰められた飯島町ですが、

この窮地こそが町が一つにまとまれる千載一遇のチャンスだ、住民の力を結集して町民

が安心して暮らせる豊かなまちを目指し、今後、粉骨砕身、努力をしていくというふう

に結んでおります。この創生会議っていうのは、人口問題だけではなくて国の様々な課

題に向き合う民間の団体で、この消滅都市っていうところへ持っていった予測値ってい

うのは、国立の人口社会保障とか人口問題研究所がいろんな係数でもって予測をした数

値を、いわゆる創生会議がオリジナルにつくり上げた、課題提起をするためにつくり上

げたものであります。研究所のほうは、一番大きな要素は、地方から大都市へ若者が流

出していくっていう、その傾向なんですが、それはどこかの時点では政策的にもいろん

な状況の中で終息に向かっていくだろうっていう、落ち着いていくだろうという予測を

しているんですが、その傾向がずっと続いていくという仮定の下に出されたのが創生会

議の消滅都市の人口値であります。そういったことを考えながら、来年度は下平町長が

就任間もなく前町政から引き継いだ後期総合計画、後期５か年計画の最終年になるわけ

です。私が思うに、町長は、この１期４年間、まさに公約どおり民間の風を吹かせよう

と多くの努力をされてきました。私ども議会も議決という形でその多くの施策を支援し

てまいりました。町民が一つにまとまり町を活性化するために、町長、粉骨砕身のこの

４年間、今今日の人口動態をその成果と受け止めて、凍りついた背筋は少しは緩んだん

でしょうか。就任時の意気込み、思いは別にして、今の率直な感想はどうなんでしょう

か。それを伺いたいと思います。 

町  長  折山議員にお答えいたします。人口増のこれまでの取組について、第５次総合計画の

施策として評価をさせていただきます。まず、第５次総合計画では、将来人口の枠組み

としまして令和２年度の人口を 9,500人と掲げ、取組を展開しておるところでございま

す。本年２月１日現在の人口は 9,355人となっております。依然として厳しい状況が続

いておるところでございます。しかし、人口問題研究所が平成 25年に公表いたしました

令和２年度における、現在における飯島町の将来人口は 8,680人と明記してあったとこ

ろで、背筋が凍ったというところでございます。現在と比較した場合は、9,355 人でご

ざいますので、人口問題研究所の予想に比べて 675人多い状況となっておるところでご

ざいます。そこで、背筋の冷えが少しは和らいだというところになってくるのかなとい

うふうに思うところでございます。このことは、町が一丸となって取り組んできた人口

増の、これは長年の成果であると評価しておると捉えております。次期、第６次総合計

画でも人口増の取組は欠かせないと考えております。表記の仕方については検討中です
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が、従来のようにいつの時点で何千何百人と挙げるよりは、減少が危惧される将来の人

口を長期的な目線で押し上げていくという形がよいのではないかというふうに考えてお

るところでございます。 

折山議員  今、町長の言われた１つの数字 9355が 9680の予測値よりも 675多いということなん

ですが、これ、比較する数字が、社会問題研究所のほうは国勢調査ベースの人口です。

それから、町のほうで言っているのは住民基本台帳人口だと思います。過去４年間を見

ていますと、270人～390人ほどが、いわゆる住民基本台帳人口よりも国勢調査人口のほ

うが少ないわけですね。10月１日時点で実際にここに住んでいる人っていうことの考え

方でいくと、すり合わせるならそっちへすり合わせる必要があるということで、大体 300

人前後、基本台帳よりも国調のほうが数字少ないですんで、675であれば、300引いてお

おむね 400人くらいの政策効果があった、こういうふうに見るっていうことになるのか

というふうに思います。いずれにしましても、この 10年間で 400人、もっと言うと、こ

れを、町長就任直前の 10月１日の国調の数字が当初の人口問題研究所のほうでは加味さ

れなんでやっているんで、そこに置き換えてみますと、そこの時点で 200人、二百数十

人、町長がそこにさらに上乗せをして、この４年間で、また 400人っていう、こういう

１つの政策効果が出てきているわけで、人口１万人っていう小規模な自治体で 400人っ

ていう数字は、10年間で、とても大きな数字だなというふうに、これは評価できるもの

だというふうに思うわけであります。ただ、日本全体の人口が今後急激に縮小していく

20年後を見据えたとき、飯島町だけが劇的な数字で盛り返せるっていうことは難しいん

ではないのかなあというふうに思います。昨日の一般質問でも出ましたが、ここのとこ

ろ定期的にマスコミ報道で上伊那の市町村の人口の減少率を報道しております。ちょっ

と私の記憶でいくと、飯島町と辰野町が減少率の大きさの１番と２番を競り合っている

ような状況で、よそもやっぱり一生懸命いろんなことに取り組んでいるんだろうな、こ

れを日本中で取り組むから、子どもたちも、昨日の１桁から２桁の出生っていうような

ところへいって、だんだんに、いわゆる創生会議がもくろむように国中がそのことに危

機感を持って少子化対策に当たったりっていう当初の目的がそこへ効果として表れてい

くのかなあというふうに期待するものなんですが、現実的にもう一度見詰め直してみる

と、やはり、どういうふうに言ってみても、町で公表している過去の人口の動態の検証

のグラフを見ますと、勾配の緩やかか急はあるんですが、直線的に減少に向かっているっ

ていうのはグラフでも明らかなんですね。先ほど、考え方としては、町長の言うとおり

に何人にするんだっていうことではなくて、それをいかに政策的に緩めていくかってい

う、おっしゃるとおりだというふうに思います。当初の町長の１万 5,000人っていう意

気込みはさておいても、次の総合計画の中では、今、町長おっしゃったとおりに、ぜひ、

そういった現実的な視点の中で人口フレームをつくる必要があるんだなっていうふうに

感じるわけであります。なぜなら、高度経済成長期、昭和 52年以前、この高度経済成長

期から飯島町っていうのは長年にわたり１万 2,000人っていう人口、これを想定しなが

らいろんな施設を建設、増やしてまいりました。よく考えてみると、いろんな分野で高

齢化が進んだり少子化対策が必要になったりして、新たに造る施設は多いんですが、人
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口の減少に応じて閉鎖してきた施設はないような気がするんですね、時代に応じて。と

すると、極端な話、社会保障問題研究所のように飯島町の最盛期の半分に近いくらいの

人口にだんだんになっていくっていうことを考えると、そこを見据えた総合計画、20年

後に問題研究所では 6,700人くらいを想定しているんですね、それで、10年間で 400人

上積めるとすると 20年間で 800人、そうすると 7,000人台の頭くらいまでは回復、今と

同じような努力を続けてですね、できるが、そこら辺が限界、あるいは何かウルトラＣ

の政策があってっていうことも考えられると思うんですが、これからの長期を考えてみ

たときには、そこら辺を視点にしながらのいわゆる公共施設整備のこれからのありよう

だとかいうことを考えていかないと、町がそれこそ財政的に行き着いてしまう場面が出

てくるのかなあということを懸念して申し上げるものであります。総合計画そのものが、

今、案の策定段階で、この夏頃にパブリックコメントを経て 12月の議会へ総合計画を上

程されるという計画で資料が出されております。その過程の中で町長が確定的なお考え

を述べられるっていうことは難しいかと思いますが、20年後を見据えたそのうちの半分

の 10年、町長の、今、胸の中では、より現実的な、やはり先ほど浜田議員のほうでそれ

いけどんどん的なんではなくて、ちょっと現実を見据えたというような発言ありました

が、総合計画の枠組みそのものをそこへ少し視点を持っていく必要があると思うんで、

町長、もう一度、枠を目標人口を持たずにやっていくのか、ある程度、現実路線の今言っ

た 20年後に七千何百人、こういったようなところで持っていくのか、今のお気持ちはど

んなところにあるのか、もう一度お答えをいただきたいと思いますが。 

町  長  これは６次総の研究の１つの指針となりますけれども、この数字については、よく精

査しないと、専門家も交えて精査しないと、希望だけでの話ではないというふうに思い

ます。日本全体が人口減少していく時代、その中の飯島町ということを考えれば、当然

減るだろうというふうに思います。それの半面、そのずっとなだらかに減っていく半面

に、この伊那谷が、リニア、あるいは三遠南信という１つのインフラが整うことによっ

てまた魅力を増してきて、それを押し下げ、押し上げてくるっていう要素も加味できる

わけでございまして、今までの中で、人生、生活の多様化の中で、田舎暮らしもおつな

もんだという考え方も出てきておるわけです。猫もしゃくしも東京へなびいていった時

代というのが見直されて、また田舎へっていう流れも考えられるわけですね。そういっ

たことで、大きな流れのマイナスの中でプラス要素をどれだけ持つかっていうことは非

常になかなか難しいことで、数字が言えないんですけども、６次総の担当の中で、飯島

町として数字を出すか出さないかというのは、こういうプラスの要素もある、こういう

マイナスの要素もあるというような書き方もあるし、数字の書き方もあるしということ

で、ちょっといろいろテーマだなというふうに思っておるところでございます、正直な

ところ。 

折山議員  そうですね。今、町長が最後に言っていただいたことが、ちょっと私の今言いたいこ

となんですが、ちょっと近隣の例を申し上げます。平谷村、昭和 30年に 1,200人を超え

ていた村民人口だったんですね。ところが、今日では３分の１の 400人にまで減少して

いるんです。これは、社会問題研究所の予測値よりも多く減ってしまったっていう、こ
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ういう村があります。しかしながら、多分財政的には厳しいんだと思うんですが、村と

しての自治を今日も守り、立派に行政運営を行っている村なんですね。国全体が先ほど

町長言われたとおり縮小していく中で、ほかの自治体と優遇措置を競いながら転入者を

奪い合う政策も、１つ、これ大事なのかもしれませんが、町民が助け合いながら身の丈

に合った穏やかな時間の流れる暮らし、町長の言葉を借りれば田舎暮らし、そういった

政策のほうを大切にしていくっていう価値観も１つあっていいのかなあというふうに思

い、多分、町長この激動の４年間を過ごされてみて、改めてそちらの価値っていうのが

心の中に芽生えている部分が大きいんではないのかなという、日頃の一般質問を通じた

やりとりの中で、私ではなくて、ほかの議員とのやりとりの中でそんなことを感じると

きが結構あったんですね。ぜひ、もしそれが芽生えているんであれば、負託を受けた町

長ですから、ぜひ、その思いは総合計画の中へねじ込むっていうことも、民意を大事に

することも大事なんですが、負託を受けた俺が目指すのはここだという姿勢を、やっぱ

り総合計画の中へきちっと意思表示するっていうことも大事かと思いますので、１つの

リニアだ、三遠だ、それからＩＴ時代だ、観光だ、活力を増した飯島町だという、そう

いった、もう活性化に向かうまちづくりも併せて行うんですが、町民の真の福利向上と

いう部分で、やっぱり田舎のいいところを伸ばしていくという政策をぜひ打ち出してい

ただきたいと思うんですが、その点いかがでしょうか。 

町  長  私の今回の２期目の立候補のときに掲げました５つの政策目標、これの第一番目に挙

がっていることが「森林や田園風景の静寂さの中にも強靭で快適な生活基盤のある町へ」

というのがあります。これを一番最初に挙げさせていただいたということは、目指す町

の姿であるということでございます。まず、飯島町の魅力はここだろうと、田園風景の

静かな中で安定した生活ができる、これは外せない目標だろうというふうに思います。

中学生の子ども議会の子どもたちでさえも、この飯島町の自然に囲まれた環境の中、こ

れを大事にしたいと、大人も子どももそう思っている、これは飯島町の大きな価値だと

いうふうに認識しておりますし、都会から移住してこられる方の評価も、この部分がよ

くて来ているというふうに思っております。これは、田園風景を守ると同時に、自然環

境を守ると同時に、飯島町が残していかなければならないことでありますから、いつの

時代でも町民が望む１つの大きな目標に据えても恥ずかしくない目標だろうと思います。

議員のおっしゃるとおりな形の中で進めたいと思っております。 

折山議員  ぜひ、ちょっと民間出身の町長だから、何か企業経営的な考え方の中で、この町を豊

かに、金持ちでっていう、多くの観光客が来て、活性化をして、工場も来る、そういう

イメージもうんと期待を持たれていると思うんですが、また、町長の今おっしゃったよ

うな、そこへ１つ重点を置かれる政策も町長の中にはあるんだよということをぜひ大き

く発信をしていっていただいて、２つの側面を持ったすばらしい飯島町ができるように、

総合計画をぜひ築き上げていただけることを求めまして、次の質問事項２へ移ります。 

「自然エネルギー政策」を伺います。質問要旨です。やはり、これも次期総合計画に

関することです。その主要な施策の中へぜひ位置づけていただきたいというものです。

近年の異常気象に伴う乾燥、洪水、土砂崩れ、竜巻、今までにないようないろんな局面
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の災害が起きておりまして、これは、もとより温暖化に起因するものではないかと思う

わけなんですが、そのほかに野生のイノシシを媒体とする豚コレラとか、鳥インフルエ

ンザですとか、今度の新型コロナウイルスだとか、うがって考えると、これもそもそも

温暖化が原因じゃないかっていうふうに思うほど、近年、地球上の人類に対してのいろ

んな影響を与える現象が世界的に広がっているわけでございます。したがいまして、こ

の先の 10年、うちの総合計画のスパンっていうのは、我が国をはじめ、世界各国はもと

より、自治体そのものが環境問題に積極的に取り組むべきタイムリミットではないかな

というふうに、ある少女の言葉ではございませんが、私も考えるものであります。特に

自然エネルギーの活用で積極的に温暖化防止に取り組む姿勢っていうのは、それぞれの

自治体、海があるところなら海水温だとか波の力だとか、幸いにして当町では豊かな森

林資源と中央アルプスを水源とする豊富な水資源がございます。また、これは日本的に

比較してどうかは検証してございませんが、個人的な感想では、日照時間も、雨のとき

はそんなに特別多いわけでもなく、日照時間も長くて、太陽エネルギーも潤沢な地域だ

というふうに考えるわけであります。次期総合計画では、ぜひ、これらを活用した自然

エネルギー政策を主要な施策として位置づけていただき、前期計画や実施計画の中では、

人的にも資金的にも大胆な支援策を掲げて、予算もつけて、金も人もつけて、そのこと

を背景にして自然エネルギー活用推進都市宣言飯島町といったような、もう周りに打っ

て出る、飯島町みたいになれよというような環境政策をぜひ位置づけてほしいなと思う

わけですが、やはり、これも策定途中、町民の皆さんの意見が反映されなければならな

いんで、町長としての見解は述べにくいかと思いますが、下平洋一個人の胸の内として

のお考えをお聞きできるものならお聞きしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

町  長  自然エネルギーにつきましては、現在、民間資本によるバイオマス発電や小水力発電

について、課をまたいで、プロジェクトチームにおいて可能性を研究している段階でご

ざいます。再生可能エネルギーの利用につきましては、長野県企業局でも小水力発電施

設の新設、改築の方向も具体的に出てまいりました。町としても再生可能エネルギーの

利用につきまして、関係各課等で研究を進める上で積極的に主要施策として位置づけて

まいりたいと思っております。先ほど、飯島町の静寂さ、大自然の中に恵まれた静寂さ

の中で生活基盤、それだけは経済がありませんので、その中に脈打つ経済的な活力がな

ければならないというふうに思っております。その１つが新しい政策としてバイオマス

発電。この自然のエネルギー、豊かな自然から、森林から排出されるバイオマス、ある

いは豊かな水、水量、与田切川から流れてくる水、このエネルギー、これをどのように

使うか。ただ環境を守れ環境を守れだけでは、生活できません、そこへ。それをいかに

経済につなげていくかということだと思います。それで、バイオマス発電、あるいは水

力発電を、この地域のエネルギー拠点、パワーステーションをつくる中で、関わるあら

ゆる産業をそこで成長させていきたいというふうに思っておるわけでございます。これ

の核となるエネルギーを確実に地域のものにしていくことによって、飯島らしい、ほか

にはないまちづくりができると私は想像をしておるところでございます。これにこれか

らしっかりと取り組んで、今、行きますし、計画もしておりますし、調査もしておりま
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す。具体化できるように、私は確信しておるところでございます。努力をしてまいりた

いと思っております。 

折山議員  なかなかタイミング的に町長としての御見解を述べられるのは難しいかなと思ったん

ですが、今のお言葉で、多分、施策に移行したときには、かなり思い切った予算づけ、

人の配置、こういったものがなされるという期待が持てましたので、次のほうへ移りま

す。 

質問事項３「土地開発公社の在り方」。質問要旨３、次期総合計画で明確に。風通しの

よい町政を訴えて就任された下平町長には、以前にも一般質問で風通しのよい町政運営

のために土地開発公社の解散を迫りました。その折には、これまで土地開発公社はその

意義があるから存在が継続してきたものだというふうに考える、こういうお答えで、

ちょっと関連的な御答弁で終始されて、私が示した理由に対する反論なり説明はなされ

ませんでしたが、就任後、間もないときでありますし、それ以上は、そのときは申し上

げませんでした。１期４年を経過しましたので、改めてもう一回、同じ質問をさせてい

ただきますが、今度は関連的ではなくて、１つの事実を１つずつ、もし違っていれば御

指摘をいただければというふうに思います。全国の公社に共通する問題点があるという

ふうに申し上げました。経営責任を負うべき公社理事の多くは行政の理事者、これは町

長、副町長です。建設課、総務課、こういったところを所管する課長、これが充て職で

理事に任命されております。あと３名ほど、農業委員会ですとか、商工会ですとか、そ

ういった関係の皆さんが出て、多くは町長の命令下にある人間の中で構成された理事会

でございます。必ずしもその皆さんは土地取得や経営のプロフェッショナルの皆さんで

はございません。したがって、外郭団体とはいえ、町長の決定事項が公社理事会の決定

事項となる、これは覆ったことがないかというふうに思います。もう一つ、公社の用地

取得は町政のお目付役である議会の審議や議決を経ずに行ってまいりましたし、それが

行える機関であります。すなわち、町民の知らないところで億を超える金が動き、議会

に上程されるときには、幾ら赤字になっているから一般会計の補正予算を繰り入れてく

ださいという補正予算、あるいは、いわゆる予算の提案に至ってからの段階になります。

このことから、土地開発公社っていうのは、下平町長の最も嫌う、いわゆる風通しの極

めて悪い団体、こういうものであります。しかし、高度経済成長期のように一晩寝ると

地価がどんどん上がっていった時代、これは、限られた議会の開催を待って用地の取得

の議案を出していたら、１億円で買えるものが２億円に値上がっていて契約には至らな

い、こういった時代も確かにございました。先行的に取得をして活用していく、こういっ

た時代が確かにありました。そのときは、町民益としての公社の果たす役割は大きかっ

たと思われます。今、当町の土地が飛躍的に高騰していくなんていうことは考えられま

せん。現に、今議会初日には、収益的収入収支差額 2,600万円の赤字を土地開発公社の

新年度予算では計上していることを町長自ら報告をなされております。もはや公社の役

割は時代的に終結したと思われますし、住民の見えないところで巨額な赤字を生み出し

ている経営がなお可能な公社は今日的な組織ではないというふうに考えるものでありま

す。全国でもそうですし、近隣では伊那市が平成 25年に解散しています。こういうこと
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を申し上げました。私が在任していたときに前唐澤理事長が理事会の場で解散検討に踏

み込むことに言及されたということが記録に残っているはずです。今後、公有地の取得

が必要であるんなら、一般会計に計上して、議会の審議を経て予算化をして、何ら支障

がないというふうに思いますし、それが町長の目指すさらに風通しのいい行政につなが

るはずなんです。これらを踏まえ、公社解散に向けた姿勢を次期総合計画の中ではきちっ

と明文化していくべきではないかというふうに訴えるんですが、４年間の実績を踏まえ

た今日、町長の見解を伺いたいと思います。 

町  長  土地開発公社は、その誕生の歴史の中で、いろいろ土地を買収し、それを販売してき

たということ、土地がどんどんどんどん動く時代は、その機能が発揮でき、土地開発公

社の役割というのもあったかと思います。ここ何年になるんでしょうかねえ、経済が低

迷して 20年、失われた 20年とも言われております。そこで買い取った、買った土地が

塩漬けになっていたと、こういう部分がございました。工場用地も大きく、そしてまた

住宅用地もありました。それが売れ残って負の遺産として引き継いでおるわけでござい

ます。このたび、工業団地の広いほうにつきましては、4,000 坪ですかね、目鼻がつい

たというところで、ようやく整理ができるかなというふうに思っております。そういう

ことで、今後、今までのような土地開発公社の事業形態ということは、まずできない、

先取得して工場用地を形成して、それを販売していくということよりも、オーダーメイ

ドという形の中で、注文があれば、その土地を確保して提供していくということに政策

が切り替わってきておるところでございます。そこで、今後、土地開発公社というもの

をどのようにするかということについては研究しなければなりませんけれども、今、現

時点でそれをなくすというよりも、土地開発公社があるほうが便利だという場合と、い

や、町単独でその取得に入ったほうが便利だと、都合がいいという、この２つの利点が

あるという現場での声も上がってきておるところでございます。そこら辺を精査する中

で、今後検討してまいりたいと思っております。 

折山議員  便利さって言ったらね、絶対に公社があったほうが職員やそちらは便利なんです。大

した議論もせずに、町長が気持ちさえ決めれば取得できるんですから。町長、これ町長

の時代じゃないんですね、もう長い歴史の中で。町長、今売れ残っている住宅地があるっ

て認識されているんですが、見て回ったことありますか。こんな所をなぜ購入したのっ

ていうところが残っているんじゃないですか。とすると、取得に問題があったんですよ

ね。どういう理由で、なぜって、こう追求したくなるんですが、もう時間があまりにも

長く過ぎてしまっているんで、今さらそのことを追求してみても詮ないことですので、

ぜひ、そういうことが起こり得ない、議会がきちっとそこんところを検証できる仕組み

に変えてゆくべきではないんですかということを申し上げて、どうも前回と違って、町

長、半分は、その点、理解をいただいて、それでもなあ、ちょっと俺がこれから声をか

けてくるという、工場の用地を取るときにはこっちのほうがぱっといけるだろうなとい

う思いが半分の中で迷われているっていうことが何となく伝わってまいりますので、ど

ちらが町民益になるのか、長い目で見て。町長、いずれは町長でなくなるんです。その

ときにどんな人がここへ出てきて、その人がどんな取得の仕方をするかっていったら、
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不安な部分が残ると思うんです。というところまで申し上げて、ぜひ総合計画では、そ

こら辺の姿勢がきちっと位置づけされるように求めて、次の質問事項へ入ります。 

質問事項４「高齢者支援」について伺ってまいります。４－１、在宅支援、地域共助。

ここからは、具体的な、ちょっと細かい施策になりますので、よろしくお願いします。

過日の長野日報の記事ですが、諏訪市では、御近所さんが車に乗り合わせて買い物など

に出かける際の事故対応のため、保険加入費用を補助する制度を構築して、この３月の

議会へ関連予算を上程するとの報道がありました。これは、今まで当町でもさんざ議論

を重ねてきた、いわゆる交通弱者対策に直結する内容だかと思うんです。ほいでまた、

そのことで地域互助を進めていける。何で諏訪がこれを始めたかっていうと、ある善意

を持った方が御近所の方に、俺買物に行くで一緒に乗っていかんかって言ったら、周り

の親族だとか、そのほかの御近所さんが、あんた、そういうことをして事故でも起こし

たら、誰が、あんたが補償するんだよっていう話になって、そういう見方で見られるか

ら腰が引けてしまって、それができんくなってしまった。これは、もう当町でも全く同

じことが言えるわけです。そういうことを、保険を掛けて、お互いにその保険の中でっ

ていうことの中でお互いの助け合いが助長できるんではないかということが、これを発

想した担当課の言葉として掲載されておりました。当町でも、ぜひこれをやっていただ

くと、金額も大きい金額ではなかったです。搭乗者１人 2,000円だそうです。５人定員

であれば保険料は１万円だそうです。この１万円を全額補助したかどうかはちょっと見

過ごしたんですが、５割なら 5,000円、ですから、予算も 10万円とか、何か大きい予算、

諏訪市であって大きい予算ではなかったような気がいたします。財源的にも、当町、十

分対応できると思うんですが、いかがでしょうか。 

健康福祉課長  地域で暮らし続けるための支援策について、地域包括支援センターの相談支援等の地

域包括ケアシステムの推進を進めているところですが、坂本議員の御質問にもありまし

た御助隊が地域共助や互助の重要な役割になるのではと考えております。また、議員御

質問のとおり、在宅支援、地域共助を進めるときに、事故があった場合の補償等につい

て心配する声を聞いております。進めやすくなるような制度の構築についても、民間の

補償制度等が創設される等、新しい取組が出てきているところですので、情報を取り、

飯島に合った仕組みについて研究してまいります。 

折山議員  財源的にもそんなに時間かけて研究するほどではないと思いますんで、ぜひ、本当は

町長に、担当課長じゃなくて町長がどう思うかを本当は聞いているんですが、結構です。

担当課で研究しろっていうことは、町長が、やることに向けて研究しろよ、こういうこ

とだったかと思いますんで、次のほうへ行きます。 

４－２、地域医療。これは、新しい副町長が誕生しましたので、特に取り上げた問題

でございます。高齢者が地域で暮らし続けるために必要な大きな要因として、地域医療

機関の確保と在宅医療、訪問診療があります。これらを実現するには、どうしてもドク

ターの確保が大前提であります。そこで提案ですが、当町出身で現在活躍しているドク

ターが多数おります。ドクターの中には、地域医療に身を投じたい、訪問診療に力を注

ぎたい、そのように考える方が全国に多数いるというふうに個人的に考えるものであり



- 42 - 

ます。ぜひ、年に１回は当町出身のドクターと情報交換を持続的に行って、将来を展望

した医師確保、人材確保、そういったことに尽力をされるべきというふうに考えます。

幸い、宮下副町長のような現中央クリニックのドクター招聘に大きく関わってきた適任

者が就任しましたので、町出身ドクターと親交を深めながら、恒常的な情報収集のため

に、時期を定め年１回は町出身のドクター所在地の全国の各地へ副町長と所管課長同席

で共に派遣をされるべき、そういうふうに考えるんですが、町長でも副町長でも結構で

す、お考えをお伺いします。 

副 町 長  地域医療っていうのは永遠の課題だなというふうに思っておりまして、中央クリニッ

クの先生を連れてくる際もそういう気持ちで誘致の活動をしておりました。今の現在

やっている内科医、診療医、３名の先生方につきましても、いずれまた後継者がいない

先生が出てくるというふうには感じております。その中で、地元のところへ帰っていた

だく方につきましては、今、議員がおっしゃったように、何人かは私どもの中の情報の

中に入っておりまして、機会あるごとに連絡を取れる体制を取っていきたいなあという

ふうに思っておりまして、実際に連絡を取ってきた経緯もございます。ただ、先生方そ

れぞれ思いはありましても、自分の今の生活実態でございますとか、将来の計画に合わ

せてということが、やっぱり大きな要因がございますので、無理強いをするということ

はちょっとできないというのが今までのやった実感でございます。ただ、今のここにお

られる先生の状態を見ながら医療機関の先生たちの確保を、情報発信は常にやっておる

んでございますけども、していかなければならないというふうには感じておりますので、

今後も、それについて担当課と協議をしながら、毎年１回というか、機会があればその

都度という格好に、今までの経験上、その機会を捉えてということでやっていくのが一

番いいかなというふうに考えておりますので、そういうような格好でやっていければい

いというふうに思っております。よろしくお願いいたします。 

折山議員  ドクターも人間でありますから、電話で連絡も取れるし、インターネットでも連絡は

取れるんですが、伺って、敬意を表して、これを一年に一遍求めているわけであります。

あと、医科大学の教授までされている方がいらして、その方は、やっぱり病院そのもの

が医師を育てる大学病院ですので、人脈もあるはずなんですね。ですから、連絡が取れ

るとか取れんではなくて、町長、ぜひ命令の下に、副町長と所管課長を一年に一遍、全

ての町出身の医師の下へ訪ねていくように、命令をぜひしていただくことを求めて、時

間がありますので次に行きます。 

４－３、認知症保険の町加入検討を。長野日報によれば、今日は日報さんが来ている

から、長野日報さん、本当に地域の細かい情報提供をありがとうございます。南箕輪村

では、村内の認知症の高齢者に個人賠償責任に被保険者として加入してもらい、保険料

の半額を村で補助する制度を創設する方針を示し、認知症患者が徘回して事故を引き起

こし、家族に多額の損害賠償金を支払う責任が生じた場合への支援策として計画したそ

うでございます。県内では、ほかに下條村があるそうです。それで、事業は、認知症高

齢者等見守り支援事業と銘打って４月１日施行を目指すそうで、関連事業費の約２万円

を盛った一般会計当初予算を、やはり３月の議会へ上程するというふうに載っておりま
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した。認知症、私も経験あるんですが、認知症になった方をうちへずっとつなぎ止めて

置くっていうこともあるんですが、この田舎ですから、出歩いたときにみんなが見守るっ

ていう温かさがあってもいいのかなあ、そのときに、やっぱり置いてあった植木を落と

してしまったり、極端な例は線路で事故に遭って鉄道を止めてしまって大きな補償問題

にとか、そういったときのための賠償保険だそうです。それがあれば安心かどうかはさ

ておいて、そういったいわゆる認知症者を地域で見守っていくことに対する温かな政策

も、予算的には宮田で２万円、小さいですが、そういった政策も大切なのかなあという

ふうに思います。ちょっと時間が押していますので、担当課長に振りたいと思うんです

が、町長のお考え、こういった細かい政策ではございますが、そういった温かさを持っ

た政策、これについてどうお考えになるのか、町長のお言葉で聞きたいと思います。 

町  長  担当課長が現状等の中から御提案について御意見、また、その後、町長がコメントす

ると、こういう段取りになっていたわけでございますけども、１つ飛ばさせていただき

まして、大変ありがたい保険だと率直に思います。しっかり研究していく必要があると

思っております。 

折山議員  あと２つです。ちょっと時間内にお願いしたいと思いますが。４－４、福祉タクシー

券交付基準を問う。町民の声でございます。これは１つの例です。ある方の町民の方の

御近所に息子さんと暮らす足腰の弱った高齢者世帯があるそうであります。自動車は車

庫にあるんですが、動いたところは見たことがない、なぜなら、息子さんは引き籠って

いて、なかなか外に出られない状況だそうです。このような世帯への交付は可能でしょ

うか。これは課長に伺います。 

健康福祉課長  今の要綱のとおりになりますと、なかなか難しいところでございます。 

折山議員  今の質問は、多分事務室へ行って聞けば、これで終わってしまう質問だと思うんです

が、ちょっと町民の皆さんも同様で苦しんでいらっしゃる方、ちょっとひきこもりが多

いっていうことは、それこそ担当課長のほうからも報告を受けておりますんで、若い方

がいてもなかなか自動車を活用できない、そういったこともあろうかと思います。ここ

で町長に伺います。そうした人を救う制度にすべきではないですか。端的にお願いしま

す。 

町  長  福祉タクシー券をもっと使いやすくすべきだと思っております。 

折山議員  ぜひ、ちょっとやっぱり、１つの事例が生じたら、よく考えて、これが怠けてではな

くて真に困っているとすれば、それを救う手だてっていうのは所管課を中心にみんなで

検討するべきかなというふうに思いますので、ぜひそのような取組を求めて、最後、４

－５、いいちゃんバスの利用促進をについて伺います。これも町民の声であります。い

つも空で走っているいいちゃんバスですが、どんなものかと、ある御婦人の皆さんが体

験乗車をしたそうであります。昭和病院まで往復したそうであります。昭和まで 200円

で行けるんだに、ものすごくいいに、運転できなくなったら私は利用したいとのことで

ございました。その皆さんは、このまま使われないままでいくと、いつか廃止になっちゃ

うぞっていうことで心配をし、このバスいいよということをもっとみんなに分かっても

らうために、町民の皆さんが体験乗車をするような、そういう取組を呼びかけてくれん
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かねって、こういう内容であります。私も、そういうふうに乗ってみたいなというふう

に思いました。町の取組として、これ、高齢化が進む中で大変重要な政策だと思います

んで、どうぞ、体験で呼びかけたらどうでしょうか。200 円払って昭和まで行ってくだ

さい、200円払って帰ってきてください、こんな取組を求めるんですが…… 

議  長  時間が到達しました。 

折山議員  ……。 

議  長  時間が終わりました。 

折山議員  終わりです。 

 

議  長  以上で本日の日程は終了しました。これをもって散会とします。御苦労さまでした。 

 

散  会  午後２時２１分 
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本会議再開 

 

開  議  令和２年３月２３日 午前９時１０分 

 

議  長  おはようございます。町当局並びに議員各位には、大変御苦労さまです。 

これから本日の会議を開きます。今定例会も本日をもって最終日となりました。会期

中は、それぞれ本会議をはじめ各委員会において、新型コロナ対策としてマスクの着用

など御不便なことをお願いいたしましたが、提出されました案件につきまして大変御熱

心な御審議に当たられ、感謝を申し上げます。 

本日は、お手元に配付のとおり第 15号議案に対する修正議案が提出されました。また、

議案２件が追加提案されており、去る３月５日の本会議において各委員会へ付託しまし

た条例案件１件、新年度予算案件６件、請願・陳情案件３件につきまして、それぞれの

委員長よりお手元に配付のとおり委員会審査報告書並びに請願・陳情審査報告書が提出

されております。本日は、これらの委員長報告に基づく審議などを願うことになってお

りますので、議事運営の諸ルールにのっとり慎重に御審議の上、適切な議決をされるよ

うお願いをいたします。 

本日の議事日程については、お手元に配付のとおりです。 

 

議  長  日程第１ 諸般の報告はありません。 

 

議  長  日程第２ 第５号議案 飯島町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

を議題といたします。本案につきましては、社会文教常任委員会に審査を付託してあり

ますので、委員長からの委員会審査報告を求めます。 

社会文教委員長  それでは、ただいま議題になっております第５号議案について社会文教委員会審査の

経過の報告を申し上げます。３月６日に社会文教委員会を開催して審査を行いました。

説明員として住民税務課・健康福祉課職員に同席を願ったところでございます。主な質

疑の内容について申し上げます。課税３方式への移行について質問が多く出されました。

「所得、資産、平等、均等の課税４方式から資産割を廃止して３方式にした経過の中で、

国保運営協議会への諮問は町から３方式をあらかじめ提案したのかどうか。」この質問に

対しましては「４方式と３方式の両方の資料を提供して、協議の結果、３方式の答申を

得ている。」こういうことでございます。また、「３方式とすることのメリットは何か。」

こういった質問がありまして、「昔と異なり、固定資産を有している人も収入に結びつか

ない時代となってきた。固定資産税を納税している人で収入がない人は救われていく。

所得の多少に重きを置いた課税方式は、時代背景に則していると思われる。」こういうお

答えでした。低所得世帯などの軽減措置についての質問も集中しました。「国保は他の医

療保険の適用を受けられない人の最後のとりでで、低所得層の多い保険だ。国保運営協

議会には、低所得世帯の所得や世帯構成などの具体的な事例を示すなど、今税率改定に
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伴う負担増の実例を示した上で理解を得ているのか。」こういった質問に対しましては

「具体的な世帯実例の説明はしなかったが、医療、後期高齢者支援、介護納付分別の７

割・５割・２割軽減別に改定前と後のそれぞれの軽減額と年間増加額を示し、案分率改

定の理解を得るように努めてきた。」こういう説明でございます。その他の質疑につきま

しては、この後の質問でお答えを申し上げまして、討論、反対討論「低所得世帯にも増

額負担があり、大きな影響があるために反対。」、賛成討論「収入を生まないのに固定資

産税に応じて課税される納税者からは、過重な負担だとの声は以前からあり、本改正に

よりその点の改善ができることはよかった。」。以上の討論を経て、採決はお手元に配付

のとおり賛成多数で可決すべきものと決定をしてございます。以上です。 

議  長  これから委員長報告に対する質疑を行います。質疑ありませんか。――ありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。折山委員長、自席へお戻りください。 

これから討論を行います。初めに、原案に反対討論はありませんか。 

２番 

三浦議員  それでは、国民健康保険税条例の一部を改正する条例について反対の立場で討論をし

たいと思います。国保運営協議会の委員の方々には、時間をかけて協議をしていただい

たことには敬意を表すものです。しかしながら、今回の国保の条例改正案では、資産割

がなくなり、平等割、均等割の増額となります。国保の加入者の多くは年金生活者、非

正規労働者、無職者などであり、総体的に所得の少ない人が加入している健康保険です。

にもかかわらず、所得に対する負担割合は、協会けんぽ７％、健保組合５％に比べ国保

は 10％と重い負担となっています。さらに、世帯にかかる平等割、家族の加入者一人一

人にかかる均等割はほかの健保にはないものです。資産割がなくなった分が平等割、均

等割の増額となります。問題は、今も滞納者はいますが、悪質な事例はないということ

です。分納し短期証の世帯も 20 件以上あります。７割・５割・２割軽減の対象は 664

件、うち７割軽減 291件あり、４割強です。７割軽減の対象者は、総所得金額と山林所

得金額の合算額が 33万円を超えないものであるということになっています。この状況下

で増額されれば、さらに負担が重くなり、滞納額の増加や新たな滞納世帯が生まれるこ

とが心配されます。滞納の解消は一層困難な状況になります。全ての人が安心して医療

を受けられるための国民皆保険です。高い国保税に苦しんでいる世帯の暮らしへの影響

を考慮した救済措置が必要と考えます。国保制度の軽減策では、救済困難な事案を想定

した救済ができないため、町の施策として救済措置が私は必要だと考えます。本条例案

には救済措置がないため、反対といたします。 

議  長  次に、原案に賛成討論はありませんか。 

４番 

中村議員  私は、今条例に賛成の立場で討論を申し上げます。多くの被保険者は負担が増額にな

ります。しかし、一番弱い立場の方を守るために資産割を削減する３方式になるわけで

す。よって、その一番弱い皆様を守るという立場から、３方式になる条例に賛成といた

します。 
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議  長  次に、反対討論ありませんか。 

９番 

浜田議員  この条例に反対の立場から討論いたします。一番弱い立場と言われる７割の世帯の実

情については、先ほどの反対討論の中でも出されましたけれども、大体年額 2,000円の

負担増ということになります。この 2,000円の重みが実際に審議委員の皆さんの中でど

れほど具体的な重みをもって捉えられたのかということを、私は大いに疑問とするもの

であります。既に滞納者がこの世帯では増えているということからも明らかであります

けれども、その生活実態に本当に寄り添った検討が行われたのか、これは、私はそのよ

うには思えません。実際にその日のお金で苦労されたことのない方々が議論されたのか

なあといううがった見方さえ私はしてしまうわけであります。個人的になりますけれど

も、掛け持ちで仕事をしても十分な栄養の取れない、そんな生活、それから仲間が旅行

や様々なイベントを楽しく議論しているときにその場から離れなければいけない生活、

そんな生活の中での 2,000円っていうのは決して小さい額じゃないというふうに思いま

す。よりまして、弱者に対するまだまだ十分な施策が検討されていないという条例だと

いう意味で、私は反対といたします。 

議  長  次に、賛成討論ありませんか。 

３番 

久保島議員  私は、賛成の立場で討論させていただきます。本条例は、資産があっても収入がない

という方への救済でございます。それから、７割軽減、５割軽減、２割軽減と所得に応

じた軽減措置もされているということから見まして、この条例改正は適当であるという

ふうに認識いたします。よって、賛成といたします。 

議  長  次に、反対討論ありませんか。 

討論はありませんか。――ありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第５号議案 飯島町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について採決

します。この採決は起立によって行います。 

本案に対する委員長の報告は可決です。本案は委員長報告のとおり決定することに賛

成の方は御起立ください。 

〔賛成者起立〕 

議  長  お座りください。起立多数です。したがって、第５号議案は原案のとおり可決されま

した。 

 

議  長  日程第３ 第１５号議案 令和２年度飯島町一般会計予算 

日程第４ 第１６号議案 令和２年度飯島町国民健康保険特別会計予算 

日程第５ 第１７号議案 令和２年度飯島町後期高齢者医療特別会計予算 

日程第６ 第１８号議案 令和２年度飯島町介護保険特別会計予算 

日程第７ 第１９号議案 令和２年度飯島町水道事業会計予算 
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日程第８ 第２０号議案 令和２年度飯島町下水道事業会計予算 

以上、第 15号議案から第 20号議案まで、令和２年度会計予算６議案を一括議題といた

します。本案につきましては、予算特別委員会に審査を付託してありますので、委員長

から一括してそれぞれの議案に対する審査報告を求めます。 

予算特別委員長  本定例会初日に予算特別委員会に付託されました令和２年度予算関連６議案につきま

して委員会審査報告を申し上げます。審査を付託された議案は、第１５号議案 令和２

年度飯島町一般会計予算、第１６号議案 令和２年度飯島町国民健康保険特別会計予算、

第１７号議案 令和２年度飯島町後期高齢者医療特別会計予算、第１８号議案 令和２

年度飯島町介護保険特別会計予算、第１９号議案 令和２年度飯島町水道事業会計予算、

第２０号議案 令和２年度飯島町下水道事業会計予算であります。予算特別委員会では、

総務産業、社会文教の２つの分科会を設けて各所管事務の審査を求め、３月６日から 16

日までの間に委員会並びに分科会を開催して慎重に審査を行いました。結果は、お手元

の報告書のとおり付託された６議案を全て可決すべきものと決定しました。審査は 300

項目を超える多数の事業にわたって行われた上、各会計にまたがる事項もありましたの

で、ここでは６議案の審査全体を横断的にまとめ、質疑や意見と執行部答弁の要点を報

告します。まず、財政に関してであります。下水道、農集排の特別会計から下水道事業

会計への移行について担当課の詳細な審査が行われ、適正な処理案と認められました。

併せて公共、農集の統合をはじめ経営改善の検討が進んでいることを認めました。新年

度から始まる会計年度任用職員制度に伴う人件費の増減に対しては、共済費や社会保険

費などの仕訳ルールの影響もあって、実態を明確にできませんでした。これを整理する

には多くの事務作業が予想されることから、予算審査の判断材料とはしませんでしたが、

非正規職員の処遇改善を検証し、総人件費の推移を明示できる資料の提出を求めるもの

であります。飯島町営業部が１つの事業コードにまとめられ、補足資料なしには事業内

容が把握できず、公文書として不十分であるという指摘がありました。飯島町営業部予

算を具体的に記述するよう、予算書の改善を強く求めるものであります。また、予算書

の項目が前年度予算との比較にとどまっており、決算との比較も記すべきとの意見があ

りました。前年度決算の記載は不可能としても、過去数年間の決算との比較を示してい

る自治体もあり、検討を求めるものであります。新年度予算にコロナウイルス対策費は

まだ計上されておらず、当面、危機管理を事務局とする対策本部が現予算の範囲で対応

するとのことでありました。なお、過去数年と違って今回は財政運営の在り方に関する

質疑はありませんでした。改善が進んでいるという議会側の認識の表れというふうに認

められます。次に、事業や継続のルールや見直しに関する質疑を述べます。非常に多岐

にわたっておりますので、審査された主な点だけを簡単に列挙いたします。循環バス昭

和病院線の利用者が増えていることと経費対策、消防団の安全靴支給、はっぴから活動

服への統一、町ホームページを再度変更するに至った経過、減債基金の繰入れの増額の

理由、伊南ＤＭＯの組織構成と町の立ち位置についてなどでありましたけれども、いず

れも所管課の説明を理解する結果になりました。一方、地産地消や食育を推進する部署

の明確化、特に農家と学校給食センターを結ぶコーディネーターの配置、給食センター
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への正規職員の配置、高齢者のごみ出し支援策などの要望がありました。なお、町の負

担金の中で、伊南地区農業振興協議会、伊南バイパス建設促進費など、必要性の不確か

な費目の見直しを求める意見もありました。理事者に対しては、特に地域福祉総合事業

の進め方に質疑が集まりました。平成 28年からの総合事業がうまくいっていなかった経

過を背景に、既に地域ニーズを把握できているのではないか、健康づくりから福祉、介

護までを一体的に進めるには職員の手が回らないのではないか、プラットフォームやい

いじまお助隊の具体的な姿を明示すべきではないか、社協に対して町は人材も含め主体

性をすべきではないかなど、様々な角度からの質疑が交錯しました。理事者の説明は、

トップダウンや全町一斉にではなく、どこかの地区から具体的な取組を積み重ねて拡大

していくというものでありましたけれども、今後もさらに念入りな説明の必要性を残し

た結果となりました。ほかにも障害者福祉施設の設立、マイナンバーカードの普及促進、

自然エネルギー推進部署の明確化、特別職の報酬検討など、多くの質疑が行われました

が、個別の報告は割愛させていただきます。以上の質疑応答を経た後、一般会計予算に

ついては、、社会資本整備計画の充実を評価する、前年度予算の執行評価に基づく予算編

成を評価するとの賛成討論と、一方で、顧問弁護士費用の減額を求める反対討論があり

ました。また、国保特別会計の予算には弱者への配慮不足の反対討論があったものの、

採決の結果、第 15号議案から第 20号議案までの６議案全てを認定すべきものとして可

決した次第であります。以上、予算特別委員会の審査結果報告といたします。 

議  長  これから委員長報告に対する質疑を一括して行います。質疑はありませんか。――あ

りませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。浜田委員長、自席へお戻りください。

以上で令和２年度予算関係６議案に係る委員長報告及びこれに対する質疑を終わります。 

ここで、浜田稔議員ほか１名から第１５号議案 令和２年度飯島町一般会計予算に対

する修正案が提出されております。修正案に対する提出者の説明を求めます。 

９番 

浜田議員  それでは、第１５号議案 令和２年度飯島町一般会計予算に対する修正案を提出する

理由について申し上げます。一般会計予算そのものについては、もともとの実施計画に

基づき、その内容の全般については特に意を挟むものではありませんけれども、項目の

中の顧問弁護士費用については不適切だというふうに考えまして、この修正を求めるも

のであります。総務費からこの金額を減額し、予備費に充当するという内容であります。

お手元の資料の総括表を御覧いただきたいと思いますけれども、総務費 6億 155万 5,000

円を 6億 11万 9,200円、総務管理費、それから、その分を予備費に充当するという提案

であります。提案の趣旨でありますけれども、昨年の秋に生じた与田切公園事故の公表

が１カ月半にわたって遅れました。これは、町民に対する開かれた町の行政に対して、

大きくそれを毀損する結果になったというふうに考えております。もちろん、その責任

は理事者にあるわけでありますけれども、実際にそこに至った経過は、被害者との示談

を優先して公表を遅らせるというアドバイスを行った弁護士によるものだというふうに
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理事者に対する聞き取りの中からも私は確認いたしました。また、顧問弁護士の選定に

当たっては、これといったルールもなく選定されてきたという経過も非常に不明瞭なも

のであるというふうに認められる。よって、提案のように弁護士費用については１カ月

分だけを残して、この部分について修正するということを提案するものです。以上、提

案理由の説明といたします。 

議  長  浜田議員は自席へお戻りください。 

これから、浜田議員ほか１名から提出された修正案について質疑を行います。質疑に

つきましては、修正案に対するものと、修正案に伴って理事者のほうに質疑を求めるこ

ともできることになっておりますので、併せてお願いをいたします。それでは、質疑あ

りませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

これから議案ごとに討論、採決を行います。 

最初に、第１５号議案 令和２年度飯島町一般会計予算について討論を行います。ま

ず、原案に賛成の方の討論はありませんか。 

７番 

折山議員  第 15号原案に賛成の討論を行います。ここでは、賛否の焦点になっております新年度

顧問弁護士費用に焦点を当てて、原案に賛成の討論を行います。このたびの与田切公園

野外遊具事故の顧問弁護士の対応は、極めて適切な対応であったと評価をするものでご

ざいます。これまで幾度となく、所管課長、町長から議会に説明された内容は、事故当

日、弁護士からは何をおいても被害者に対して迅速に誠意のある誠心誠意をもって対応

することを優先するように、先ほど発議の報告者も同様のことを申し上げておりました。

まさしく、これは大切なアドバイスだというふうに認識するものでありますし、また、

その後は警察の捜索に全面的に協力するように、こういった弁護士のアドバイスの下に

行政的な対応をした結果、刑事訴追、それから訴訟、こういったところに発展すること

なく終結できたものと、これは評価をするものであります。ただ、惜しむらくは、被害

者や警察対応に追われて、気持ちのゆとりもなかったかと思いますが、公園遊具閉鎖の

町民説明までに時間を要したということは、今後の行政対応に向けて改善すべき点はあ

るものとは思いますが、穏やかな解決に向けた町の適切な対応に貢献をした顧問弁護士

の新年度予算を確保するために、本原案に賛成するものであります。 

議  長  次に、原案及び修正案反対の討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  次に、原案に賛成する方の討論はありませんか。 

３番 

久保島議員  原案に賛成するものでございます。ただし、少し注文がございます。例えばお助隊の

事業、それから地域ポイントの事業等、計画が不明確である点は、非常に残念だなあと

思います。予算を計上するからには、少し練った体制で、少し検討されて、こういう方

向で行きたいんだ、だからこれだけの予算が要るんだという説明が欲しかったなあとい



- 9 - 

うふうに思います。それから、ただいま議論になっております弁護士費用の件につきま

しては、これはやっぱり 12カ月分計上するのが適切であろうというふうに思います。た

だし、折山議員が後から申したとおり、現在の顧問弁護士については、適切であったで

しょうけども、本当に町民のため、町民の利益のためという点では多少抜かりがあった

というふうに思います。その点では、少し選任の方法、もしくは選任に何らかの方法な

り検討なりがされるべきだというふうに思います。この費用を盛って、その後、適切な

選任、それから、またルールづけも必要かなあというふうに思います。そのような注文

を申し上げ、15号議案に賛成の立場といたします。 

議  長  次に、修正案に賛成の方の討論はありませんか。 

８番 

坂本議員  それでは、修正案に賛成の立場で討論いたします。以前からのつながりということで、

雇用弁護士に決められた経過は町長答弁で分かりました。しかし、この数年の幾つかの

案件での対応は、はてなと思えることもありました。現在、県内では経験豊かな弁護士

も増えております。顧問弁護士に係る基準を決めてからでも遅くはないと思われます。

よって、１カ月分の弁護士対応の費用を盛る修正案に賛成するものです。 

それとは違った中の一般の予算の中で２つ申し添えます。新ということで、総合事業、

飯島町総合事業の推進という中で、先ほど久保島議員も言われましたお助隊なんですけ

れども、コーディネーター、それから体制整備事業ということで 735万円が予算化され

ておりますけれども、政策の全体像は分かりますが、手順の組み立てがまだできていな

いと思われます。この全体を組み立てていく手順がちょっと読み取れないと思われます。

主導権は町なのか社協なのか、昨年からの取組が今年こそは何らかの形になることを期

待するものです。もう一つは、学校給食においては、建物だけではなく、地産地消の町

内産自給率の向上や、そこに働く方々の処遇改善や、また学校における食育など、進め

ていく事柄がありますので、少しずつでもそれを実現していただけますよう求めまして、

討論といたします。 

議  長  次に、原案に賛成の方の討論はありませんか。 

11番 

竹沢議員  それでは、第１５号議案 令和２年度飯島町一般会計予算に賛成し、修正案に反対す

る立場で討論に参加いたします。飯島町第５次総合計画でいうみんなが安心して暮らせ

る豊かなまちを目指しての予算案であります。さきの３月 16日、予算特別委員会でも議

論になりましたけれども、私は、５つの政策目標の中の１つであります活躍するシニア、

技術が地域に生かせる元気な人生 100年時代への新規事業としてお助隊プラットフォー

ム構築事業がございます。これはいいと思います。今の世の中、皆さん御存じだと思い

ますけれども、特に大人の男女の世界というのはやっぱりマッチングが大切なんです。

要するに、助けたい人と助けられたい人をマッチングするための飯島プラットフォーム

をつくるというのは大変いいことだというふうに思うわけでありまして、大いに進めて

いただきたいと思うところであります。次に、５つの政策目標の中の森林や田園風景の

静寂さの中にも強靭で快適な生活基盤のある町への継続事業でございますけれども、こ
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れにつきましては、国の財政支援を受けて町道南田切線ほかの整備、上ノ原幹線の舗装

整備、芝宮線などの調査開始、林道では辰巳ヶ沢入線の舗装工事の継続など、町内のイ

ンフラ整備、生活基盤の整備ということで予算の重点配分をしていることについて評価

するものでございます。加えて、ゼロ予算ではありますけれども、人口増対策統括本部

なるものを設置していくわけでありまして、この取組についても大いに期待をするとこ

ろでございます。よって、飯島町の令和２年度一般会計予算について賛成するものでご

ざいます。 

次に、修正案に反対の討論を行います。制度上、議会の中で、予算特別委員会におい

ても本会議におきましても予算修正をできるということは十分承知でございますけれど

も、本来でしたら部分的な修正で出すんじゃなくて予算そのものに反対したほうが町民

の皆さんからよく分かるんじゃないかなと思うところであります。ところで、３月 16

日、町長は顧問弁護士の選定につきまして議会に今後報告するというふうに答弁してお

るわけでありまして、私はそれで十分だというふうに思います。本日 2020年３月 23日

の状況の中で、飯島町が、下平町長が未来に向かって誰を弁護士にするかはまだ分から

ないわけでありまして、議案上もそれは読み取れないわけであります。あくまでも現在

の弁護士との契約は 2020年３月 31日で切れるものでございまして、新年度のことは何

人も知れない未来の空想に過ぎないわけであります。よって、修正案に反対するわけで

ございます。ある町民からは、参考の御意見ですけど、そんなにいろいろ言うんだった

ら東京飯島会の会長の弁護士さん、その人に代えたらどうですかという御意見も参考に

おつなぎしておくわけであります。 

いずれにいたしましても、私もそうですし、松本市出身の池上彰さんもそうですけれ

ども、令和とは横文字でビューティフル・ハーモニーであります。我が町の新時代、令

和２年の予算が下平町長の提案する案につきまして全会一致で可決されることを議員各

位に訴えて、私の発言といたします。以上。 

議  長  次に、原案及び修正案に反対の方の討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  次に、原案に賛成する方の討論はありませんか。 

10番 

本多議員  一般会計に賛成する討論を行います。本定例会の予算についての一般質問において、

町長は、予算編成において、前年度の行政評価を踏まえ、事業ごとに過去の決算状況と

今年度の執行状況を確認し、課題や施策の方向性などについてヒアリングを行いながら

策定作業を進めました、この作業により事業費の増減の判断、また課題のある事業につ

いて見直し、改善の取組を指示したと答弁され、特に令和２年度予算査定で次年度へ反

映された特徴的な部分を掲げました。町長の思いやりの予算編成ができたと思い、賛成

をするものです。 

続いて、顧問弁護士を誰に指名するかは理事者側の専権事項であり、議会の同意を得

る必要は全くないと考えております。顧問弁護士を一方的に批判することはどうかとも

考えます。弁護士相談料 39万 6,000円は必要な予算であり、月々３万 3,000円、妥当な
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金額と考えております。これを減額する必要は全くないと考えております。 

そういうことで、修正案には反対し、原案には賛成いたします。 

議  長  次に、修正案に賛成の方の討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  それでは、ほかに討論はございませんか。 

４番 

中村議員  それでは、原案に賛成の立場で討論を申し上げます。町長は、今予算は新たに民間活

力を融合したまちづくりを行うための魅力向上予算としたとの説明でした。前年度予算

より１億 1,200万円増額され、行政３大事業として、１、いいじまお助隊を募集し地域

コミュニケーションの構築やいいちゃん地域ポイントの推進とした福祉増進事業、２と

して、アグリイノベーション、ＪＡインターン、音楽関連の町、発酵食品の町とした産

業振興事業、３として、国、県の補助、また急発進防止装置など、スピード感のある安

全管理事業を推進、この３つを基盤としております。町長２期目の強い思いが込められ

た予算と町の活力を推進するための予算と評価するものでございます。また、先ほど来、

特別委員会でも審議された顧問弁護士に対する説明においては、町長が今後、委託事業

において議会でも説明をしていくというお答えでありました。ぜひ、そのように求める

次第でございます。さて、先ごろ令和２年度職員編成が行われ、各課トップ、課長異動

は大きく変わりました。町長の思いを力強く推進するための人選とうかがえますが、今

事業を形にし、町民の安全・安心なまちづくり進める上では、全職員の団結なくして達

成は難しいと思います。よって、ぜひ一人一人の職員の声を受け止める体制強化を求め

る次第です。また、一議員としても令和２年度の事業に対して共に努力する決意であり

ます。したがって、町側も議会への事業推進に当たる説明、報告をこまめに、また透明

度をもって行ってもらうことを申し添え、賛成といたします。 

議  長  ほかに討論はありませんか。――ありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

初めに、第１５号議案 令和２年度飯島町一般会計予算を採決します。本案に対する

予算特別委員長の報告は可決すべきものです。続いて、浜田稔議員ほか１名から修正案

が提出されています。よって、議事の整理上、まず浜田稔議員ほか１名から提出された

修正案について採決します。この採決は起立によって行います。第 15号議案について修

正案のとおり決定することに賛成の方は御起立ください。 

〔賛成者起立〕 

議  長  お座りください。起立少数です。したがって、第 15号議案に対する修正案は否決され

ました。 

次に、原案に対する採決を行います。第 15号議案は原案のとおり決定することに賛成

の方は御起立ください。 

〔賛成者起立〕 

議  長  お座りください。起立多数です。したがって、第 15号議案は原案のとおり可決されま
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した。 

次に、第１６号議案 令和２年度飯島町国民健康保険特別会計予算に対する討論を行

います。初めに、原案に反対討論はありませんか。 

２番 

三浦議員  私は、先ほど国民健康保険税条例の一部を改正する条例について反対をいたしました。

保険税の案分率など予算に関係しておりますので、国保税の特別会計についても反対を

いたします。 

議  長  次に、原案に賛成討論はありませんか。 

10番 

本多議員  賛成する立場から討論いたします。県の国保運営方針である保険料水準の統一３方式

と料率の一本化を目指すための改正であり、町は先行して将来を見据えた改正を行うこ

とを高く評価いたします。よって、この特別会計に賛成します。 

議  長  ほかに討論はありませんか。――ありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第１６号議案 令和２年度飯島町国民健康保険特別会計予算を採決します。

この採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。本案は委員

長報告のとおり決定することに賛成の方は御起立ください。 

〔賛成者起立〕 

議  長  お座りください。起立多数です。したがって、第 16号議案は原案のとおり可決されま

した。 

次に、第１７号議案 令和２年度飯島町後期高齢者医療特別会計予算に対する討論を

行います。初めに、原案に反対討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  原案に賛成討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第１７号議案 令和２年度飯島町後期高齢者医療特別会計予算を採決します。 

お諮りします。本案に対する委員長の報告は可決です。本案は委員長報告のとおり決

定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第 17号議案は原案のとおり可決されました。 

次に、第１８号議案 令和２年度飯島町介護保険特別会計予算に対する討論を行いま

す。初めに、反対討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  次に、賛成討論はありませんか。 
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（なしの声） 

議  長  討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第１８号議案 令和２年度飯島町介護保険特別会計予算を採決します。 

お諮りします。本案に対する委員長の報告は可決です。本案は委員長報告のとおり決

定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第 18号議案は原案のとおり可決されました。 

次に、第１９号議案 令和２年度飯島町水道事業会計予算に対する討論を行います。

討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第１９号議案 令和２年度飯島町水道事業会計予算を採決します。 

お諮りします。本案に対する委員長の報告は可決です。本案は委員長報告のとおり決

定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第 19号議案は原案のとおり可決されました。 

次に、第２０号議案 令和２年度飯島町下水道事業会計予算に対する討論を行います。

討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから第２０号議案 令和２年度飯島町下水道事業会計予算を採決します。 

お諮りします。本案に対する委員長の報告は可決です。本案は委員長報告のとおり決

定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、第 20号議案は原案のとおり可決されました。 

 

議  長  日程第９ 発議第 1号 「地方議会議員の厚生年金制度への加入を求める意見書」の

提出について 

を議題とします。本案に対する提出者の趣旨説明を求めます。 

11番 

竹沢議員  それでは、地方議会議員の厚生年金制度への加入を求める意見書の提案理由の説明を

行います。地方分権時代の今日、地方議会の果たす役割が重くなってきておりまして、

活動の分野も幅広く活動しているところであります。一方、昨年の統一地方選でも町村

では立候補者が減少し、無投票当選が増加し、住民の関心の低下もありますし、また議

員に対して負託をしてお任せということなどを含めて、議員のなり手不足が問題になっ

て、大きな課題であります。平成 23年度廃止されました町村議会議員年金制度でありま
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すけれども、当時、私も加入しておりましたが、掛金の２割をカットされまして、一時

金支給で終了しました。この時点で議員年金を支給されていました先輩の議員さん方は、

今でも支給が継続されておるところであります。現在は、厚生年金加入者が議員となれ

ば、その期間は今度国民年金となる、こういうことでございます。そこで、従来あった

ような平成 23 年に廃止したような議員年金制度みたいなものを新たにつくるのではな

くて、現在の議員の在職期間につきまして厚生年金に移行して加入することを求めるも

のであります。この法整備がまだ整っていないからであります。国民年金よりも厚生年

金のほうが有利であることは皆さん御案内のとおりであります。もし、飯島町もしかり

ですけれども、全国の地方議会の議員が経済的にも安定した状況が確立されることにな

れば多くの意欲ある議員が立候補することが考えられるわけであります。議員報酬の改

定、引上げとともに、地方議会議員の厚生年金加入制度への法整備を全議員の御賛同を

いただきまして国へ法整備を求めることについて提案するものでございますので、よろ

しく御賛同をいただきたいと思います。以上です。 

議  長  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。提出者は自席へお戻りください。 

これから討論を行います。討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから発議第１号 「地方議会議員の厚生年金制度への加入を求める意見書」の提

出についてを採決します。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、発議第１号は原案のとおり可決されました。 

 

議  長  日程第１０ 発議第２号 新型コロナウイルス感染症拡大に対し、行政の速やかな対

応を求める決議について 

を議題とします。本案に対する提出者の趣旨説明を求めます。 

５番 

橋場議員  それでは、新型コロナウイルス感染症拡大に対し、行政の速やかな対応を求める決議

について、お願いします。３月 11日、世界保健機構は新型コロナウイルス感染がパンデ

ミックとみなせると表明しました。日本国内でも感染拡大が続いており、愛知県では既

に受入れ病床数の不足も伝えられております。感染そのものへの懸念に加えて、経済活

動の縮小に伴う生活への影響も深刻になりつつあります。商工業への影響は既に顕著だ

が、時間給や非正規の雇用者、高齢者、独り親家庭などの生活弱者への様々な影響は時

間とともに深刻さを増すと予見されます。早く何とかしてほしいということは、そうい

う声も聞こえてきております。事後の復旧より事前の対策のほうがはるかに効果的であ

ることは全ての災害に共通するものです。飯島町議会は、実情の把握と対策の提案に全
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力を尽くす所存でございます。同時に、町当局におかれましても、事態の緊急性に鑑み、

深刻な影響が出る前に下記の対応に注力されるように切に要望いたします。議員皆様の

全員の御賛同をお願いいたします。 

議  長  これから質疑を行います。質疑ありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。提出者は自席へお戻りください。 

これから討論を行います。討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから発議第２号 新型コロナウイルス感染症拡大に対し、行政の速やかな対応を

求める決議についてを採決します。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、発議第２号は原案のとおり可決されました。 

 

議  長  日程第１１ 請願・陳情等の処理についてを議題とします。本案につきましては、去

る３月５日の本会議におきまして総務産業常任委員会及び社会文教常任委員会へ審査を

付託しており、お手元に配付のとおり委員長から請願・陳情審査報告書が提出されてお

ります。各請願、陳情等の審議については、一括して委員長より委員会審査報告を求め、

これに対する一括質疑の後、案件ごとに討論、採決を行います。これから委員長報告を

求めます。初めに、橋場総務産業委員長。 

総務産業委員長  総務産業委員会請願・陳情審査報告をいたします。去る３月５日の本会議において本

委員会に付託された令和２年陳情第２号 「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求

める意見書」の採択を求める陳情、そして令和２年請願第１号 自治会の負担軽減（町

道除雪作業対策）についての請願を３月６日に委員会を開き内容を慎重審議した結果、

お手元の報告書のとおり採択すべきものと決定しました。 

なお、審査経過、内容については、以下申し上げます。 

令和２年陳情第２号については、最初に参考人、林澄男氏の出席を求め、補足説明を

受けました。審査で出された主な質疑です。問い「700 円からいきなり 1,500 円という

のは結構な額になる。そこのところはどう思うのか。」の質問に、お答えとして「月 22

万円～24万円は人間らしい生活をするのにぎりぎりの線だ。時間に置き換えると 1,500

円になる。生計調査の中でも、これだけ必要になるということが分かった。企業の意識

変えや個人消費も増えると考えている。」などで、ほかにはありませんでした。賛成討論

では「我が国を支えているのは中小企業と労働者だ。少し目標が高いかもしれないが、

最低賃金の引上げと全国一律賃金に取り組んでほしい。」。以上の経過によりまして、全

員の賛成で採択すべきものと決定しました。 

次に、令和２年請願第１号については、最初に紹介人であります浜田議員より紹介理

由と内容説明があり、次に参考人、伊藤隆盛氏、小林淳一氏、両名の出席を求め、補足
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説明を受けました。審査で出された主な質疑です。問い「公的な場所はどうしているの

か。」、答えとして「自治会の範囲内でしている。」などでございました。ほかにはありま

せんでした。賛成討論では「高齢化に伴い除雪事業は厳しいものだ。しかも危険を伴う。

現状が理解されているのか、いないのか、ふさわしい措置が取られていない。急な対策

は無理だとしても、万が一の場合、地元が安心して世間並みの補償を得られるよう様々

な制度をしてもらいたい。地域差があるので自治会ごとに保険の内容により補償しても

らう。この請願を町に実施してもらいたい。」。以上の経過によりまして全員の賛成で採

択すべきものと決定いたしました。 

議  長  これから委員長報告に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。総務産業委員長、自席へお戻りくだ

さい。 

次に、社会文教委員長からの報告を求めます。折山社会文教委員長。 

社会文教委員長  社会文教委員会を３月６日に開催いたしまして、付託審査案件の２陳情第１号 国に

対して「国民健康保険料（税）引き下げのための国庫負担の増額を求める意見書」の提

出を求める陳情書について審査を行いました。参考人として七久保、下平まち子氏に出

席を願いました。主な質疑でございます。「陳情書では、全国知事会、全国市長会、全国

町村長会が公費１兆円を投入して国民健康保険税を協会けんぽ並みの負担率にすること

を求めていると記載しているが、示された国保新聞からは全国知事会がそのように求め

ているようには読み取れないが。」といった質問に対しまして「全国知事会が社会保険と

国保との負担格差の是正のために国庫負担の増額を求めている内容を理解いただきた

い。」というお答えでした。その他の質疑については、質問によってお答えいたします。

討論、反対「負担を協会けんぽ並みに減額することを求める趣旨に賛成できない。国は、

この３年間、軽減措置の拡充など、国保の財政基盤安定のために国庫負担を増額してき

ており、その経過を見守るべきだ。」、反対「陳情資料は最新のものがなく、現状を把握

しての判断が困難だ。少子高齢化で若者の社会保障負担が大きくなっている。高齢者は

若者の５倍の医療費が必要であり、国費投入には持続的な皆保険制度の構築、世代間負

担など多角的な検討が必要で、協会けんぽ並みに負担軽減を求める趣旨には賛成できな

い。」といった討論を経まして、採決の結果は反対多数で不採択すべきものと決定をして

ございます。以上です。 

議  長  これから委員長報告に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。社会文教委員長、自席へお戻りくだ

さい。 

以上で請願・陳情等の処理に係る委員長報告及びこれに対する質疑を終わります。 

これから案件ごとに順次討論、採決を行います。 

最初に、２陳情第１号 国に対して「国民健康保険料（税）引き下げのための国庫負

担の増額を求める意見書」の提出を求める陳情書について討論を行います。本陳情につ
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いての委員会審査報告は不採択ですので、初めに原案に賛成討論はありませんか。 

２番 

三浦議員  私は、国に対して国民健康保険料（税）引き下げのための国庫負担の増額を求める意

見書の提出を求める陳情について賛成の立場で討論をしたいと思います。全国知事会で

は、毎年、国庫負担の増額を要求しております。所得に対する保険料率が約７％の協会

けんぽに対し、国保は約 10％と逆進性ともいえる構造的な課題の解消を求めてきました。

医療保険制度間の公平と今後の医療費の増高に耐え得る財政基盤の確立を図るため、子

どもにかかる均等割保険料の軽減措置の導入や国の定率負担の引上げなどを求めていま

す。国民健康保険制度の見直しに向けての全国知事会の提言では、国保の保険料を国保

と類似性のある協会けんぽの保険料負担率が引下げの目安となるのではないか、将来的

な一元化を見据えたときも各保険制度の中間レベルの協会けんぽ並みの水準を目途とす

ることが適当と考えるとしています。協会けんぽ並みの保険料にするために必要な額は

約１兆円です。平等割、均等割を国庫負担１兆円の増額でなくすことが可能です。この

ことから、国に対し協会けんぽ並みの保険料となるよう１兆円の国庫負担の増額を求め

ることに賛成です。 

議  長  次に、原案に反対討論はありませんか。 

３番 

久保島議員  本陳情につきまして反対の立場で討論いたします。本陳情では、公費を１兆円投入し、

国民健康保険を協会けんぽ並みの負担にするようにというふうに求めております。そこ

にはちょっと無理があるというふうに思っています。国は、平成 27年から 1,700億円を

毎年、国保の運営のため支援を拡充してきております。さらに、平成 30年からは 1,700

億円を、令和元年には 1,770億円を加算してきているというところでございます。国保

の支援充実に努めてきておるということを評価しなければならないというふうに思って

います。また、消費税対策等が落ち着いた段階では、さらなる期待ができるというふう

に私は思っています。また、後期高齢者や介護保険等のバランスもございますので、こ

こだけ引下げ、支援を拡充ということには多少無理があるというふうに思います。しわ

寄せが後期高齢者や介護保険のほうへ行ってはならないというふうに思っています。そ

の配慮も求めるところでございます。また、提出者ではなく、参考人からは、説明の中

で協会けんぽ並み、もしくは１兆円ということにはこだわらないんだというお話もござ

いました。そうであるならば、私から、協会けんぽ並み、１兆円を除く、国に国保のさ

らなる支援を求める意見書というものを出してもいいというふうに提案をしたところで

ございます。その旨を申し添え、本陳情は不採択とさせていただきたいと思います。 

議  長  次に、原案に賛成討論はありませんか。 

７番 

折山議員  本陳情に賛成する討論を行います。先ほどは、私、社会文教委員長として委員会では

反対であった旨の報告をさせていただきましたが、ここでは折山一議員として討論に参

加をさせていただきます。本陳情の趣旨は極めて単純であるというふうに考えます。こ

れまで国保運営主体であった市町村や今日の運営主体となっている県など、地方自治体
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の財源に厳しい運営実態を背景にした、そういった思いを背景に訴えた陳情だというふ

うに考えるものであります。我が国の医療皆保険制度というのは、大きく３つになって

おります。国保、社保、共済であります。社保には協会けんぽと組合健保の２つがあり

まして、組合健保っていうのは、主に大企業の皆さん、従業員の皆さんが加入するもの

であって、比較的有利、また一方、協会けんぽのほうは主に中小零細企業、零細事業者

の皆さんが加入されている制度であります。組合健保に比べると、協会けんぽのほうは

先ほどから討論がありましたように被保険者負担が大きくなっております。一方、国保

はそうなんですが、私もそうですが、他の医療保険制度の適用を受けられない国民の健

康と命を守る最後のとりでとした制度であります。しかしながら、被保険者負担は最も

重いという実態がございます。同じ国民でありながら、また命を守るための医療制度で

ありながら、適応を受ける制度により町民負担に軽重、重い、軽いがあることを望む自

治体の首長はどこにもいないと思います。加入者負担を減じるためにルールを超えて財

源を投じる自治体も中にはございます。多くは、財源確保が困難であり、国から示され

る基準に従って加入者負担を算出しているところなんですが、本陳情は、確かに思い込

みの強い文面や古い資料提供など一部に違和感はあるものの、陳情の核となる趣旨は、

制度の一元化に向けて検討が進む今日、国保の被保険者がせめて協会けんぽ並みの負担

になるように国費をもって行ってください、これを求める趣旨であります。私は、町の

一議員として、命に関わる制度だけは限りなく町民の間に現存する制度間の差を埋めて

ゆく姿勢を貫いていかなければならない、そういう思いで本陳情に賛成するものであり

ます。 

議  長  ほかに討論はありませんか。 

４番 

中村議員  私は、今陳情に反対の立場で討論を申し上げます。まず、国保会計が継続的に運営さ

れていくために、抜本的な改革を平成 26年度から実施してきております。そういうもの

が現在に至っているわけでございます。その中で、この陳情は、抜本的に改革をしろと

いう、そういう内容でございます。国が地方自治体、知事や地方代表と協議を重ねなが

ら現状、先ほど反対討論の中にありましたが、1,700 億円余を国が負担をしてきており

ます。これで終わりというわけではございません。国もさらなる拡充を検討している中

であります。そういう中において、抜本的ということはゼロから、また何か問題点を改

革しろということです。でも、抜本的の原因については、この陳情の中には書かれてお

りません。よって、私は、この陳情に反対といたします。 

議  長  ほかに討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから２陳情第 1号 国に対して「国民健康保険料（税）引き下げのための国庫負

担の増額を求める意見書」の提出を求める陳情書について採決します。 

お諮りします。本陳情に対する委員長の報告は不採択です。ここで、念のため申し上

げます。委員長報告は不採択でありますが、議事の整理上、本陳情の採択について採決
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を取ります。この採決は起立によって行います。本陳情は原案を採択することに賛成の

方は御起立ください。 

〔賛成者起立〕 

議  長  お座りください。起立少数です。したがって、２陳情第１号は不採択とすることに決

定しました。 

次に、２陳情第２号 「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書」の採

択を求める陳情書について討論を行います。本陳情についての委員会審査報告は採択で

す。初めに、原案に反対討論はありませんか。 

４番 

中村議員  反対の立場で討論を申し上げます。最低賃金については、働き方改革実行計画、これ

は平成 29年３月 28日に決議されたもの、決定されたものです。これが年率３％程度を

目途として名目ＧＤＰ成長率に配慮しつつ引き上げていく、これにより全国加重平均が

1,000 円になることを目指す、このような最低賃金の引上げに向けて中小企業、小規模

事業者の生産性向上等のため支援や取引条件の改善を図るとされています。厚生労働省

は、このような最低賃金の引上げに向けて中小企業、小規模事業者に対する生産性向上

等の支援を行っております。まだ途上ではありますけれども、国は改革を進めている途

上でありまして、世界から比べたら確かに日本の賃金は低いと、最低賃金の低さという

のは私も認めるところであります。しかしながら、急激にということになりますと、賃

金だけで世界と比べていいのか、今、社会保障とか、保険制度とか、いろいろあるわけ

ですけれども、そういう点を全部含めて日本は世界に劣っているのか、そういうところ

から基盤整備をしながら、今、最低賃金 1,000円に向けて、またそこが到達したところ

で次の拡充というふうに、なるべくスピードアップを求める次第でございますが、今、

国はこのように行っているところであり、急激に 1,500円というところは、ちょっと無

理があるのではないかなと思います。また、先ほどと同じように、この陳情は抜本的改

革ということを求めております。今まで検討されてきている過程を覆すような陳情内容

について反対といたします。 

議  長  次に、原案に賛成討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

２陳情第２号 「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書」の採択を求

める陳情書について採決します。この採決は起立によって行います。本陳情に対する委

員長の報告は採択です。本陳情は委員長報告のとおり採択とすることに賛成の方は御起

立ください。 

〔賛成者起立〕 

議  長  お座りください。起立多数です。したがって、２陳情第２号は採択とすることに決定

しました。 

次に、２請願第１号 自治会の負担軽減（町道除雪作業対策）についての請願書につ

いて討論を行います。本請願についての委員会審査報告は採択ですので、初めに原案に
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反対討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  次に、賛成討論ありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから２請願第１号 自治会の負担軽減（町道除雪作業対策）についての請願書に

ついて採決します。 

お諮りします。本請願に対する委員長の報告は採択です。本請願は委員長報告のとお

り採択とすることに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、２請願第１号は採択とすることに決定をしました。 

 

議  長  日程第１２ 議会閉会中の委員会継続調査についてを議題といたします。会議規則第

72条の規定により、お手元に配付のとおり議会閉会中の継続調査について各委員長から

申し出があります。 

お諮りします。申し出の事件について議会閉会中の継続調査とすることに御異議あり

ませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、本件については、各委員長から申し出のとおり継

続調査といたします。 

ここで休憩といたします。再開時刻は 10時 45分といたします。休憩。 

 

休  憩  午前１０時２８分 

再  開  午前１０時４５分 

 

議  長  会議を再開いたします。 

ただいまお手元へお配りしましたとおり竹沢議員、久保島議員からそれぞれ１件の計

２件の議案が提出されました。 

お諮りします。本案を日程に追加し、追加日程第１及び第２として議題にしたいと思

いますが、御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、議案２件を日程に追加して議題とすることに決定

しました。 

 

議  長  追加日程第１ 発議第３号 「最低賃金の改善と中小企業支援策の拡充を求める意見

書」の提出について 
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を議題とします。事務局長に議案を朗読させます。 

事務局長 （議案朗読） 

議  長  本案に対する提出者の趣旨説明を求めます。 

11番 

竹沢議員  それでは、私のほうから発議第３号 「最低賃金の改善と中小企業支援策の拡充を求

める意見書」の提出についての提案理由を説明いたします。こうした案件は、過去に我

が議会では２回ございまして、前回も反対者もおりましたが、全体としては合意してい

ただいて意見書を出した経緯がございました。本日も、先ほど反対の声もあったりしま

したので、まさか意見書を説明するとは思っておりませんので心の準備はできておりま

せんでしたが、説明させていただきます。まず現状ですけど、東京と長野県を比べます

と、東京が 1,013円で長野県は 848円、これを月額の平均労働時間 150時間で換算いた

しますと、東京が 15万 1,950円、本県が 12万 7,200円ということで２万 4,750円の差

がございます。例えば我が町の中でも、現実のことですけれども、ある小さな事業所で

先般 848 円を下回っておりまして労働基準監督署から忠告、勧告を受けたことがござい

ます。私もその関係に知り合いがおりまして、そういう情報を得ております。そういう

ことで、要するに日本全国どこへ行っても本来は中小企業に働く労働者の皆さん同じ賃

金をもらって働いていく、そのことによって働く皆さんの労働力の質の向上ですとか、

あるいは購買力の増強、あるいはそういうことによって地域経済や中小企業を支えてい

くと、こういう機能を果たし、循環型の地域経済が成り立っておるというように思うわ

けでありまして、こういう弱い人たちの立場を救い上げていくのが 1 つの大きな課題だ

と思うわけであります。記以下にも書いてありますけれども、もう 1,500 円以上ってい

うのは、確かに目指す目標ですので、いや、高いかなあと思うかもしれませんけれども、

本文中にもございますけれども、1,500 円掛ける 150 時間は 22 万 5,000 円であります。

これは、全国的に見た労働者が働く、生活のための費用としては当然の金額であるとい

うことで、こうした目標は少し高いかもしれませんが、国に訴えていくっていうのは必

要かなあと思います。２つ目のところで、先ほど触れたように、全国あちこちで働くの

に賃金が違うというのはやっぱりおかしいわけで、東京でも長野でも、あるいは愛媛や

そういうところでも同じ額であるということが大切であるわけでありまして、こうした

運動を国会議員の中でも全国統一的にやるべきだという意見で頑張っておる議員さんも

おるところでございます。よって、本意見書につきまして先ほど反対した方もおりまし

たけれども、ぜひ御賛同いただいて、全会一致で本意見書を国のほうに議会の名の下に

提出できますことを心からお訴え申し上げまして、意見書提出の説明とさせていただき

ます。よろしくお願いします。 

議  長  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。提出者は自席へお戻りください。 

これから討論を行います。初めに、反対討論はありませんか。 
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３番 

久保島議員  本意見書に反対の立場で討論いたします。数年前に最低賃金 1,000円という意見書を

提出したところでございますけども、全国平均が 1,000円に至る前に 1,500円という要

求、要望っていうのはいかがなものかなというところでございます。ＯＥＣＤの中で最

下位だと言っていますが、そんなことはございません。中位にございます。決して低い

とは言えないところでございます。そもそも、最低賃金の考え方が製造業を基本にして

考えているということでございまして、現在 1,500円っていうことになりますと、主流

となっています非製造業、物販とかサービス業、この辺などの利益率っていうことにつ

いては非常に大きな影響を及ぼすと、また農業に対してもそうだろうというふうに思い

ます。中小企業の支援というふうにうたってございますけれども、税額控除程度ではと

ても実施できるものではございません。効果が薄いと感じています。給与補塡っていう

ことはとてもできないというふうに思いますので、具体的な施策や財源等も見えず、こ

れは中小企業支援というのは絵空事に過ぎないというふうに思っています。また、全国

一律、統一ということには無理があります。およそ、すべからく単価っていうのは需要

と供給のバランスによって、いわゆる均衡点で決められるのが常識でございまして、こ

れが経済の理論でございます。地域差はあって当然でございますし、都会は経費かかり

ますが、交通の便や効率、回転率っていうところでは多少よいものがありますので、多

少人件費が吸収できるというところでございます。しかし、地域、職種によっては差が

出るのは当然でございまして、田舎のほうは、経費は安いけれども不便性がある、回転

率悪いということで、人件費の吸収っていうのはなかなか難しいと思います。全国一律

となれば、都市集中が解消されるというような机上の理論がございますけれども、これ

はかえって反対だというふうに思っています。そういう経済学者の方も多くございまし

て、効率の悪い田舎の中小企業は成り立っていきませんので、当然廃業という形になっ

てくるだろうと、そうすると、職を求める人たちが都会に集中してくるということが起

きてくる、これは、もう明白でございます。よって、本意見書については反対といたし

ます。 

議  長  次に、賛成討論はありませんか。 

８番 

坂本議員  この意見書に対して賛成の立場で討論いたします。先ほど言われたように、中小企業

の支援策ということが３番目に盛られておりますが、全国一律ということを、もしこれ

を実現すれば、逆には都市集中は今の徐々に解消する逆の形、最初から底辺の人たちに

対して一律の賃金を払っていくという形の中で日本の経済の動向を変えていくというこ

ともできるかと思います。それは、具体的な政策はここには語られておりませんが、地

域格差というのは、かれこれ、もう長いことの地域格差でありまして、それを少しずつ

という形の中でも、今回のコロナの問題に関わっても、地方にとっても非常にひどいこ

とになっておりますので、こういった中で、これを実現していくということが地域の格

差を減らすということにもなるかと思いますので、この意見書を政府に出すことに賛成

するものであります。 
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議  長  次に、反対討論ありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論ありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

暫時休憩とします。 

 

休  憩  午前１０時５６分 

再  開  午前１０時５６分 

 

議  長  会議を再開します。 

これから発議第３号 「最低賃金の改善と中小企業支援策の拡充を求める意見書」の

提出についてを採決します。この採決は起立によって行います。本案は原案のとおり決

定することに賛成の方は御起立願います。 

〔賛成者起立〕 

議  長  お座りください。起立多数です。したがって、発議第３号は原案のとおり可決されま

した。 

 

議  長  追加日程第２ 発議第４号 「国民健康保険への財政支援の増額を求める意見書」の

提出について 

を議題とします。事務局長に議案を朗読させます。 

事務局長 （議案朗読） 

議  長  本案に対する提出者の趣旨説明を求めます。 

３番 

久保島議員  それでは、趣旨説明を行います。先ほどの陳情審査のところでも申し上げましたけれ

ども、審査の説明員の御意向によりますと、陳情書の中にありました協会けんぽ並み、

１兆円投入というところにはこだわらないという御意見でございました。であるならば、

そこをしんしゃくして、私どもも国に対しさらに今の支援から拡充していくことを求め

ていきたいというふうに思っています。これは、県の議長会、町村会でも求められてい

ることでございます。私どもも、さらに負担軽減、さらに安定化というものを目指して

国に支援を求めていきたいというふうに思います。意見書のほうの本文を御覧ください。

最初のところには、経営は厳しいよという話でございまして、それから 75歳以上の人を

対象にしているというところで所得水準が低いということは確認されております。それ

から、中段のところで、国の国庫負担、医療費負担っていうのが 11兆、約 7,000億円っ

ていうものが当たっているという中で、ここではさらに強化策として 27 年度からは

1,700億円、そして 30年度からは財政調整機能、それから保険者努力支援、財政リスク

の分散、軽減等に 1,700億円ということで増額されてきております。これを評価すると

ともに、さらにまたこれを続けていってもらいたいということで、記書きのほうに国民
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保険、後期高齢者保険、介護医療保険のバランスを取りながら国民健康保険者の負担軽

減に配慮すること、それから２番目として現在の国民健康保険への財政支援の継続と可

能な限り段階的増額っていうのを求めていくものにしたいと思っています。そのような

意見書で提出したいと思いますので、御賛同をよろしくお願いいたします。 

議  長  これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。提出者は自席へお戻りください。 

これから討論を行います。討論はありませんか。 

（なしの声） 

議  長  討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから発議第４号 「国民健康保険への財政支援の増額を求める意見書」の提出に

ついてを採決します。 

お諮りします。本案は原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（異議なしの声） 

議  長  異議なしと認めます。したがって、発議第４号は原案のとおり可決されました。 

以上で本日の日程は全部終了しました。本日の会議を閉じます。 

ここで町長から閉会の御挨拶をいただきます。 

町  長  ３月議会定例会の閉会に当たりまして一言御挨拶を申し上げます。 

去る６日から本日まで 19日間の会期をもって開催されました３月議会定例会、議員各

位におかれましては、連日にわたり慎重な御審議をいただき、上程いたしました 22議案

の全てを原案どおり御同意、御議決いただきまして、誠にありがとうございました。厚

く御礼申し上げます。 

さて、３月も余すところ１週間あまりとなりました。国を挙げての新型コロナウイル

スの感染予防対策により、３月６日からは小学校、中学校が休校となっているところで

ございますけれども、17日は中学校、18日には小学校の卒業式が挙行されてまいりまし

た。今回の卒業式は、来賓の臨席がないというこれまでに例がない卒業式となったにも

かかわらず、厳かに、また晴れやかに行われたと伺っております。このような異常な状

況下であっても、子どもたちにはそれぞれ大きな夢と希望を持って元気に巣立っていっ

てほしいと心から願うところでございます。特に、進学や就職で飯島町を離れる皆さん

には、新天地で大いに勉学や仕事に励まれることを願うとともに、ゆくゆくはふるさと

飯島町に帰ってきていただき、まちづくりの主役として力をいかんなく発揮していただ

くことを切に願うものであります。そのためにも、飯島町を離れた若者が夢を抱いてふ

るさと飯島町に戻ってこられる、戻ってきたいと思う経済基盤のある地域づくりのため

に邁進する覚悟でございます。 

先ほど議決賜りました令和２年度の予算は、従来からの町民の皆様と行政との連携に

加え、民間活力を融合したまちづくりを行うための魅力向上予算として位置づけ編成い

たしましたものであり、住民生活に直結する生活基盤の充実を重点としながら、民間と

の連携による事業の推進、展開を図ろうとするものです。これらの取組によりまして町
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民の皆さんが元気で安心して暮らせる豊かなまちづくりに積極的に取り組んでまいりた

いと思っております。 

また、先ほど議員発議により新型コロナウイルス感染症の影響拡大に対し行政の速や

かな対応を求める議決がされたところでございますが、町といたしましても、今回の国

の自粛要請により影響を受けている企業に対して町独自の融資制度の拡充を計画してい

るところでございます。非常事態である新型コロナウイルス感染症が一刻も早く終息に

向かうことを切に願うところでございます。 

今議会におきまして議員各位から、本会議や委員会での審議をはじめ、一般質問、予

算特別委員会での総括質疑を通じまして貴重な御意見や御示唆をいただきました。これ

らを重く受け止め、町民の皆様からの負託と信頼に応えるべく、私をはじめ全職員が心

を一つにして同じ目線に立って、様々な発想と行動力をもって全力で行財政の運営に努

めてまいる所存でございます。 

令和元年度の町政運営につきまして、議員各位をはじめ町民の皆様方には多大な御協

力を賜りましたことに、改めましてこの場において感謝を申し上げるところでございま

す。 

令和２年度におきましては、コロナウイルスの世界的パンデミックやリーマンショッ

クをしのぐ経済危機とささやかれる歴史的な波乱含みの中ではありますが、我が町は、

大きな災害もなく、安寧な生活が送られますよう願ってやみません。今後とも町政運営

につきまして一層の御理解と御協力をお願い申し上げます。 

最後になりましたが、本定例会に御出席いただきました羽生代表監査委員さん、片桐

農業委員会長さんには、大変お忙しいところ誠にありがとうございました。 

議員はじめ皆様方には、ますます御健勝で御活躍されることを心からお祈り申し上げ

まして、３月議会定例会閉会の御挨拶とさせていただきます。ありがとうございました。 

議  長  以上をもって令和２年３月飯島町議会定例会を閉会といたします。御苦労さまでした。 

 

閉  会  午前１１時０８分 
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上記の議事録は事務局長 小林美恵の記載したものであるが、その内容に相違ないこ

とを証するため、ここに署名する。 

 

 

飯島町議会議長 

 

 

 

署 名 議 員 

 

 

 

署 名 議 員 
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